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はじめに

東日本大震災の発生から 3年が経過した。被災地では、復興まちづくり
や被災者の生活再建に向けて事業が本格化している。岩手県、宮城県では、
今月末までにがれきの処理が終了し、防災集団移転促進事業による高台移
転や災害公営住宅の着工率が 6割を超えている状況である。また、福島県
では、観光客数が被災前の 9割程度にまで回復するなど、明るい兆しが見
えるものの、原発事故の影響は深刻で、除染対策や風評被害対策に引き続
き懸命に取り組んでいる。
こうした取組を後押しするため、都は被災 3県に対し、インフラ復旧や
経済再生など、直面する課題に対応しうる職員を約 100 名派遣していると
ころである。
本書では、平成 25年 3月に刊行した「東日本大震災における東京都支援
活動報告書〜本格的な復旧・復興に向けて〜」の続編として、平成 25年度（平
成 25 年 4月 1日から平成 26 年 3月 31 日まで）の間に被災地で力を尽く
した、以下の派遣職員に係る業務概要及び体験談を収録している。

①　専門技術や行政実務に長けた現役職員（第１部）
②�　平成 24年９月に全国に先駆けて採用・派遣した、行政経験や民間経験
を有する技術系任期付職員（第２部）
③�　東京都が出資又は出えん等を行っている団体等（監理団体等）の職員（第
３部）
④�　岩手県、宮城県、福島県の各県庁所在地に設置した「現地事務所」に
勤務する職員（第４部）

あわせて今回は、採用・派遣からおよそ 1年半が経過した技術系任期付
職員が、派遣先での業務や取組、復興にかける「思い」などを、これまで
の職務経験を織り交ぜながら語った「任期付職員座談会」の様子も収録し
ている。（第 5部）
本書をご一読いただくことにより、被災地の早期復興を後押しする都の
取組について理解を深めるとともに、将来の大規模災害への備えを見直す
きっかけとしてご活用いただければ幸いである。

平成 26年 3月
� 総務局復興支援対策部
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道路・河川等の災害復旧支援

被災地派遣職員　業務概要

１　派遣当初の状況

今回派遣される前に、平成 23 年度末の H24.1〜3 の 3 ヶ月間、短期で派遣されていた。当時と比べる
と、現地では新しい建物が少し出来てきているようであった。しかし、依然として建物の基礎だけがあちら
こちらに残る風景が拡がり、復興にはまだ時間がかかる様子であった。

派遣先である釜石市にある沿岸広域振興局は、海岸線から約 4km 位離れたところに位置しているので、
津波による被害はなく通常業務に支障をきたすことは無いところである。平成 23 年度に比べると人員がか
なり増強され、執務室がかなり手狭な状況となっていた。

２　派遣先部署の業務概要

（平成 26 年 1 月 14 日現在）
赴任した沿岸広域振興局は、岩手県の沿岸南部に位置する釜石市に所在している。平成 23 年 6 月から

東京都が職員を派遣している沿岸広域振興局では、当初土木職員 6 名であったが、平成 25 年度は土木職
3 名、事務職（用地）2 名の体制となっている。派遣先の土木部は、職員数が年々増加しており、今年度は、
68 名のうちプロパー職員が 39 名で一般任期付職員 16 名と他県応援職員 13 名で臨時職員を含めると約
90 名と、東日本大震災前の平成 23 年度当初職員（33 名）と比べると実に 3 倍程度まで膨らんでいる状
況である。現所属の他県応援職員は、東京都の他に新潟県 1 名、福井県 1 名、静岡県 6 名となっている。

我々が所属している土木部は、調整課、管理課、用地課、道路整備課、河川港湾課、復興まちづくり課、
建築指導課の 7 つの課があり、東京都派遣職員は、土木職が河川港湾課に 3 名、事務職が用地課に 2 名配
属されている。東日本大震災で被災したインフラ構造物のうち、道路関係については、平成 25 年度に全て
の復旧工事が完了した。我々が所属している河川港湾課では、大型構造物が多いことから、復旧工事はこれ
からが最盛期を迎えてくる。

なお、岩手県では、被災者の今後の生活設計・再建等に資するよう、社会資本の復旧・復興ロードマップ
を掲げて、身近な社会資本の整備に関する情報を定期的に提供している。

組　織 主な業務

調 整 課 土木企画、建設リサイクル

管 理 課 庶務、委託契約、建設業許可、道路 ･ 河川・港湾の占用許可

用 地 課 土地の取得

道 路 整 備 課 道路建設工事、道路維持 ･ 修繕

河 川 港 湾 課 河川・港湾建設工事、河川・港湾維持修繕

復興まちづくり課 市町の復興まちづくり計画策定・推進支援

建 築 指 導 課 建築物の審査・検査・指導・取締り

小原　広
沿岸広域振興局　土木部　河川港湾課

岩手県岩手県
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３　成果・実績

（平成 26 年 1 月 14 日現在）
平成 23 年に発災した東日本大震災から間もなく 3 年が経とうとしているが、河川・海岸・港湾施設に

関しては、これからが本格的な復旧となる。平成 23 年 8 月 11 日に策定した、岩手県東日本大震災津波
復興計画では、平成 30 年度までの基本方針を定める復興基本計画と、第 1 期：基盤復興期間（平成 23〜
25 年度）、第 2 期：本格復興期間（平成 26〜28 年度）、第 3 期：更なる展開への連結期間（平成 29〜
30 年度）から成っている。我々が携わった平成 25 年度は、第 1 期基盤復興期間の最終年度であるが、3
月までには復興実施計画（第 2 期）を策定する予定である。第 2 期計画を進めるに当たっての視点は、「参画」

（若者 ･ 女性などの参画による地域づくりを促進）、「つながり」（多様な主体が連携・活動する相乗効果によ
り復興を加速）、「持続性」（地域資源の発掘・活用など地域社会の持続性を重視した取組を推進）の 3 つを
掲げ、今後の事業検討の中に反映させていくものとしている。

過去に携わった方々が、短期間に苦労されて作成した査定設計を元に実施設計を作成し、本年度末にはしゅ
ん工を迎える工事も控えている。我々派遣職員は県職員と協同して、被災者が一日でも早く安心して暮らせ
るように、引き続き派遣期間終了まで事業進捗に邁進していく。
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被災地派遣職員

体験談
1�担当した業務の概要

（平成 26 年 1 月 14 日現在）
私が派遣された岩手県沿岸広域振興局土木部

は、調整課、管理課、用地課、道路整備課、復興
まちづくり課、建築指導課、そして私が配属され
た河川港湾課の 7つの課がある。河川港湾課は 5
つのグループ（以下、「G」という。）に分かれて
いて、河川 G、港湾 G、砂防 G、復興第 1G、復
興第 2Gで構成されている。我々東京都からの派
遣職員は復興第 1Gに所属し、私の役職は総括主
査となった。復興第 1Gは東日本大震災津波に係
る港湾海岸災害復旧（須賀地区、大平地区）及び
海岸災害復旧（水海地区、小白浜地区）工事に係
る関係機関との調整・連絡、工事の発注・設計・
施工・監督が主な業務であり、担当する地区の裁
量を全て任されていた。とはいえ、東京都の派遣
職員だけで全てできる訳もなく、プロパー職員と
協同して事業を進めている。1月末には公共土木
施設災害復旧事業費国庫負担法に基づく成功認定
が控えている。

2苦労したこと・工夫したこと

本来、東京都で工事を実施する場合は、工事着
手前に企業者等の調整を全て整えて、現場に着手
するのが通常であるが、災害復旧工事特有のこと
なのか岩手県の工事手法が全てそうなのか分から
ないが、工事契約締結後、現場での調整が多々発
生してくることに最初は驚いた。工事によっては、
契約締結後 2ヶ月経っても着手できない現場もあ
るなど、赴任直後は、慣れない環境の中、関係機
関等との調整が続く毎日であった。しかし、工事
件数が増えていくにつれ連絡調整に慣れてきて、
新たな工事が発注されても、これまでに調整して
きた相手方と連絡を取りつつ、なるべく早く現場
に着手することができるように同僚と一緒に関係
機関等に働きかけた。

3印象的なエピソード

岩手県のプロパー職員の方々は皆、優しい方が
多く、通常業務を抱えているにも係らず、相談事
には親身に対応していただいた。
水門の機械設備が契約された際に、本来の工期
は平成 27 年度まであったものを「工夫をすれば
年度内に終わらせることができる」と提案したと
ころ意見が通り、年度内にしゅん工する予定であ
る。意見が通った後の地元等への調整には苦労し
たところもあったが、早期完了に向けて調整でき
たことにやりがいを感じた。
また、我々が通勤している庁舎は合同庁舎とい
うこともあり、庁舎内の色々な部署の方々との交
流もあった。中でも保健所の方々とは交流が多
く、毎週木曜日の 19 時から行われているソフト
バレーは、業務に支障の無い範囲でなるべく参加
するようにし、リフレッシュすることができた。

4今後の都政に活かせること・
活かしたいこと

首都直下地震がいつ発生するか分からないが、
それに対応できる備えが十分であるか、今一度再
確認する必要があることを被災地で生活する中で
改めて感じた。机上では様々な被害想定が出され
ているところではあるが、インフラ構造物が壊滅
的な被害に遭い、橋や道路が寸断され公共交通機
関が麻痺している状況の中で、いかに都民の安全
を確保し、住居等を失った方々の代替施設や飲料
水、食料を確保するか。また、それに対応できる
職員を如何に確保し、職員のモチベーションをど
のように維持していくか等、課題は山積している
と思う。諸々の被害想定が出されているとともに、
その被害が発生しないように、木造住宅密集地域
の解消等の対策を検討しているが、実際に発生す
る被害にどのような手法、役割分担をもって対応
していくか等、具体的な対策を検討することが必
要であることを強く感じている。
東京都は被災地において様々な役割を担うた
め、これまで多くの派遣職員を送り出しているが、

小原　広（建設局）

岩手県　沿岸広域振興局　
土木部　河川港湾課
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被災地派遣職員 体験談

私はその一人として、この貴重な経験を忘れずに
非常時には率先して対応できるよう心掛けていき
たい。

写真 1　取壊し前の防潮堤（小白浜海岸）（H25.4 撮影）

写真 2　取壊し後盛土を開始（小白浜海岸）（H25.11 撮影）
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被災地派遣職員　業務概要

１　派遣当初の状況

宮城県気仙沼土木事務所は、宮城県沿岸部の最北端にある気仙沼市内にあり、事務所は被災したため、現
在は県の他部署とともに仮設合同庁舎にて業務を行っている。

気仙沼市はカツオやサンマの荷揚げ量が多く、またフカヒレでも有名な地域の拠点となる漁港都市である。
気仙沼市から県庁がある仙台市までは約 120㎞、電車は時間が限られるため交通手段はもっぱら車とな

る。途中高速道路を利用しても片道 2 時間半の行程となる。ちなみに、岩手県との接点が多いため、「宮手県」
と揶揄されることもある。

気仙沼土木事務所の管轄は、被災時に港一面が出
火した映像が衝撃的だった気仙沼市と、防災庁舎が
津波にのまれていく状況が記憶に刻まれる南三陸
町である。

私が派遣された時にはすでに瓦礫はなく、被災地
は建物基礎がそこら中に残る空虚な平地となって
いた。わずかに残された建物の上層階は元の面影を
残しつつ、下層階に目を向けると親柱のみが残って
いるという一見異様な様相を呈していた。

２　派遣先部署の業務概要

当事務所には約 100 名の職員がおり、うち 20 名が派遣職員である。また、県では任期付職員を採用し、
被災前の倍近い職員が勤務している。

道路、橋梁、河川、海岸港湾の通常業務に加え、被災後は災害復旧業務を行っている。災害復旧業務とし
ては当初道路が優先され、現在は河川、海岸に重点がシフトしている。

東京都からは 3 名が派遣され、うち 2 名が気仙沼市中心街を流れる河川及び同市内の海岸を担当し、残
る 1 名は南三陸町の中心街であった志津川 3 河川を担当している。東京都が中心市街地を担当するのは偶
然か必然か。
「見せる復興」を今年度目指す宮城県としては、まちづくりを進める上で先行整備が欠かせない河川、海

岸整備に 1 日でも早く着手したいところである。
しかし、赴任時には河川、海岸の多くが、災害復旧の実施に係わる国の了解（災害査定保留の解除）を得

られていなかった。今回の被災が甚大であり、測量の基準点そのものの確認から始まったこと。通常の現状
機能回復ではなく、ワンランクグレードアップした復旧（数十年〜百数十年に一度の津波に耐えられる堤防）
を目指していたこと。他の復旧事業も輻輳していたために、その調整が多岐にわたっていること。が主な原
因としてあげられる。（災害復旧費はほぼ満額が国費で充当されるため、国の了解が実施の前提となる。）

奥平 周示
気仙沼土木事務所

宮城県

気仙沼市街

道路・河川等の災害復旧支援
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３　成果・実績

事務レベルでの今年度目標は復旧計画に係る国の了解（他事業との調整を完了し、査定保留を解除する）、
その後の工事発注までが主眼となった。
“年度末”と“雪”がちらつき始めた頃になってもなお、他事業計画の影響や住民との合意が得られず、

復旧計画の確定まで至らない河川や海岸も複数箇所残っているが、他方では国の了解、設計、発注、工事契
約、地元説明、用地取得と難を一つ一つこなして現場着工した路線もあり、「見せる復興」開始の狼煙を上
げた年度だったと言える。

津波堆積土の再生事業はすべての処理を終え今年度で収束する（活用するための公共事業がまだ足踏みし
ているが）。土地区画整理事業や三陸沿岸道路はいよいよあちらこちらで造成を開始した。気仙沼唯一の幹
線道路である国道 45 号は、ダンプトラック等工事車両の往来が増え、のろのろ運転に悩まされる日も目立
ち始めた。来年度はいよいよ復旧事業の全盛期になる。我々の成果がどれほどの交通渋滞となって現れるか
静かに見守っていきたい。
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被災地派遣職員

体験談
1担当した業務の概要

私が担当した河川海岸で特に精力を注いだの
は、気仙沼市街を流れる鹿

しし

折
おり

川
がわ

で、被災時に火災
を起こした気仙沼漁港に注ぐ川である。第十八共
徳丸が今年度秋まで陸地にたたずんでいたことで
有名な地区でもある。

鹿折川の災害復旧延長は 1,650m で、当初復旧
に要する査定額として 58 億円が認められていた。
しかし市街地の河川であり、まちづくり事業や道
路、橋梁事業など復旧事業が絡み合うことから、
多分に漏れず査定保留（実施は国の了解後）となっ
ていた。私の役目はシンプルで、昨年度まで交通
整理に努められた前任の基本計画を踏襲しつつ、
全ての事業者との調整を終え、査定保留を解除し、
工事を発注することであった。しかしながら宮城

県の目標である「見せる復興」をするためには、
工事発注だけでは足りず、着手できる行程を組ん
でいかねばならなかった。このため、まず査定保
留解除に先立って事前に工事発注準備のできる工
区に狙いを定めた。区画整理事業との重複地は土
地所有者の施工同意を得られている他、土地収用
ができる収用適格事業（河川事業）でもあるので
土地の問題はクリアできる。また、議会案件には
なるが（手続き期間が長くなる）、契約ができれ
ば今年度中の着手はその後の事業間調整を行えば
不可能ではない。ここを 1工区として保留解除に
先立って発注図書作成を進めた。
鹿折地区は東京の有楽町近辺の地層と類似して
柔らかく、新たな大型堤防を作るには地盤の改良
が必要と判明したが、概算額をはじくと当初査定
額の倍、120 億円になる。通常ならば考えられな
い事態である。当然、国との協議も右往左往し、
結局 9月半ばにようやく保留解除となった。でも
諦めない。密かに準備していた 1工区工事を直ち
に起工し、また、堤防構造が国の了解を得た時点
から密かにスタートさせた、堤防の現地用地確定
測量が完了していたことから、保留解除翌日には
用地担当とともに用地交渉に向かった。早速取得
した用地には計画堤防の原寸大看板を設置した。
昨年度地域の声として、堤防や他の道路土堤によ
り窪地が生まれることが懸念されていたためであ
る。場所も形も高さも実寸の看板を建てることで、
噂に惑わされる前に事実をみて各自判断してもら
いたかった。
次ぎに発注を計画した 2工区区間は、用地取得

奥平 周示（建設局）

宮城県　
気仙沼土木事務所

写真 1　第十八共徳丸

写真 2　鹿折川 写真 3　実寸大看板
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被災地派遣職員 体験談

箇所が少ない。工事発注後、契約までの間に用地
を取得できると考えた。対象は 5 件ほどしかな
かったが、反対意向の強い地域だった。工事発注
後、地域代表を最後に回しつつ、1日で一斉に契
約に持ち込んだ。代表も事業の必要性を理解され、
皆が協力するならば自分はもう何も言うことはな
いとして、直ちに契約を承諾された。
鹿折川としては今年度ここまでかと思っていた
矢先、県としてさらなる事業実施努力が求められ
た。周辺を見渡してももはや前倒しできそうな路
線が見当たらなかったため、鹿折川の残る区間と
なる 3工区を発注する準備に入った。12 月末起
工を目指していた頃、2工区が契約不調となるこ
とが明らかとなった。そこで、2 工区と 3 工区、
さらに堤防と一部兼用される県道復旧事業の一部
を抱き合わせて、大きな工事として再整理し発注
することとした。その結果、図面数量が大方見え
てきたが、積算に与えられた時間は連休中の 3日
間のみであった。この工事は 80 億円を超え、県
の河川海岸事業では最も高額な工事となった。ま
た、これをもって鹿折川は他事業の影響区間を除
く全区間の工事発注を完了し、1年間の発注額は
約 100 億円となった。
1工区は無事契約が成立し、事業間調整も図ら
れ、平成 26 年 2 月より無事現場着手の運びとなっ
た。「見せる復興」の開始である。
一方、鹿折川は地元合意困難路線とも見られて
いたこともあり、土地収用法の事業認定申請を予

定していた。このため、平成 25 年 12 月に土地収
用法に基づく説明会を開催した。マスコミも複数
社入るなか、私も職員として事業や工事の説明を
した。後日、現場近くの仮設店舗で昼食をとりに
お店に入ったら、TVで仙台放送（フジテレビ系）
のニュースが流れており、「復興事業としては宮
城県初となる、土地収用法の事業認定申請を行う
気仙沼市の中心街を流れる鹿折川で、地元説明会
が行われました。…」というフレーズが。見ると
私がTVの中で説明している。思わず立ち上がっ
て携帯カメラでTV画面に写る自分を撮写した。
お店の人が見ていたら、なんて滑稽なシーンで
あっただろうと後でひとり恥ずかしかった。

2今後の都政に活かせること・
活かしたいこと

用地交渉は、土地をすぐに売りたいと考えてい
る人以外は、できるだけ用地担当と行動を共にし
た。私は復旧事業を進めること、事業内容、スケ
ジュールをできるだけ詳しく説明し、所有者の要
望に対しできること、できないことをその場でお
伝えした。用地担当は補償に対する考え方などを
説明した。契約交渉にあたり、事業担当と用地担
当は二人三脚なところがあること、2人の歩調が
合うと実に円滑に進むことを改めて感じた次第で
ある。



職
員
派
遣

任
期
付
職
員
派
遣

監
理
団
体
等
職
員
派
遣

現
地
事
務
所

任
期
付
職
員
座
談
会

14

被災地派遣職員　業務概要

１　派遣当初の状況

福島県いわき建設事務所の自治法派遣は、表 1 のとおり、全国各地の 10 自治体 22 名が派遣されており、
そのうち、復旧・復興部には土木職 13 名（8 自治体）が配属されている。

当事務所は、福島県いわき合同庁舎の 2 階にあるが、震災後に組織を拡大したことに伴い、事務所内だ
けでは人員が収まりきれず、対面にある民間建物の 1 階に復旧・復興部を置いている。

合同庁舎や我々がいる民間建物、市内の周辺道路などは、至る所に建物と地盤面に段差等があり、応急措
置がされているものの、未だ地震の影響を物語る痕跡がある。

当事務所の管内はいわき市だけであるが、いわき市は約 1,230km² と福島県内の自治体で一番広い面積
（いわゆる「平成の大合併」が始まる前は全国で一番広い市であった）を有し、県の約 1 割を占め（東京
23 区約 622km² の約 2 倍）、市内中心部から南側の茨城県境や隣接市町境とは約 35km 離れている。

また、いわき市は、福島原発の南側約 25㎞の位置にあるが、原発事故当時の気象状況、地形等により北
西方向に放射線拡散の影響が大きかったことから、原発の南方向に位置する市内の線量は 0.1μSv/h 程度
と都内と比較してもほとんど変わらない値である。

このほか、いわき市には原発事故により、仮設住宅等へ避難されている方々が約 24,000 人と県内でも
最も多いほか、除染作業等で働く方々も多く住んでおり、市内中心部の賃貸住宅への入居、あるいはホテル
の宿泊予約も容易ではない。さらには、市内中心部から程近い高台の建売住宅が販売開始早々に完売するな
ど、復興特需で街が賑わっている。

一方、海岸線での災害復旧工事は、平成 25 年度から本格的に動き始めたといった状況にあり、今後さら
に事業者等の動きが活発になるものと思われる。

表 1　いわき建設事務所　自治法派遣者一覧表

派遣元 人数 派遣期間 配　属

東京都 2 12ヶ月×1名、6ヶ月×1名 復旧・復興課

青森県 1 2ヶ月 復旧・復興課

栃木県 3 12ヶ月 復旧・復興課×2、用地課×1

群馬県 2 12ヶ月 復旧・復興課

千葉県 1 12ヶ月 復旧・復興課

神奈川県 8 12ヶ月×3、6ヶ月×5 復旧・復興課×2、建築住宅課×4、河川砂防課×2

長野県 1 12ヶ月 用地課

広島県 1 12ヶ月 建築住宅課

島根県 2 12ヶ月 復旧・復興課

鹿児島県 1 3ヶ月 復旧・復興課

湊　勇人
いわき建設事務所　復旧・復興部　復旧・復興課

福島県
道路・河川等の災害復旧支援
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２　派遣先部署の業務概要

福島県いわき建設事務所の平成 25 年度スローガンは、「沿岸部津波被災地全域で復興の槌音を響かせる
ため、東日本大震災からの復興事業に事務所一丸となって全力で取り組む。」である。

このスローガンのもとに業務運営する組織は、表 2 のとおり構成されており、146 名（ほか臨時事務補
助員 11 名）で取り組んでいる。派遣職員にあっては、それぞれ派遣期間が違うが、業務を停滞させること
なく、着実に業務を遂行することが求められている。

また、業務運営目標は表 3 のとおりであり、目標達成に向け、現実の課題と向き合い導き出した解決策
の実現に向け、積極的に取り組んでいくこととしている。

表 2　福島県いわき建設事務所の組織構成

所　長

次　長

総務部

総務課 総務係・経理係

行政課 行政係

用地課 用地係（3係）

復旧・復興部 復旧・復興課 道路係・橋梁係・防災緑地係・河川係・海岸係・水門係

専門技術管理員

企画管理部
企画調査課 企画調査係・復興まちづくり係

管理課 管理計画係・地域保全係

事業部
道路課 道路計画係・道路整備係

河川砂防課 河川海岸係・砂防係

建築住宅部 建築住宅課

勿来土木事務所 総務課・業務課

鮫川水系ダム管理事務所 総務課（勿来土木事務所兼務）・業務課

小玉ダム管理事務所

表 3　平成 25 年度　業務運営目標

【基本方針】　 安全・安心で魅力と活力ある地域づくりと多様な交流・産業を支える 
社会基盤の整備による誇りあるいわきの復興

【業務運営目標①】　 津波被災地における復旧・復興事業の全面展開 
（海岸・河川堤防の全箇所の工事着手と防災緑地の早期着工）

課　題 解決策

＜復旧・復興の加速を妨げる様々な課題＞
・マンパワー不足
・事業者間の調整、情報共有不足
・膨大な用地取得
・入札不調増加

・優先度の高い事業の峻別化
・情報と目標の共有化
・事業用地確保へ集中した取り組み
・実効性のある施工確保対策

【業務運営目標②】　複雑な地域課題に即応した社会基盤等の整備や改善

＜被災地であり、避難者受入地でもある複雑な環境＞
・住環境悪化（人口増、避難長期化）
・交通環境悪化（仮設住宅、原発災害）
・県に対する高まる社会的要求

・緊急現道対策の早期実施
・復興公営住宅の早期着手
・戦略的道路整備計画の推進
・県立高校の早期復旧

【業務運営目標③】　安全・安心を支える社会資本の整備と維持管理の充実

＜地域の活力や安全・安心を支える管理者の責務＞
・計画的な社会資本の整備
・老朽化した施設の更新
・再度被災の防止
・自然災害への備え

・通常事業の重点化、選別化
・巡視、監視体制の強化
・長寿命化計画による更新、補修
・実践的な訓練の実施
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３　成果・実績

表 3 の業務運営目標に基づき、私が所属する復旧・復興課では、「平成 25 年度中に海岸線全 13 箇所（約
25km）の工事着手」を組織目標とし、災害復旧工事が本格的に動き始めている。（写真参照）

福島県の海岸線は、全体で約 167km、そのうち、いわき市の海岸線は約 67km と県内の約 4 割を占め
る。（図 1 参照）市内の海岸災害復旧工事の範囲は、約 30km であるが、当事務所所管の海岸保全区域が
約 25km、県小名浜港湾事務所所管の港湾区域が約 5km である。（図 2 参照）

図 1　福島県いわき市位置図

図 2　いわき建設事務所　海岸災害復旧箇所

①末続海岸

②金ヶ沢海岸

③久ノ浜海岸

④仁井田海岸
⑤草野下神谷海岸
⑥夏井海岸
⑦沼ノ内海岸

⑨永崎海岸

⑧豊間海岸

⑩下神白海岸

⑪岩間佐糠海岸

⑫錦町須賀海岸
⑬関田海岸
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海岸災害復旧工事の主な工事内容は、「頻度の高い津波」や「高潮波浪」を考慮したうえで、北側 2 箇所
を TP8.7m、ほか 11 箇所は TP7.2m まで堤防を嵩上げするものであり、既存堤防より最大で約 3.5m
高くするものである。

また、この堤防の嵩上げは、レベル 1 津波：L1（数十年から百数十年の津波）に対応するものの、東日
本大震災規模となるレベル 2 津波：L2（千年に一度の最大クラスの津波）までの嵩上げではない。

このため、福島県では津波被災した一定規模以上の市街地には、L2 対策として海岸堤防の陸地側に盛土
と植樹をする防災緑地を整備し、津波による漂流物対
策（減衰）と避難対策を図ることとし、ハードとソフ
トの両面から対策を行うこととしている。（図 3 参照）

なお、海岸線全 13 箇所の工事箇所着手という目標
に対し、他事業（防災緑地事業や道路事業）と一体的
に進める必要があり、関係者が輻輳化する 1 箇所を
除き、12 箇所は年度内工事着手の目処が立っている
ため、達成度は 9 割以上と見込んでいる。 図 3　ハード及びソフト対策

動き始めた海岸線の災害復旧事業（堤防嵩上げ）

写真 1　永崎海岸（川畑 1 号工区）　H25.12.12

写真 2　久ノ浜海岸　H25.12.24
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被災地派遣職員

体験談
1担当した業務の概要

役　　　職：	主任主査（水門係長）
組織の体制：	復旧・復興部の組織構成（33 名）

は、下表のとおりであり、都派遣
者は、私が担当している水門係長
と橋梁係に 1 名（4 月～9 月は総
務部技術管理課：曽山禎彦さん、
10 月～3月は南多摩西部建設事務
所工事課：野元秀美さん）が配属
されている。

	 6 つの係は、図 1のとおり関連性
が深く、事業計画では綿密な調整
が不可欠であり、工事の発注時期
や施工方法等についても、連携し
ながら進めていく必要がある。

主な事務分掌：	平成 23 年 6 月～12 月に災害査
定 12 回 238 箇所が行われ、平成
24 年度までに 149 箇所が工事完
了（62.6％）、事業費ベースでは
12.8％の進捗率であった。

	 したがって、災害復旧事業として
は、工事が本格化した平成 25 年
度からが進捗率をあげる勝負の年
であった。

	 私が担う水門係は、河川及び海岸
工事の範囲に水門や樋門がある場

湊　勇人（建設局）

福島県　いわき建設事務所　
復旧・復興部　復旧・復興課

表 1　いわき建設事務所　復旧・復興部　組織一覧

部長 1 名

　課長 1 名

　　道路係 4 名

内
訳

係長（県）1 名、担当：（県）1 名、神奈川県 2 名

　　橋梁係 3 名 係長（栃木県）1 名、担当：（県）1 名、東京都 1 名

　　防災緑地係 5 名 係長（県）1 名、担当：（県）2 名、群馬県 2 名

　　河川係 6 名 係長（県）1 名、担当：（県）3 名、千葉県 1 名、鹿児島県 1 名

　　海岸係 6 名 係長（県）1 名、担当：（県）3 名、島根県 2 名

　　水門係 5 名 係長（東京都）1 名、担当：（県）2 名、青森県 1 名、栃木県 1 名

　　臨時事務補助員 2 名

図 1　復旧・復興部　各係簡易図

図 2　復旧・復興部　シンボルマーク

部・課内各係の一体感醸成に少しでも役立つよう、私は、上
記のシンボルマークを考案し、それをプリントしたTシャツ
を有志で製作した。そのTシャツを着て、県内で行われた駅
伝大会に「いわき復興’S」として参加し、「連携」と「チームワー
ク」の重要性を再確認しあうなど、仕事と関係性の深いコミュ
ニケーション向上を図った。
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被災地派遣職員 体験談

合、水門工事と合わせ、河川改修
と海岸堤防の嵩上げ工事を行うこ
とが役割となっており、河川係と
海岸係の業務内容も兼ねたもので
ある。

	 また、係では災害復旧事業のほか、
社会資本整備総合交付金事業、復
興交付金事業を加え、事業費は概
ね 100 億円（水門：4 基、樋門：
2基、河川改修：約 1.2Km、海岸
堤防嵩上げ：約 4Km）規模の工
事調整、発注、施工監督が担当業
務である。

2苦労したこと・工夫したこと

これまで、福島県では海岸線に高潮対策として
設置する水門は無く、今回の災害復旧事業等で初
めて水門が設置される。しかも設置が決まったの
はいわき市内だけである。まさにゼロからのス
タートであり、方針を定めていく過程や内部調整、
関係者協議等を円滑に進めていくうえでも担当係
長としての手腕にかかるところが大きく、やりが
いのある仕事だと自負している。
特に、今回の東日本大震災において、消防団員
が水門操作のため現場に向かい、亡くなられた方
や行方不明者は 59 人にのぼり、この教訓から水
門操作の方法については、操作者の安全第一を考
慮したものを検討する必要があった。
このため、東京都へ福島県職員とともに業務出
張し、建設局江東治水事務所水門管理センターと
河川部防災課、総務局総合防災
部に伺い、東京都の防災に関す
る先端技術についての知識を習
得した。また、被災した水門の
災害復旧工事を進めている岩手
県にも、都派遣の小原係長を通
じ、岩手県沿岸広域振興局に業
務出張し、水門工事で考慮すべ
き点等を懇切丁寧にご教示いた
だいた。
これらの出張で得た知識によ
り、現在、図 3のような遠隔及
び自動化による操作の導入を検
討している。現在、施設の配置
等で関係者との協議を行ってい

るが、県として初めての取組であり、一筋縄では
いかないと覚悟しながら業務を進めているところ
である。

3印象的なエピソード

福島県で唯一の水門工事を担い、その方向性を
決めていく係長という重要な役割を任されてお
り、また東京都という看板も背負っていることに
ついて、私は非常にやりがいを感じている。
私が、福島県派遣において、最も注意している
ことは、共に働いている県職員も被災者であり、
絶望的な状況に陥っている同じ公務員という立場
の仲間が多くいることを忘れてはならないという
ことである。
私は、この仲間達を支援し、福島県のためだけ
でなく、国としての危機的な状況を少しでも改善
していくことが、公共の奉仕者としての使命だと
認識している。
私個人としての目標は、「福島のことをよく理
解し、よく知る東京の人」になることである。
私の周りの福島県の方々は、優しく、温厚でま
じめな性格の人間が多く、夜遅くまで飲食に付き
合ってくれたり、休日にはリフレッシュのために
温泉巡り等にも誘ってくれる。
こういった仲間を増やすことができたのも、家
族の理解と東京都で私を送り出してくれた都職員
の仲間のおかげと感謝している。また、伊豆大島
の震災や東京オリンピック・パラリンピック開催
地決定に伴う各事業等で皆さんが激務となってい
るのにも関わらず、福島県での仕事に全力で取り

図 3　水門操作ソフト対策案（遠隔及び自動化）
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被災地派遣職員 体験談

組ませていただいていることに、心から「ありが
とうございます」と言いたいと思う。

4今後の都政に活かせること・
活かしたいこと

私は、これまでに伊豆大島の噴火災害後の対策
事業、三宅島噴火による災害復旧事業、新潟県中
越地震に伴う新潟県派遣（災害査定業務）と数多
くの災害現場を経験させていただいた。正直、こ
の度の伊豆大島の災害は、3年間住んだ思い入れ
の場所でもあり、心が痛み、歯がゆい気持ちであ
る。
私は、災害復旧とは「即時判断、行動、結果が

早期に求められ、我々、土木職がこれまでの知識
と経験を即時にフル活用でき、やりがいと満足感
を得られる貴重な場」だと認識している。
一方で、災害現場は、見るたびに胸が締め付け

られる思いになってしまうとともに、「がんばろ

う！やってやろう！！」という気持ちになる。こ
うした経験から技術者は育ち、成長するものと考
える。
しかし、今回の東日本大震災の場合は、津波災
害というこれまでに例を見ないものに加え、原発
被害という、我々、土木職だけでなく、人間が太
刀打ちできないであろう問題が発生してしまっ
た。
私がいるいわき市は、放射線量の影響は少ない
ものの、未だに帰ることができない地域が北側
25kmにあり、その方々の無念さを多くの新聞や
メディアで知ることができる。しかし、最近取り
上げるのは地元マスコミが殆どで、この辛い状況
が東京、全国へと伝わる頻度が下がってしまって
いるのではないかと危惧している。引き続き、支
援は必要であり、そのことを改めて皆さんに伝え
たい。
私は、この貴重な経験を持ち帰り、今後、進め
るべく業務の糧にしたい。

久ノ浜周辺（除染作業）　H25.12.24
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道路・河川等の災害復旧支援

１　派遣当初の状況

相双農林事務所は、浜通り地域の南相馬市に位置し、管理区域は宮城県境からいわき市境の「相双地区」
と呼ばれる 2 市 7 町 3 村、面積は約 1,737km² で福島県土の約 12.6%を占める。

東日本大震災では震度 6 弱を記録し、管内の相馬海岸では県内最大津波高である 14.5m、地盤の水平移
動距離も県内最大となる 3.25m を記録した。この影響により、福島県沿岸の民有保安林 261ha のうち、
約 60%にあたる 155ha が被災し、基礎地盤土砂、及びクロマツ等の立木が流出する等の壊滅的な被害を
受け、潮害防備、飛砂・風害防備等の災害防止機能が失われた。

また、管内には福島第一原子力発電所があり、その事故に伴う「帰還困難区域」、「居住制限区域」及び「避
難指示解除準備区域」の避難指示区域が約 6 割を占めている。

２　派遣先部署の業務概要

森林土木課は総勢 20 名で構成され、このうち福島県外から派遣されている職員は、北海道、東京都、石
川県、京都府、広島県、高知県、長崎県及び宮崎県の総勢 8 名である。

主な業務は「海岸防災林の造成」で、津波被害を減災する観点から、津波に対して粘り強い構造の防災林
を着手から概ね 10 年程度で整備するものである。

海岸防災林は、津波自体を完全に抑止することはできないものの、津波エネルギーの減衰効果や漂流物の
捕捉効果等、被害の軽減効果が図れることから、多重防御の一つとして位置づけられる。造成にあたっては、
津波で樹木が流されないように、充分に根を深く張ることができる「盛土高」、津波エネルギーの減衰効果
が期待できる「林帯幅」の確保が重要である。

盛土高は、植栽した樹木（主林木はクロマツ）の直根（真っ直ぐ下へ伸びる根）が充分に成長し、津波に
対して根返りしにくくするため、地下水位から 3m 程度の盛土を行う。林帯幅は、市や町の復興計画を踏
まえつつ、災害防止機能に加えて津波に対する被害軽減効果を考慮して概ね 200m を確保する。

しかし、海岸防災林造成に向けた基本方針は明確になっているものの、相双管内の予定地では解決すべき
課題がいくつか存在する。

最初に、造成用地の取り扱いである。通常の治山事業では、土地所有者等の同意により事業を実施するこ
とが基本であり、山林・保安林の買入及び用地補償は行っていないが、今回は福島県が「全国初の試み」と

秋山 勇介
相双農林事務所 森林林業部 森林土木課 林地災害復興班

福島県

被災前 被災後
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して治山事業により買入を行
う。これは、事業主体が敷地を
買入れる他の公共事業に足並み
を揃えるとともに、被災者の生
活再建にも配慮しつつ、速やか
に事業を進めることを目的とし
ている。

次に、植生基盤として利用す
る盛土資材の不足である。把握
している数量（避難指示区域は
未確定）で約 1,530 万 m³ の
資材を必要とする。この課題の改善を図るために、再生資材（災害廃棄物由来の再生資材）、クリンカアッシュ

（火力発電所から排出される石炭焼却灰）、及び残土（県外工事で発生する残土）の再利用等を検討している。
また、円滑な事業実行を図るためには、環境への配慮等も重要な項目である。写真の「ミズアオイ」は、

水路の改修や除草剤の使用等によって環境が悪化して姿を消し、絶滅危惧Ⅱ類に挙げられたが、今回の津波
で表土が削られて、地下深く眠っていた種子が発芽したと考えられる。このように、津波被災跡からは数々
の希少生物が確認されたが、復旧工事で消滅することも多かったため、これらを保護しながら事業を進める
ことが重要である。

３　成果・実績

防災林造成事業の進捗は、南相馬市及び相馬市の事業要望も考慮した内容で業務委託を契約し、事業区域
の確定、及び盛土高を決定するための地下水位の観測を実施している。

また、事業用地の取得に向けた取り組みでは、「用地買収等実施要領」を作成し、これを基にして「市町
村説明会」を開催、「行政区単位の説明会」を他部署と連携して順次開催している。次の段階では、土地所
有者の移転登記（個人から福島県）に向けた用地調査に関する業務委託を発注し、この成果を基に土地所有
者と個別の用地交渉を開始する。

最後に、森林土木課が主体的に進めている盛土資材不足の改善に向けた取り組みについて紹介する。利用
が想定される資材を三種選定（再生資材、クリンカアッシュ、山砂）して盛土を行い、主林木となるクロマ
ツを植栽した。平成 25 年度からの取り組みで検証期間が短期間であるため、クロマツの活着や成長に大き
な影響は確認できなかったが、下草の繁茂状況は資材による差が明らかであった。

特に、クリンカアッシュでは下草が全く確認できなかった。養分不足及び粒度が均一で透水性が良いこと
から、下草の発生抑制につながった可能性がある。現段階の成果から、クリンカアッシュを植生基盤の地上
部に敷き下草の発生が抑制されれば、防災林の維持・管理で欠かせない下刈作業の低コスト化につながるこ
とが期待できる。引き続き、経過観察を続けるとともに、クロマツを掘り起こして根の発育状況を検証する
計画である。

海岸防災林造成のイメージ

ミズアオイ水路に群生するミズアオイ
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体験談
1担当した業務の概要

私は、福島県南相馬市にある「相双農林事務所」
に派遣された。ここでは、平成 24 年度に策定さ
れた福島県農林水産業振興計画「ふくしま農林水
産業新生プラン」に沿って、津波被害を考慮した
農林地・農林業等施設の復旧、放射線の影響に配
慮するとともに冬期温暖な気候を生かした農業の
振興及び森林の再生と新たな林業・木材産業の構
築等、相双地方の振興に向けた各種施策を推進し
ている。職員は約 200 名、地方自治法に基づく県
外からの派遣職員は、農業土木職 23 名、林業職
8名の総勢 31 名である。
林業職は森林土木課に所属し、体制は課長 1名、
主任主査 2名、主査 13 名、副主査 2名及び技師
2名で、私は副主査として業務を遂行した。年度
途中で、前倒しによる新規採用職員 1名及び用地
担当職員 1名が増員され、最終的に 20 名体制と
なった。この中に含まれる派遣職員 8名の派遣期
間は、1年間が 6 名、6 か月間が 1名及び 3 か月
間が 1名である。派遣前に豪雨災害に見舞われ、
福島県への派遣を休止する自治体もあった。
私が担当した業務の中心は、東日本大震災の復
興に向けた「施設災害復旧事業」及び「防災林造
成事業」である。この他には、梅雨前線や台風等
に伴う集中豪雨や暴風雨等によって保安林内に発
生した土砂崩れ等に対する復旧工事の設計・積算、
復旧に向けた国庫負担（補助）申請を行うための
資料作成や災害査定、残事業調査の対応も担当し
た。

（1）施設災害復旧事業
私が担当した現場は、双葉郡楢葉町の「シウ神
山」地区である。広野町にある J－ヴィレッジの
裏側に位置し、福島第一原発から約 20㎞、現在
でも「避難指示解除準備区域」に設定されている。
この現場は、潮害防備保安林を波浪等による侵食
から保護するため、防潮堤（六脚ブロック）を昭
和55年から昭和61年にかけて施工した。しかし、
今回の大津波によって防潮堤が 622m流出すると
ともに、保安林面積約5haの基礎地盤が流出した。

この施設の復旧工法は原形復旧となったため、
六脚ブロックを新規製作するとともに、飛散した
六脚ブロックの一部も再利用して防潮堤を再構築
している。私は、設計・積算、派遣期間満了まで
監督員として本復旧工事に関わった。

（2）防災林造成事業
今回発生した未曾有の津波により、江戸時代か
ら造成されてきた南相馬の海岸防災林が壊滅的な
被害を受けた。このため、林帯幅（防災林の幅）
の確保に加えて、人工盛土によって造成し、必要
な機能（多機能海岸防災林）の確保を再生するた
めに事業を推進している。
主体的業務は、全国初の試みとなる治山事業用
地取得（買入）に向けた基準類等整備、盛土資材
不足の軽減を図るために、活用が想定される三資
材によって防災林の基盤を造成してクロマツを植
え、その成長比較を継続的に行う試験地の設置、
盛土基準高、及び事業用地区域を確定するための
委託設計・監督業務等を担当した。

秋山 勇介（産業労働局）

福島県　相双農林事務所　森林林業部　
森林土木課　林地災害復興班

被災した防潮堤

クロマツを植栽した試験地
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2苦労したこと・工夫したこと

防災林造成事業は、森林土木課が単独で進めら
れるものではなく、事業対象地を管轄する自治体
（市町村）、海岸堤防管理者（県）及び農地管理者
（県）等の各担当との連携が重要である。事業は、
前年から継続的に着々と進められている案件が多
いが、派遣者の引き継ぎは文書のみで行われるた
め県職員に頼ることになる。しかし、少数の県職
員が全事業の詳細事項の把握及び調整に関わるに
は限界があり、実質的には派遣職員が中心となっ
て業務を遂行することが少なくない。このため、
着任当初から他事業担当者との調整業務が生じて
いたが、自分が担当する業務の背景、進捗及び課
題等を短時間で迅速かつ正確に把握することに苦
労した。
次に、着手可能な事業対象区域を確保すること

である。平成 25 年の年頭所感で、知事は「この
復興への歩みを確実に、そして加速させてまいり
たい」と表明し、この言葉を胸に県職員及び派遣
職員が一丸となって事業を運営している。しかし、
事業対象区域の大半が他事業の仮設ヤード（ブ
ロック製作）や災害廃棄物（環境省等）の仮置施
設等に利用されていたため、競合事業との調整に
時間を要した。

最後は、現場監督や調査へ行く際の道順を覚え
ることである。事業対象地は、津波被災地である
ため、道路が分断されている場所、目標物が流出
している場所が多数存在した。また、福島第一原
発の影響による警戒区域内では、通行証を提示し
て進入しても出口は無人のバリケードによって交
通遮断されている場所もあり、巨大な迷路のよう
であった。道路状況が刻一刻と変化するため、カー
ナビを搭載した車両でも辿り着くまでに時間を要
することがあった。

3印象的なエピソード

これまで、私は水道局で水源林の維持・管理に
携わってきたが、事業対象地は「局が自ら所有し
管理している」ため、事業実行に伴う説明会の経
験は無かっ
た。しかし、
今回は用地担
当として初め
て各種説明会
に参加し説明
する立場で、
納得いただけ
ない所有者に
対して根気強
く説明することにより、一歩一歩着実に前進して
いけたことに達成感を味わえた。
また、初挑戦となる海岸工事で防潮堤復旧工事
の設計及び監督を担当した。完成まで見届けるこ
とはできなかったが、森林土木課で唯一発注する
海岸工事で、基礎となる当初設計及び監督に携わ
れたことは、緊張感もあり良い経験になった。

4今後の都政に活かせること・
活かしたいこと

福島県では、事業対象用地の確保に向けた用地
買入事業の基準整備等、林業職の域を超えた様々
な業務を経験したが、一番の収穫は県職員及び派
遣職員とのネットワークが構築できたことであ
る。私は、林業職が担当する造林、林道及び治山
事業を経験してきたが、一年間業務を共にした同
僚は、治山事業一筋が珍しくなかった。今後も積
極的に情報を共有し、様々なノウハウを身に付け
るよう努力したい。バリケードの設置状況（国道 6 号線）

事業説明会

事業対象地に仮置きされているブロック
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港湾施設の復旧協力

１　派遣当初の状況

平成 25 年 7 月 1 日から 3 ヶ月間派遣となり、前日の 6 月 30 日に宮城県入りした。東京は梅雨のじ
めじめした暑さが続いていたが、仙台駅に降りた時に涼しいと感じたのを覚えている。

派遣先の職場である宮城県庁までは仙台駅からだと徒歩約 20 分であり、下見を兼ねて市内を歩いたが、
仙台中心部における震災の影響はほとんど感じられなかった。しかし、派遣期間中に沿岸部を見て回ると、
震災前は陸地であった場所が水没し、津波で破壊された構造物がそのままになっている箇所が多数あり、震
災から 2 年以上経過した今でも津波の爪
跡がはっきりと残されていた。

私の派遣先となった職場は宮城県内の
全 142 の漁港施設の復旧を取り仕切る部
署であり、各出先事務所及び市町で行って
いる漁港施設の災害復旧工事における災害
復旧事業費の交付について水産庁と調整を
行っている。派遣直前の 6 月末には復旧
工事金額を決定する災害査定のため、宮城
県の担当者は水産庁の災害査定官に同行し
て現場を回っていたため、私が着任した時
は残務に追われている状況で、大変忙しそ
うであった。

２　派遣先部署の業務概要

漁港復興推進室は、漁港施設及び海岸保全施設の早期復旧・復興を着実に推進するため、平成 24 年 11
月 1 日に水産業基盤整備課から分離して新たに組織された、東日本大震災で被災した施設の復旧に特化し
た部署である。派遣当時の体制は室長、室長補佐、技術補佐（総括）、復興推進班 3 名、漁港整備班 5 名、
海岸整備班 4 名であった。このうち他県
からの派遣職員は、漁港整備班に三重県 1
名と東京都 1 名である。

私が所属した漁港整備班の業務は、被災
した宮城県内の全 142 漁港の復旧に関す
ることである。具体的には、事務所で作成
された災害復旧工事設計書の審査、公告準
備、設計変更手続き、水産庁への災害復旧
事業費の交付申請、災害査定の立会い、当
初査定内容からの変更協議などである。

宮城県内の漁港の内訳は県管理漁港
27、市町管理漁港 115 であり、災害復
旧事業費の交付申請にあたっては、市町管

三木　英
農林水産部　漁港復興推進室　漁港整備班

宮城県

平成 25 年 9 月撮影　東松島市
 住宅地だった場所が水没している。

平成 25 年 7 月撮影　南三陸町
 JR 気仙沼線の橋桁が流されている。
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理漁港についても県が取りまとめて水産庁
と協議を行っている。そのため、県の出先
事務所だけでなく漁港を持つ市町との連絡
調整も必要であり、少ない班員で 142 も
の漁港の被災状況、復旧内容、進捗状況等
を把握しなければならず、多忙を極める部
署である。

３　成果・実績

宮城県内の漁港施設の復旧状況として
は、復旧工事の契約が漁港数ベースで約 9
割となっており、平成 27 年度までの完了を目指している。平成 23、24 年度の 2 ヶ年で大半の工事を発
注しており、当時の業務量が膨大であったことを、執務室内で山積みになっている設計書から実感した。

平成 25 年 7 月撮影　女川町
 写真奥が女川漁港。手前は津波で横倒しになった建物。
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被災地派遣職員

体験談
1担当した業務の概要

宮城県農林水産部漁港復興推進室漁港整備班に
配属となり、技師として従事した。宮城県の役職
階級は管理職－技術補佐－主任主査－技術主査－
技師となっており、入庁から一定の年齢に達する
と技術主査となるようである。漁港整備班の体制
は、技術補佐（班長）1名、主任主査 2名（うち
1名は三重県派遣職員）、技術主査 1名と東京都
派遣職員 1名の 5名である。
班の業務は主に下記が挙げられる。
①　水産庁への災害復旧事業費の交付申請
②　災害査定立会い
③　工事発注設計書の審査、公告
④　工事関係書類の審査
⑤　設計変更に関する水産庁協議
⑥　変更設計書の審査
⑦　成功認定立会い
派遣期間中は主に④と⑤について担当した。④
は下請業者届出書の記載内容のチェックである。
宮城県では「建設工事元請・下請関係適正化要綱」
を定め、下請契約を締結する場合は知事の許可印
が必要であり、施工会社から提出されると事務所
で確認のうえ、当室に書類が回ってきて再度確認
を行い厳格な審査を行っている。入札時において
は施工体制を事前に提出する「オープンブック方
式」を採用しており、入札書に下請負人名簿を記
載した工事費内訳書を添付するが、届出書に記載
された下請負人名が下請負人名簿にない場合や、
工事費内訳書に記載された予算額と届出書に記載
された契約予定金額の乖離が大きい場合には理由
書の提出も義務付けている。下請契約金額に変更
が生じた場合もその都度届出が必要であるため、
事務所から頻繁に書類が上がってくる状況だっ
た。
⑤は水産庁協議用資料に記載する金額等の照査
である。工事が進捗すると当初査定の内容から変
更が生じる場合が大半であるが、その場合には変
更の理由、内容、金額等について事前に水産庁の
了解を得る必要がある。協議用資料を準備するた
め、班内の県職員の方と手分けして事務所が作成

した資料の照査を行った。142 もの漁港施設の復
旧工事が行われているため、協議を要する案件が
頻繁に発生する。水産庁との協議は複数の案件を
まとめ、東京に出張して直接行うため、事前準備
に費やす時間は膨大になる。派遣期間中は資料確
認～修正～再確認～協議を約 2週間サイクルで行
い、東京～仙台を 4往復した。

2印象的なエピソード

設計変更に関する水産庁との協議において了解
が得られないと、増額分は県単独費で負担するこ
ととなるため県側は必死である。その命運を決め
る協議は水産庁執務室内の打合せテーブルで行わ
れる。外から見れば普通の打合せを行っているよ
うに見えるが、そこでは億単位の金額を動かす決
定が次々になされているのである。協議に臨む際

三木　英（港湾局）

宮城県　農林水産部　
漁港復興推進室　漁港整備班

写真 1　平成 25 年 7 月撮影　岩手県一関市
 2008 年岩手・宮城内陸地震により崩壊した橋。

 災害遺構として保存されている。
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は身の引き締まる思いであり、無事に協議が終
わったときは県職員の方とともに達成感を感じる
ことができた。
また、出張時や休日に、県職員の方に被災現場

を案内していただく機会があった。震災から 2年
以上が経過してもなお爪跡がはっきりと残ってい
る被災地の現場を初めて見て言葉が出なかった。
しかし、それ以上に印象的だったのは 2008 年に
発生した岩手・宮城内陸地震の被災現場を案内し
ていただいたことである。この地震は山体崩壊、
土砂崩れによる被害が甚大であり、道路に付帯し
ていたガードレールが斜面崩壊により宙ぶらりん
になっている箇所が未だにある。東北で地震とい
えば今ではほとんどの人が東日本大震災を思い浮
かべると思う。私自身もそうだったので、災害の
記憶を風化させてはならないという県職員の方の
言葉が強烈に印象に残っている。

3今後の都政に活かせること・
活かしたいこと

今回派遣先の職場では、業務多忙の中、足手ま
といになるであろう私を快く受け入れ、常に気を

配っていただいていた。そのおかげで何の不安も
なく支援業務に専念することができたが、受け入
れる職場の方は大変な労力を要したと思う。災害
後の復旧に向けた業務量は膨大であり、都市部が
広大な東京における震災後の業務量は計り知れな
い。そのため、東京で有事の際は今回同様に他県
職員の支援が欠かせないと思うが、応援職員が全
力を出せるように受け入れ先の職場は応援職員の
サポートを行うことも念頭に置き、応援職員を含
め一丸となって効率的に業務を行えるよう、普段
から有事の際の体制を準備しておく必要があると
感じた。
派遣期間中公私共に大変お世話になった宮城県
職員の皆様、現地で派遣生活を支えていただいた
被災地支援宮城県事務所の皆様、快く送り出して
いただき不在中ご迷惑をおかけした東京の職場の
皆様に心から感謝申し上げるとともに、今もなお
不自由な生活を余儀なくされている被災者の方た
ちが一日も早く元の生活を取り戻せるよう切に願
う。

写真 2　平成 25 年 7 月撮影　気仙沼市
 津波で流された第 18 共徳丸。

 現在は解体されている。

写真 3　平成 25 年 9 月撮影　南三陸町
 被災した町の防災対策庁舎。
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港湾施設の復旧協力

１　派遣当初の状況

派遣先の仙台塩釜港湾事務所は、仙台塩釜港の整
備、管理を担う県の出先機関である。仙台塩釜港は
仙台湾に面する複数の港を統合したものであり、仙
台港区、塩釜港区、松島港区、石巻港区にわかれて
いる。当事務所では、石巻港区を除く 3 つの港区
を管轄しており、南は仙台市から北は日本三景で有
名な松島町まで広範囲の現場を受け持っている。

私の派遣期間は、平成25年10月〜12月の3ヶ
月で、東北地方太平洋沖地震発生から 2 年と半年
が経過した頃である。事務所は、仙台港区にあるビ
ルに入居している。仙台市の東端の方であり、仙
台駅からは電車に 20 分ほど乗り、さらに徒歩で
20 分の位置である。事務所周辺には、郊外型の大
型店舗がいくつも営業しており、休日には県内外か
ら多くの買い物客が訪れ、賑わっていた。私もアウ
トレットモールでのショッピングやビール工場の
見学などを楽しんだ。今ではとても被災地と思えな
い光景であるが、震災当初の津波被害は大きかった
ようだ。周辺での津波高は T.P.＋5.2m にもなり、
事務所ビルの 1 階部分は完全に水没してしまった
そうだ。この 1 階部分は現在も使用できない状況にあり、派遣期間中に復旧工事が始まったところである。
事務所は 5 階に入居しているため、人的な被害こそ無かったが、倉庫に保管していた書類は水没し、公用
車や職員の自家用車は津波に流されてしまったそうだ。

また、管内を見て回ったところ、津波被害により地区全体がさら地となっている箇所もあり、やはりこの
場所が災害復旧の最前線であることを実感した。

２　派遣先部署の業務概要

仙台塩釜港湾事務所は、派遣職員 4 名（石川県、鳥取県、大分県、東京都）を含む計 30 名で構成されており、
以下の 3 班に分かれている。派遣職員は私も含め、工務班の一員として災害復旧事業に関する業務を行った。
総務班： 庶務、経理、契約などに関することを行っている。事務系の職員で構成。
港政班： 施設の使用許可や船舶の入港管理など、港湾の管理・運営に関することを行っている。事務系の職

員で構成。
工務班： 施設の設計、工事監督、維持管理を行っている。技術系の職員で構成。

港湾事務所が担当する「施設」というと、船舶が荷揚げに用いる岸壁をイメージする方が多いが、防潮堤
などの海岸保全施設や漁港、公園、道路なども含まれており、業務内容は多岐に渡る。

臼井 勇輔
仙台塩釜港湾事務所

宮城県

仙台塩釜港湾事務所が入居するビル

仙台港区。掘込みの港湾である。
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３　成果・実績

震災直後の仙台港区の様子はメディアでも取り
上げられていたので、その惨状は記憶に残ってい
た。特に散乱したコンテナの写真が衝撃的であっ
た。津波により流出したものも多く、派遣期間中に
も工事のための深浅測量を行っていたところ、複数
の被災コンテナが発見された。もちろんコンテナ
ターミナルだけでなく、その他の箇所でも鋼矢板の
倒壊、上部工やエプロン舗装の沈下など、大きな被
害があった。

このような状況であったにも関わらず、物流機能
の復旧は順調に進んでいる。コンテナ取扱量も震災
前の水準に戻ってきている。岸壁や臨港道路などの
港湾施設については、仙台港区における災害復旧事
業の 84％が完成している（平成 25 年 9 月）。未
完成箇所においても、すでに工事を発注し、着手済
の箇所が多く、生コンなどの資材調達の難しさな
ど、様々な問題に直面しながらも、着実に事業執行
が進んでいる状況である。

一方で防潮堤などの海岸保全施設の災害復旧事
業は各港区とも未着手箇所がほとんどという状況
になっている（平成 25 年 9 月）。災害復旧事業は
通常、原形復旧が基本であるが、今回の震災を踏
まえて、天端高※と耐震性能を見直すこととなった。
まったく新しい断面での復旧となる。天端高につい
ては、数十年から百数十年に 1 度は発生するよう
な津波（L1 津波）に対応した高さを設定している。
先の地震で発生したような千年に 1 度の規模の津
波（L2 津波）については、津波避難計画の策定等
によるソフト面で対応する考えである。耐震性能に
ついては、当該地点で起こりうる最大規模の地震動

（L2 地震動）に対応するように設計を進めている。
この耐震設計においては二次元の動的応答解析と
いう手法を用いるが、前例が乏しいため、各案件の設計方法を摺合せながら手探りで進めていかなければな
らない。さらに、背後地の事業者や住民との調整も難しいなど、港湾施設に比べて課題が多い。派遣期間中
は、工事着手に向け、事務所を挙げてこれらの課題に取り組んでいる最中であった。

災害復旧事業ではないが、東京都も通常の海岸事業において同じような課題を抱えている。海岸保全施設
の整備の難しさは全国共通であり、今後とも派遣職員の応援が必要とされる部分だと思う。

※天
てん

端
ば

高
だか

… 構造物（防波堤、防潮堤、護岸等）の頂部を天端といい、天端高とは、基本水準面から天端ま
での高さをいう。

仙台港区のコンテナターミナル

海底より引き揚げられたコンテナ

運河筋の防潮堤
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被災地派遣職員

体験談
1担当した業務の概要

派遣職員は工務班の一員として災害復旧事業に
関する設計、工事監督業務に携わっている。私は
その中で技師として防波堤や物揚場、コンテナ
ヤードといった港湾施設の工事監督業務と防潮堤
の設計業務を担当した。
東京港の場合は、区域や事業量が大きいことも
あり、担当部所が施設や業務毎に分かれており、
携わる職員もたくさんいる。組織と役割が細分化
されているため、担当業務に特化できる。私は派
遣元では防潮堤などの海岸保全施設の設計業務に
専念していた。一方、仙台塩釜港湾事務所の組織
については「業務概要」で述べたとおりであり、
施設の整備から管理まで多種多様な業務をこなし
ている。派遣先で担当した工事には防波堤や物揚
場、臨港道路など様々な施設が含まれており、経
験の浅い私にとっては勉強の日々であった。
また、工事だけでなく、台風接近の際、陸こう
の閉鎖を確認するためのパトロールに携わったこ
とも印象的であり、様々な業務を担う職場の大変
さを実感した。

2苦労したこと・工夫したこと

これだけ多様な業務を担う職場だけに、担当業
務である災害復旧事業のことだけに目を向けてい

たのではうまくいかないことが多かった。
工事監督業務を行うなかで印象的だったのはコ
ンテナヤードの舗装復旧工事である。この工事は
震災によりヤード全体が沈下し、ひび割れがおき
てしまったため、舗装の打ち替えを行うものであ
る。被災しているとはいえコンテナヤードは供用
されており、港湾利用者と調整しながら工事を進
める必要があった。これには管理・運営を担う港
政班との連携が欠かせない。初めは誰がどのよう
に関係しているのかが分からず戸惑ったが、積極
的に情報収集を行って、分からないことは進んで
相談するようにした。その結果、港政班と良好な
連携を保ち、港湾利用者との調整を円滑に行うこ
とができた。また、ヤード内に港湾利用者が処分
する被災コンテナが残置されており、その処分時
期が工事を進めるうえでの懸案事項となっていた
が、この件についても港政班の協力を得て解決す
ることができた。
東京都の上司や先輩には、「常にアンテナを張
り巡らせるように」とよく言われていたが、その
重要性を改めて実感した。

3印象的なエピソード

うれしかったこととしては、3か月交代という
短い任期にも関わらず、事務所の職員の方々に快
く迎え入れていただいたことが挙げられる。忙し

臼井 勇輔（港湾局）

宮城県　
仙台塩釜港湾事務所

担当した物揚場。鋼矢板が変形し、倒壊している。

コンテナヤードの様子。
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い中、業務について色々と相談に乗っていただい
た。また、他県の派遣職員の方々には仕事を教え
ていただいたり、自家用車で昼食に連れて行って
いただいたりと大変お世話になった。
上司の方には、派遣職員の業務や日常生活など

気にかけてくださっただけでなく、被災地を視察
する機会を設けていただくなど、大変お世話に
なった。南は山元町、北は南三陸町まで県内の主
要な被災地を案内していただいた。南三陸町の防
災対策庁舎や石巻市の大川小学校などの被災現場
を視察した。
この他、宮城県には派遣職員研修を実施してい

ただき、様々な自治体から派遣されている職員の
方と交流する機会を設けていただいた。

また、東京都の現地事務所である被災地支援宮
城県事務所からもご支援をいただいた。勉強会な
ど東京都職員が集まる機会を設けていただいた。
また、土日には様々なイベントを企画していただ
いた。
とにかくたくさんの方にお世話になり、感謝し
ている。

4今後の都政に活かせること・
活かしたいこと

先に述べたとおり、多様な業務をこなす派遣先
事務所での仕事は、大変勉強になるものであった。
また、災害復旧事業に携わる初めての機会と
なった。もちろん震災直後ではないので、復旧対
象や事業費を決定する災害査定を経験したわけで
はないが、査定設計書を見ながらの仕事ではあっ
たし、査定の変更についても関わる機会があった。
いざ東京で災害が起きた時にこの経験は少なから
ず生かせると思う。
派遣期間中にお世話になった宮城県職員、他県
からの派遣職員、東京都職員の方々からはとても
良い刺激を受けた。より多くの経験を積み、自治
体職員として、技術者としてもっと成長しなけれ
ばならないと思った。この気持ちを忘れずに日々
の業務に貢献できるよう努力していきたい。

被災地視察で訪れた大川小学校（石巻市）。
多くの児童、教職員が亡くなった。
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被災地派遣職員　業務概要

１　はじめに

・派遣場所：福島県相馬港湾建設事務所
・派 遣 先：建設課港湾班
・派遣期間：平成 25 年 7 月 1 日〜9 月 30 日

２　派遣当初の状況

派遣された相馬港湾建設事務所は海岸部からはやや内陸に入った相馬市の中心部に位置している。事務所
は震災当時に津波により被災したため、震災後に被害を免れた相馬市の中心部に移転して業務を再開してい
る。

事務所から岸部に進むと、海岸沿いの平野部は津波により、家屋や構造物の多くは流失しており、現在は
雑草が繁茂した原野が延々と拡がっている（写真 1）。港の周辺では、ところどころ住宅跡の基礎部や、上
部工が流されて下部工のみを残す橋梁跡、橋梁上に残された曲がったガードレール（写真 2）、破堤した海
岸堤防（写真 3）などが認められた。震災から約二年半を経過してなお、地域によっては被災地の復旧が目
に見える形ではなかなか進んでいないことを改めて認識した。

野田　聡
相馬港湾建設事務所　建設課　港湾班

港湾施設の復旧協力

福島県

30km20km

図 1　相馬港湾建設事務所管内の港位置図

写真 1　被災した新地駅 写真 2　被災した橋梁 写真 3　破堤した海岸堤防
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重要港湾に位置づけられている相馬港は、岸壁などの復旧工事が優先して進められており、他地域よりも
復旧は進んでいる状況にあり、岸壁はほぼ復旧作業に着手されている（図 2）。

３　派遣先部署の業務概要

相馬港湾建設事務所は、総務課、企画管理課、建設課より構成され（表 1）、管内（図 1）の相馬港、漁港 5 港、
6 海岸について、計画や復旧・整備、事務手続きなどを所管している。事務所の要員構成は全 48 名、この
うち県職員 24 名、他県からの派遣職員が 12 名（土木職）、そのほか任期付・臨時職員 12 名となっている。
県職員は全体の半数にとどまっており、災害復旧を円滑に進めるためには派遣や任期付職員などに頼らざる
を得ない状況が続いている。

表 1　相馬港湾建設事務所の要員構成

相馬港湾建設事務所 要員（人） 概　要

総務課 14
所内の庶務、計理、工事等の入札や契約許可、ポートセールス、船舶出入港
手続き

企画管理課 6
相馬港と 5 つの漁港及び海岸の長期計画や各種調査、復興計画、災害復旧
事業などの調整

建設課（海岸班、漁港班、港湾班） 25【12】
相馬港と 5 つの漁港及び海岸の施設整備に係る設計工事、災害復旧事業の
実施、執行管理

合　　　計 48【12】 所長 1 名、次長 2 名含む 

【　】他県からの派遣職員数

４　成果・実績

（1）相馬港
相馬港の岸壁、野積場などの復旧は当初の計画より遅れているものの、災害復旧工事は平成 25 年度内に

すべて発注される予定で平成 26 年度中に概ね復旧工事が終了する見込みである。しかし、震災後の建設技
術者や作業員、資材の不足や価格の高騰などによる工事の遅れが懸念されている。

なお、相馬港の沖防波堤（写真
4）の復旧は国土交通省で別途実
施しており平成 27 年度中の完成
が予定されている。

相馬港復興に関する今後の見通
しとしては、4 号ふ頭へ平成 30
年に完成予定の LNG タンク基地
整備（400〜500 億円規模）が

写真 4　被災直後の相馬港と旧建設事務所
（出典：福島県相馬港湾建設事務所資料）

図 2　相馬港復旧状況（H25.9）
（出典：福島県相馬港湾建設事務所資料）

表 2　相馬港湾建設事務所　災害復旧事業の進捗（H25.8 現在）
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計画されており、新たな雇用創出や相馬港のさらなる振興が期待されている。

（2）漁港
釣師浜や松川浦漁港では岸壁や上屋などハード面での操業環境が復旧しつつあるものの、原発事故の影響

により漁業の安定的な操業の目処が立っていない状況が続いている。福島での復興の複雑さ、困難さを改め
て認識させられる。また、請戸や富岡漁港などの旧警戒区域では復旧工事がほぼ未着手であり、復旧までさ
らに相当程度の時間を要することが予想される。

（3）その他
港周辺の被災地では、被害を受けた沿岸部の住宅についても高台などへの集団移転や市街地整備が進めら

れているが、各地とも集中復興期間内（H23〜H27 年度）の工事完了を計画している（表 4、相馬の例）。
防災緑地や市街地整備などが鋭意進められているものの、仮設住宅避難者の多くが安定した住居に住めるよ
うになるためには今後さらに 2〜3 年程度の時間を要する状況と推察される。

表 4　相馬市原釜地区の復旧進捗状況

図 3　復興まちづくりのイメージ

（「浜通り地方の復旧・復興加速化～事業概要～、福島県土木部、2013 年版」より引用）

表 3　相馬港の復旧状況（H25.8）

1-5 号ふ頭 臨港道路 2-3 号ふ頭 建屋

被
災
直
後

現
在
の
復
旧
状
況
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被災地派遣職員

体験談
1担当業務の概要

相馬港湾建設事務所は業務概要（図 1）
で示したように、福島県中北部の沿岸地域
の漁港、海岸、相馬港を管理している。
東京都からの派遣職員 2名は事務所の港

湾班に所属し、相馬港内の岸壁復旧を主に
担当している。
私の業務内容は 1 号ふ頭岸壁工事の発

注・工事の監督などであった。相馬港湾建
設事務所に派遣されている東京都職員は 2
～3 ヶ月毎の交代制をとっているため、基
本的に東京都の前任者が担当していた業務
を引き継ぎ、派遣期間後の業務を後任へ引き継ぐ
ものであった。
1号岸壁は地震や津波の影響により岸壁の傾倒

や吸い出しなどが認められ、背後のエプロンや野
積場舗装が沈下している。このため、復旧工事は
岸壁の構築、コンクリート舗装などの工事が主体
となっている。

2住環境

震災からは既に約二年半が経過しており、相馬
市の中心部は津波の被害を受けていないことか
ら、居住区については被災の影響をあまり感じさ
せない環境であった。住まいは民間賃貸アパート

の一室であり、スーパーや飲食店も近隣にあるな
ど日常生活に何ら支障は無く、福島県産の野菜、
果物などの生鮮食品も多く販売され、入手も容易
である。
しかし、市内の各所に空間線量を計測するモニ
タリングポストが設けられているほか、公園など
では除染されているところもあるなど、市内でも
震災の影響を引き続き受けていることを感じた。
派遣中の相馬港周辺の空間線量値は 0.02～0.05μ
Sv/h と低い状態で安定しており、都より貸与さ
れた線量計もこれらと同レベル（1～2μSv/ 日程
度の累積値）を示していた。空間線量は相馬市よ
りも福島市の方がやや高い状況である（図 1）。

3被災地の施設復旧状況

福島県内の復旧状況（H25.9）は、港湾施設が
51%完了、道路橋梁 78%完了、河川・砂防 52%完
了に対して海岸 11％完了となっており、海岸堤

野田　聡（港湾局）

福島県　相馬港湾建設事務所　
建設課　港湾班

被
災
時

復
旧
後

写真 1　岸壁復旧前後の対比

図 1　福島県内の空間線量（H25.9.3）
（出典：福島県ホームページ）

福島沿岸の海岸堤防 仙台湾南部海岸の堤防（直轄）

写真 2　海岸堤防の状況（H25.8）
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防の遅れが目立っている（写真 2左）。海岸堤防
は粘り強い構造とするための断面形状や堤防高さ
を新たに検討する必要があったこと、用地境界確
定、用地買収作業に時間を要したことなどから、
工事着手が遅れている。
福島県内でも旧警戒区域（避難指示解除準備区
域）では、震災後長らく立ち入りが制限されてき
たことから、震災後の瓦礫などの処理がまだ完了
しておらず（写真 3）、復旧作業に着手したばか
りの状況である。今後の早期の復旧が望まれる。
他県の進捗も福島県（旧警戒区域など特殊な地
区を除く）とほぼ同等のようであるが、国が実施
する直轄の復旧作業は相対的に早く進んでいる。
背後地に仙台空港などを控える仙台湾南部海岸
（写真 2右）では、コンクリートブロックによる
新たな海岸堤防が既に 17km（H25.11）整備され
ているほか、釜石港、大船渡港の防波堤（写真 4）
でも復旧が進められている。また、三陸沿岸道路
整備では事業推進 PPP※など新たな手法も試行さ
れている。国と地方自治体との執行能力の差は予
算規模や制度整備の迅速さ、技術的な差異などが
考えられる。

4得られた教訓

派遣により得られた教訓としては次の 3点が挙
げられる。①土木施設の被災状況を直接観察でき

たこと、②被災後の復旧・復興で必要となる行政
の役割についてごく一部であるが確認できたこ
と、③執行方法や制度などの違いで復旧速度に差
が認められることを改めて認識したことである。
土木施設の被災状況を確認できたことは、東京
港などにおいても今後予想される首都直下地震や
豪雨などに対する防災対策で、重点的に強化すべ
きところや破損時の復旧計画などの優先順位を検
討する上で参考となる。また、被災時の行政の対
応方法を学ぶことができたほか、震災発生時の対
応について多くの地元職員にヒアリングできたな
ど、行政の危機管理について考える貴重な機会を
得ることができた。
今後予想される首都直下地震などの有事に備
え、東京都も有事の際の防災対策や技術的課題の
整理、執行能力を高めるための工夫や制度整備な
どについて、今回の震災における経験を活かして
いくなど、今後も引き続き検討を進めていくこと
が望ましいと感じた。
派遣では、被災地における復旧・復興など土木
技術者、行政関係者として学ぶことが多く、公私
共に非常に有意義な時間を過ごすことが出来た。
貴重な機会を頂き、派遣を支えていただいた関係
者の方々に深くお礼申し上げます。

※	PPP（Public	Private	Partnership）：民間事業
者の資金やノウハウを活用して社会資本を整備
し、公共サービスの充実を進めていく手法。

写真 3　福島県浪江町請戸漁港付近（旧警戒区域）の状況（H25.8）

大船渡港湾口防波堤（直轄） 釜石港湾口防波堤（直轄）

写真 4　直轄防波堤の復旧状況（H25.8）
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被災地派遣職員　業務概要

１　派遣当初の状況

【派遣当初の現地視察】
私は平成 25 年 3 月 1 日から平成 26 年 3 月 31 日まで、岩手県庁（盛岡市）の都市計画課に派遣され

ました。盛岡駅からバスを利用すると 10 分程度で県庁に着きます。着任後、沿岸の 7 市町村の状況を視
察に行きました。特に大槌町の高台から町内を見渡すと、建物等が数件しか残っていませんでした。大震災
による津波の恐ろしさを実感しました。

【派遣先部署の状況】
岩手県都市計画課区画整理担当は、復興土地区画整理事業、津波復興拠点事業、被災地区外の土地区画整

理事業の支援、盛岡南新都市土地区画整理事業の換地処分等幅広い分野の総括業務を行っています。

２　派遣先部署の業務概要

３　成果・実績

（1）復興土地区画整理事業
12 月末時点で、予定している 18 地区のうち、事業手法を再検討中の 1 地区を除き都市計画決定を終

えていますが、さらに 1 地区で事業導入を検討しているところがあります。現在、17 地区が事業認可（一
部を含む）を得ていますが、その多くの地区において、津波復興拠点事業等との調整や地区の編入、その他
の事業内容の変更等を検討しているところです。

渡邉 隆志
県土整備部　都市計画課　区画整理担当

区画整理関係業務の支援

岩手県

※臨時職員含む
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このような状況の中で、2 地区で仮換地指定を行い、起工承諾を得るなどにより 16 地区において造成工
事等に着手しています。

地区数 
（市町村数）

合計面積 
（予定戸数）

都市計画 
決定済

事業認可済
仮換地 

（部分指定含む）
工事着工

18 地区 
（7 市町村）

592ha 
（5,600 戸）

17 地区 17 地区 2 地区 16 地区

（2） 津波復興拠点整備事業
予定している 9 地区のうち、8 地区で都市計画決定を終え、うち 7 地区で事業認可を受け、4 地区で工

事に着手しています。
この他、陸前高田市と宮古市において 3 地区で計画策定を進めており、年度内に都市計画の決定をする

予定となっています。
これまで、事業内容が確定した区域を先行して手続きを行っていることから、今後、整備する施設や計画

が固まった区域の編入や土地区画整理事業との調整等により、多くの認可変更地区が出てくる見込みです。
なお、土地区画整理事業との調整や整備する施設計画等に時間を要し、工事着手や完成時期が不明確な地

域が多くなっています。

地区数 
（市町村数）

合計面積
都市計画 
決定済

事業認可済 工事着工

9 地区 
（6 市町）

94ha 
（検討中を除く）

8 地区 7 地区 4 地区

（3） 盛岡南新都市区画整理（盛南）開発事業
①事業の概要

事業手法：土地区画整理事業
施 行 者：独立行政法人 都市再生機構
面　　積：約 313.5ha
計画人口：約 18,000 人
　　　　　<（当初）地区内人口 4,400 人、土地所有権者数 1,558 人 >
事 業 費：約 790 億円（基本事業費約 370 億円）
施行期間：平成 6〜30 年度（補助期間：平成 3〜25 年度）

②平成 25 年度の取組み
6 月 25 日　換地計画の認可

10 月 25 日　換地処分公告
11 月 9 日　竣工式開催（ホテルメトロポリタンニューウイング）
< 今後の予定 >
平成 26〜30 年　清算期間

都市計画課内区画整理担当　執務状況
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被災地派遣職員

体験談
1担当した業務の概要

派遣先部署は県土整備部都市計画課で、区画整
理を担当しています。チームリーダーは私が行い、
その他に大阪府職員、岩手県職員の計 3人で業務
を行っています。
担当業務の概要は、区画整理、津波拠点整備事

業の許認可等であり、その他の技術的支援を行っ
ています。具体的な業務は以下のとおり。
①　都市計画決定・事業認可（事前）協議
②	　縦覧（意見が出た場合には県の都市計画審議
会に付議）

③	　都市計画決定・事業認可（本協議）協議（震
災復興土地区画整理事業）

④　市町村の区画整理事業の認可等
⑤　組合施行の指導・助言

2苦労したこと・工夫したこと

◎	　事前協議は「国土交通省」の担当者とのやり
取りが、繰り返し行われ、夜遅くまで続くこと
が多く、大変疲れる場面もありました。

◎	　被災地の実情について、市町村の意見を聞き
ながら、資料を解かり易く作成するように努め
ました。その資料により、「国土交通省」の担
当者に粘り強く説明し、理解を得ました。

3印象的なエピソード

◎	　岩手県には、私の派遣部署のみならず、復興
局などに、多くの東京都職員が派遣されており、
彼らが早期復興の並々ならぬ意気込みで困難な
課題を着実に解決していく姿をみて、緊張感を
持って派遣業務を遂行できたと考えています。
◎	　被災事業体職員と早期復興に向け真剣な議論
を交わし、認可後には感謝の言葉を頂き、やり
がいを感じました。一方、これからが嵩上げ盛
土等の工事も大変になるとも思っています。
◎	　岩手県では様々な部署に東京都の外、多数の
自治体職員が派遣されており、懇親会等で多数
の仲間と顔見知りになり、彼らがいろいろな業
務を担当し、業務に励んでいることを聞き、派
遣業務の刺激になりました。

4今後の都政に活かせること・
活かしたいこと

◎	　本震災で沿岸市町村の職員の「がんばりと粘
り」は凄いと思いました。まちづくりの基本は
「がんばり」と粘り強い説明責任であると感じ
ました。
　	　東京都でも大地震等に備え、迅速なまちづく
りの青写真を住民と共に粘り強く策定しておく
必要性を改めて認識しました。
◎	　震災時は各自治体及びまちづくりボランティ
ア等、多数の応援を受け入れる体制を整備して
おくことが必要であると考えています。また、
東京は、人・物・金の流れが集中しているので、
ハード対策のみならずソフト対策も併せて実施
するためのモデル事業も不可欠であると考えて
います。

渡邉 隆志（都市整備局）

岩手県　県土整備部　
都市計画課　区画整理担当
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土地区画整理事業
津波復興拠点整備事業
防災集団移転促進事業

岩手県沿岸市町村の事業の取組状況
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被災地派遣職員　業務概要

１　派遣当初の状況

平成 25 年 4 月 1 日から、仙台市の復興事業局復興まちづくり部事業調整課蒲
が も う

生北部整備係に、1 年間
の任期で派遣されました。配属先の業務は、防災集団移転促進事業の跡地の 1 つである蒲生北部地区の土
地の集約・再編、土地利用転換と道路や下水道などの都市基盤再整備を一体的に区画整理事業により行うた
め、土地区画整理事業の事業化に必要な検討・調整を行うものです。

25 年度末の事業認可に向け、4 月から係の人数も 11 人に倍増し、他都市からの応援職員も東京都をは
じめ、横浜市、名古屋市、大阪市、京都市と多岐にわたり、当初は昨年度からの引継ぎ、バックグラウンド
が違う者同士の仕事の進め方など、情報共有に時間を要することもありました。

現地は、発災から丸 2 年が経ち、目に見えるがれきなどは撤去されていましたが、地区東側は、ほとん
どの建物が流出し基礎しか残っておらず、地区中央部から西側では、津波により被災した建物が散在してい
る状況で、改めて津波の威力の大きさを感じさせられました。

２　派遣先部署の業務概要

仙台市では震災後、震災復興本部を立ち上げ、震災復興計画の策定を進め、計画に位置付けられた各プロ
ジェクトの推進体制を強化するため、平成 24 年度に「復興事業局」を新設しました。

復興事業局では、震災復興に係る縦横断的な調整機能に加え、特に被災者の生活に密接に関連する 3 つ
の業務として、被災された方々の生活再建に向けた支援、津波被災地域を中心とした集団移転、内陸部の被
災宅地を中心とした復旧支援を行っています。

復興事業局は、平成 25 年度は約 180 人の職員で構成されており、そのうち私が配属された復興まちづ
くり部は、半数強にあたる約 100 人の職員が所属しています。

また復興事業局には、東北から九州まで全国各地から約 40 人の応援職員が派遣されており、和気藹々と
した活気のある職場です。

復興まちづくり部では、主に津波の被災を受けた仙台市東部の沿岸地域の防災集団移転に係る事業を 5
つの課が目的や段階ごとに分担して行っています。

奥　友美
復興事業局　復興まちづくり部　事業調整課　蒲生北部整備係

区画整理関係業務の支援

仙台市

小学校の体育館（H25.4 撮影） 津波により被災した宅地（H25.4 撮影）
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そのうち事業調整課では 2 つの係で、防災集団移転促進事業後の跡地の再整備と、津波による浸水はあっ
たものの、防災集団移転促進事業の対象区域外となった地区への支援業務を行っています。

３　成果・実績

蒲生北部地区では、被災直後から、防災集団移転促進事業後の再整備の手法や計画について、検討を進め、
24 年度末には土地区画整理事業の施行について、都市計画として決定したところです。

25 年度は、年度内に土地区画整理事業の事業認可を得るため、主に①区画整理事業で整備する道路や公
園の規模や配置の決定、整備に必要な建物の移転や工事の費用を算出し、事業計画として取りまとめること、
②取りまとめた事業計画を、段階的に地権者の皆さんに説明し、区画整理事業に対する理解を得ること、③
これらの説明と並行して事業認可に必要な都市計画等の手続きを進めること、を行ってきました。

係員それぞれが、設計、図面の取りまとめ、説明会、都市計画手続きの資料作成、地権者の皆さんの合意
形成のための区画整理だよりの作成や市ホームページへの情報掲載など、役割分担を行いながら、事業計画
の説明会を、7 月に「素案」、9 月に「中間案」、12 月に「最終案」と着実に進め、無事、事業計画案の縦
覧手続きに入ることができました。そのうえで、12 月末には、区域や道路などの公共施設にかかる都市計
画が、市都市計画審議会で了承されたところです。

今後は、事業計画案について、2 月初旬の県都市計画審議会での審議を踏まえ、2 月中旬の事業認可申請
に向けた資料作成や関係機関調整とともに、26 年度の作業準備などを進めていく予定です。

 復興事業局　組織イメージ図

蒲生北部地区　事業スケジュールと進捗状況
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被災地派遣職員

体験談
1担当した業務の概要

平成 25 年 4 月 1 日から 1 年間の任期で、仙台
市復興事業局事業調整課蒲

がもう

生北部整備係に、主査
（都庁では担当係長に相当します。）として配属さ
れました。
事業調整課は、課長以下 19 人の課で、蒲生北

部整備係と住宅再建支援係の 2つの係で構成され
ており、蒲生北部整備係は 11 人で、蒲生北部地
区の再整備にかかる計画策定を所掌しています。
蒲生北部地区は、仙台駅から北東に約 12kmの

距離にあり、七北田側の北側かつ仙台港の南側に
位置する約 100ha の区域です。この地区は仙台
市で震災後、災害危険区域に指定されたエリアの
中で、唯一の市街化区域で、準工業地域がその大
半を占め、住宅系と工業系が混在する土地利用が
なされていましたが、今回の震災で津波により、
被災前人口約 3,000 人のうち 143 名の方が亡くな
られ、地区内の建物約 1,500 棟のうち 8割が流失
または全壊するという大きな被害を受けました。
震災後は全域が災害危険区域に指定され、新た

な住宅の建設や再築ができなくなったため、防災
集団移転促進事業により土地等の買取りが進めら
れており、事業後には市有地と買取りの対象外の
民有地が混在することとなるため、業務系土地利
用への転換に合わせた土地の集約再編と、被災に
より損壊した道路や下水道などの都市基盤施設の
再整備を、仙台市施行の土地区画整理事業により
行う計画となっています。
その中で道路や下水道、宅地造成の基本設計、

事業費や資金計画を調整し事業計画を策定するな
どの業務を主に担当していました。
設計業務では、現地の状況を把握し、コンサル

タントから上がってきた設計内容の確認、道路や
下水道の管理者と設計の妥当性についての協議な
ど、また事業計画策定業務では、設計内容に沿っ
て積算された工事費の確認、補助金の算定、年度
別の資金計画作成などを担当しました。

2苦労したこと・工夫したこと

蒲生北部地区は東西に約 2kmの範囲にわたっ
ており、津波による建物の流失状況が地区の東西
で大きく異なっています。地区の東側 2/3 はほと
んどの建物が流失し基礎のみが残っている状況で
すが、西側 1/3 は浸水はしたものの、主な構造部
分は残っている建物も点在し、すでに改築や再建
を終え営業を再開している事業所も、日を追って
増えてきていました。
このような状況で、非常に苦労したのは、地権
者の方の負担をできるだけ抑えるため、東側に市
有地を大街区化して集約し、西側は既存の建物の
移転をできるだけ生じないような道路配置や造成
の計画を行うことでした。
現地にも足を運び、建物の状況を確認するとと
もに、3回の説明会や個別相談会、アンケート等
により地権者の方の今後の意向をお伺いし、何度
も設計の内容の変更を重ねました。
また防災集団移転促進事業による土地の買取り
と並行して、区画整理事業の検討を進めているの
で、検討当初は 700 人近くいた地権者が、それぞ
れ土地を市へ売却し、最終的には 500 人近くまで
地権者が減っていくという状況でした。
区画整理事業にとって最も基本的な情報である
地権者の数や市有地となった土地の面積などが、
日々変わっているということになり、その把握を
行い、事業計画へ反映し、区画整理だよりなどの
情報提供を適切に行うことも、なかなか大変でし
た。

奥　友美（都市整備局）

仙台市　復興事業局　復興まちづくり部　
事業調整課　蒲生北部整備係
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被災地派遣職員 体験談

【仙台市蒲生北部被災市街地復興区画整理事業　設計図（案）】

地区西側：建物も点在 地区東側：ほとんどの建物が流失

説明会の様子
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被災地派遣職員 体験談

3印象的なエピソード

区画整理事業では、通常事業認可取得後に換地
設計を行い、地権者の方が所有する土地の換地先
や減歩を提示します。したがって事業認可を得る
までの説明段階では、個別の状況は示せず、地区
全体の公共施設の配置計画や、平均減歩率を説明
し、事業実施に対し理解を得ることになります。
このような状況で、個別の動向がわからなくて

は事業に賛成も反対もできないと言われることも
多い中、最終案の説明会後に個別相談会を行った
際に、ある地権者さんから「丁寧に何回も説明会
等をしていただいて、以前に比べれば、少し先の
ことを考えられるようになった」という言葉を
伺った際には、これまでの積重ねが無駄ではな
かったと感じられ、本当にうれしくなりました。

4今後の都政に活かせること・
活かしたいこと

災害の時期や規模の予測は難しい中、東京でこ
のような災害が起こったときにはどうなるだろ
う、何が必要となるだろうと様々な場面を想定し、
対応策としてできることを常に考えながら日々の
業務に取組むことが必要だと強く感じました。ま
た同じ職場には、被災された職員の方も数多くい
らっしゃいましたが、その場合でも助けられる側
ではなく助ける側に回らなくてはなりません。私
たちも自分や家族が被災者となることも十分想定
されますが、復旧業務に専念できるように、自ら
の備えを万全にしておくことも非常に重要だと感
じました。
最後になりますが、一年間お世話になった仙台
市や各都市からの応援職員の皆様、今年度、仙台
市や宮城県に派遣され、現地でともに被災地の復
興に携わった東京都職員の皆様、生活や事務処理
の面で多大な後方支援をしていただいた東京都被
災地支援宮城県事務所の皆様、派遣元の市街地整
備部の皆様に、深く感謝するとともに、引続き被
災地の復興へのご協力をお願いします。
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被災地派遣職員　業務概要

１　派遣当初の状況

【派遣当初（平成 24 年 4 月）の現地の状況】
岩手県内において、東日本大震災では津波による施設被害や大規模停電のため 29 市町村で約 18 万戸の

断水が発生し、釜石市での平成 23 年 7 月 12 日の断水解消をもって県内の断水は全て解消した。
被害を受けた事業体のうち 14 市町村（洋野町、久慈市、野田村、田野畑村、岩泉町、宮古市、山田町、

大槌町、釜石市、大船渡市、陸前高田市、奥州市、遠野市、一関市）17 事業において「東日本大震災に係
る水道施設等災害復旧費国庫補助」を受けて応急復旧事業（一部本復旧）を実施した。

このように、派遣当初は当面の給水にほぼ支障のないよう応急復旧が概ね完了した状況であった。

２　派遣先部署の業務概要

岩手県環境生活部県民くらしの安全課は、食の安全・安心、消費生活、生活安全、交通安全、生活衛生の
ような県民生活に身近な課題について総合的な施策を推進する部署である。

所属する生活衛生担当は、県内の水道事業の認可、水道施設整備に係る国庫補助事業、井戸水等の飲料水
の衛生等、水道事業に係る事務を担当している。

水道事業は原則として市町村が経営することとなっているため、県の事業ではないが、水道法において、
「厚生労働省の権限に属する事務の一部は都道府県知事が行うとすることができる。」とされており、厚生労
働省からの事務移譲により県内の水道事業の取りまとめを行うとともに、厚生労働省との窓口となっている。

通常時における上記水道事業に係る事務については、県職員 3 名（職種：農業土木 1 名、化学 2 名）で行っ
ており、水道施設整備に係る国庫補助事務につ
いては農業土木職の職員が 1 名で担当してい
る。

東日本大震災では水道施設も甚大な被害を受
け、水道施設災害復旧費国庫補助事業に係る災
害査定が膨大になったことから、国との協議・

戸張 岳史
環境生活部　県民くらしの安全課　生活衛生担当

水道事業の支援

岩手県

津波により損傷した水管橋（山田町） 津波により浸水した水源地（井戸）の復旧作業（陸前高田市）

年度 派遣元

H23 年度 東京都 9 名、高知市 1 名（2〜4 ヶ月間）

H24 年度 東京都 3 名、埼玉県 1 名（1 年間）

H25 年度 東京都 2 名、埼玉県 1 名（1 年間）
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調整や水道施設整備計画の策定への技術的助言等が行えるよう、平成 23 年 8 月より土木及び電気職の派
遣職員が加わり、「水道施設等復旧応援チーム」として業務を行っている。

◎平成 25 年度の組織体制

３　成果・実績

（1）平成 24 年度の業務内容
①災害査定（原形復旧及び応急仮工事）

平成 23 年度に引続き、4 市村（田野畑村、釜石市、大船渡市、陸前高田市）5 事業において復旧事業を
実施した。

②特例による協議設計
通常の災害復旧事業は被災した施設の原形復旧を原則としているが、甚大な被害のあった東日本大震災で

は、復興事業によりまちの形態が大きく変わるとともに復興計画を策定中のため水道施設の復旧方法を確定
することができず、災害査定の実施が困難な状況であった。

このため、特例として、被災した水道施設を仮に原形復旧したものとして災害査定を受け、復旧方法が確
定するまでは事業の実施は保留され、復旧方法は申請者と厚生労働省で協議して決定する「協議設計」とい
う手法がとられた。岩手県内では 7 市町村（野田村、宮古市、山田町、大槌町、釜石市、大船渡市、陸前
高田市）18 事業において特例による災害査定を実施した。

■特例に係る災害査定額 単位：千円

事業数 取水施設 貯水施設 導水施設 浄水施設 送水施設 配水施設 給水施設 調査関係 計

18 0 224,024 280,440 0 621,220 17,729,718 2,540,189 415,086 21,810,677

■災害査定による被害額 単位：千円

事業数 取水施設 貯水施設 導水施設 浄水施設 送水施設 配水施設 給水施設 調査関係 計

H23 年度 17 461,798 624 57,657 890,015 164,307 937,124 93,976 17,024 2,622,525

H24 年度  5 ― ― ―  44,626  33,809  19,184 ― ―    97,619

合計 22 461,798 624 57,657 934,641 198,116 956,308 93,976 17,024 2,720,144
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③補助率の決定
災害査定で算出された原形復旧費用を基に、東日本大震災財特法第 3 条により補助率が決定された。

④まちの復興計画を勘案した水道施設等の災害復旧事業
特例では、復興計画を勘案した水道施設等の災害復旧事業は、原形復旧が不可能、困難、又は不適当な場

合に該当するものとし、計画給水量の増加は認められない条件で、位置、形状等は変更することが可能とした。
各水道事業体では、この条件の下、土地区画整理事業や高台移転などのまちの復興計画に対応した水道施

設整備の全体計画を策定し、着手する必要のある箇所から厚生労働省に協議し災害復旧事業を行うことにな
る。

（2）平成 25 年度の業務内容
前年度に引き続き、実施保留されていた事業についての部分解除を水道事業体ごとに行っている。

■東日本大震災財特法第 3 条による補助率

洋野町 久慈市 野田村 普代村 田野畑村 岩泉町 宮古市 山田町 大槌町 釜石市 大船渡市 陸前高田市

補助率（%） 80 80 88.8 86.1 86 80 87.7 89.4 89.3 88.3 88.7 89.5

■平成 24 年度事業の実施計画協議（部分着手のための実施保留解除）

市町村名 事業名 回数 協議内容

大槌町 大槌町上水道事業 その 1 水道システムの再編に係る実施設計委託費 1 式

陸前高田市 陸前高田市上水道事業 その 1 防災集団移転促進事業及び津波復興拠点事業に係る配水管整備

■平成 25 年度事業の実施計画協議（部分着手のための実施保留解除） 平成 25 年 12 月現在

市町村名 事業名 回数 協議内容

宮古市

宮古市上水道事業 その 1
区画整理事業、防災集団移転促進事業及び道路整備事業に係る実
施設計委託費 1 式

田老簡易水道事業 その 1
区画整理事業、防災集団移転促進事業及び防潮堤整備事業に係る
実施設計委託費 1 式

山田町 山田町上水道事業 その 1
区画整理事業、防災集団移転促進事業及び道路整備事業に係る実
施設計委託費 1 式

大槌町 大槌町上水道事業
その 2 送配水幹線整備及び道路整備事業に係る配水管整備

その 3 防災集団移転促進事業に係る配水管整備

釜石市 釜石市上水道事業
その 1 道路整備事業及び防潮堤整備事業に係る実施設計委託費 1 式

その 2 道路整備事業及び防潮堤整備事業に係る配水管整備

陸前高田市 陸前高田市上水道事業

その 2
防災集団移転促進事業及び津波復興拠点事業に係る配水管及び加
圧ポンプ設備整備

その 3
区画整理事業、道路整備事業及び漁港整備事業に係る送水管、配
水池、配水管及びポンプ場整備

その 4
区画整理事業、防災集団移転促進事業、道路整備事業及び漁港整
備事業に係る送・配水管整備
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被災地派遣職員

体験談
1担当した業務の概要

業務概要の 2で述べたとおり、岩手県では通常
時における水道施設整備に係る国庫補助事務につ
いては農業土木職の職員が 1 名で担当している
が、東日本大震災では水道施設も甚大な被害を受
けたことにより水道施設災害復旧費国庫補助事業
に係る災害査定が膨大になったことから、平成
23 年 8 月より土木及び電気職の派遣職員が加わ
り、「水道施設等復旧応援チーム」として業務を
行っている。
業務内容としては、各水道事業体が計画する水

道施設整備計画策定への技術的助言や精査等取り
まとめを行い、国庫補助事業として実施できるよ
う、厚生労働省との協議・調整を行っている。

2苦労したこと・工夫したこと

派遣元である水道局では国庫補助金を受けて実
施している事業は少なく、今まで国庫補助金に係
る事務に携わった経験はなかったため、その事務
手続きについては国庫補助金交付要綱をよく読
み、勉強しながら業務を行っている。
水道局には主任交流で他局に異動していた時期

をはさみ、10 年以上勤めているが、水源から蛇
口まで全ての分野について経験や知識があるわけ
ではないので、精通していない分野については文
献等により調べながら業務を行っている。
また、東京都では工事に関する積算については

積算システムに数量や設計条件等の必要項目を入
力することにより自動的に行うことが出来るが、
こちらでは水道事業体が積算した設計書をチェッ
クするため、手計算で内容の確認を行っている。
このため、通常の業務ではあまり気にしていな
かった積算の仕組みに気づくこともあり、勉強に
なることが多々ある。

3印象的なエピソード

岩手県内で最も被害の大きく、4箇所すべての
水源（井戸）が津波被害を受けた陸前高田市水道
事業所長の言葉「水源が無事なら他は何とかな
る。」
管路被害や停電による設備停止により断水に
なっても、水源さえ確保できれば何とか復旧は可
能なので、津波被害時も水源を守れる施策を講じ
たいと語っていた。当然のことだが水道システム
において最上流である水源がなければ何も出来な
いわけで、その重要性を再認識した。
ご本人も市役所で津波に流され、偶然つかまっ
た屋上のアンテナにしがみついてなんとか助かっ
た体験の持ち主の言葉であるので、忘れることの
出来ない印象的な言葉であった。

4今後の都政に活かせること・
活かしたいこと

東日本大震災では、被災した地区において土地
区画整理事業や防災集団移転事業などによる新た
なまちづくりが計画されているが、住民要望や用
地取得難により区画整理の規模や高台移転先など
がいまだに定まらない地区もある。水道事業者が
まちづくり計画に合った施設整備計画を立てるに
は、給水人口などの計画フレームを定める必要が
あるが、このような状況のため、各水道事業者は
対応に苦慮している。
水道は生活に欠かせないライフラインのひとつ
であり、まちづくりには必要不可欠なものである
が、水道が先行して計画を立てられるものではな
く、まちづくり事業に遅れることなく施設整備を
行う必要がある。
このようなことから、当たり前のことではある
が、まちづくりを行うにあたり、事業主体や関係
機関との綿密な調整の重要性を強く感じている。

岩手県　環境生活部　県民くらしの安全課　
生活衛生担当

戸張 岳史（水道局）
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被災地派遣職員　業務概要

１　派遣当初の状況

仙台市建設局下水道事業部管路建設課は、仙台市内の下水道管きょの建設を行う部署である。当課は、仙
台市職員 22 名、派遣職員 4 名（山形市、堺市、広島市、東京都各 1 名）、臨時職員 2 名の合計 28 名体
制であり、震災前（平成 22 年度）の 21 名より 7 名増員した体制であった。

東日本大震災により、下水道管きょ延長約 4,500㎞のうち約 102㎞が被災した（被災割合：2.2%）。
管種別の被災状況として、被災延長の約 33%を占める塩ビ管においては、地震動に対して柔軟に追従した
ためクラックや破損は免れたものの、液状化による逆勾配、たるみ、蛇行が多かった。一方、陶管やヒュー
ム管は、液状化による路面上異常がない場所でも、地震動により破損や継手部の抜出しが発生していた。

平成 23 年度に行った都市災害復旧事業の災害査定において、86 件申請し、決定延長は約 33㎞であり、
津波被害で復興計画が未定の東部沿岸地区の約 46㎞が協議設計となっていた。農業集落排水事業の災害査
定においては、9 件申請し、決定延長は約 2㎞であった。

平成 24 年度末時点では、災害復旧工事 52 件のうち 51 件が契約済みとなっており、派遣当初は、工
事がすでに着工している状況であった。通常の下水道管きょ整備工事では、面や線での整備であることから、
施工箇所は集中する。しかし、災害復旧工事は施工箇所が点在しており、1 箇所完了するごとに資・機材の
移動が必要となることなどの理由から、非常に時間を要するものとなっている。このため、平成 24 年度末
時点の進捗率（契約額ベース）は、27%にとどまっている。また、請負会社の倒産により、3 件の災害復
旧工事（災害査定件数は 5 件）について、精算事務を行っていた。

東日本大震災の発生から丸 2 年が経過し、市の中心部においては、もはや震災前の落ち着きを取り戻し
ている印象が強かった。下水道においても、本市の 7 割の汚水を処理する南蒲生浄化センターが甚大な被
害を受けたものの、仮復旧により処理が継続されている。このため、市民は通常の使用が可能であり、その
ような中での下水道管きょの復旧工事は、利用者や道路通行車の理解を得ることが難しい状況であった。

２　派遣先部署の業務概要

平成 25 年度の当課における主な災害復旧業務は、残工事を完了させること、災害復旧工事において国と
設計変更協議を行うこと、1 件の未契約案件及び倒産により未着手であった 4 件の査定案件について災害
査定再調査を行うこと、平成 24 年度までに完了した査定案件について成功認定を受けること、復興交付金
対応の造成宅地滑動崩落緊急対策事業に伴う下水道管移設工事や査定後に新たに被災が発見された下水道管
きょの復旧工事を発注し、完了させることである。

残工事は、災害復旧工事 52 件のうち 36 件である。災害復旧工事において非常に時間を要している原
因としては、先述の施工箇所点在のほか、資・機材や作業員の確保に時間を要することや道路災害復旧との
調整や地元要望による工事工程・施工順序の見直しも挙げられる。また、25 年度に繰り越した施工箇所は、
道路幅員が狭い、交通量が多い、下水道管きょの埋設位置が深いなど、施工が難しく、施工計画や管理者・
地元調整が困難であることが多い。今年度中に災害復旧工事を完了させるためには、施工計画の早期立案、
管理者・地元との早期調整はもちろんのこと、一度確保した資・機材や人材を手放さない工程管理が非常に
重要となっている。

下水道管きょは、地下に埋設されていることから、被災状況の確認は目視及びカメラ調査にて行っていた。
そのため、特に管きょのたるみ範囲を特定することが困難であり、また、査定時に想定していた復旧範囲で

大橋 誠一
建設局　下水道事業部　管路建設課

下水道事業の支援

仙台市
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は取付かないことがあり、設計変更の必要が生じる。また、下水道管きょが水道管やガス管よりも深い位置
に埋設されていることから、工事を進めるにあたり、開削による管きょの入れ替えが困難であるため、ルー
ト変更や工法変更などの設計変更が必要となる路線があった。査定案件の設計変更においては、国と変更協
議するため、全ての変更路線について、状況写真や経済比較による工法選定の資料を作成する必要がある。

災害復旧事業を施行した場合には、事業費を精算して成功認定を受けなくてはならない。今年度は、平成
24 年度末までに完了した査定案件について、成功認定を受けることとなった。

地震により地すべりなどの地盤変状が確認された箇所において、復興事業局で抑止杭を打設するなどの対
策を行っている。その中で、杭打設に支障となる下水道管を移設する工事の発注・監督・検査対応を行った。

震災直後の調査では、第一次調査で人孔内の目視調査にて破損や堆積物の有無を確認し、二次調査の必要
性の判定を行っていた。第二次調査において、カメラ等を用いて管きょの詳細な調査を行い、復旧工事の必
要な個所とその復旧方法を判定していた。しかし、第一次調査時点では汚水量（生活排水等）が少なく、人
孔内の堆積が確認できなかった箇所においても、時間が経過し、汚水量が増えたことで、被災が発見される
ことがある。このような個所においては、災害復旧工事の設計変更で対応するか、できない場合には新規案
件として工事を発注する。

３　成果・実績

災害復旧工事は、平成 25 年 12 月末時点で 58％（契約額ベース）進捗しており、災害復旧工事 52 件
のうち 34 件が完了している。平成 25 年 9 月に行った災害査定の再調査 5 件において、書類及び実地査
定を受け、申請どおり決定された。また、平成 25 年 11 月に行った成功認定においても、対象案件は無事

人孔 B　汚水の滞水状況
平成 25 年 8 月 12 日撮影

震災直後には異常が見られなかったが、
付近の汚水量が増加し被災が判明した路線

人孔 A　汚水の流水状況
平成 25 年 8 月 12 日撮影

路面状況（液状化による異常は見られない）
平成 25 年 8 月 12 日撮影
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に認定を受けた。
新たに被災が確認された新規案件としての工事は、これまでの災害復旧工事に比べ、1 箇所の規模は小さ

く、より点在している。被災直後は、被災地に人や企業が集まり何とか契約できる状況であったが、当該工
事においては、主任又は監理技術者の不足や開削工事を行う下請負業者や交通誘導員を手配できないなどの
理由により、入札参加者がおらず、不調になっている。施工範囲が点在することから経費を補正し、複数回
の入札で決定しない案件については随意契約を積極的に採用するなど、対策を試みているが、随意契約相手
が見つからない状況である。これは、被災した場所において堤防高さの変更や都市整備などの計画から見直
す必要がある復旧事業が、これから本格的に動き出すことに加え、被災していない地域でも被災地を踏まえ
た課題が見つかり、計画の見直しが必要となるなど、事業量が増えることに起因すると考えられる。そのた
め、被災後 2 年以上が経過して、残った小規模な復旧工事に手が回らないという課題が浮き彫りになった。
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被災地派遣職員

体験談
1担当した業務の概要

私の派遣先部署である管路建設課は、仙台市職
員 22 名、派遣職員 4名（山形市、堺市、広島市、
東京都各 1名）、臨時職員 2名の合計 28 名体制で
した。当課は 2つの係に分かれており、私は工事
第二係に技師として所属しておりました。
担当業務の主な内容は以下のとおりでした。

＜工事の種類＞
下水道管路施設の災害復旧工事
　（繰越案件、新規案件）	・・・・・・・・・・・・・・・・・ 	6 件
造成宅地滑動崩落緊急対策事業に伴う
　下水道管移設工事	・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・	1 件
＜業務内容＞
上記工事について、設計・積算・作図、現場監

督、竣工検査対応など、以下のような一連の業務
でした。
◎発注業務
	 設計・積算・作図や契約課への入札依頼
◎説明・沿道対策等
　町内会等への説明や苦情対応
◎現場確認
　	段階確認、材料検査、安全・施工体制点検等の
現地監督業務

◎変更対応
　設計変更に関する業務
◎検査対応
　竣工検査に関する業務
◎打合せ・協議等
　	受注者との打ち合わせ、関係機関・部署との打
合せ・協議・申請、竣工後の引き継ぎ等

◎災害査定案件の対応
　	災害査定変更協議資料の作成、災害査定再調査
の書類・実地査定対応、成功認定対応

2苦労したこと・工夫したこと

東京都下水道局では、設計や作図等を設計コン
サルタントに委託していることに加え、設計部署
と工事部署が分かれていることから、非常に個人

の業務内容がコンパクトになっていました。一方、
仙台市では、担当した工事について、直営での設
計から工事完了までの一連を一人で受け持ってい
るため、業務内容に幅があります。派遣された当
初は、業務内容の幅の広さに戸惑いました。
発注業務においては、特に作図するに当たり、
今まで使用したことのない作図ソフトを使用した
ため、最初は印刷の仕方もわからず、非常に苦労
しました。また、積算においても東京都と電算シ
ステムの使い勝手が大きく異なっていること、シ
ステム上設定されている代価が東京都に比べ少な
く、代価を自分で組まなくてはならないことから、
非常に時間を要してしまいました。しかし、今と
なっては、積算基準書を隅々まで読み込む良い機
会を得られたなと思います。
通常積算での価格と実状工程による価格に乖離
が生じており、着工した工事において、受注者か
ら実施工程によるもろもろの変更を求められると
いうことが多々ありました。また、工事において、
下水道管が非常に深く、施工に時間がかかること
に加え、作業員や資材を手配できず、工事が思う
ように進捗しないなど、工程管理に苦労しました。

3印象的なエピソード

仙台市に派遣された当初、東日本大震災から丸
2年が経過しており、市の中心部では落ち着きを
取り戻し被災前と変わらない印象を受けました。
私が担当した現場においても、下水道管がたるみ
滞水はあるものの溢水しない程度には流下機能も
確保されていました。そのため、水道・ガスの復
旧はもちろん、各家庭からの排水も可能でした。
課に配属されて一週間もしない頃、地元から工事
に対するお叱りを受け、対応しました。その後も
お叱りを受けつつ工事を進捗させ、施工も後 2日
で終わるというところで、最後まで頑張るように
励まされ、非常にうれしく思いました。
平成 23 年度に災害査定を一度受けていたもの
の、未着手である工事について、今年度 7月に再
度査定（再調査）を受けることになりました。私
が引き継いだ案件には、請負会社倒産に伴い未着

大橋 誠一（下水道局）

仙台市　建設局　下水道事業部　
管路建設課
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被災地派遣職員 体験談

手で精算事務待ちの工事がありました。当該工事
は、2つの査定を合体させて発注していたため、
2件の再調査を受けることになりました。下水道
の再調査がどのようなものか、経験者がおらず、
手探り状態での再調査でした。一度査定を受けた
ものを削られるわけにもいかないため、当初査定
の資料を確認し、現地調査を入念に行い、再調査
に臨みました。初日に実地査定、2日目に書類査
定でしたが、一度査定した案件だからという雰囲
気もなく、当初査定と同様の厳しさがありました。
厳しい指摘があったものの、申請額が減額される
ことなく、無事に朱入れを行った時は、ほっとし
ました。

4今後の都政に活かせること・
活かしたいこと

東日本大震災後に仙台市の下水道が市街地で溢
水することなく、各家庭の排水が可能であった要
因として、下水道管きょの被災が全体の 2.2％と
比較的少なかったことに加え、津波被害により破
損した処理場が応急復旧により簡易処理すること
ができる構造であったため、早期に汚水の受け入
れが可能であったことが挙げられると思います。
また、災害復旧工事において、86 件もの査定
を受け、工事を早期に着工させることが可能だっ
たことは、仙台市職員が日頃から調査、測量、設
計や図面作成等を直営でやってきており、被災後
も設計コンサルタントへの委託にほとんど頼るこ
となく、職員自らが復旧事業を進めていけたこと
に起因すると思います。
東京都では、調査や設計等は委託されており、
自ら図面作成や測量を行う機会がほとんどありま
せん。震災等の有事の際には、その規模によると
は思いますが、直営でも作業できるだけの技術力
を持っていることが早期復旧につながると思いま
す。そのため、設計委託が主体の中であっても、
OJT や研修を活用して、このような技術力をよ
り高めていく必要があると思います。

実地査定状況（雨の中の実地査定でした。）
平成 25 年 7 月 24 日撮影

書類査定状況
平成 25 年 7 月 25 日撮影
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被災地派遣職員　業務概要

１　派遣当初の状況

平成25年4月1日付けで宮城県仙台地方振興事務所に派遣職員として配属されて、9月30日までの6ヶ
月間にわたり農地・農業用施設の災害復旧事業に関する業務を行った。

宮城県は最大で内陸 5km まで津波が到達し、県土の約 4.5%が浸水した。東日本大震災が発生してから
2 年以上が経過しており、派遣先の事務所がある仙台市の中心部は地震の影響は感じられなかった。しかし、
担当地域である名取市では農地等の復旧は進んでいるとはいえ、ガレキが一部残っている場所もあった。農
地の周辺は雑草が生えており、一見して原っぱのように見えるがよく見るとコンクリート基礎だけが残って
いる、家屋が消失した跡が広がっていた。改めて津波の恐ろしさを感じた。

当事務所は JR 仙山線の北仙台駅から徒歩 5〜6 分程度の仙台合同庁舎内（10 階建て）にあり、仙台
地方振興事務所のほかに農業振興公社、県税事務
所、日本赤十字社、県国際化協会など様々な団体が
入居していた。当事務所は 1 階、4 階、5 階の一
部、6 階に配置されており（一部は合同庁舎外にあ
る）、農業農村整備部は 1 階と 6 階にあった。平成
24 年度までは 6 階だけであったが、職員数が増え
たため 25 年度からは 1 階（福祉事務所移転後の
スペース）にも執務室を確保していた。机には仙台

以外の地方振興事務所の名称が書いてある
シールが貼られており、派遣職員の受入体
制準備の苦労がうかがえた。

宮崎 陽一
仙台地方振興事務所　農業農村整備部

農地・農業用施設等の災害復旧支援

宮城県

名取市閖上地区の被災前と被災後

仙台合同庁舎　25 年 4 月
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２　派遣先部署の業務概要

仙台地方振興事務所農業農村整備部では管内（仙台市、塩竃市、名取市、多賀城市、岩沼市、亘理町、山
元町、松島町、七ヶ浜町、利府町、大和町、大郷町、冨谷町、大衡村の 5 市 8 町 1 村）における以下の業
務を実施している。

宮城県職員と派遣職員とが一体となって一つの班を構成しており、特に農地整備第一班及び農地整備第二
班はチームを組んで担当事業・地域ごとに分かれて業務を行っている。

なお、仙台管内の被害概況は次のとおりである。

農業農村整備部の管内図

 農業農村整備部の業務等 （　　）は 24 年度

班　名 業　務　内　容 職員数

計画調整班 農業振興施策及び農業農村整備に関する企画調整 11人 （12人）

管理指導班
土地改良区の指導監督及び土地改良事業の事務指導・県営 
土地改良事業等に伴う用地の買収・補償及び財産管理

 9人 （6人）　

農地整備第一班 農地海岸及び団体営災害復旧事業に関すること 13人 （13人）

農地整備第二班
経営体育成基盤整備事業の施行、実施地区の農地集積推進・
県営災害復旧事業・復興交付金事業に関すること

38人 （18人）

水利施設保全班
県営ストックマネジメント・県営かんがい排水事業・地域 
用水環境整備事業の施行

 4人 （2人）　



職
員
派
遣

任
期
付
職
員
派
遣

監
理
団
体
等
職
員
派
遣

現
地
事
務
所

任
期
付
職
員
座
談
会

58

３　成果・実績

農業・農村の復旧・復興を進めるため、早期の営農再開を最優先として、農地・農業用施設に係る除塩作
業、復旧を計画的に実施している。また、沿岸部の甚大な被害を受けた農地海岸についても計画的に復旧を
進めている。
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 排水機場復旧 25 年 3 月末時点

市町名 復旧対象排水量① 回復排水量② ② / ①

松 島 町 8.34 m³/S 8.34 m³/S 100 ％

七 ヶ 浜 町  2.32 1.73 75

仙 台 市  18.95 18.95 100

名 取 市  18.87 18.25  97

岩 沼 市  16 16 100

亘 理 町  25.07 16.93  68

山 元 町  18.48  9.98  54

計 108.03 90.18  83

※国営等含む

 農地海岸復旧（着手） 25 年 3 月末時点

市町名 対象箇所① 着手済箇所② ② / ①

松 島 町 12 箇所 9 箇所   75 ％

塩 竈 市  42   7   17

亘理町及び山元町   3   3  100

計  57  19   33

※国営含む
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被災地派遣職員

体験談
1担当した業務の概要

組織の名称は課や係ではなく、班やチームで表
記されている。技術職における役職は部長、技術
次長、主任主査、技術主査、技師となっており、
年令や経験年数等により決まっている。
農地整備第二班は、第 1チームから第 5チーム

まであり、一つのチームにつき 7～8 名程度で構
成されている。派遣職員の派遣元は、北は北海道
から南は広島県や高知県まで広範囲にわたってい
る。
私の派遣先の正式名称は、「宮城県仙台地方振

興事務所農業農村整備部農地整備第二班第 1チー
ム」と非常に長い名称である。
第 1チームは技術次長（班長）、技術主査（副

班長）、技師、主任主査（任期付き職員）の 4名
が宮城県職員であり、派遣職員は主任主査 2名（鳥
取県職員、東京都職員）、技師 2名（鳥取県職員、
埼玉県職員）の計 8名により名取市及び岩沼市の
農地・農業用施設に係る県営災害復旧事業及び通
常業務を担当していた。
私の担当業務は、稲荷山堰災害復旧工事、鈴木

堀外復旧工事、名取市地区農地復旧除塩工事（2
地区）における施工管理、国など関係機関との協
議、契約変更、計画変更、完成検査の対応などで
あった。

2苦労したこと・工夫したこと

◎　職員数が増えたこともあり現場に行くための
公用車が不足していた。チームごとに 2台程度
は使用できるが、使いたいときに車がないこと
があった。そこで、複数で車に乗り合わせ各現
場に行く時間を調整したり、他のチームで空い
ている公用車を借りることで対応した。
◎　災害復旧事業を担当するのは初めてであっ
た。国費を確保するために行う災害査定は 23
年度中に終了していたため、工事に関する知識
があればなんとか業務を遂行できたが、査定の
計画変更に係る書類作成が思うようにできな
かった。計画変更を認めてもらうためには、被
災前と被災後の状態が分かる写真等が重要であ
るが、排水路の場合は、満水の状態での査定で
あったため、上部の一部のみで被災状況を判断
していた。工事契約後、水替工により水を抜い
て確認したところ、被災していない箇所が多く、
計画変更用に係る写真撮影や資料作成は工事契
約に含まれていないこともありそれらを確保す
るのに苦慮した。
◎　工事積算システムや庶務事務システムなど端
末操作方法も都と異なるため、慣れるのに時間
を要したり、電話対応では、聞き慣れない地名、
会社名などを聞き返したり訛りなどで意味が分
からなかったりした。

宮崎 陽一（産業労働局）

宮城県　仙台地方振興事務所　
農業農村整備部

工事前　25 年 5 月　（鈴木堀） 工事完了後　25 年 7 月　（鈴木堀）
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被災地派遣職員 体験談

3印象的なエピソード

◎　農地復旧除塩工事の受注者から「堆積土砂の
掘削中に位牌や墓石が出てきたが、どうしたら
よいか」と相談されたときは驚いてしまったが、
考えてみると現地近くに墓地があったので、不
思議ではなかった。市役所と相談した結果、位
牌は市役所で保管、墓石は現場の端に仮置きし
て一定期間内に持ち主が現れなければ処分する
ことにした。
◎　事務所近くの銀行に職員寮の使用料を支払い
に行ったところ、窓口の人に「派遣の方ですか」
と尋ねられて「はい、そうです」と返事をした
ら「ありがとうございます」とお礼を言われ、
東北の人の温かさを感じた。
◎　土曜日を利用して山元町でのワイナリー再生
プロジェクトにボランティアとして参加した。
作業内容は、ぶどう畑及び周辺を整備するため
に表面にあるガレキを撤去したり、スコップで
堆積土砂を掘りフルイにかけて土の中にあるガ
ラスやプラスティックなどを分別することで
あった。人力では思うように進まず、改めて機
械の偉大さを痛感した。

4今後の都政に活かせること・
活かしたいこと

復旧工事においては、材料費の高騰、建設労働
者や機材等の不足に配慮した設計・積算に心がけ、
円滑な発注に努めることも早期復興の一つになる
と思った。
東京でも巨大地震等の発生が想定される中、的
確に災害に対応するための柔軟な発想、判断力、
行動力などを養うことが求められると考える。
派遣職員の受入れ側の苦労も相当なものであっ
たと推察される。もし東京都が他県の職員の応援
を受け入れる事態になったときは、できる限りの
努力を惜しまない。
最後に、貴重な体験ができ、宮城県職員、他県
からの派遣職員等の方々には大変お世話になりま
した。心から感謝申し上げます。
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被災地派遣職員　業務概要

高橋 吾郎

１　派遣当初の状況

私は平成 25 年 4 月 1 日付で岩手県に派遣され、釜石市に事務所がある沿岸広域振興局に赴任した。
東京都から岩手県に派遣されたのは総務局被災地支援岩手県事務所を除いて総勢 14 名、そのうち沿岸広

域振興局に赴任したのは、土木部河川港湾課に配属された土木職 3 名（建設局）、同部用地課に配属された
事務職 2 名（都市整備局、下水道局）である。

同土木部には、他の県からも静岡県 6 名、新潟県 1 名、福井県 1 名が派遣されている。
赴任当初に、用地課として取得予定の事業用地を査察したが、以前には集落があったと思われる地域では

瓦礫や住宅の基礎コンクリートやたたきしか見受けられず、防潮堤や堤防においても破損が著しい状況で、
ただ呆然とあたりを見回すばかりであった。

県では平成 25 年度を「復興加速年」と位置づけ、復旧・復興を加速させていくこととしているが、所有
者不明や行方不明、相続未処理など用地取得の課題が多く存在しており、事業完成の遅れが懸念されている
状況であった。

２　派遣先部署の業務概要

岩手県は、「岩手県東日本大震災津波復興計画」の実現に向け、主要事業の進捗予定を「社会資本の復旧・
復興ロードマップ」等で公表しながら、派遣職員も含めて職員一丸となって復旧・復興の推進に取り組んで
いる。

派遣された沿岸広域振興局の担当区域は、宮古市、大船渡市、陸前高田市、釜石市、住田町、大槌町、山田町、
岩泉町、田野畑村の 4 市 4 町 1 村であり、総面積は、4,204.88k㎡で、県全体の 27.5%を占めている。

沿岸広域振興局土木部では、組織の目的・役割として、
◎　東日本大震災津波で甚大な被害を受けた公共土木施設の早期復旧
◎　釜石市・大槌町と連携しながら復興計画に基づく災害に強いまちづくりを推進
◎　公共土木施設の適正な維持管理による住民の安全・安心の確保
を掲げ、本格復興に向けた取組を軌道に乗せ、復興の加速化を図るべく鋭意、復興事業の進捗を図っている。

土木部の構成は、
◎　復興計画全体の策定と事業の統括、国、市町村等との連絡調整を図る「企画調整グループ」
◎　予算、各課との連絡調整、道路・河川占用、県営住宅管理等を担当する「管理課」
◎　道路災害復旧事業や復興道路事業、県道除雪作業等を担当する「道路整備課」
◎　港湾、海岸、河川の災害復旧事業や砂防ダム、日向ダム等の建設・維持管理を担当する「河川港湾課」
◎　事業予定地に関する用地測量、用地取得、補償業務全般を担当する「用地課」
◎　建築確認申請、応急仮設住宅、災害公営住宅等を担当する「建築指導課」
◎　釜石市、大槌町のまちづくり計画全般を担当する「復興まちづくり課」
の 1 グループと 6 つの課で構成されており、職員数は全体でおよそ 100 名程度である。

沿岸広域振興局　土木部　用地課

用地取得事務の支援

岩手県
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３　成果・実績

4 月時点における用地課全体の事業用地取得対象箇所は、土地所有者が不明、居所が不明、相続人が多数
などを理由として、復興庁、法務省、国交省による連携チームがモデルケースとして取り組んでいる鵜住居
川・片岸海岸防潮堤事業を筆頭に、河川、港湾、道路等災害復旧事業用地、災害公営住宅用地、急傾斜地な
ど 55 箇所あった。

年度途中には 7 月の大雨被害による土砂崩れ箇所の用地取得など新たに増加した箇所もあったが、12 月
時点で 9 箇所の用地取得が完了している。

また、用地取得が完了していない他の事業においても、年度内に用地取得完了を目標に掲げ、釜石市や大
槌町と連携を図りながら、早期の用地取得に向けて、課職員一丸となって取り組んでいる。

片岸海岸（被災前） 片岸海岸（被災後）
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被災地派遣職員

体験談
1担当した業務の概要

役 職：	土木部用地課用地第一グループ	
主任

組織の体制：◎用地課職員総数 15 名
❖用地課長 1名
❖	用地第一グループ	
・主任用地第一総括主査 1名	
・主任主査 1名（任期付）	
・主査 1名	
・主任 1名	
・主事 2名
❖	用地第二グループ	
・主任用地第二総括主査 1名	
・主査 1名（任期付）	
・	主事 3名（うち 1人は任期付、
1人は都市整備局から派遣）

❖	臨時職員 1名、登記事務員 2名
主な事務分掌：◎事業用地の取得

❖	用地測量調査業務作業委託の発
注
❖		用地取得事務全般（土地評価、
補償金算定、用地交渉、契約の
締結等）
◎担当事業
❖	一般県道吉里吉里釜石線地域連
携道路整備事業、災害復旧事業、	
災害防除事業
❖小白浜漁港災害復旧事業

2苦労したこと・工夫したこと

◦用地測量調査業務について
東京都では土木職が担当している用地測量業務

を、岩手県では事務職である用地課職員が担当し
ている。
4月に赴任してすぐに県道吉里吉里釜石線の用

地測量業務委託の発注を指示され、全く操作した
ことのない建設 CADを操作しながら設計書の作
成に取り掛かった。

分からないことだらけであったが、同僚に相談
し、教えてもらいながら何とか予定期日までに設
計を挙げることが出来た。最初にかなり苦労した
おかげで、設計書 2本目からは大分円滑に作業が
進められるようになった。
用地測量調査業務委託において東北地方ならで
はと思ったことは、歩掛で「冬季補正率」がある
ことや、保安林解除申請書類作成業務の委託発注
があることなどが挙げられる。

◦重複事業との調整について
私が担当している県道吉里吉里釜石線は、釜石
市実施の室浜地区防災集団移転促進事業、防潮堤
災害復旧事業と事業区域が重複しているため、各
事業のスケジュール調整や用地測量の分担、用地
取得のタイミングなどの調整事項が多数あった。
赴任当初は各事業が各々で進めていたが、年度
途中から合同打合せの機会を定期的に設けること
によって、各事業の計画や抱えている問題点につ
いて検討し、少しでも早く事業を進められるよう
に室浜地域全体のスケジュール調整を行うととも
に、まちづくり協議会で被災者の方に合同で説明
を行い、被災された地域住民の理解と協力が得ら
れた。

3印象的なエピソード

被災された多くの方は、震災から 2年以上たっ
た今でも、仮設住宅や雇用促進住宅に住んでいる。
地権者の方からは「いつ道路は直るのか」、「お
金を貰って早く引っ越したい。いつ土地を買って
もらえるのか」といった切実なご意見を頂くこと
が多々あった。
また、地権者のお宅に訪問して、個別に説明す
る機会が何度かあったが、津波に呑まれながら九
死に一生を得たという貴重なお話を伺ったり、「協
力するから、一日も早く町に戻れるようにしてく
れ」と力強い応援を頂き、逆に励まされることが
殆どであった。

高橋 吾郎（下水道局）

岩手県　沿岸広域振興局　
土木部　用地課
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被災地派遣職員 体験談

4今後の都政に活かせること・
活かしたいこと

赴任してから強く感じたことは、土地所有者の
居所が不明、相続未処理などの理由により、事業
用地の取得が困難であり、復興の加速化が思うよ
うに進まないことである。
岩手県では、弁護士会と共同研究して土地収用
法の特別措置法の創設を国に要望しているが、創
設される見通しは未だ立っていない。
実際に被災した場合、自治体組織の混乱、職員
の疲弊は想像以上であり、また復興が遅れれば遅
れるほど被災者の失望感は強くなっていく。
目に見える形で復興を加速化させること、明る
い話題を提供していくことが、行政としての役割

であり、被災者及び被災自治体の元気の源になる。
迅速な復興の具体例として、釜石市が採用した
民間企業の活用による用地取得から災害公営住宅
の建設などが挙げられるが、今後、都においても
首都直下地震への備えを十分に整え、被災した場
合における国や各自治体との支援体制の強化、良
いアイデアの共有、連絡体制の確保を今から準備
しておき、迅速かつ柔軟な復興の実現に努めるこ
とが必要である。災害に強いまちづくりを心掛け、
国、各自治体同士での連係強化、情報の共有化を
図るなどして用意周到にしておくことが、災害時
の迅速な対応、問題の解決に大きな礎となるはず
である。
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１　派遣当初の状況

（1）現地の状況
派遣先である仙台土木事務所は、仙台市宮城野区の内陸側に位置し、周辺に震災の影響は見られない。
一方で沿岸部では、震災から 2 年が経過してなお、基礎だけ残された住宅の跡、集積された瓦礫の山、河川・

海岸堤防の破堤等の状況が残されており、復旧・復興を待つ状況となっていた。

（2）派遣先部署の状況
仙台土木事務所には、平成 25 年 4 月当初時点で 15 都県 31 名の応援職員が派遣されており、プロパー

の職員 121 名と合わせ総勢 152 名の職員が、管内の道路や河川の災害復旧及び整備・維持管理業務に従
事している。

執務室内には東北弁をはじめ、関西弁や名古屋弁、博多弁、鹿児島弁…と様々な言葉が飛び交い、賑やか
で活気のある職場である。

２　派遣先部署の業務概要

（1）所管地域・業務内容
仙台土木事務所の管内は、仙台市・塩竈市・名取市・多賀城市・岩沼市・亘理町・山元町・松島町・七ヶ

浜町・利府町・大和町・大郷町・富谷町・大衡村であり、この 5 市 8 町 1 村内の、国道（286 号と 346
号と 457 号のみ。仙台市内は除く）、県道（仙台市内は除く）、河川（1 級（国管理部分は除く）、2 級）、
砂防・急傾斜施設等の整備・維持管理を行っている（「管内図」参照）。

工藤 あかり
仙台土木事務所　総務部　用地第一班

用地取得事務の支援

宮城県

常磐線坂元駅前（亘理郡山元町坂元）H25.4.4 撮影 常磐線坂元駅のホーム H25.5.27 撮影（左手が海側）
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（2）組織・分担
総務部（総務班、経理班、行政第 1・2 班、

用地第 1・2 班）、建設部（建築第 1・2 班、
道路管理第 1・2 班）、道路部（道路建設第
1・2 班）、河川部（河川砂防第 1〜4 班）
から構成され、他都県からの派遣職員は、用
地班に 11 名、河川班に 18 名、道路班に 2
名が配属されている。また、そのうち東京都
からは用地班に 2 名の配属となっている。

担当業務の分担は、主に、プロパー職員は
通常業務に従事し、他都県からの職員が災害
復旧事業を担当している。

３　成果・実績

管内における災害復旧工事の進捗状況は、道路及び河川関係を合わせて箇所ベースで約 94%、金額ベー
スで約 19%となっている（平成 25 年 11 月 30 日現在、別表参照）。

「仙台土木復旧・復興のあゆみ Vol.13」宮城県 HP より
（http://www.pref.miyagi.jp/soshiki/snd-doboku/ayumi.html）

「管内図」宮城県 HP より
（http://www.pref.miyagi.jp/soshiki/snd-doboku/kannaizu.html）
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被災地派遣職員

体験談
1担当した業務の概要

（1）組織の体制
私が配属された用地班には、プロパーの職員が

15 名、他都県からの派遣職員が 11 名、登記嘱託
員が 4名所属しており、6月から任期付職員が新
たに 3名配属されました。
業務の分担としては、プロパーの職員が通常事

業、派遣職員が災害復旧事業の用地補償を主に担
当しています。しかし、他都県からの職員のみで、
土地勘のない宮城での用地交渉を進めることは大
変困難であることから、副担当としてプロパーの
職員が付く体制となっています。
管内の用地買収を要する災害復旧事業数は約

30 件、取得筆数は約 1,400 件、地権者数は約 1,000
名と、大変膨大な数ですが、これを上記の人数で、
27 年度の工事完成に間に合うように処理しなけ
ればならない、大変厳しい状況でした。

（2）担当業務の概要
私は、主担当として宮城県南部の山元町を流れ

る二級河川「坂元川」と「戸花川」、副担当として、
岩沼市を流れる運河「五間堀川」の災害復旧事業
に係る用地補償業務に携わることとなりました。
坂元川・戸花川は、東日本大震災により河川堤

防が破堤、護岸流出及び沈下等し、その附帯施設
（樋管、橋梁、水門等）も破損等著しく被災しま
した。復旧にあたっては、津波制御の方式をこれ
までの水門方式から堤防方式へ変更し、河口から
JR 常磐線（既設）までの堤防高さを海岸と同じ
高さ（T.P.＋7.2m）で整備、発生頻度の高い津波
（数十年～百数十年に 1回程度）に対応した堤防
高、また最大クラスの津波に対して粘り強さを発
揮する堤防構造とします。また、JR常磐線（既設）
から上流部で被災した堤防（沈下含む）は、沈下
高を考慮して原形復旧するものです。
よって、かなり広範に渡って用地買収が必要と

なり、要取得筆数は約 150 筆、地権者数は約 100
名に及びます。

（3）実施内容
両事業とも、4月の赴任時点では、地元住民に
対する事業説明会を終え、土地境界確認の作業中
でした。通常、境界立会いは関係者が現地に一同
に介して実施しますが、今回の事業では、国土調
査成果点を復元し、地権者に対し図面や写真を郵
送することで、個別に確認して頂くという方法を
取っています（国土調査実施済の地域について）。
地権者の中には、被災しお亡くなりになった方、
家をなくし仮設住宅やその他避難先に移った方な
どが大勢いらっしゃいます。よって、地権者の住
所・居所の確認については、山元町役場から情報
提供を頂き、連絡が取れない方には、直接訪問す
るなどの対応を取りました。
用地交渉については、地権者数が多いことから、
1月に 3日間の契約会を開催しました。これによ
り、約半数の地権者の方にお越し頂き、契約を締
結して頂きました。

2苦労したこと・工夫したこと

苦労したことは、書き切れないほどありますが、
境界確定、土地評価、契約書類の準備等、どの段
階においてもその作業量に苦しめられました。ま
た、町の防災集団移転事業、農業関係の圃場整備
や除塩作業、国の海岸堤防復旧事業、JR や県道
関係など、調整が必要な事業が大変多かったこと
もあります。
瓦礫の処理や海岸堤防復旧工事、除塩工事など
で、現地の状況が日々変わっていくことも、境界
確定作業などにおいて、苦労しました。
工夫したことは、土地価格の決定に際しては、
現況地目により評価することとなっていますが、
現地はほぼ更地の状況で、従前の利用状況が分か
らなかったので、被災前の航空写真を山元町役場
よりご提供頂き、活用したことです。

工藤 あかり（水道局）

宮城県　仙台土木事務所　
総務部　用地第一班
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3印象的なエピソード

1 月に開催した契約会には、たくさんの地権者
にお越しいただき、契約を締結することができま
した。4月に赴任してから、計画買収線の変更に
伴う作業や他機関・他事業との調整により、なか
なか前に進むことができない、苦しい時期が続き
ました。しかし、プロパーの職員、他県からの派
遣職員、山元町をはじめとする他機関の職員にも
ご支援・ご協力を頂き、ここまで前進することが
できたことに、感謝の気持ちでいっぱいです。
また、地権者の皆様は、震災により本当にお辛
い経験をされ、現在も生活の再建に向けて励まれ
ているところです。様々な思いを抱えながらも、
事業にご協力いただき、「東京から来てくれてあ
りがとう」と声をかけて下さる方もいらっしゃい
ました。心から感謝するとともに、一刻も早い復
旧に向けて努力しなければという決意につながり
ました。

4今後の都政に活かせること・
活かしたいこと

今回、山元町からの多大なご協力なしに、事業
を進めることはできませんでした。よって、基礎
自治体との連携の重要性を実感しました。
また、業務を進める上での、想像力の重要性を
感じました。仙台の事務所で事務に忙殺されてい
ると、現場の状況が見えず、声も聞こえず、モチ
ベーションが下がってしまうこともあります。し
かし、そうした中で、自ら被災しながらも復旧・
復興に懸命に取り組む県や市町村の職員の姿や住
民の方の思いを胸に焼き付けて、想像力を巡らせ
て仕事をしていくことが大事だと感じました。都
政においても活かしたいと思います。

坂元川・戸花川災害復旧事業概要
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撤去予定の坂元川水門　H25.5.27 撮影

山元町との境界立会　H25.9.26 撮影
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被災地派遣職員　業務概要

１　派遣当初の状況

岩手県に配属となった平成 25 年 4 月 1 日、岩手県の達増知事に
よる年度当初の訓示があった。その内容は以下のようなものであった
と記憶している。平成 25 年は「復興加速年」をテーマとして掲げ
ており、今なお「非常時」にある被災地・被災者のニーズに応えるため、

「改革」を起こしていかなければならないこと。復興加速のためには、
さらなる努力と工夫が必要であること。また、他自治体からの派遣職
員や、市町村、国、多様な主体とも力を合わせて、復興を加速してい
くことが必要であること。以上のような内容であった。これを聞いて、
県職員も我々派遣職員も、「復興を加速させよう」という機運が高まっ
たように思う。また、同時期に、岩手県を舞台にした NHK 連続テレ
ビ小説「あまちゃん」が放送開始したこともあり、現地の盛り上がり
を感じながら業務をスタートすることができた。（特に知事の盛り上
がりはかなりのもので、地方を盛り上げる方法論として「アマノミク
ス」を提唱するほどである）

着任後間もなく、沿岸市町村にて、他自治体から沿岸部へ派遣と
なった派遣職員向け
に復興計画説明会が開催されるとのことで、視察も兼ねて数
箇所同行させていただいた。被災から 2 年が経過していた
ものの、津波被害の甚大な地域では、雑草の生い茂る広大な
更地が広がるばかりで、「ここにはかつて商店街があった」
などと県職員が説明してくれるものの、なかなかピンとこな
いのが正直な感想だった。

岩手県にとっての平成 25 年度は、県の復興基本計画にお
いて「基盤復興期間」として位置付けられた「復興実施計画（第
1 期）［平成 23 年度〜平成 25 年度］」の最終年度であると
ともに、「本格復興期間」として位置付けられた「復興実施
計画（第 2 期）［平成 26 年度〜平成 28 年度］」の策定年
度でもあった。着任当初の所属の懇親会で、課長から「今年
度は計画の策定関係で忙しくなるので、力を合わせて頑張っ
ていこう」といった話があり、気が引き締まった。

一方、都道府県で北海道に次いで面積が大きい岩手県（そ
の面積は四国 4 県分に相当するという）ならではの問題か、
県内の沿岸地域と内陸地域の復興に対する意識の違いが懸念
されていた。着任後しばらくして実施された、復興計画に係
る意見交換会において、「県庁では被災地域の現状が見えて
いないのではないか※」との厳しい意見を聞く機会もあった。

（※岩手県庁は内陸の盛岡市に位置しており、沿岸市町村と
は 100km 以上離れている。また、震災による被害も大き

石川 真広
復興局　総務企画課

行政事務の支援

岩手県

着任後間もなく視察した
「たろう観光ホテル」（宮古市）

岩手県全体図
（赤色箇所は津波による被災市町村）
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くはなかった。）このこともあってか、現地視察や沿岸市町村へのヒアリング等、随時、沿岸部へ出張する
機会を作っていたように思う。なお、県庁から沿岸市町村へは、片道 2 時間強、峠道を車移動する必要があり、
出張する場合にはほぼ 1 日がかりであった。

部署の状況としては、総務企画課には、計 22 名（常勤職員 19 名［うち他自治体派遣職員 3 名、民間
企業派遣職員 1 名］＋臨時職員 3 名）の職員が配属されていた。同課は、「管理担当」、「企画担当」及び

「協働担当」に分かれており、私は、「協働担当」に配属となった。「協働担当」には、職員 4 名が配属され、
主任主査（係長級）1 名に、係員が 3 名付く形だった。なお、平成 25 年度に組織改正があり、「協働担当」
は新たに設置された担当であった。

２　派遣先部署の業務概要

前述のとおり、岩手県復興局総務企画課は 3 つの担当に
分かれている。「管理担当」、「企画担当」及び「協働担当」
である。各担当の業務内容を概説すると、「管理担当」が予
算・決算や人事等の庶務全般及び寄附金・義援金関係の業務
等を担当している。続いて「企画担当」は、復興計画の策定
及び各所属との調整、計画の進捗状況等の調査、復興交付金
や復興特区等に係る国や各市町村との連絡調整等を担当して
いる。そして「協働担当」は、復興に関わる広聴・広報・関
連イベントの開催、復興に関わる対外的な講演、他団体との
意見交換・連携等を担当する部署との位置付けである。

３　成果・実績

所属としての成果・実績というと多岐にわたるが、主なものを抜粋すると以下のとおりかと思われる。
◎ 各種特区、復興交付金等の申請及び国からの認定
◎ 復興計画に係る「女性との意見交換会」「若者との意見交換会」を開催【各 2 回ずつ】
◎ 「いわて復興だより Web」の立ち上げ【平成 25 年 9 月】
◎ 「いわて三陸復興フォーラム」の開催【平成 25 年 11 月 @ 岩手県大船渡市】
◎ 「いわて三陸復興フォーラム in 名古屋」の開催【平成 25 年 12 月 @ 愛知県名古屋市】
◎ 復興実施計画策定に係る地域説明会の開催【平成 26 年 1 月末〜2 月半ば】
◎ 「3.11 合同追悼式」を山田町と共催【平成 26 年 3 月 @ 岩手県山田町（予定）】
◎ 「復興実施計画（第 2 期）」の策定【平成 26 年 3 月末知事決裁（予定）】

「いわて三陸復興フォーラム in 名古屋」の様子
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体験談
1担当した業務の概要

私は、岩手県復興局総務企画課協働担当にて、
主事として勤務しています。実は幼少の頃、10
年間近く岩手県に住んでいたこともあり、念願
叶っての派遣でした。
岩手県復興局の組織体制は、復興局長である副
知事を筆頭に、副局長及び復興担当技監と続き、
その下に、総務企画課、生活再建課、まちづくり
再生課及び産業再生課が配置されています。
私の担当業務は、復興関係の情報発信及び他団
体との連携全般です。具体的には、「いわて復興
だより（紙面版・Web 版）」の発行、県の復興に

係る講演資料の調
製、復興局ホーム
ページの更新に加
え、名義後援等他
団体からの提案に
係る相談受付等を
担当しています。

2苦労したこと・工夫したこと

（1）「いわて復興だより」発行業務
担当業務で一番苦労したことは、県の復興情報
紙「いわて復興だより」の発行です。前年度の予
算要求により、今年度分の同紙発行業務委託予算
が確保できていたのですが、前任者である県職員
が多忙だったためか、今年度の委託業者や委託の
仕様等を決めずに異動されて
しまいました。そのため、着
任後間もなく、委託業者選定
の事務を進めると同時に、月
2回発行している同紙の記事
ネタ探し及び編集に奔走する
こととなりました。慣れない
他自治体での細かな慣例等も
ある中で、なんとか契約へこ
ぎ着けたものの、委託業者の
業務が軌道に乗るまでの期間

は、ずっと四苦八苦していました。ただ、今となっ
ては、苦労した分だけ愛着がわいているところで
す。

（2）県の復興に係る講演資料の調製
次点としては、県の復興に係る講演資料の調製
があります。これは、係長級から知事に至るまで
の方々が、復興関係イベント等で講演をする際の
パワーポイント資料を調製するというものです。
資料の調整に当たっては、様々な部署が持ってい
るデータを集約して掲載する必要があるのです
が、当初は、県の組織構成も理解していない状況。
必要なデータをどの部署のどの担当が把握してい
るのかが分からず苦労しました。
また、着任当時の復興局長（上野副知事［現：
財務省理財局次長］）の講演資料を調製した際に
は、副知事室に呼び出されマンツーマンで指示を
受けたり、休日に電話で資料修正の指示を受けた
りすることもあり、幹部でありながら、ときには
末端職員にも直接指示を出すという仕事のスタイ

ルには、苦労もありましたが大変刺
激になりました。

石川 真広（福祉保健局）

岩手県　復興局　
総務企画課

震災前は県の講堂として
利用していた復興局の執務室

岩手県復興局の組織図

調製した講演資料の一部
企画段階から携わった 

「いわて復興だより Web」
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被災地派遣職員 体験談

3印象的なエピソード

（1）�「いわて復興だよりWeb」の公開とこれを
きっかけとした「つながり」

「いわて復興だより」の発行業務において、私
が着任してから大きく変わった点があります。そ
れは同紙のWeb サイトである「いわて復興だよ
りWeb」を作ったことです。これは、元々は業
者選定の際の企画コンペにて、業者が提案したも
のだったのですが、これを作ったことで、県の復
興関連の情報発信に広がりが生まれたように思っ
ています。
Web 版の立ち上げに際し、どんなコンテンツ

を設けるか、デザインはどうするか等、委託業者
及び県の関係者と何度となく意見をぶつけてい
く中で様々なアイデアが生まれました。中でも、
Web サイト上に Facebook の「いいね！」ボタ
ンと Twitter の「ツイート」ボタンを追加した
ことは、「いわて復興だよりWeb」の周知に一
役買ったのではないかと思います。実際に、取
材させていただいた方々や団体等が、それぞれ
の Facebook 等を利用して「いわて復興だより
Web」を情報拡散していただき、その情報を読
んだ方がWeb サイトを訪問していただける例も
あるようで、波及効果を生むきっかけとなりまし
た。
結果的に様々な調整が長引き、Web サイトの

公開は平成 25 年 9 月にまでずれ込んでしまった
ものの、公開されたときの達成感は格別なもので
した。おかげさまで、近頃、県内の復興関係者と
話す機会に「『いわて復興だより』読んでいます
よ！」と言われることが増えてきました。また、「い
わて復興だより」をきっかけにした、人と人との
つながりも生まれてきています。

（2）都の様々な復興支援の取組が追い風に
また、全般的な面では、東京都職員であるとい

うだけで、好意的に対応していただ
ける機会が多々あるように感じまし
た。これは、現地へ多くの職員を派
遣していることに加え、災害廃棄物
の広域処理での協力や、都営地下鉄
での岩手県広報枠の無償提供等、都
の各局による様々な復興支援の積み
重ねのおかげだと思います。復興の
ための取組が、我々派遣職員が活動

する上での追い風になっていると感じました。

4今後の都政に活かせること・
活かしたいこと

岩手県復興局に配属になった年度当初、配属先
の上司からこんなことを言われました。「復興局
はできてからまだ 2年しか経ってない若い組織。
前例なんてあってないようなもの。どんどん意見
を出してチャレンジしてほしい」この言葉は、岩
手県で様々な業務を行う上での励みになるととも
に、今後、都に戻ってからも覚えておきたい言葉
だと思いました。
ご存知のとおり、自然災害は常に我々の想定を
超えてきます。もちろん、事前に十分な対策を講
じておくことは基本ですが、想定外のことが起
こったときにどうすれば良いのか。これを考えて
おくこともまた大切なことです。私の出した答え
は、「自分の頭で考え、周りの仲間・上司と相談し、
物事を進めていく」という極々基本的な答えでし
た。このように単純でありながら意外と忘れがち
なことを、岩手県で働く中で学べているように思
います。
行政の仕事は、多かれ少なかれ定例的な仕事が
付きまといます。そんな中、「とりあえず前例に
踏襲する」という機械的な判断によるのではなく、
「もし前例がなかったとしたら、その判断が最適
なのかどうか」と少しでも考えることができたな
ら、今回の被災地派遣で得られた結果だと思いま
す。
入都当初は、私もチャレンジ精神旺盛な職員
だったはず。しかしながら、今思えば、年月が経
つとともにその意欲も揺らぎ、固い頭になってい
たように思います。岩手県での任務を負え、都へ
戻ったときには、新規採用職員さながらのやる気
とチャレンジ精神に満ちた姿で仕事に臨めるよ
う、まずは岩手県の一日でも早い復興へ向け、精
一杯業務に臨みたいと思います。

取材がきっかけで意見交換会の開催へ
とつながった「若手会議」の面々と

都による支援の一環として都営地下鉄に
掲出された県の PR ポスター
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被災地派遣職員　業務概要

１　派遣当初の状況

平成 24 年 3 月 31 日盛岡駅に到着すると、空には雪が舞っており、約 1 年前の平成 23 年 3 月 11 日
も非常に寒かったであろうと当時の状況の厳しさが偲

しの

ばれました。
派遣先部署である岩手県庁復興局では、皆口々に「去年（平成 23 年度）は本当に大変だった。今は大分

落ち着いている。」と言いながらも、震災後やっと 1 年経過したばかりの現地では、応急仮設住宅入居後初
めての冬を越したばかりで、なお刻々と変化する被災者を取りまく状況に迅速に対応するため、ピリピリと
した緊張感が漂い、日々対応に追われている状況でした。

平成 24 年度は、岩手県東日本大震災津波復興計画における第 1 期「基盤復興期間」にあたり、「復興元
年」と位置づけられ、いよいよ本格的に復興に向けて動き出す、そういった雰囲気が漂っていました。しか
し様々な困難の影響で、被災者の方が期待したほどには復興が進まない現実があり、平成 25 年度では、長
期戦になる、という意識が新たに加わった様に感じます。平成 25 年度は「復興加速年」と表現され、着実
に一歩一歩復興を進めて行く、という雰囲気が感じられました。

２　派遣先部署の業務概要

（1）組織の規模、目的、役割
ア　復興局

復興局は震災 1 か月後の平成 23 年 4 月に、各部局に配属されていた方が緊急的に集められ設置された
局であり、平成 24 年度もほとんどの方が発災当初から業務を継続して担当している様子でした。

派遣された平成 24 年度は、総務課 7 名、企画課 12 名、まちづくり再生課 6 名、産業再生課 5 名、生
活再建課 13 名に局長、副局長を加えた、計 45 名、平成 25 年度は、総務課と企画課が合併して総務企
画課となり、全体で計 47 名の体制で業務にあたっていました。
イ　生活再建課

配属された生活再建課は、担当課長を含め、被災者支援担当（8 名）と相談支援担当（5 名）に分かれ、
県内外に居住する全被災者の生活の再建に関する事項を担当しています。

課の目的・役割は、「被災者の暮らしの再建を図るため、被災者一人ひとりに寄り添った支援を行う」こ
とです。漠然としていますが、被災者の「暮らしの再建」とは単なる「住宅再建」とは違い、一体いつにな
ればその方の「暮らし（生活）」が「再建」されたと言えるのか、この原稿を書いている平成 26 年 1 月現
在でも私にはまだ分かりません。そこには定義は無く、「生活が再建」された、と思えるのはその方一人ひ

得能 はるか
復興局　生活再建課　相談支援担当

行政事務の支援

岩手県
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被災地派遣職員　業務概要

とりの考え方、価値観、気持ち、状況に由来するものと考えられます。そのため、生活再建課では「被災者
に寄り添い、一人ひとりの復興の実現を！」をスローガンとし、一人ひとりの被災者の方の生活に直結する
事項について柔軟で素早い対応が求められていました。

～各担当業務内容～（参考）
【被災者支援担当】

①災害救助法や建設による応急仮設住宅、民間賃貸借上げに関すること
②県に寄せられた義援金等約 517 億円の被災者への交付に関すること
③被災者生活再建支援金、被災者住宅再建支援事業に関すること　
④災害弔慰金、災害障害見舞金及び災害援護資金貸付金に関すること　　等

【相談支援担当】
①震災に関する電話相談窓口「岩手県災害総合窓口」（H23.3 設置）の電話対応に関すること
②「被災者相談支援センター」（H23.7 設置）の運営や県内外の相談会開催等に関すること
③被災した沿岸市町村が使用する「被災者台帳システム」に関すること
④被災者の人数、居所等の把握に関すること
⑤被災者への、支援情報や復興情報等の確実な提供に関すること　　等

３　成果・実績（生活再建課）　※平成 26 年 1 月 17 日時点（参考）

◆被災者の状況（平成 25 年 12 月 31 日現在）

戸数 人数

応急仮設住宅
（民間賃貸住宅等の借り上げ含む）

14,809 34,044

県内在宅  6,390 15,428

災害公営住宅 261 490

県外 － 1,708

合　　計 21,460 51,670

◆応急仮設住宅の供与期間 ◆個人版私的整理ガイドライン制度の周知強化

3 年間の供与期間を 1 年間延長し、4 年間にすることについて、 
平成 25 年 8 月 30 日付けで国から承認

岩手弁護士会・金融機関・行政の連携による無料相談会の企画・運営　
11 回（H25 年〜）※

◆被災者相談支援センターの充実 ◆内陸・県外移動者への支援

○久慈、宮古、釜石及び大船渡に設置（H23.7.28 〜）
○ 住宅再建等被災者のニーズに併せ、窓口に、弁護士、司法書士、 

建築士等を配置
○市町村等関係機関と連携した相談会を随時開催

○ 被災者ニーズの把握のためのアンケート調査の実施 
（H24.12、H25.9 公表）

○相談会の開催、対応：内陸 17 回、県外 26 回（H25 年度）※

◆被災者への情報提供

○ 被災者向け各種支援情報等を掲載した「暮らしの安心ガイドブック」
の改訂：配布・作成部数（40,000 部）、支援者向け勉強会開催：8 回、
206 名対象（H25 年度）※

○ 県外・内陸地区へ移動している被災者へ郵送による情報提供を実施：
県外（毎月 1 回）、内陸地区（奇数月に 1 回）

○ 義援金支給率 
（金額ベース） 
1 次配分〜3 次配分 
95.5％

○被災者生活再建支援金
・ 基礎支援金支給率 
（件数ベース） 97.8％

・ 加算支援金申請率 
（件数ベース）32.4％

○ 災害弔慰金支給率 
（件数ベース）99.1％
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被災地派遣職員

体験談
1担当した業務の概要

私は 2年間の派遣期間を通して、生活再建課相
談支援担当に配属されました。相談支援担当は、
担当課長を除くと実質 4名で沿岸地域を含め、全
被災者を対象に相談支援を実施しています。私が
担当した主な業務は以下のとおりです。

（1）�県外および、内陸地区に移動した被災者への
支援

被災地である沿岸市町村から、県内内陸市町村
や県外に移動した方への支援全般を担当しまし
た。具体的には、「情報提供」、「ニーズ調査の実
施」、「相談会・交流会の開催、対応」、「被災元・
受入自治体や関係機関との調整」などです。被災
者の方を取り巻く状況は刻々と変化するので、そ
の時々の状況に応じてニーズを確かめながら、被
災元・受入先自治体や関係機関の方と連携し、行
えることを行う、という状況でした。

（2）被災者への情報提供に関すること等
（1）の県外・内陸地区へ移動した被災者への郵
送による定期的な情報提供に加え、被災者の方へ
の支援の情報等を冊子にまとめた「暮らしの安心
ガイドブック」を、平成 24 年度は年 2回、平成
25 年度は年 1 回、それぞれ 40,000 部発行し、市
町村や店舗等を通じて沿岸地域も含めた全被災世
帯に配付しました。徐々にガイドブックの認知度
も高まり、被災者の方に対して訪問支援等を実施
している相談員や支援員の方などに、ガイドブッ
クを活用した勉強会も実施されました。

2苦労したこと・工夫したこと

（1）避難者の居所の把握
ア　居所の把握が重要な理由
被災元沿岸市町村からの復興情報や行政サービ
スの提供、受入先での支援情報の提供や訪問支援
等の実施においては、避難者の居所の把握が支援
の前提となることから、「抜け漏れの無い支援」

のためには、「抜け漏れの無い把握」が重要だと
考えました。

イ　課題
①　住民票を異動していない方の居所の把握
震災や津波の影響によって自宅に居住出来な
くなった方は、住民票を異動しないまま居所を
移動する方も多く、避難者の方が任意で届け出
る「全国避難者情報システム」だけでは周知の
問題もあり把握が不完全でした。自治体間の情
報共有にも時差があり、正確な把握に困難を来
していました。
②　複数の名簿の存在
「みなし仮設住宅」である公営住宅、民間賃
貸住宅、雇用促進住宅等に入居している方につ
いては、その施設ごとに名簿の管理者が異なり、
また「全国避難者情報システム」名簿との重複
もあり、避難者の正確な居所情報を一元的に管
理し把握することが難しい状況でした。

ウ　対応
課内で名簿を担当していた方が、手作業で複数
の名簿を県の「避難者統合名簿」に整えました。
その名簿を県内外の受入自治体へ提供し、差異に
ついて居住実態の確認を実施、双方の精度を高め
ました。次に、精度を高めた名簿を被災元沿岸市
町村に提供するということを数回実施し、間接的
に、被災元沿岸市町村による把握の精度を高め、
支援の抜け漏れの軽減に繋げました。
避難者の居所の把握の問題は、今後の大災害等
においても課題となることであり、現在でも根本
的な解決はされていないと感じています。

（2）県外避難者への支援の難しさ
ア　状況・課題
福島県の県外避難者数は約 48,944 名（平成 25
年 12 月 24 日現在復興庁データ）、宮城県は平成
25 年 12 月 11 日現在で 8,172 名（全国避難者情報
システム登録者）となります（福島県・宮城県
HPより）。
一方、岩手県から全国へ移動している県外避難
者は、平成 25 年 12 月 31 日現在で 1,708 名、世

得能 はるか（福祉保健局）

岩手県　復興局　生活再建課　
相談支援担当
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帯数ではおおよそ 900 世帯未満です。1つの県に
数世帯しか住んでいらっしゃらないこともありま
す。長期化する県外避難者の方のニーズは、「同
郷の人と会い、交流する」ことや「被災元自治体
の職員から復興情報等を聞く」こと等ですが、岩
手県の方は広範囲に点在しているうえ、高齢の方
も多く慣れない土地での移動が難しいことから、
交流会・相談会に人が集まらない状況が多くあり
ました。
また他の被災県の様に駐在職員や支援員を県外

に配置することも難しく、避難者の方が「岩手は
支援が少ない、岩手の人がいない」と、見捨てら
れた気持ちにならないよう配慮することが課題で
した。

イ　対応
「全戸へ個別に毎月情報を送付する」ことを通
じて、直接質問やお問い合わせの連絡を受けるこ
とも多く、封入内容や作成文書には、相談の掘り
起しにつながるチェックリストを設けるなど工夫
しました。受入先自治体等で開催される県外交流
会等には、岩手県職員が交代で直接足を運び相談
に対応したり、岩手県東京事務所との連携により、
避難者相談会を定期的に開催する等、小まめに地
道に相談対応の機会を増やしました。また、「避
難者専用フリーダイヤル」を開設することとし、
少しでも故郷を身近に感じ、安心した避難生活や
帰還につながるよう工夫しました。

3印象的なエピソード

「今日相談に来て、あなたの笑顔を見れて良かっ
た。今は私も元気そうにしているけれど、震災の
時のことを忘れたことは無いのよ。家に居れば今
でも涙が出てくることもある。それでも故郷を捨
てて支援を頂いているのだから、がんばらなきゃ、
前に進まなきゃと思って元気を出しているの。」
相談会などで避難者の方のお話を伺う度に、一

瞬で沢山の大切なものを失った延長にある今の現
実に、毎日向き合って生活していらっしゃること、
それでも故郷や他の人を思いやり、気丈に前を向
いていらっしゃるのだということを教えて頂きま
す。それは、避難者の方だけでなく沿岸地域で応
急仮設住宅に暮らしている方、住宅を再建された
方も同じだと思います。そういった方のこころが
少しでも支えられるよう、不利益が少しでも減る

よう、「知らなかった」ために、享受できる支援
や機会が減ることの無いよう、地道に出来ること
を改善したいと感じました。

4今後の都政に活かせること・
活かしたいこと

前例が無く、刻々と変化する状況に対してどの
ように支援策を考え実施していくか、という観点
から、今回経験し、うまく行かなかったこと等も
踏まえ、以下の様な対応が有効と考えました。

（1）状況を正しく把握する
前例の無い状況下では、状況を正しく把握する
ことが最も重要だと思います。被災者が置かれて
いる環境、支援の受給状況、被災者自身の状況、
ニーズ、活用できる周辺資源の状況等を把握、勘
案して、下記（2）の判断材料とします。

（2）必要な支援の判断
状況を正しく把握、認識した上で、どんな支援
が必要なのかを考え、県が行うべきこと、優先順
位、可能なこと、役割分担出来ること等を判断し、
実際に行うことを決定します。
また、必要とされるスピードに応じて、限られ
た判断材料の中から、「とりあえずやる」ことも
必要と学びました。方法や内容に多少改善の余地
があろうと、実施して初めて次の方向性が見える
ことも多いと思います。

（3）関係機関との連携
臨時に開設された「復興局」において一番重要
であったのが、連携だと思います。体制や人数、
予算等に限りがある中で、周辺の社会資源との連
携の構築を試みます。実際には、うまく行かない
ことや難しいことも多かったですが、それぞれが
高いノウハウを持つ県庁内各部局や、民間団体等
の機関と、目的を共有し様々な観点から環境を整
えることで、1つの支援を更に広がりをもって効
率的に実施できる可能性がありました。

東日本大震災はとても大規模な「前例の無い状
況」を呈していますが、都政における日々の業務
においても、都民を取り巻く状況は常に小規模に
変化しており、「前例の無い状況」の積み重ねと
考えることも出来ます。今回の派遣で皆様に教え
ていただいたことは限りありませんが、特にその
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対応について今後の業務に活かしたいと感じまし
た。

釜石市唐丹地区の小中学生らのメッセージを刻んだ津波記憶石
（釜石市・平成 25 年 9 月）

津波により多くの建物が流出した大槌町の中心市街地
（大槌町・平成 25 年 9 月）

三陸鉄道南リアス線「恋し浜駅」の、恋し浜ホタテの貝殻を使用した絵馬
（大船渡市・平成 25 年 9 月）
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被災地派遣職員　業務概要

１　派遣当初の状況

私の派遣先である復興局産業再生課では、東日本大震災津波により壊滅的な被害を受けた岩手県の産業に
ついて、生産基盤等の早期復旧や新規立地による被災地域の地域経済の再生への取組みとともに、被災事業
所復興状況調査から明らかとなった事業者の「売上・利益率の低下」「取引先の減少」「雇用の減少」等の現
状を踏まえ、被災地において復旧・復興が進むにつれて刻々と変化する産業面の課題に対して迅速かつ的確
に対応していくことが求められていた。

２　派遣先部署の業務概要

復興局は東日本大震災津波からの地域の「再生・復興」に向け、まちづくり、産業再生、被災者生活再建
等、部局横断的課題に一元化して取り組み、国、他の被災県及び沿岸市町村との円滑な調整を図ることを目
的としている。

局の構成は副知事を局長とし、副局長、技監、各課総括課長を含む 60 名程度の人員を抱え、「総務企画課」、
「生活再建課」、「まちづくり再生課」、「産業再生課」の 4 つの課において業務を行っている。

産業再生課では『なりわいの再生』に係る復興局の主管課として、東日本大震災津波により壊滅的な被害
を受けた産業復興を着実に推進するため関係部局の調整、業務支援や復興特区制度の活用などに取り組み『新
たな三陸地域創造のためのなりわいの再生』の実現を目指している。

課内の主な業務は以下のとおりである。

（1）『さんりく産業振興プロジェクト』の推進
高い生産性と収益性を実現する農林水産業の振興、三陸地域の資源を活かした地場産業の振興や新産業の

創出などの三陸地域全体の産業の振興

（2）起業支援の充実・強化による就業促進
被災地における起業を促進し、雇用拡大と魅力ある産業の創出を図り、地域経済を活性化

（3）復興特区制度を活用した産業の再生
『岩手県産業再生復興推進計画（産業再生特区）』に基づく税制特例等の活用の促進

（4）被災事業所復興状況調査の継続実施
復旧・復興の進捗に応じた事業者（約 2,500 社）の現状把握

古田　守
復興局　産業再生課

行政事務の支援

岩手県
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３　成果・実績

（1）『さんりく産業振興プロジェクト』の推進
三陸らしい個性豊かで競争力のある産業の構築に向けて、関係部局等で構成されたプロジェクト会議を開

催のうえ、第 2 期復興実施計画におけるプロジェクトを策定している。

（2）起業支援の充実・強化による就業促進
被災地の雇用拡大と産業の創出による地域経済の活性化を図るため、『さんりく未来産業起業促進事業』

を実施し、被災者等の起業を総合的に支援している。平成 25 年 11 月までに起業希望者の公募を 3 回行い、
約 50 者を起業支援対象者として選定している。

（3）復興特区制度を活用した産業の再生
復興特区法に基づき特別償却や法人税額等の特別控除等の特例を受けることができる事業者を指定して

いる。平成 24 年度以降、平成 25 年 12 月 27 日現在で、285 事業者 316 件の事業者を指定しており、
分野別にみると、「水産関係」の事業者が最も多く、全体の約 4 割を占めている。

（4）被災事業所復興状況調査の継続実施
本年 8 月に第 4 回の調査を実施、平成 26 年 2 月に第 5 回の調査を予定している。
第 4 回調査では、事業所の再開状況で「再開済」又は「一部再開」と回答した事業所は建設業の割合が

最も高い。一方、「再開済」等の割合が最も低いのは卸売小売業となった。
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被災地派遣職員

体験談
1担当した業務の概要

産業再生課は総括課長 1名、主任主査 2名、主
査2名、臨時職員1名及び私を含めた計7名となっ
ており、私の主な事務分掌は「復興特区（産業再
生）の事業者指定・認定に関すること」であった。
岩手県では産業の集積等による雇用機会の確

保・創出を図るとともに、地域の特性を生かした
産業を振興することにより、被災地域の経済の活
性化を図ることを目的として、「東日本大震災復
興特別区域法」（復興特区法）に基づく「岩手県
産業再生復興推進計画」を策定し、平成 24 年 3
月 30 日付けで国の認定を受けている。
当計画においては沿岸地域の産業と内陸地域の

産業との取引関係の更なる拡大により、沿岸地域
の製造業や水産加工業などの産業が再生・発展す
ることを目指し、雇用等に甚大な被害を受けた沿
岸地域に加えて、内陸地域も含む県内全市町村に
復興産業集積区域を設定しており、特例として、
被災地の雇用創出の促進に寄与する税制特例措置
等※を盛り込んでいる。
この特例を受けるために事業者が行う申請に対

して指定事業者として「指定」すること、申請の
際に計画した内容を実施報告で確認し事業を「認
定」することが業務内容である。
なお、今年度は平成 25 年 12 月 27 日現在で、

101 事業者 111 件を指定、168 事業者を認定して
いる。

※税制特例措置の内容
（1）	工場等を取得した場合の特別償却又は法人

税額等の特別控除【復興特区法第 37 条関係】
（2）	被災雇用者等を雇用した場合の法人税額等

の特別控除【復興特区法第 38 条関係】
（3）	新規立地促進税制【復興特区法第 40 条関係】
（4）	開発研究用資産の特別償却等【復興特区法

第 39 条関係】
（5）	地方税の減免【復興特区法第 43 条関係】

2苦労したこと・工夫したこと

業務を進めるにあたって苦労したことは制度内
容が複雑だという点にある。制度が複雑で分かり
にくいことによって「（個人を含む）事業者にとっ
て制度の内容を理解することが難しい。」「内容を
理解しにくいため制度の活用を敬遠する。」といっ
たことが挙げられる。
これらの課題に対して、まずは自らがしっかり
制度の内容を理解し噛み砕く必要があった。曖昧
な理解の場合、中途半端な説明しかできず、混乱
を招きますます複雑なものだとして敬遠されてし
まう。そのため、初めて制度の話を聞く人に対し
ても簡潔に分かりやすく説明するため、法律や条
例、Q&Aについても読み込み理解に努めた。理
解したうえでどのような言葉で説明すればわかり
やすいのかを考え、難しい言葉はなるべく使わず
丁寧に対応することを心がけた。
しかし、制度を理解してもらうことが目的でな
く、活用してもらうことが目的である。内容は理
解しても業務が忙しいため、煩雑な手続きで時間
をとられることを嫌って申請しないとなっては意
味がない。
そのため国から事前に示された記載例を基にし
て、岩手県版としてより容易で分かりやすい記載
例と今後必要になってくる書類や注意点をまとめ
た書類を作成した。
そのほか、手戻りがなくなるよう事前に書類内

古田　守（下水道局）

岩手県　復興局　
産業再生課

平成 26 年 1 月撮影　課内の様子（仕事風景）
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容の確認を行い、こちらで分かる部分は記入する
などして、極力事業者等の負担を減らすようにし、
制度活用のために手間を取られ業務がより大変に
なるといった本末転倒な状況にならないよう努め
た。
また、記載例の作成によって、申請等の時期が
重なる場合にも事業者等に対して書類の手戻りが
少なくなりスムーズに事務処理を行うことがで
き、業務負担を軽減することができた。

3印象的なエピソード

特例を活用してもらえること、使ってよかった
と言ってもらえることが何より嬉しくてやりがい
を感じる部分である。その中で特に印象に残って
いるのは、「何か特例があることは聞いたが内容
や申請方法等何も分からない。」というA事業者
に対し内容や手続き等について説明した結果、最
後には「丁寧に説明してもらいありがたい。内容
等について理解できたので申請をしたい。また、
知り合いの事業者にも制度の活用について話をし
てみるので、その際は“何かあったら県庁の古田
さんに頼れ”と伝えておく。」と言ってもらえた
ことがあった。
その後、「A事業者から話を聞いて連絡をした、
自社も申請したい。」という連絡が複数の事業者
からあったときはとても嬉しく感じた。

4今後の都政に活かせること・
活かしたいこと

今回の派遣を通じて複数の異なる立場で被災地
を見ることができたことが大きな経験になったと
考えている。一つは被災地に派遣された東京都職
員として、一つは被災自治体である岩手県職員と
して、一つは被災地に住んでいる一住人としてで
ある。
それぞれの立場によって見方が異なり、それに
よって思う部分も全く違ってくる。例えば被災自
治体として復旧・復興のための計画や制度設計を
進め着々と事業を行い、計画通りまたは計画以上
の進捗であったとしても、現地の住民からみると
全く進んでいないようにみえてしまう場合もあ
る。また被災自治体と東京都の仕事の進め方や考
え方の違いによって、もっとこうすればいいのに
と思うことやこうすれば上手くいくのかといった
事例も細かい部分を含めれば多々あった。
被災地という特別な場所での業務であったが、
私にとってその場所から学んだ仕事の進め方、物
事の考え方や目線の違いによる見方は、これから
の業務遂行において有用であるとともに大きな財
産となった。
被災地では震災から 3年近く経とうとしている
が、現地は未だ非常時である。いつの日か復興と
いう言葉を使わなくなり、今までどおりの日常ま
たはこれからの新しい日常が一刻も早く訪れるこ
とを強く願いたい。

平成 26 年 1 月撮影　職場のある岩手県庁舎 平成 24 年 4 月撮影　事業者説明会の様子
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１　派遣当初の状況

私は、平成 25 年 4 月より 1 年間、宮城県経済商工観光部新産業振興課高度電子機械産業振興班に派遣
されております。職場のある宮城県庁周辺は東北唯一の政令指定都市である仙台市の市街地の中心にあり、
近くを歩いて震災の跡を彷彿させるような箇所は少なく感じました。しかし、津波被害等に遭った場所へ行
くと、復興までの道のりは近くないと実感させられました。

今年度、課内には東京都の他、北海道・富山県から職員が派遣されていました。（前年度は東京都、北海道、
富山県、沖縄県の派遣職員が勤務していたと聞いています。）また、宮城県職員ではあっても、他課からの
兼務職員も高い割合を占めていました。今年度 6 月からは任期付職員も配属され、多様なバックグラウン
ドを持つ職員で構成されている課でありました。

人員体制の変動も頻繁にあり、現在はこれまでで最大の人員で業務にあたっており、実際本来の課スペー
スだけでは場所が足りないため、課の分室も設けて当事業関係の書類を保管し、そこで職員も 5 名が勤務
しています。私も 4 月から 9 月までは分室で勤務しておりました。

２　派遣先部署の業務概要

（1）宮城県経済商工観光部新産業振興課の班構成と本来業務
◎新産業振興班（定数 6）：ものづくり産業にかかる振興政策に関すること等
◎産学連携推進班（定数 4）：産学官連携による新産業の振興に関すること等
◎高度電子機械産業振興班（定数 7）：高度電子機械産業の集積促進に関すること等
◎中小企業振興班（定数 4）：中小企業振興施策に関すること等

（2）高度電子機械産業振興班について
上記（1）のとおり、当班は本来的には高度電子機械産業に関する業務を主に担当していましたが、震災後、

中小企業等グループ施設等復旧整備補助事業（以下、「グループ補助金」）が開始されるにあたって県での担
当課になったことにより、多くの人手が必要になりました。そのため、他課からの兼務職員や他自治体から
の派遣職員等で人員を確保しています。課の本来業務については、課の正職員がグループ補助金関連業務を
行いながら対応している状況です。また、グループ補助金業務に関しては、新産業振興課で担当しておりま
すが、業種によっては、自動車産業振興室・食産業振興課・商工経営支援課・観光課・水産業振興課に執行
委任している場合もあります。

（3）グループ補助金について
グループ補助金は、被災中小企業の施設、設備の復旧支援を目的に創設された事業です。産業活力の復活・

被災地域の復興・コミュニティの再生・雇用の維持等を図り、地域産業の復旧・復活を促進することが制度
の趣旨となっています。認定を受けるためには、被災企業がグループを組み、復興事業計画を作成します。
その計画に必要な施設等の復旧・整備等を行う場合に、国と県から最大で復旧費の 4 分の 3 が補助されます。

平成 23 年度に開始された同事業は、宮城県を中心に応募が殺到し、平成 24 年度末には第 7 次まで行
われました。平成 25 年度になってからも募集が継続され、現在第 10 次募集が終わったところです（平成
25 年 12 月末時点）。平成 26 年度以降も当事業は継続される予定となっています。

工藤 寛樹
経済商工観光部��新産業振興課��高度電子機械産業振興班

行政事務の支援

宮城県
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＊ 当補助事業には、以下のような留意点があり、補助事業者にも特に注意して事業を進めてもらっています。
（補助事業者に配布される手引きに記載されているとおりです。）

◎この補助金は復旧事業！
この事業は復旧事業ですので、震災前に所有していた施設・設備であって、認定を受けた復興事業計画に
おいて記載のある施設・設備のみが補助対象となります。 

◎復旧以上の整備は補助対象外 ！
震災前に所有していた施設・設備より過剰（性能・数量）な整備を行いますと、復旧ではなく、新たな整
備に該当するものとして補助対象外となります。

◎補助対象はグループ機能（業務）専用の施設・設備！ 
汎用性の高い施設・設備（グループ機能と関係が希薄なもの、業務外での使用があるもの、乗用車、事務
機器等）は補助対象外となります。 

◎説明できないものは補助金返還対象に！ 
復興事業計画の「復旧整備を行う施設・設備」において記載した項目以外を補助対象（補助金交付申請）
とした場合は、重点的な検査対象となり、改善指導や補助金返還の対象となる可能性があります。 

◎無理のない補助事業計画を！
原則的に年度内に終了する事業が補助対象です。内示額満額で補助金交付申請する必要はないので、無理
のない範囲で申請するようお願いしています。 

なお、やむを得ない事情により年度内に事業を完了することが困難な場合には、繰り越すことができる場
合があります。

３　成果・実績

グループ補助金については、これまで宮城県内だけでも約 180 グループの約 3500 事業者が認定され
ております（交付決定額合計：約 2250 億円）。膨大な数に上る事業者が無事に事業を完了させ、適切に補
助金を受給できるよう、割り当てられた事業者の進捗管理を中心に業務にあたってきました。私の担当する
全 78 事業者のうち、今年度 12 月末時点で事業を完了させたのは（補助金の受給を終え、補助金額の確定
まで終了したのは）、44事業者です。残りの34事業者の中には、今年度中に完了する予定の事業者もいれば、
年度内完了が不可能のため来年度への事故繰越あるいは再交付が必要な事業者もいます。（12 月末に把握
している状況では、34 事業者のうち半数程度が年度内に完了しないという見通しでした。）公共事業の進
捗状況に影響を受ける場合や、土地の確保が困難な場合、資材・作業員不足により着工できない場合など、
事業計画期間内に事業を完了させることの困難な事業者も多いということです。交付決定を受けた事業者の
中でも、復旧事業を完了させた方がいる一方、何らかの理由により復旧事業が完了しない方も多数いるとい
うことに、グループ補助金事業においても復興への道のりはまだまだだということを感じました。



職
員
派
遣

任
期
付
職
員
派
遣

監
理
団
体
等
職
員
派
遣

現
地
事
務
所

任
期
付
職
員
座
談
会

86

被災地派遣職員

体験談
1担当した業務の概要

◎役職：宮城県新産業振興課主事
◎組織の体制（高度電子機械産業振興班）：
班長 1名、副班長 1名、班員 17 名
↑平成 25 年 12 月現在（うち、他課からの兼務
職員2名、自治法派遣職員4名、任期付職員5名）

◎主な事務分掌
　私は、高度電子機械産業振興班においてグ
ループ補助金に関する業務を担当しました。当
補助事業に関する業務は募集から補助金支出ま
でわたっておりますが、県で担当する事務のお
おまかな流れは以下のとおりです。

～募集から交付決定まで～

・相談会の実施
・補助事業の募集・受付
・復興事業計画評価委員会の開催
・計画認定の決定
・補助金額の内示
・補助事業者向け説明会の開催
・補助金交付申請書の受付（事業者→県）
・補助金交付申請（県→国）
・補助金交付決定（県→事業者）

～交付決定から支出まで～

・補助金交付決定
・事業の実行
・（一部事業の完了）
・（県による履行調査：現地調査・書類審査）
・（概算払：補助金の支出）
・（計画変更）
・事業の完了
・県による履行調査：現地調査・書類審査
・補助金額の確定
・精算払：補助金の支出
・（財産処分）

この中で私の担当した主な業務内容は、補助金
交付決定事業者へ対する履行調査です。履行調査
とは、補助申請物の復旧が完了したと事業者から
連絡があった場合に、実際に現地に訪問して現物
を確認し、それに関連する書類を確認することで、
補助金額を算出・確定させる業務です。
私の担当は、決定時期が第5～7次（平成24年度）
の補助事業者 4グループの中の 78 事業者でした。
事業者の所在地は過半数が石巻市内で、次いで気
仙沼市内が多く、仙台市内も若干数という内訳で
す。

2苦労したこと・工夫したこと

履行調査にあたっては、制度趣旨を考慮した上
で過去の事例を参考にして、適切に補助対象の判
断をすることが一番重要なことでした。民間企業
同士の契約に基づいて行われた復旧整備のため、
書類の形式や量、そろい具合等は様々です。確認
の必要な書類は、見積書、契約書、納品書、請求
書、支払証明書類、領収書等ですが、場合によっ
ては書類が膨大な量にのぼり、支出件数が多い時
期には書類審査で忙殺されました。また、第 7次
決定事業者までは遡及適用が認められていたの
で、震災後に早急に処理したために書類が十分に
揃っていなかったり、通常の取引の一部が補助対
象である場合もあったりといった理由から、書類
確認の際に補助対象となる項目を抜き出して確認
することや、請求に対する支払が完了しているこ
とを確認することに時間を割いた事例も多くあり
ました。
補助対象額を確定するためには、「事業に必要
不可欠」で、「被災前に所有していたものと同等
のもの」という要件に則って判断するのですが、
多岐にわたる業種の様々な補助申請物があるため
に、どこまでを補助対象にすべきか、よく考えな
がら対応することが必要でした。被災前の状況を
確認することが困難な場合もあり、事業者が必要
としている復旧整備の目的・内容を理解すること
と、補助金の適正な執行に留意することを心がけ
ながら、日々の業務を進めています。

宮城県　経済商工観光部　新産業振興課　
高度電子機械産業振興班

工藤 寛樹（都市整備局）
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被災地派遣職員 体験談

業務を進めるにあたっては、突然思いがけない
相談を事業者から受けることも多く、対応に苦慮
することもありました。被災事業者の様々な要望
を受け、可能な限り期待に応えるよう努めました
が、制度上不可能なものもあり、そういった際に
事業者に納得してもらうことが困難なこともあり
ました。事業者としても資金計画上影響の大きい
場合もあったり、被災した物であれば補助対象に
なるはずだという意識が強かったりと、理解して
もらえるまでに時間や労力を要したこともありま
した。そういったときには自分一人で抱え込まず、
同じ悩みを持っている同僚と相談して仕事をして
いくことを心がけました。
また、現地調査にあたっては自分で公用車を運
転して事業者の事業実施地に訪問するため、運転
の得意でない職員については神経を使うことかも
しれません。ちなみに私の主な現場である石巻市
に現地調査に行くと、往復で 110～120kmほどの
走行距離になり、気仙沼市の場合は 270～300km
の走行距離になります。

3印象的なエピソード

自分の担当している事業者の元に現地確認に
行ったときに、グループ補助金のおかげで施設設
備を復旧させることができて、事業を再開するこ
とができた・仕事を継続することができたと言わ
れたときや実際に復旧した施設設備を目の当たり
にしたときには、自分の担当する事業によって被
災企業の後押しをすることができたのだと感じ、

うれしさを感じました。
また、派遣職員として宮城県に応援に来ている
ことを話した際に、遠方からの支援への感謝の言
葉をいただくこともあり、その時には、被災地派
遣を希望してよかったと思いました。

4今後の都政に活かせること・
活かしたいこと

まもなく震災から 3 年という月日が経過しま
す。今年度担当していた業務については、平成
23 年度より現在まで継続されておりますが、こ
れまでの期間で被災地の状況や被災地にいる住民
の思いは時間が経つ中で変化しています。被害状
況や再建状況は多様で、一口に被災者といっても
様々な状態の人がいることは日々感じているとこ
ろです。震災直後の混乱期はとにかくスピードが
重視される状況に置かれると思いますが、発災か
ら時間が経てば経つほど、多様な被災地・被災者
の現状を理解・考慮する必要が出て来ます。
また、非常時における簡略化された事務がもた
らす影響や、柔軟な対応が時には公平性を欠く可
能性があることを意識しながら、先を考えた対応
が必要であると感じました。事務の簡素化と確認
の厳格化の両立は、時間的に余裕のない状況では
なかなか難しいと思います。何か起こってから対
応を考え始めたのでは、処理が後手に回ってしま
う恐れがあります。可能な限り具体的に事前の準
備をすることによって、非常時において適切な対
応をとることが可能になると思います。
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１　派遣当初の状況

平成 25 年 4 月 1 日より仙台市役所都市整備局公共建築部復興公営住宅室に配属されました。
復興公営住宅室は、震災後 2 年が経過し今後整備が本格化する災害公営住宅※の建設・募集・管理業務を

行うために平成 25 年度より、室長以下管理係・計画係の 2 係体制 17 名（うち他自治体応援職員 5 名）
で新設された部署です。なお平成 26 年 2 月現在では、室長以下管理係・計画 1 係・計画 2 係の 3 係体
制 25 名（うち他自治体応援職員 7 名）に増員されています。

そのためか前年度から継続的に災害公営住宅の整備等に携わっていた職員がほとんどおらず、配属された
職員ほぼ全員が、なにから手を付けていいのか分からない半ば手探りの状態からのスタートとなりました。

※ 法律上では「災害公営住宅」ですが、仙台市では「災害」ではなく「復興」という名称を使っております
ので、次項より「復興公営住宅」とさせていただきます。

２　派遣先部署の業務概要

復興公営住宅室では復興公営住宅★の供給・管
理に関するすべての業務を行っています。

★復興公営住宅とは
復興公営住宅は東日本大震災により住宅を失
い、自力では住宅の確保が難しい世帯が安全に
安心して暮らしていただけるよう整備する低廉
な家賃の公営住宅です。

◦組織の目的
東日本大震災で住宅を失った被災者の生活再建

に向けて、復興公営住宅を供給し、住宅の建設に
あたっては、コミュニティづくりや高齢者の生活
支援の観点から様々な工夫を行うとともに、被災
者が安心して生活できる住環境の整備等に最大限
配慮していくことを目的としています。

◦事業規模
平成 24 年 5 月と平成 25 年 3 月から 4 月に

かけての 2 度実施した入居意向調査の結果など
を踏まえ、平成 26 年 2 月時点での供給目標戸
数を 3,200 戸と設定し整備を進めています。

片山 太郎
都市整備局　公共建築部　復興公営住宅室　管理係

行政事務の支援

仙台市

1 北六番丁（募集終了） 20 燕沢東

2 上原 21 燕沢

3 田子西 22 新田東

4 荒井東（第 1 期） 23 田子西第二

5 若林西 25 宮城野

6 鹿野 26 中倉

7 芦の口 27 大和町

8 通町 28 荒井第二

9 霊屋下 29 六丁の目中町

10 霊屋 30 あすと長町（26 街区）

11 落合 31 あすと長町（70-2 街区）

12 角五郎 32 あすと長町（54 街区）

13 鶴ケ谷第二 33 泉中央南

14 荒井東（第 2 期） 34 荒井南第一

15 六丁の目駅周辺 35 仙台駅東再開発住宅

16 卸町駅周辺 36 鶴ケ谷第三

17 梅田町 37 荒井南第二

18 小田原 38 茂庭第二

19 幸町南

具体的な整備予定地区
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◦平成 25 年度の事業内容
（ア） 建設工事

平成 24 年度に工事に着手した 4 箇所（田子西、荒井東（第一期）、鹿野、若林西）について、平成 25
年度内の完成を目指し工事を継続する。また、平成 24 年度より設計を行っている 8 箇所（上原、芦ノ口、
通町、霊屋下、霊屋、落合、鶴ケ谷第二、荒井東（第二期））について、上原、芦ノ口については平成 25
年度内、その他地区については平成 26 年度内の完成を目指し工事に着手する。

（イ）用地等取得
角五郎団地の建物及び用地を取得する。
公募買取については、選定した事業者と本年度中に基本協定を締結し、用地を取得する。（※建物は事業

者の工事完了後（平成 26 年度）に取得する。）
東部防災集団移転（集合・戸建）、津波浸水区域（集合）に対応する整備に係る用地を取得する。

（ウ） 管理等
入居者募集については平成 24 年度に、防災集団移転対象世帯など現地再建が出来ない世帯を対象とした

「優先入居」、高齢者や障害者などの世帯属性や仮設住宅などの住居環境を考慮し、一定の枠内で優先的に入
居することが出来る「優先順位」、震災前や仮設住宅等でのコミュニティのまとまりで申し込むことができ
る「コミュニティ入居」、入居資格を有する世帯が個別や少数のグループで申し込むことができ、抽選によ
り入居者を決定する「一般抽選」を実施する方針をまとめた。平成 25 年 6 月には入居募集方針の詳細を
決定し、今年度完成予定の 6 団地について入居者募集を実施する。

３　成果・実績

平成 25 年度内の完成を目指し工事を進めていた団地については、一部団地での工事遅れ等があるものの
順次整備を行い、上原、田子西、荒井東（第 1 期）、若林西、鹿野、芦の口の 6 団地 661 戸について、平
成 25 年 6 月に策定した募集方針に基づき募集を行い、入居予定者を決定していくことができました。

今後は、平成 26 年度 4 月からの入居開始に向け、入居説明会の実施・鍵の引き渡し等を順次行ってい
くとともに、平成 26 年度の募集に向けて準備を進めていくことになります。

団地 間取り 供給戸数

上
原

2K 9
3K 8
4K 6
4DK 3
2DK＋車 1

計 27

田
子
西

2K 44
3K 41
4K 35
4DK 20
2K＋ペット 8
3K＋ペット 10
4K＋ペット 12
2DK＋車 4
2DK＋車＋ペット 2

計 176

団地 間取り 供給戸数

荒
井
東

2K 44
3K 43
4K 30
4DK 10
2K＋ペット 30
3K＋ペット 18
4K＋ペット 10
4DK＋ペット 10
2DK＋車＋ペット 2

計 197

若
林
西

2K 42
3K 33
4K 37
4DK 11
2K＋ペット 5
3K＋ペット 9
4K＋ペット 8
4DK＋ペット 5
2DK＋車 2

計 152

団地 間取り 供給戸数

鹿
野

2K 10
3K 8
4K 10
4DK 5
2K＋ペット 10
3K＋ペット 10
4K＋ペット 10
4DK＋ペット 5
2DK＋車＋ペット 2

計 70

芦
ノ
口

4DK 24
4DK＋ペット 15

計 39

総　　計 661

平成 25 年度募集を行った団地の間取り別戸数
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被災地派遣職員　業務概要

募集から入居までの流れ

≪※1  抽選会≫
「世帯収入」、「世帯属性」、「居住状況」によ
り当選確率の優遇を行った上で抽選を実施。

≪※2  必要書類≫
住民票や所得証明書、り災証明書などの必要
書類の提出・審査。

≪※3  入居手続≫
建物賃貸借契約書の提出や敷金の納付などの
諸手続き及び鍵渡しなど。

申込（申込書の郵送）

抽選番号及び抽選会の案内

必要書類の提出

入居説明会

入居手続※3

抽選会※1

入居開始

抽選結果通知
必要書類※2提出のお知らせ
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被災地派遣職員

体験談
1担当した業務の概要

復興公営住宅室は平成 26 年 2 月現在、室長以
下管理係・計画 1係・計画 2係の 3 係体制 25 名
（うち他自治体応援職員 7名）で業務を行ってお
り、私はその中の管理係（係長 1、係員 6、臨時
職員 2の計 9名）に配属され、入居意向調査の集
計、入居募集方針の決定、募集パンフレットや情
報誌の作成、個別相談会対応、家賃算定などの業
務に携わってきました。

2苦労したこと・工夫したこと

4 月に配属され、まず管理係全体の大きな課題
となったのが入居募集方針を決定することです。

ア　申込みは仙台市以外で被災した方も可能
復興公営住宅は、東日本大震災により住宅を失
い、自力では住宅の確保が難しい世帯が安全に安
心して暮らしていただけるよう整備する低廉な家
賃の公営住宅であり、通常の公営住宅とは違い所
得による入居制限がありません。また、仙台市で
は、東日本大震災により住宅を失った方であれば
仙台市以外で被災された方でも、現在仙台市民で
あれば市で整備する復興公営住宅への入居申込み
が可能となっておりました。

イ　�供給戸数は被災自治体における住宅の滅失戸
数の 50％
復興交付金を活用して供給する復興公営住宅は
当該被災自治体ごとに建設戸数の上限が設けられ
ており、仙台市の復興公営住宅に入居を希望する
方全てに住宅を供給するのは非常に難しい状況で
した。
そんな中、自力での再建が困難な方に的確に住
宅を供給していくためにはどうすればいいのか、
募集方針を決定していくうえで、係全体で非常に
頭を悩ませながら取り組んだ課題となりました。
6月に策定・発表した募集方針の中では、高齢
者や、小さなお子様を扶養しているひとり親の方

など、世帯の属性に配慮した優先順位による申し
込枠を設定するだけでなく、一般抽選による申込
み受付においても、所得が著しく低い方や子育て
世帯に対し抽選番号を多く付与するなど、抽選に
なった場合の当選確率が少しでも上がるような工
夫を行い、平成 25 年度の募集を実施しました。
入居募集方針については、被災者の方々が復興
公営住宅に入居するうえで、非常に重要な位置づ
けを担うため、今回の募集・抽選の結果を踏まえ
て次年度以降も更なる工夫・検討が必要です。

3印象的なエピソード

実際の募集を開始するにあたっては、入居を希
望する皆様に確実に情報を伝えるため、使える手
段はすべて使うとの方針のもと、市の広報誌や、
HPへの掲載、生活再建支援員が各戸訪問する際
に情報提供を行うとともに、我々管理係の職員が
直接仮設住宅に赴いて個別相談会を実施しまし
た。
相談会の場において被災された皆様と直接目を
見ながら相談をお受けする中、「整備のスピード
が遅い」、「入居できなかったらどうすればいいん
だ」などのお叱りの言葉をいただくこともありま
したが、ほとんどの方から相談会を終えて家路に
つく際「ありがとう」と言っていただきました。
被災により、今までの生活が一変し、仮設住宅
で不便な暮らしを余儀なくされている皆様からか
けていただいたその言葉が、何よりも嬉しく、ま
たやりがいを感じた瞬間でもありました。

4今後の都政に活かせること・
活かしたいこと

私が赴任した平成 25 年度当初、仙台市では応
急仮設住宅の供給・入居が終わり、住まいの再建
については、復旧から本格的な復興へ向けスピー
ドを加速していく時期でした。
震災が発生し、復旧・復興に関する業務、また
それと並行して通常業務を行うとなった場合、業
務量は膨大なものになります。それらの業務をど

片山 太郎（都市整備局）

仙台市　都市整備局　公共建築部
復興公営住宅室　管理係
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被災地派遣職員 体験談

うにかこなしてこられたのは、よく聞くことでも
あり当たり前のことでもありますが、局を超えた
連携や課内や係内での情報の共有やチームワーク
があったからこそです。東京で業務を行う上でも、
改めて意識し取り組んでいきたいと思います。
また、相談会や電話等で被災された皆様と直接

話をお伺いし、改めて復興とは「何かを作る」で

はなく「被災された皆様の生活を再建すること」
だと強く感じました。3月末で被災地への派遣期
間は終了しますが、被災地の復興にはまだまだ時
間がかかることと思います。今後とも「被災され
た皆様の生活再建」のために、できることは微力
ながら取り組んでいければと考えております。

建設中の田子西復興公営住宅
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被災地派遣職員　業務概要

１　派遣当初の状況

県では、震災以前よりモニタリングポスト等により、原子力発電所周辺の放射線量等の監視を行ってきた
が、震災後設置された災害対策本部原子力班に、平成 23 年 6 月に原子力安全対策課を主体とするモニタ
リング全般を管理する「モニタリングチーム」を設置し、発電所周辺をはじめ、県内全域の緊急時モニタリ
ング体制を強化した。その後、平成 25 年 4 月からは、原子力安全対策課に放射線監視室を設置し、環境
放射線モニタリングの更なる強化を図るとともに、放射線監視室を中心として、緊急時モニタリングを継続
して行っている。

震災以降、福島第一原子力発電所の事故の状況等が日々メディアにより報じられているが、私が配属され
てからもトラブルが絶えず、発電所周辺におけるモニタリングを更に強化しており、予断を許さない状況が
続いている。

２　派遣先部署の業務概要

上述したとおり、放射線監視室は、平成 25 年 4 月に新設され、災害対策本部原子力班モニタリングチー
ムとして行ってきた、環境放射線モニタリングの全般的な管理を行っている。

具体的な主な業務としては、①原子力発電所周辺の監視、②全県的な生活環境に係る環境放射能モニタリ
ング、③測定結果の公表、④市町村が行うモニタリングへの支援等　を原子力安全対策課、原子力センター
等と連携して実施している。

①原子力発電所周辺の監視
・ 原子力発電所から概ね 30km 圏内及び避難指示区域における、モニタリングポスト等による空間放射線

の測定、大気浮遊じん等の環境試料の核種分析※

※ 物質から放出される放射性のエネルギー及びその量を測定し、物質中に含まれる放射線物質の種類（核
種）及び量を調べること。

・ 原子力発電所周辺の海域における海水の核種分析　　　　等

②全県的な生活環境に係る環境放射能モニタリング
・モニタリングポストやサーベイメータ等による空間放射線の測定
・降下物、上水、地下水、海水、土壌等環境試料の核種分析
・KURAMA-Ⅱ※を用いた自動車走行サーベイによる空間放射線の測定　　　　等

※ GPS 連動型放射線自動計測システム。自動車等に設置し走行することで走行したルートの空間線量率
を測定することができる。

③測定結果の公表
・①②の測定結果の管理、公表
・福島県放射能測定マップ等による、視覚的にもわかりやすい形での公表　　　　等

会田 寛充
生活環境部�原子力安全対策課�放射線監視室（災害対策本部原子力班

モニタリングチーム ）

行政事務の支援

福島県
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④市町村が行うモニタリングへの支援
・KURAMA-Ⅱの市町村への貸し出し
・環境放射線モニタリング事業交付金による支援　　　　等

これらのほか、IAEA（国際原子力機関）との協力プロジェクトによる GPS 歩行サーベイ実施の検討や、
発電所周辺監視強化に向けたモニタリングポスト増設等の事業も進行中である。

このように、放射線監視室は、様々な環境放射線モニタリングを行い、結果を分かりやすくお知らせする
ことで、県民等がより安全に安心して生活できるよう努めている。

３　成果・実績

主な環境放射線モニタリングの状況は以下のとおり。

◦モニタリングポストによる測定状況
県内全域 611 箇所（平成 26 年 1 月現在、国設置・県設置分含む。）の測定結果について、毎日定時にホー

ムページ等で公表しており、翌朝の地方紙へも掲載される。

◦サーベイメータを用いた移動モニタリングの実施状況
平成 25 年度は、4 月から 11 月にかけて、メッシュ調査、学校等調査、児童福祉施設等調査、都市公園

等調査、観光地調査、集会所等調査を約 10,000 地点で実施した。測定結果は、ホームページ等で公表し、
公表した翌朝の地方紙へも掲載される。

平成 25 年度は、このほか、メッシュ調査（詳細調査）を実施し、上記メッシュ調査の結果をもとに、周
辺の調査地点と比較して線量が高い地点等 187 地点を選定し、各地点の周囲において詳細に、約 15,000
地点において測定を行った。

◦自動車走行サーベイの実施状況
平成 25 年度は、36 市町村（国貸与・県貸与分含む。）が実施した。また、路線バス事業者（3 事業者）

と連携し、県内の路線バス 28 台において自動車走行サーベイを実施している。測定結果は、福島県放射能
測定マップ等で公表している。

◦原子力発電所周辺地域の環境放射線モニタリングの状況
・空間線量率 18 地点　モニタリングポスト
・空間積算線量 35 地点　蛍光ガラス線量計
・大気浮遊じん 39 地点　連続ダストモニタ、ダストサンプラー
・環境試料 約 850 検体（見込）　降下物、ダスト、陸土、上水、海水、海底土、松葉
空間放射線の状況については随時ホームページで公表している。その他は、四半期ごとに「原子力発電所

周辺環境放射能測定結果」として取りまとめ、ホームページ等で公表している。なお、平成 25 年 10 月測
定分より、1 ヶ月ごとに取りまとめ、毎月公表することとした。

また、福島第一原子力発電所の港湾内の海水や地下水で高濃度汚染の検出を受け、平成 25 年 7 月より、
周辺海域や試験操業海域のモニタリングについて、測定地点、測定頻度を共に増やすなど強化を行った。
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【福島県放射能測定マップ】
空間線量率測定結果、放射性物質測定結果、走行サーベイ測定結果等あらゆる測定結果が閲覧できる。県

のほか、国、市町村の測定結果の一部も閲覧可能。

【環境放射線モニタリング・メッシュ調査結果からみる空間線量率の推移】
第 1 回調査では、黄色や赤色等の高線量だった地域が、第 6 回調査では青色や水色等になっており、線

量が下がっているのがわかる。
なお、第 6 回調査の空間線量率マップは、旧警戒区域等で実施した走行サーベイ（平成 25 年 6 月〜7

月実施）の測定結果を加えた形で作成している。

第 1 回（平成 23 年 4 月実施） 第 6 回（平成 25 年 5 月～6 月実施）
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被災地派遣職員

体験談
1担当した業務の概要

放射線監視室は室長以下 9名（平成 26 年 1 月
現在）で構成される。
私の担当する業務は、主に、上述した「全県的

な生活環境に係る環境放射能モニタリング」のう
ち、「移動モニタリング」という業務である。「移
動モニタリング」とは、モニタリングポスト等の
機器による定点測定に対し、人がその場に行って
サーベイメータを用いて空間線量率を測定すると
いうものである。調査対象は、学校、児童福祉施
設、公園、観光地、集会所、道路上（メッシュ調査）
等であり、各施設等の敷地内を複数箇所測定する
ことから、モニタリングポストだけでは把握しき
れない、県民や県外からの来県者等にとって、よ
り身近な空間の放射線を把握することができる調
査である。
測定業務については、県内を 6地方に分けて複

数の業者に業務委託しているため、私の役割は、
測定業者への指導・監督、測定業者より提出され
る測定データの確認・取りまとめ、測定結果の公
表といったところである。
測定結果については、ホームページ等へ掲載す

るとともに、公表の翌日には地方紙にも掲載され
る。そのため、多くの県民等の目に触れることか
ら、公表する数値に誤りがないか、誤った測定方
法による異常値がないか、前回値と比較して上昇
した箇所があれば原因は何なのか等、公表に至る
まで幾度にもわたる入念な確認や分析を臨時職員
等の協力を得ながら行っていた。
以上が日常的な業務であるが、平成 25 年度よ

り、メッシュ調査（詳細調査）を新規に行うとい
うことで、調査の構想を練るところから、実施、
公表に至るまで業務全般を任されることとなっ
た。メッシュ調査（詳細調査）とは、上記メッシュ
調査（避難指示区域を除く県内全域を 2kmメッ
シュに区分けし、メッシュごとに 1地点を測定。）
の調査結果を受け、周囲の調査地点と比較して線
量が高い地点等を選定し、より詳細に調査を行
う（選定した地点を中心に 1km四方を 100mメッ
シュに区分けし、メッシュごとに 1地点を測定。）

というものである。
その他、環境放射線モニタリング事業交付金に
関する市町村への補助金交付事務や、上記移動モ
ニタリング以外の測定結果の取りまとめ・公表作
業等、様々な業務を経験できた。

2苦労したこと・工夫したこと

上述のとおり、移動モニタリングに関する業務
については、複数業者に業務委託しており、毎日
総勢 38 名の調査員により測定を行った。受託業
者の中には、前年度より継続して受託した業者も
あったが、平成 25 年度新たに受託した業者がほ
とんどであった。そのため、業務遂行レベルには
差があり、私自身の放射線に関する知識等も軽薄
な中で、測定方法や記録方法など業者を指導して
いかなくてはならなかったため、大変苦労した。
前任者とは、入れ違いでの派遣となり、引き継
ぎも十分ではなく、組織も東京都とは異なること
から、初めは何をどうしたらよいのか、誰に相談
したらよいのか、何もわからず、不安な数日間が
続いた。しかしながら、4月当初より調査は進行
しており、立ち止まってもいられなかったので、
周囲の職員、臨時職員、委託職員、前年度より継
続して受託した業者等も含め、あらゆるところか
ら情報を集め、知識を集積し、その後は測定業者
への指導も徹底して行い、調査を滞りなく進行さ
せることができた。
調査を進めていくと、調査対象施設の管理者等
からの問い合わせが増えてきた。業者に委託して
測定を行っているという事情もあり、施設管理者
等からは、「本当に県の調査なのか？」「どういう
主旨で行っている調査なのか？」などという問い
合わせが特に多かった。というのも、放射線のモ
ニタリングをかたった詐欺等も発生していたよう
で、特に、集会所等の管理者は町内会長等一般の
方がほとんどで、不安に思う方が多かったようで、
その都度電話等で丁寧に説明し、理解を得ながら
調査を進めていかなければならず、時間を要し、
中にはなかなか理解してもらえず、苦労すること
も多々あった。

会田 寛充（青少年・治安対策本部）

福島県　生活環境部　原子力安全対策課　放射線監視室
（災害対策本部原子力班モニタリングチーム）
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被災地派遣職員 体験談

3印象的なエピソード

担当業務が、坦々と調査を実施するものだった
ので、特にここで述べるような印象的なエピソー
ドは思い浮かばないが、上述した、メッシュ調査
（詳細調査）の業務については、最初から最後ま
で自ら担当し、予定どおり調査を開始できたこと、
無事終了できたことが何より嬉しかった。
また、1年間という短い期間ではあったが、故
郷である福島県のために働くことができたという
ことで、一層高いモチベーションを持ちながら仕
事ができたことは本当によかったと思う。

4今後の都政に活かせること・
活かしたいこと

私が担当した、環境放射線モニタリング調査は、
施策として直接都政に活かすことはできないと思
うが、それを実施する過程において、非常にいい

経験ができたと感じている。
私の業務は、調査の準備から実施、結果の取り
まとめ、確認作業、公表に至るまでの間に、調査
委託業者や臨時職員、測定結果管理委託業者等、
数十名の人たちの協力を得て進めていくものだっ
た。そのため、担当業務を遂行するには、多くの
人たちに様々な指示を出し、綿密にスケジュール
を立てながら進行管理をしなければならなかった
が、人それぞれ考え方や業務の進め方などに差が
あり、思うように業務を進めて行くには大変苦労
した。
このような経験は、将来、部下を持つ立場になっ
た際、どのような職場に行っても大いに活かせる
経験だと思う。また、職場環境や職務内容、組織
文化等が東京都とは異なる職場で、柔軟に対応し、
仕事をやり遂げることができたという経験は、自
分にとって大きな自信となった。したがって、今
後どのような職場に行っても、怯むことなく、そ
こでやるべき仕事を成し遂げることで、微力なが
ら都政に貢献していけたらと考えている。
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被災地派遣職員　業務概要

熊野 純子
保健福祉部　食品生活衛生課

１　派遣当初の状況

東日本大震災の発生から 2 年が経過しており、福島市内で日常生活に不便を感じることはなかった。6
月に福島市内で「東北六魂祭」の開催が予定されていたことから、赴任後まもなく市街地の集中的な除染作
業が行われた。

派遣先部署については 4 月の人事異動で大半の職員が入れ替わっており、震災前から勤務している職員
は 22 名中 1 名のみであった。福島県は 7 つの方部（県北・県中・県南・会津・南会津・相双・いわき）
に分けられるが、日本で 3 番目に広い面積を有する福島県
では、方部をまたぐ異動の場合、職員は住居移転が必要な場
合がある。公舎もあるが、民間住宅については空きがなく、
一部の職員は転居先を探すのに苦慮したという話も聞いた。
派遣職員については県で家具付きアパートを借り上げて公
舎扱いとしていたため、前任者が入居していた部屋を引き続
き使用することができた。

技術職が職員の多数を占める職場であることから、事務職
で関連業務の経験もない自分がどの程度戦力になれるのか
という不安はあったが、派遣先部署のサポートや前任者のき
め細かい引き継ぎにより、スムーズに担当業務に取り組むこ
とができた。

２　派遣先部署の業務概要

東京都では福祉保健局健康安全部（健康安全課、食品監視課、環境保健衛生課）に相当する部署である。
平成 25 年度は管理職・臨時職員を含め 22 名体制で、うち 3 名が自治法派遣職員であった。

【主な業務】
「食の安全」　食品衛生、食中毒、加工食品の放射性物質検査、調理師・製菓衛生師免許
「動物愛護」　動物の愛護・管理、被災動物救護
「環境衛生」　 旅館業、浴場業、興行場営業、クリーニング業、

理容師及び美容師、建築物における衛生的環境
の確保

「水　　道」　国庫補助、飲用井戸、飲用水モニタリング検査
※ 下線の引いてある業務は、震災後新たに生じたもの。

【事業所】
保健福祉事務所 6、衛生研究所、食肉衛生検査所
※ 中核市である郡山市・いわき市の各保健所への連絡調整も

担当。

行政事務の支援

福島県

派遣先（福島県庁・西庁舎）
平成 25 年 4 月

東北六魂祭（福島わらじまつりのパレード）
平成 25 年 6 月
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上記の業務のうち、前任者に引き続き「食の安全」に関する業務の中で、主に加工食品の放射性物質検査
に関する事務を担当した。

３　成果・実績

平成 25 年度（4 月〜1 月）は 3,765 検体の加工食品の検査を実施し、結果を公表した。このうち、食
品衛生法が定める放射性セシウムの基準値を超過したのは、乾しいたけ（2）、干しぜんまい、わらび塩漬、
あんぽ柿（試験加工品・9）、干し柿（試験加工品・15）の 28 検体であった。

検査結果はプレス公表後に厚生労働省に報告し、福島県ホームページへ掲載。また、過去の放射性物質検
査結果を検索できるサイト「ふくしま新発売。」にも検査結果を掲載している。

なお、平成 24 年度は 4,099 検体の検査を実施し、基準値超過は 62 検体であった。

【参考】
食品衛生法上の放射性セシウムの基準値（H24.4.1～）

食品群 放射性セシウム（Bq/kg）

一般食品 100

牛乳  50

乳児用食品  50

飲料水  10

Bq= ベクレル

食品衛生法上の放射性ヨウ素・セシウムの暫定規制値（～H24.3.31）

食品群
暫定規制値（Bq/kg）

放射性ヨウ素 放射性セシウム

飲料水  300 200

牛乳・乳製品  300 ※1 200

野菜類  2000 ※2 500

魚介類  2000 500

穀類 － 500

肉・卵・その他 － 500

Bq= ベクレル
※ 1　100Bq/kg を超えるものは、乳児用調整粉乳及び直接飲用に供する乳に使用しないよう指導。
※ 2　根菜、芋類については、放射性ヨウ素の規制値が設定されていない。
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被災地派遣職員

体験談
1担当した業務の概要

平成 25 年度は東京都の他、北海道（事務）と
大阪広域水道企業団（土木）からも職員が派遣さ
れており、役職は 3名とも主査であった。県職員
は、事務職の場合は主事→副主査→主査→主任主
査と昇任していくが、同年代の県職員と同等の役
職となっていた。
平成 25 年度に配属された 3名は全員 1年間の

派遣であり、それぞれ「食の安全」（東京都）、「被
災動物救護」（北海道）、「水道」（大阪広域水道企
業団）の担当となった。
課内は管理職が 4名で、課長の他に主幹（都の

担当課長に相当）が 3名配置されており、1名は
副課長を兼務。主幹はそれぞれ「食の安全管理」、
「食品衛生・動物愛護」、「環境衛生」を担当し、
その下に主任主査、主査、副主査、主事が配置さ
れていた。課内の大半の職員は獣医師、農芸化学、
化学、土木の技術系職員である。平成 25 年度は
臨時職員を含め 22 名体制であった。
平成 24 年 1 月より東京都の派遣職員が勤務し

ており、前々任者、前任者に引き続いて「食の安
全」の中で、主に加工商品の放射性物質検査に関
する事務を担当した。具体的には、検体について
保健福祉事務所の担当者へ内容を確認したり、衛
生研究所（理化学課）で実施した検査結果の電子
データを加工し、毎週行われるプレス公表の資料
を作成する作業である。衛生研究所にも他県から

の派遣職員が勤務しており、加工食品や飲用水の
放射性物質検査業務に従事していた。
平成 25 年度（4月～1月）は 3,765 検体の加工
食品の検査を実施し、食品衛生法に定める放射性
セシウムの基準値を超過したのは 28 検体であっ
た。
この他、農産物の放射性物質検査についてもダ
ブルチェックを行うため、農林水産部（環境保全
農業課）の担当者と毎日顔を合わせて仕事を行っ
ていた。農産物の検査は農業総合センターで実施
しているが、土曜日も検査を行っているため、食
品生活衛生課の担当者も月 1回程度土曜出勤の当
番があった。平成 23 年度の検査開始以降、10 万
点を超える検体の検査を実施している。平成 25
年度（4 月～1 月）は 23,210 検体の検査を行い、
基準値を超過したのは 361 検体であった。環境保
全農業課の担当者は、他県から派遣されている技
術職員である。環境保全農業課の企画により、農
林水産部各課と食品生活衛生課の検査担当者の交
流会が行われ、生産者と接している県職員の立場
からの「食の安全」に関する考えを知ることもで
きた。

2苦労したこと・工夫したこと

マスコミや県民からの問い合わせには管理職や
県職員が対応しており、直接関わることはなかっ
たが、食品の安全を確保するため、自治体が取り
組まなくてはいけない課題が多いことを再認識し
た。
加工食品の放射性物質検査の日程とプレス公表
の日程があらかじめ決まっており、毎週水曜日の
プレス公表に間に合わせるために月・火曜は超過
勤務となることが多かった。また、食品中のセシ
ウム含有量が食品衛生法の基準値（一般食品の場
合、100Bq/kg）を超過した場合は即日プレス公
表となるため、検査結果が届いた段階で可能な作
業は済ませておくよう心がけた。
他部署に配属された都派遣職員と比較すると超
過勤務は少なかったが、課の業務が多忙な時期に
は、他職員の事務補助も行った。

福島県　保健福祉部　
食品生活衛生課

熊野 純子（産業労働局）

全袋検査に合格したあんぽ柿に貼られるシール
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被災地派遣職員 体験談

3印象的なエピソード

福島第一原子力発電所の事故による農産物の放
射能汚染のため、福島県の特産である「あんぽ柿」
については食品衛生法の基準値を超える放射性セ
シウムが検出され、2年連続出荷できなかった。
平成 25 年度は非破壊検査機器の導入による全
量検査を行い、モデル地区で生産したあんぽ柿が
3年ぶりに出荷再開となった。都内各地で行われ
た復興支援イベントでも販売された。
一方、週刊誌で福島県を含む 14 県の農産物や
加工食品について、放射能汚染があるという事実
と異なる記事が掲載され、出版社が訂正記事と新
聞への謝罪広告を掲載するという事態も発生し
た。
担当業務では外に出る機会がなかったため、休
日を利用して東北各地を回った。8月には JR の
鉄道と BRT（バス高速輸送システム）を利用し
て、宮城県・岩手県の津波被災地を訪れた（翌月
に家族と再訪し、語り部の方から宮城県・南三陸
町の津波の状況を直接聞くことができた）。福島
県とは異なる被害状況や今後の課題を目の当たり
にし、長期的な支援が必要であることを痛感した。
12 月から 1月にかけては、福島県内（浜通り地区）
の津波被災地を訪れた。
また、10 月からは詩の群読と合唱による復興
イベントの練習に参加し、1月に福島市内で公演
を行った。県内だけでなく宮城県・山形県からも
参加があり、総勢約 150 名での公演となった。
県庁隣の自治会館内に総務局の東京都被災地支
援福島県事務所が設置されており、派遣職員の支
援や県庁との連絡調整だけでなく、県内各地を訪

れたり、岩手県・宮城県への派遣職員との交流の
機会を設けていただいた。上司や先輩・同僚、同
期の友人からもメールで職場の様子を知らせてい
ただいたり、帰京時に食事の誘いを受けるなどの
配慮がありがたかった。

4今後の都政に活かせること・
活かしたいこと

都庁でいえば局間異動に相当するほど派遣前と
異なる環境で勤務した 1年間であった。都では本
庁事業部門での勤務経験がなかったので、管理職
のマスコミ・住民対応や部下へのOJT など、学
ぶところが多くあった。
また、多くの都道府県や民間企業から派遣職員
が集まっており、全国各地の様々な職種の方と机
を並べて働く貴重な機会を得られた。今後も交流
を続けていきたい。
東京都においても食の安全・安心についての関
心は高いものがある。放射能汚染以外にも、食中
毒や残留農薬、食材偽装等、食品に関する課題は
多く、不確実な情報がインターネットで即時に拡
散してしまう状況である。正確な検査の実施と結
果の公表を継続し、風評被害を払拭していくこと
が必要である。
東日本大震災発生から 3年が経過しているが、
福島県では震災・津波・原発事故により平成 26
年 1 月現在でも県内・県外に約 14 万人の避難者
が暮らし、今後の生活設計や健康面、育児などに
不安を抱えている方も多い。今後も長期的な支援
が必要であり、公私にわたって身近なところから
取り組んでいきたい。復興イベント（群読・合唱）の台本とちらし

平成 26 年 1 月

いわき市の災害復興住宅建設現場
平成 26 年 1 月



職
員
派
遣

任
期
付
職
員
派
遣

監
理
団
体
等
職
員
派
遣

現
地
事
務
所

任
期
付
職
員
座
談
会

102

被災地派遣職員　業務概要

１　派遣当初の状況

福島県は、東日本大震災の発生により、地震や津波被害に加え、放射能による除染や風評被害など、多く
の課題を抱えている。福島県における地震や津波による公共施設等の被害額は 1 兆円近い状況となってお
り、産業・雇用への影響については、福島県内の事業所数が震災前の約 10 万事業所から約 9 万事業所に
減少し、多くの離職者が発生している。

こうした状況を打開するためには、被災した企業の復旧・事業再開を支援するとともに、再生可能エネル
ギーなど福島の復興を牽引する新たな産業の育成、雇用の創出が不可欠となっている。

このような状況下で、私は、平成 25 年 4 月 1 日より福島県商工労働部産業創出課に派遣された。企業
の復旧・事業再開の支援、新たな産業の育成や雇用の創出を目指して、次々に新たな事業を打ち出している
課内の様子を目の当たりにし、業務についていけるのか不安であった。一方、多忙な部署ではあったものの、
産業創出という前向きな業務に携わる職員の方々の熱意に溢れた雰囲気とチームとしての一体感を感じ、私
も身の引き締まる思いで臨むことができた。

２　派遣先部署の業務概要

商工労働部は、中小企業支援や企業誘致、観光交流など、産業振興に関する事業を所管している。
その中で、産業創出課は、職員数が 46 名（平成 25 年 12 月 1 日現在、臨時職員を含む。）で、中小企

業等の創業・復興支援や再生可能エネルギー等関連産業の集積育成を所管している産業創出課と医療・福祉
機器関連産業の集積育成を所管している医療関連産業集積推進室に分かれ、事務を所掌している。私は、再
生可能エネルギー産業担当として、再生可能エネルギー関連産業の集積育成を目的とした事業を担当した。

福島県における再生可能エネルギーに関する取組については、原子力災害からの復興を目指し、「福島県
復興ビジョン」を平成 23 年 8 月に策定し、具体的な復興のための施策として「福島県復興計画」を第 1
次として平成 23 年 12 月に、第 2 次として平成 24 年 12 月に策定した。その中で、「原子力に依存しな
い、安全・安心で持続的に発展可能な社会づくり」の実現を目指し、復興の柱に再生可能エネルギー関連産
業の集積育成を掲げ、再生可能エネルギー推進プロジェクトを重点プロジェクトに位置づけている。

また、「福島県再生可能エネルギー推進ビジョン」では、2040 年頃を目途に県内のエネルギー需要を
100%賄える量の再生可能エネルギーを生み出すという意欲的なビジョンを策定したほか、福島県を「再
生可能エネルギー先駆けの地｣ とするための 2015 年までの行動計画“アクションプラン”を平成 25 年
2 月に公表した。このアクションプランでは、地域主導、産業集積、復興牽引が大きな柱になっており、ア
クションプランにおける2015年度再生可能エネルギー導入見込量は、約80万kWを超えると定めている。

このように、福島県では、再生可能エネルギー関連産業を福島の将来を支える成長産業として、積極的な
事業展開を実施している。

平成 25 年度では、産業創出課再生可能エネルギー産業担当の業務の体系を図 1 のとおり位置づけてい
る。中央部にある「普及・啓発　人材育成」から「情報発信」に至るまでの 6 つのステージにおいて、産
学官連携のもとで各種事業を一体的に推進していくことで、県内企業の新規参入や技術力の高度化、雇用の
創出に結びつけ、福島県を再生可能エネルギーの一大産業集積地とすることを目指している。また、福島の
取組みを ｢全国へ｣、そして ｢世界へ｣ 発信していくために、ドイツやデンマーク等の再生可能エネルギー
先進地との交流も加速しており、ドイツ NRW 州やフラウンホーファー研究機構との連携協定を行うなど、

加藤 健太郎
商工労働部　産業創出課

福島県
行政事務の支援
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積極的な海外展開も実施している。

３　成果・実績

平成 25 年度に実施した再生可能エネルギー産業に関する主な事業について、その概要と実績を以下のと
おり 4 点紹介する。

（1）福島再生可能エネルギー研究所の開所準備
独立行政法人産業技術総合研究所（AIST）（以下「産総研」という。）が主体となり、再生可能エネルギー

の早期実用化を目指した、応用中心の研究拠点として、福島再生可能エネルギー研究所を福島県郡山市に設
置し、平成 26 年 4 月に開所する。この研究所では太陽光など 6 分野の技術開発を進めるとともに、県と
共同で次世代をリードする研究開発を実施することで、県内企業の技術力の高度化を図り、今後成長が見込
まれる産業分野における県内企業の新規参入などを促進する。県では、連携推進委員会等を通じて産総研と
の情報共有や意見交換等を積極的に進め、平成 26 年度の開所に向け、連携を深めてきたところである。

（2）浮体式洋上風力発電実証研究事業の運転開始
福島県では、｢再生可能エネルギーの先駆けの地｣ とするためのシンボルとして、世界初となる浮体式洋

上風力発電実証研究事業が福島県沖で進められている。この実証研究事業では、浮体式風力発電技術の確立、
観測と予測の確立、浮体式送変電技術の確立、高性能鋼材の開発等を行い、事業の安全性・信頼性・経済性
を明らかにするとともに、県内への関連産業の集積と地域振興を図ることを目的としている。平成 25 年 7
月に 2 メガワット 1 基が設置され、11 月に運転を開始した。平成 26 年度には、7 メガワット 2 基が設
置される予定である。

図 1　再生可能エネルギー関連産業の集積・育成に向けた事業スキーム
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（3）ふくしま復興・再生可能エネルギー産業フェア 2013（リーフふくしま）
本事業は、再生可能エネルギー分野に特化した地方最大の専門展示会であり、再生可能エネルギー関連産

業でビジネスに取り組む企業や団体に情報の発信・収集及び商談・交流の場を提供することを目的として、
11 月 6 日（水）と 7 日（木）に福島県郡山市のビッグパレットふくしまで開催された。2 回目の開催と
なる平成 25 年度は、各出展者が自社の製品・技術や取組を紹介する展示会のほか、著名な専門家による世
界のエネルギー問題の解説や、知事による「再生可能エネルギーの先駆けの地」に向けた福島県の取組を紹
介するセミナー、発注側・受注側に分かれて商談を行う取引商談会も行われた。

（4）販路拡大支援事業
「再生可能エネルギー先駆けの地ふくしま」を国内外

に発信するため、首都圏等で開催される展示会に再生可
能エネルギー関連産業推進研究会として出展するもので
ある、平成 25 年度は、平成 26 年 1 月末に東京ビッ
グサイトで開催の「ENEX2014」に出展し、前回を上
回る規模で県及び企業の取組を紹介することができた。

図 2　福島県ブースの様子
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被災地派遣職員

体験談
1担当した業務の概要

私が配属された福島県商工労働部産業創出課
（再生可能エネルギー産業担当）は、主幹、主任
主査、主査、副主査及び主事の 5名で編成されて
おり、私は主事として以下の業務を担当した。

（1）�ふくしま復興・再生可能エネルギー産業フェ
ア（リーフふくしま）の企画・運営業務

本フェアは、福島県と（公財）福島県産業振興
センターの共催で開催され、私は福島県の担当と
して、事前準備（大使館や大手企業等への出展要
請、併催セミナーの企画調整、広報活動等）や当
日の進行管理を担当した。（展示会の概要につい
ては、「業務概要」の「3成果・実績（3）」のとおり。）
2回目の開催となった今回は、前回よりも出展
者や来場者を増やし、実績のあるフェアにしなけ
ればならないという目標があり、プレッシャーの
かかる中、前回の開催結果や反省点を確認し、上
司や同僚、共催団体の職員と協力しながら着実に
進めることができた。
開催当日は、県内外から 153 団体・262 小間の
出展、2日間で 5,590 名の来場があり、前回を上
回る規模で開催することができ、より活発な企業
間の交流や商談が行われた。また、海外から 8か
国・9団体の出展があり、大使館や海外企業によ
る国際経済交流セミナーや、海外出展者のブース
を訪問する海外出展者交流ツアーを初めて開催す

るなど、国際色豊かなフェアとなった。
出展者・来場者アンケートからも、本フェアへ
の出展・来場について高い評価を得ることができ、
成功裏に終えることができた。
来年度も 3回目の開催を予定しているが、「再
生可能エネルギー先駆けの地」の実現に向けて、
本フェアが全国・世界に周知され、「福島に来れ
ば世界最先端の情報が得られる」と思ってもらえ
るような本フェアの継続的な開催を期待してい
る。

（2）�産業廃棄物抑制及び再資源化支援事業・浅部地
中熱利用システム開発事業の補助金交付業務

私は、上記の 2事業の補助金交付にかかる業務
と運営にかかる指導・助言を担当している。
この 2事業は、事業内容や実施主体、財源など
大きく異なっているが、共通点としては、再生可
能エネルギー分野に取り組む企業・大学・行政の
産学官の共同による「福島発」の技術開発であり、
福島県が数年間の支援を行い、実用化を目指す成
長分野である。
この業務の遂行にあたって苦労したことは、産
学官が一体となって進めていくために、行政の立
場としてどのように事業に関わり、指導・助言を
行っていく必要があるのかということである。企
業や大学の関係者は数年間この事業の研究開発に
携わっており、内容を十分に熟知し、情熱を持っ
て開発を進めている。そこで、知識や経験に乏し
い私は、福島県の担当としていち早くこの研究開
発の一員になれるよう、関係者と積極的に関わる

加藤 健太郎（福祉保健局）

福島県　商工労働部　
産業創出課

産業フェア展示会場全体の様子

産業フェアで知事によるセミナーを開催
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一方で、県民の血税である補助金が県民の生活の
ために活かされているのかという第三者的な冷静
な視点を持つことを心がけた。今後の運営を決め
る会議の場では、地位や立場に臆することなく、
産学官で対等に友好的な協議を重ねることがで
き、適切な事業運営と補助金の運用を行うことが
できた。
産業廃棄物抑制及び再資源化支援事業について

は、開発を進めてきたバイオマスガスステーショ
ンの開発と福島県川内村での設置が決まり、浅部
地中熱利用システム開発事業についても、福島県
郡山市に本システムを導入した実証住宅が完成
し、3年間の研究開発が完了する予定である。

（3）首都圏で開催される展示会への出展対応業務
本事業は、首都圏で開催される再生可能エネル

ギー関連の展示会に、福島県が県内企業との共同
で出展することにより、福島県の取組を紹介する
とともに、県内企業の販路拡大を支援するもので
ある。平成 25 年度については、前回と同様に平
成 26 年 1 月末に東京ビッグサイトで開催される
「ENEX2014」に出展する。前回を上回る県内企
業 8社が集まり、再生可能エネルギー・省エネル
ギーに関する特色ある製品や技術を展示するとと
もに、来場者のニーズに合った提案を行い、商談
や共同開発などの具体的なビジネスにつながるよ
う、事務局として出展者間の連絡調整を担当して
いる。
この事業は、県と企業による実行委員会形式を

採用し、各企業で業務を分担し、お互いに密に連
絡を取り合いながら取り組むことが多く、企業の
コスト意識の高さや成果主義の姿勢など、企業な
らではの考え方を学ぶ貴重な経験となった。

2今後の都政に活かせること・
活かしたいこと

今回の派遣を通じて、企業や大学等の関係者と
これほど密接に関わったことがなく、これまで
培ってきた経験が通用しない中で、県庁職員をは
じめ、多くの関係者と協力して事業を進めていく
ことで、チームとしての一体感と事業が成功した
ときの達成感を得ることができた。仕事は人と人
とのつながりから生まれるものであり、協力して
進めるために人への配慮や思いやりを持ちなが
ら、真摯に業務に向き合うことが重要であること
を改めて実感した。

また、事業を進めるにあたって、自分の事業に
対する熱意が大事であることを学んだ。年度当初
に上司から「事業の成功は担当者の熱意にかかっ
ている。熱意を持って事業を進めてほしい。」と
言われ、事業をどのように進めていきたいのか、
自分の考えや思いを持って行動することを心がけ
た。また、その熱意を実現するために、根拠資料
やスケジュールを練り、上司や同僚と意識を共有
し、協力して進めていくことが円滑な事業運営に
つながることを学んだ。
中学高校とお世話になった福島県のために微力
ながら恩返しがしたいとの思いで福島に赴任した
が、結果的には、優秀な尊敬できる上司や先輩方
から学ぶことが多く、恩返しではなく、さらにお
世話になったという気持ちが強く、この貴重な機
会をいただいた福島県庁及び東京都庁の関係者の
皆様に感謝申し上げる。
最後に、震災から 3年が経過し、業務やプライ
ベートでの活動を通じて、全国から多くの方々の
支援を得て、福島県は着実に復興の道を歩んでい
ると感じている。福島県特有の原子力災害からの
復興には、長い年月をかけて解決していかなけれ
ばならないことが多いが、これを好機と捉え、前
向きに意欲的に取り組む福島県庁の皆様の姿に行
政職員として学ぶことが多かった。私もこの機会
を通じ、ますます愛着の湧いた福島県のために継
続的に支援していけたらという決意を新たにする
とともに、福島県をはじめとする被災地の一刻も
早い復興と県民生活の安定が図れることを願いつ
つ、本報告の結びとする。
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１　派遣当初の状況

◎ 東京から福島まで新幹線で 1 時間 30 分という近距離。東京から大阪まで新幹線 2 時間 30 分というこ
とを考えると、福島は 1 時間も近い距離にあるとても近い東北地方の県。

◎ 人口は 199.2 万人、面積は北海道、岩手に次いで 3 番目の大きさ。
◎ 私が配属された福島県庁は福島駅から徒歩 10 分。また、私の住んでいるアパートも福島駅から徒歩 10

分（アパートには私の他 3 名の東京都職員が居住）。
◎ 東京都から派遣されている職員は 14 人。事務職 9 人、土木職 4 人、林業職 1 人。各自別々の所属先に配属。

２　派遣先部署の業務概要

◎ 人員： 商工労働部の正規職員は約 150 人。その他に臨時職員、専門員やプロジェクトマネージャーといっ
た業界に精通している専門家も含めると、商工労働部の人員は総合計で約 200 名在籍。うち医療
関連産業集積推進室の正規職員は 11 人（筆者含む）。

◎ 室の目標： 平成 17 年度より実施している「うつくしま次世代医療産業集積プロジェクト」に基づき、産
学官連携により、医療機器関連分野の産業振興と集積を図る。

◎ アクションプラン：―世界をリードする「医療機器設計・製造」ハブ拠点形成を目指す―
①医療福祉機器研究会の開催

・ 医療機関や産業界との対話を通じて、「安全かつ高品質」で「コスト削減」が図
れる医療機器の創出を目指す。

②ビジネスマッチングの実施
・ 県内外の医療機器関連メーカー、大学等研究機関と福島県内中小企業のマッチン

グを実施。
③大学技術シーズを活用した医療機器研究開発の促進
④医工連携人材セミナーの実施

・ 県内の異業種企業が医療機器メーカーや大学との連携を図り、機器開発等を進め
るうえで必要な知識の習得を目的とするセミナーを実施。

四柳 亮一
商工労働部　産業創出課　医療関連産業集積推進室

行政事務の支援

福島県

福島県庁（本庁舎（左）と西庁舎（右）） 推進室の写真
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⑤中小企業への薬事法許認可支援
・ 異業種から医療機器製造業への新規参入を後押しし、薬事法セミナーや企業個別

コンサルテーションの実施。
⑥中小企業への販路拡大支援

・ 中小企業が有する技術力を全国・海外に PR するほか、事業提携先を紹介。
⑦医療関連産業集積プロジェクト補助金

・ 医療福祉機器の製品開発・実証試験に取組む企業等に対して資金的な支援を実施。

３　成果・実績

①ふくしま医療福祉機器開発事業費補助金（ファンド）
本補助金事業は、国（経済産業省）の平成 23 年度第 3 次補正予算を活

用したものである。平成 24 年度は 19 案件（約 38 億円）の採択であったが、
平成 25 年度には 16 案件（約 22 億円）採択され、計 35 案件（60 億円）
となった。今後も当補助金事業は継続されるので新規案件の発掘と共に、継
続企業のフォローアップ（事業化・製品化）により一層取り組む。

②メディカルクリエーションふくしま 2013（メディクリ）の開催
本イベントは、福島県郡山市のビッグパレットふくしまにおいて開催する

ことにより、医療・福祉機器企業に対して、情報発信、商談・交流の場を通
じて、ビジネスマッチングを促進させることを目的としている。今年度の出
展者数は、関係各位の尽力により過去最大の 221 企業・団体となった。

東日本大震災の影響をはねのけ、今年度 9 回目の連続開催となり、来年
度で 10 回目の記念となる。

平成 26 年 10 月 29 日（水）、30 日（木）に同じくビッグパレットふ
くしまで「メディカルクリエーションふくしま 2014」が開催される。東京から郡山まで新幹線で 1 時間
30 分もかからないので、是非とも足を運んでいただきたい。

福　　島　　県

Fukushima

うつくしま次世代医療産業
集 積 プ ロ ジ ェ ク ト
～医療技術の向上と医療機器産業の発展に貢献できる拠点づくりを目指して～

うつくしま次世代医療産業集積
プロジェクトのパンフレット

メディクリの会場風景

50 62 90 110 120 148 150 
209 221 

2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 
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被災地派遣職員

体験談
1担当した業務の概要

派遣先部署での役職…主事
組織の体制…	平成 25 年 4 月より産業創出課内に

医療関連産業集積推進室を設置。当
推進室は医療関連産業担当と拠点整
備担当に分かれる。私は、医療関連
産業担当。産業創出課は、創業支援
担当、再生エネルギー産業担当、技
術支援担当に分かれる。

担当業務
①	ふくしま医療福祉機器開発事業費補助金（ファ
ンド）
「	参考URL：http://fuku-semi.jp/iryou-pj/main/
main_03.html」
・	東日本大震災からの復興や県内の医療福祉機
器関連産業の集積を目的として設立された。
医療福祉機器の製品開発、実証試験、事業化
に取り組む企業等を支援する。私の具体的な
業務は、公募説明会の開催、補助金審査会の
実施、外部審査員や企業等との連絡調整、交
付要綱・公募要領・事務処理マニュアルの制
定・改定、補助金指定企業への実地調査（経
理書類の監査・機械装置の確認）等。

補助金指定企業向けの事務処理説明会：5 月 31 日

②メディカルクリエーションふくしま事務局
「参考URL：http://fuku-semi.jp/mcf/」
・	「メディカルクリエーションふくしま」とは、
主要医療機器メーカーによる製品展示と異分
野製造業が有する優れた技術展示を一堂に会

した活気ある技術交流・商談会である。福島
県では、平成 17 年度から、異分野製造業の
高い技術力に着目し、医療機器分野への新規
参入を促進させる「うつくしま次世代医療産
業集積プロジェクト」を実施し、その象徴的
な取組みが、福島県内外の産学官が連携して
開催する「メディカルクリエーションふくし
ま」である。私の具体的な業務は、実行委員
会・運営部会の開催、出展企業への事前説明
会の開催、設営企業との連絡調整、パンフレッ
ト・冊子の作成等多岐に渡る。

出展者説明会：9 月 3 日

③国内外医療機器展示会出展の助成
・	福島県では、中小企業が有する技術力を国内
外に PRし、事業提携先を紹介するために国
内外の医療機器展示会出展の助成を行ってい
る。国内では、メディカルショージャパン（横
浜）、MEDIX（東京）、国外では、MEDICA
（ドイツ）、GMES/KIMES（韓国）の医療
機器展示会に出展している。私は、韓国の
KIMES という医療機器展示会を訪問し、出
展企業の補助、通訳の依頼、パンフレットの
作成等を行った。

2苦労したこと・工夫したこと

＜�ふくしま医療福祉機器開発事業費補助金（ファ
ンド）＞
現在 1 次～4 次の補助金指定企業は 35 社、委
託先や外注先企業を含めると、関連する企業は

四柳 亮一（病院経営本部）

福島県　商工労働部　産業創出課　
医療関連産業集積推進室
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150 社を超える。
企業の多さもさることながら、福島県庁という

慣れない場所で働いたり、開発・研究中の案件を
抱えたり、医療や福祉分野に専門的知識の無い私
が企業と相談・交渉を担当するため苦労が多かっ
た。特に、医療や福祉分野については、病院経営
本部（多摩総合医療センター）の医事課で身につ
けた知識や経験しか無く、今でも分からないこと
が沢山あるが、4月当初は一つひとつの単語の意
味が分からず、室員に質問したり、インターネッ
トで検索したり、専門的知識のあるプロジェクト
マネージャーにこっそり聞いたりして、何とか凌
いだという感じであった。現在も継続して勉強中
であるが、やりがいも多く、都政でも医療福祉機
器事業だけでなく、中小企業支援事業全般に広く
従事してみたいと考えている。

3印象的なエピソード

＜メディカルクリエーションふくしま＞
当医療機器の展示会は 1年間の準備を有する県

直営の事業である。通常は財団や公社等に委託す
る業務をすべて県側で準備をするため、とてつも
ない労力を要した。例えば、出展者ガイドを作成
する際に、約 200 社の企業の紹介文を一語一句複
数人でチェックして、1社 1 社最終確認をする作
業はとても地味で時間を要した。また、起案の連
続で、細かい案件を毎日起案してはハンコを押し
ていたイメージがある。展示会開催1、2か月前は、
隣に座る同じ担当者である薬剤師と日夜問わず働
き、関係各所から残業時間を心配されたのは、今
となっては懐かしい思い出である。
当日は、大きな事故も無く進行することがで

き、県内外の関係者の多大なご協力・ご支援に感

謝している。入場者数の少なさやビジネスマッチ
ングの難しさ等の今後の課題はあるが、「メディ
カルクリエーションふくしま」は、私個人にとっ
ては、色々な経験が出来たやりがいのあるイベン
トであった。

4今後の都政に活かせること・
活かしたいこと

・ 	1 年ではあるが、福島県で担当した、「中小企
業支援」、「補助金事業」、「展示会出展」等の
産業創出業務の知識・経験を都政で活かして
みたい。多岐に渡る事業内容は、私にとって
やりがいのある業務であると感じる。

・	得られた教訓としては、どの県庁であれ、どの
職場であれ、どの上司・同僚であれ、皆さん、
がむしゃらに働いて、より良い職場環境を作ろ
うとしていることを肌で感じた。自分自身も、
常に謙虚な姿勢を忘れず、冷静かつ積極的に業
務を行いたいと考える。

メディカルクリエーションの開会式
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平成 25 年 10 月 30 日、31 日に開催された
「メディカルクリエーションふくしま 2013」の会場風景

平成 25 年 2 月 12 日に開催された第 5 次ふくしま医療福祉機器
開発事業費補助金公募説明会で説明する筆者

平成 25 年 10 月 30 日に開催された「メディカルクリエーションふくしま」
特別企画「福島県医療機器開発・安全性評価センター（仮称）の

現状報告及び医療機器関連メーカーが期待すること」の様子
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１　派遣当初の状況

福島県派遣の希望が叶い、私が着任したのは、震災から丸 2 年が経過した平成 25 年 4 月でした。勤務
先のある福島市は、原発から 60km ほど離れており、着任当初、目に見える震災の影響は、街中で見かけ
る空間放射線量の測定器と仮設住宅くらいのもので、ほとんどの方々は普通の日常生活を送っているように
見受けられました。実際に仕事や生活をしてみて、厳しく困難な現実があることも痛感しましたが、食も美
味しく、景色も星も綺麗で、温かい人たちに囲まれて、私にとっては本当に住みやすく、居心地の良い土地
だと感じています。

派遣先の部署では、震災以前から取り組む通常業務に加えて、震災後、風評払拭のために増大した業務を
限られた人員でこなしていました。土日や県外でのイベントも多く、膨大な業務量を職員の方々の熱意で支
えられているように感じました。そのような多忙な中にあっても、明るく笑顔の絶えない思いやりに溢れた
職場で、とても温かく迎えていただきました。

２　派遣先部署の業務概要

派遣先の部署は、県の主要産業の一つである農林水産業の復興・再生・振興を担う農林水産部で、出先機
関等も含めると、県庁内で 2 番目の予算規模を持つ非常に大きな部署です。（参考：次ページ農林水産部組
織図）その中で私が配属となったのは、農林水産物の安全・安心、農林水産物の消費・販路拡大、6 次産業
の推進等の事業を行う「農産物流通課」という部署です。
※東京都でいうところの「局」が「部」、「部」が「総室」であり、係制はなし。

農産物流通課は、21 名の人員体制で、うち 3 名が自治法派遣職員、1 名が人事交流職員で構成されてい
ます。課の中では、係制はなく、3 つのラインに分かれ（消費ライン・流通ライン・6 次化ライン）、主任
主査（都でいうところの課長補佐）を筆頭に主査・副主査・主事がそれぞれ業務に取り組んでいます。

３　成果・実績

＜農産物流通課・消費ライン＞
主に、総室全体の予算・庶務管理、農林水産物の消費・販路拡大、

地産地消、卸売市場、農産物の輸出促進等多岐に渡る業務を行ってい
ます。このうち、いくつかをご紹介します。
◆農林水産物利用推進絆づくり事業（復興予算）
「おいしい　ふくしま　いただきますキャンペーン」
県内での風評払拭及び地産地消の推進に向けて、福島県民の方々に

対し、県産農林水産物の美味しさや安全性を PR するためのイベント
です。今年は、視覚・味覚・嗅覚と五感に直接訴えかけるよう「料理家によるクッキングデモンストレーショ
ンと試食提供」を実施するとともに、検査体制など安全性に関するクイズも行いました。

県民向けの PR であるため、県内量販店や農産物直売所など、「がんばろう　ふくしま！応援店」に登録
している店舗で実施しました。「がんばろう　ふくしま！応援店」とは、福島県産農林水産物を販売・使用して、

木村 麻美
農林水産部　農産物流通課

行政事務の支援

福島県
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安全性を PR している企業・団体等で、東京都庁の職員食堂も登録しています。
平成 25 年度の実施回数は、のべ 37 日で、県内あらゆる地域で開催しました。（11 月末時点）

◆「ふくしま米」の消費・需要拡大
福島県産米については、全量全袋検査（非破壊の放射能検査）が実施され、

安全性の証明がされているものの、依然として県産米の買い控えや、取扱
いを取り止めている量販店があるなど、風評が継続している状況にありま
す。そこで、ふくしま米をPRするキャンペーンクルー「ライシーホワイト」
の選考や県内外での販売促進 PR 等を通じて、消費・需要の拡大を図って
います。また、福島県のオリジナル水稲品種であり、15 年の歳月をかけ
て開発された「天のつぶ」の認知度向上を図る取り組みも行っています。
（県内外での販売促進 PR 活動実績）
◎首都圏等で 22 回（のべ 31 日）、県内で 8 回（のべ 13 日）※12 月末時点。
◎ 様々なイベントに出展し、試食やサンプル米の配布、販売、全量全袋検査の模型やパネル展示等安全性

の PR。
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（天のつぶ認知度向上事業実績）
◎県内量販店におけるフェアを実施。「天のつぶ」を用いた弁当等を開発し、販売。
◎ 県内飲食店・旅館等におけるフェアを実施。一定期間「天のつぶ」を提供してもらうことで、一般消費

者、米穀卸業者、外食産業事業者等に対し、食味等を PR。
◎分とく山　総料理長　野﨑洋光氏を起用し、CM 等で PR。

＜農産物流通課・流通ライン＞
主に県外における農林水産物の販路拡大、青果物価格の安定、風評被害対策を行っています。風評被害対

策の中でも、最も予算額の大きい事業を紹介します。
◆新生！ふくしまの恵み発信事業

未だ根深い県産農林水産物への風評払拭のために、県
内マスメディア、関係団体、学識経験者、県等で構成さ
れる「新生 ! ふくしまの恵み発信協議会」において、戦
略的な PR 手法を検討し、各種媒体を活用した安全性等
の発信を行ってきました。CM や広告では、昨年に引き
続き、TOKIO がイメージキャラクターを務めてくださっ
ています。

また、ほかにも、県の安全・安心の取組に関する首都
圏等メディア向けセミナーや生産地へのツアーも実施し
ました。
（テレビ媒体を用いた PR） ...............   スポット CM、タイム CM、ミニ番組等
（電車を用いた PR） ...........................   電車内・駅構内映像広告、駅貼り広告、中吊り広告
（県内新聞等を用いた PR） ...............   新聞広告、情報誌、ラジオ等
（各種情報誌を用いた PR） ...............   リビング 4 紙、ESSE、朝日・読売新聞（全国版）
（メディア向けセミナーの開催） .......   知事記者発表会、セミナー 3 回
（生産地へのメディア向けツアー） ...   年 3 回

＜農産物流通課・6 次化ライン >
福島県では、豊かな農林水産資源をはじめ、高い総合力を有する県内産業の特性を生かして、1 次・2 次・

3 次の各産業分野の多様な主体が、産業の枠を超えて相互に連携・融合し、付加価値を向上・創造する取組
み（= 地域産業の 6 次化）を行っています。

そのため、6 次化ラインでは、6 次産業への新規参入・創業を推進し、県産農林水産資源を活用した新商
品の開発や、人材育成、6 次化商品の開発とブランド化等の支援を行っております。
◆ふくしま地域産業 6 次化ファンド（新規事業）

農林漁業成長産業化ファンド（農林水産省）及び地方銀行団からの出資金に県からの出捐金を併せ、新た
に地域ファンドを創設し、創業する 6 次産業化事業体（合併事業体）の資本金として出資することにより、
6 次産業への新規参入・創業支援を行います。
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被災地派遣職員

体験談
1担当した業務の概要

◎	　私は農産物流通課の消費ラインで、主事とい
う立場で職務に取り組んでいます。東京都と同
じ主事ですが、福島県と東京都は組織体系が異
なり、主事といえども、上級職の主査や副主査
と同様の立場で仕事をすることを求められま
す。
◎	　その中で、私が担当した業務は、卸売市場関
係業務と農産物の海外輸出です。この体験談で
は、農産物の海外輸出の取り組みについて、紹
介したいと思います。
◎	　福島県は、寒暖差のある気候や肥沃な土壌に
恵まれ、多くの農家の方々が長年にわたり、丁
寧に心を込めて、多種多様な農作物を育ててい
ます。中でも、桃は全国 2位の生産量を誇り、
「フルーツ王国ふくしま」を代表する農作物で
す。しかし、東日本大震災とそれに伴う原子力
発電所事故により、桃をはじめとした福島県産
の農林水産物は、国内での風評に晒されただけ
でなく、海外においても、今なお 40 を越える
国や地域において、輸入停止や全ロット検査が
課されるなど、何らかの輸入規制措置が敷かれ
た状況が続いています。震災以前の主な輸出国
であった東アジアの国々でも、輸入停止の措置
が続いています。
◎	　そうした中、昨年度、県産品の海外販路開拓
を行う「観光交流局県産品振興戦略課」と「日
本貿易振興機構（JETRO）」が連携し、新たな
販路開拓に乗り出したのが、タイ王国でした。
比較的規制措置が緩やかで、親日国であるタイ
から、現地バイヤーを招聘し、放射能検査体制
や産地の視察、福島の桃の主力品種である「あ
かつき」の試食等を通じて、食の安全性につい
て理解を得るとともに、福島の桃の美味しさや、
ひたむきに桃を育てる農家さんの思いを伝え、
関係者の方々の粘り強い努力の結果、震災後初
となる桃の海外輸出を実現しました。
◎	　私が担当した今年度は、震災後の輸出 2年目
として、タイ王国との信頼関係の構築、タイに
次ぐ新たな販路開拓、出荷量・出荷品目の拡大

を目指す年でした。そのためには、まとまった
出荷量にも耐えられるよう、産地が一丸となっ
て輸出に取り組む必要があり、私が担当したの
は、まさにその産地側との出荷調整でした。輸
出のことも、桃のことも、何一つわからない状
態でしたが、周囲の方々にたくさんのことを教
わりながら、県内の桃の一大産地である県北地
方の JAや果樹団体などに輸出の意義や昨年度
の取組を説明してまわり、その結果、震災後初
めて、県北地方のすべての JA・団体が輸出に
取り組むこととなり、新たな輸出国であるマ
レーシアへの出荷量を含めて、前年度の約 3倍
の桃の輸出を実現しました。

2苦労したこと・工夫したこと

◎	　私が輸出を担当した今年度は、安倍内閣が経
済再生に向けた成長戦略の一環として農林水産
品・食品の輸出倍増計画を打ち出し、全国的に
輸出拡大を目指していく方針が取られた年でし
た。また、県内では、昨年度の桃の輸出の成功
事例も後押しし、産地側の協力は当初想定して
いたよりも、スムーズに得ることができました。
けれども、輸出は国内に桃を流通させるのとは
少々事情が異なります。例えば、輸出をするた
めには植物防疫を受けなければならず、万全を
期すために、ひとつひとつ手作業で桃の除虫作
業を行う必要があったり、事前に海外での販売
会の日程が決まるため、その日に合わせて、桃
のサイズも量も揃えなければならなかったり

木村 麻美（福祉保健局）

福島県　農林水産部　
農産物流通課
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（天候の影響を受ける農産物にとって、意外と
大変だったりします）、通常の国内輸送のトラッ
クが使えず、輸送費が跳ね上がったり、と、色々
な問題が起こりました。その中で、産地側の方々
から厳しいご意見をいただくこともありました
が、その都度、話し合ったり、協力し合ったり、
相手の言葉に耳を傾け、けれども、県の考えも
きちんと伝え、真摯に向き合うことは心掛けて
きました。

◎	　そして、ここから先、県内で輸出が継続して
いくために欠かせないことは、事業者様自身が
自発的かつ積極的に、各々の事業戦略のひとつ
として輸出を位置づけ、主体的に取り組んでい
くことです。現状の取組から事業者様主体の取
組へと橋渡しをしていくこと、そのために県が
出来ることは何か、ずっと考え続けていますが、
私の中でまだ答えは出ません。しかし、今年度
の輸出への取組がきっかけとなり、一人でも二
人でも、福島の農業のため、輸出を大きな可能
性として捉え、継続して福島の誇る素晴らしい
農産物が海外へ届き続けるよう願い、業務に取
り組んできました。

3印象的なエピソード

◎	　桃の輸出が正式に決定し、ある事業者様が「桃
輸出・出発式」と題して、海外への桃の出荷に
合わせて、式典を開催されたときの出来事です。
その式典で、生産者の代表の方が挨拶に立たれ、
輸出再開にあたっての思いを述べられました。
その中で最も心に残った言葉は、以下のとおり
です。

◎	　「震災が起こってから、放射能の影響で、出
荷ができない、買ってもらえない、孫にも食べ

させられない…。本当に苦しい試練の時期が
あった。それが、今回、海外のバイヤーの方々
が福島に来てくださり、美味しいと認めてくだ
さった。その結果、こうして輸出が実現するこ
とは、桃の生産者として、本当に勇気となり、
自信となった。諦めかけたときもあったが、こ
れからも安全で美味しい桃を作り続けていきた
い。」自分が携わっている業務で、生産者の方
にこのようにおっしゃっていただけたことが素
直に嬉しく、非常に励みになったことを覚えて
います。
◎	　また、輸出は、海外へ桃を送れば終わりでは
なく、実際に現地で福島県産品を取扱い、売っ
てくださる方々の存在なくして成立はしませ
ん。海外で福島県産の桃は、1 個 1000 円以上
することもあるほど、高価な果物です。他国に
加え、国内の他産地の果物も数ある中で、福島
県産を選び、風評もある中、売れ残りや輸送ダ
メージのリスクも全て背負い、取り扱ってくだ
さる方々がいるからこそ、海外の消費者の方々
へお届けすることができるのです。
◎	　そうした、本気で福島のことを考え、福島で
暮らす方々に思いを馳せ、尽力してくださる、
本当に数え切れないほどの多くの「人」に支え
られ、「人」と「人」との「思い」が繋がって、
人間関係が構築されて初めて「思い」を形にす
ることができると実感しました。そう思える
「人」と出会えたこと、そして、人と人との繋
がりを実感しながら仕事に取り組めたことは、
自分にとって、大きなやりがいであり、かけが
えのない財産になったと感じています。

4得られた教訓

◎	　「ふくしまからはじめよう。」というスローガ
ンを御存知の方は多いと思います。ひとりひと
りが復興に向けて歩み、ふくしまから新たな流
れを創っていこうという、未来への意志が込め
られたスローガンです。では、このスローガン
に添えられた「卵」の意味は御存知でしょう
か。諸説あるようですが、このたまごは、「コ
ロンブスの卵」を描いたものという説がありま
す。誰もできないと思ったことを、敢えて最初
にやってみる、そんな意味の込められた「コロ
ンブスの卵」は、まさに福島がこの未曾有の震
災・原子力災害からの復興を成し遂げようとす



職
員
派
遣

任
期
付
職
員
派
遣

監
理
団
体
等
職
員
派
遣

現
地
事
務
所

任
期
付
職
員
座
談
会

117

被災地派遣職員 体験談

る姿そのものです。
どんな逆境にあっても、決してあきらめない。
笑顔を忘れず、未来を描き、未来を信じて進む
こと。どんな状況でも、人に優しく、相手の立
場を慮り、丁寧に接すること。強く、優しく、

逞しい福島県で暮らす方々、福島県職員の姿は、
本当に多くの大切なことを教えてくれました。
ここまで支えてくださった福島県の方々、東京
都の方々、全ての方々へ心から感謝いたします。
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任期付職員　業務概要

１　派遣当初の状況

①　教育委員会生涯学習課： 社会教育施設の復興計画があったが、区画整理等土地の条件が整っていなかっ
たため、構想・計画を行っている段階であった。また、小規模な災害復旧があっ
た。

②　産業振興部農林水産課： 被災によって漁業や水産加工場等は壊滅状態であったため、復興に向けた事業
を行っていく必要があった。事業費は莫大であり、国からの補助事業費に係る
事務作業は、人手が足りない状況であった。

③　地域整備部環境整備課道路河川班： 災害復旧の為の事業量は膨大であったが、道路災害・河川災害復旧
工事や公園施設修繕、冬期の除雪対応など、一つ一つ事案を処理し
ていく状態であった。

④　地域整備部環境整備課下水道環境班： 2 カ所の下水処理施設を仮に稼働させながら維持管理等を行う一
方、被災した設備の本復旧を行っていた。

２　派遣先部署の業務概要

①　総合政策部総合政策課（平成 25 年 6 月に異動）
目的＝ 町の「東日本大震災津波復興基本計画」（H23 年作成）の見直し、「第 2 期実施計画」（H26 年度

〜28 年度）の作成、「公共施設マネジメント白書」および「公共施設基本計画（公共施設経営管
理計画、公共施設適正配置計画）」の策定、中心市街地再生の推進、「復興まちづくり会社大槌」の
業務指導、「生きた証」プロジェクトの推進、町民バス等公共交通計画の推進、町民広報の推進、
等

規模＝ 企画調整班（9 人）、復興まちづくり班（6 人）、課長を含め計 16 人
内容＝ 企画調整班（津波復興基本計画、実施計画、広報等、町の政策調整に関すること）
　　　 復興まちづくり班（公共施設、市街地再生、まちづくり会社の指導、津波遺構の保存等、復興まち

づくりの企画調整に関すること）
詳細は、P120 の平成 25 年度大槌町組織分掌図・総合政策部を参照

②　復興局復興推進課（平成 25 年 4 月に異動）
詳細は、P120 の平成 25 年度大槌町組織分掌図・復興局を参照

③、④　復興局環境整備課（平成 25 年 4 月に組織改正）
同上

①小永井 耕一　②林　正生
③中澤 孝幸　　④笠原 光興

大槌町　�総合政策部（①総合政策課）、�
復興局（②復興推進課、③④環境整備課）

岩手県
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３　成果・実績

①　教育委員会生涯学習課においては、社会教育施設（公民館）の基本構想を策定し、MLA 施設（図書館、
博物館、アーカイブの集合体）の検討プロジェクトチームの立上げを行った。また、公民館、公衆トイレ
等の災害復旧を行った。

総合政策部総合政策課では、公共施設マネジメント推進プロジェクトチームの立上げを行い、「白書」
及び「計画」の策定を行っている。また、中心市街地再生プロジェクトチームを運営し、再生基本計画を
策定している。

②　産業振興部農林水産課においては、大槌町水産業・水産加工業アクションプランを策定し、今後の水産
業振興のための提言等を漁業関係者に対して行った。

復興局復興推進課では、今後、本格的な復興に備えた都市計画の見直しと、将来の町づくりの指針とな
る都市計画マスタープランの計画策定を行っている。

③　地域整備部環境整備課道路河川班においては、道路災害・河川災害の復旧を目的とした工事を数十件担
当したほか、公園施設の修繕工事、冬期の除雪対応を行った。

組織改正後の復興局環境整備課工務班では、町の計画事業である道路改良工事、及び橋梁の長寿命化計
画に基づき橋梁の補修工事に携わっている。

④　地域整備部環境整備課下水道環境班においては、2 カ所の下水処理施設を本復旧した。
組織改正後の復興局環境整備課庶務管理班では、町初めての災害公営住宅 3 か所の入居の手続及び入

居環境の改善を実施し、被災者が本格的に居住できるようになっている。
また、街路灯維持管理事業・仮設住宅周辺環境整備事業の各維持管理、町道・河川の維持管理並びに使

用、占用事務等を実施している。その他、浄化槽設置整備事業及びがけ地近接等危険住宅移転事業の補助
金対応等を実施している。

大槌町中心市街地現状写真（平成 25 年 1 月）
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平
成
２
５
年
度
大
槌
町
組
織
分
掌
図

総
合
政
策
部

企
画
調
整
班

復
興
ま
ち
づ
く
り
班

(1
)行
政
連
絡
員
に
関
す
る
こ
と
。

(2
)広
聴
に
関
す
る
こ
と
。

(3
)請
願
、
陳
情
、
要
望
等
の
処
理
の
総
括
に
関
す
る
こ
と
。

(4
)広
報
及
び
町
勢
要
覧
の
発
行
に
関
す
る
こ
と
。

(5
)復
興
ま
ち
づ
く
り
に
係
る
情
報
発
信
に
関
す
る
こ
と
。

(6
)情
報
プ
ラ
ザ
に
関
す
る
こ
と
。

(7
)復
興
支
援
感
謝
イ
ベ
ン
ト
事
業
に
関
す
る
こ
と
。

(8
)町
民
と
の
協
働
に
関
す
る
こ
と
。

(9
)コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
に
関
す
る
こ
と
。

(1
0)
特
定
非
営
利
活
動
に
関
す
る
こ
と
。

(1
1)
地
域
復
興
協
議
会
に
関
す
る
こ
と
。

(1
2)
ま
ち
づ
く
り
分
科
会
に
関
す
る
こ
と
。

(1
3)
大
槌
町
再
生
創
造
会
議
に
関
す
る
こ
と
。

(1
4)
大
槌
町
復
興
ま
ち
づ
く
り
創
造
懇
談
会
に
関
す
る
こ
と
。

(1
5)
産
官
学
連
携
に
関
す
る
こ
と
。

(1
6)
「
お
お
つ
ち
の
未
来
を
創
る
５
つ
の
重
点
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
」
に
関
す
る
こ
と
。

(1
7)
大
槌
町
デ
ザ
イ
ン
会
議
に
関
す
る
こ
と
。

(1
8)
エ
ネ
ル
ギ
ー
及
び
水
資
源
に
関
す
る
こ
と
。

(1
9)
「
東
日
本
大
震
災
ア
ー
カ
イ
ブ
」
構
築
・
運
用
実
証
調
査
事
業
に
関
す
る
こ
と
。

(2
0)
生
き
た
証
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
関
す
る
こ
と
。

(2
1)
基
金
企
画
に
関
す
る
こ
と
。

(2
2)
災
害
の
記
憶
を
風
化
さ
せ
な
い
事
業
に
関
す
る
こ
と
。

(2
3)
中
心
市
街
地
の
再
生
に
関
す
る
こ
と
。

(2
4)
公
共
施
設
配
置
計
画
に
関
す
る
こ
と
。

復
興
局

環
境
整
備
課

工
務
班

庶
務
管
理
班

浄
化
セ
ン
タ
ー

(1
)各
種
事
業
の
補
助
金
申
請
及
び
概
算
請
求
（
復
興
事
業
に
関
す
る
も
の
を
除
く
。）
に
関

す
る
こ
と
。

(2
)町
道
の
認
定
、
廃
止
及
び
変
更
（
復
興
事
業
に
関
す
る
も
の
を
除
く
。）
に
関
す
る
こ
と
。

(3
)町
道
及
び
河
川
の
維
持
管
理
並
び
に
使
用
、
占
用
に
関
す
る
こ
と
。

(4
)街
灯
の
設
置
及
び
維
持
管
理
に
関
す
る
こ
と
。

(5
)河
川
道
路
橋
梁
台
帳
整
備
（
事
務
）
に
関
す
る
こ
と
。

(6
)町
営
住
宅
使
用
料
の
調
定
及
び
納
入
通
知
書
の
発
行
に
関
す
る
こ
と
。

(7
)町
営
住
宅
使
用
料
の
収
納
に
関
す
る
こ
と
。

(8
)町
営
住
宅
の
維
持
管
理
及
び
入
居
に
関
す
る
こ
と
。

(9
)公
共
下
水
道
受
益
者
負
担
の
賦
課
、
調
定
及
び
徴
収
に
関
す
る
こ
と
。

(1
0)
汚
水
排
除
量
の
計
量
及
び
認
定
並
び
に
下
水
道
使
用
料
に
関
す
る
こ
と
。

(1
1)
水
洗
便
所
改
造
資
金
の
融
資
等
に
関
す
る
こ
と
。

(1
2)
浄
化
槽
補
助
金
に
関
す
る
こ
と
。

(1
3)
排
水
設
備
工
事
店
の
指
定
に
関
す
る
こ
と
。

(1
4)
雨
水
ポ
ン
プ
場
及
び
汚
水
処
理
場
の
維
持
管
理
（
事
務
）
に
関
す
る
こ
と
。

(1
5)
排
水
設
備
等
の
確
認
及
び
工
事
の
検
査
（
復
興
事
業
に
関
す
る
も
の
を
除
く
。）
に
関
す

る
こ
と
。

(1
6)
都
市
公
園
の
維
持
管
理
（
事
務
）
に
関
す
る
こ
と
。

(1
7)
そ
の
他
土
木
（
復
興
事
業
に
関
す
る
も
の
を
除
く
。）
に
関
す
る
こ
と
。

(1
8）
課
の
総
括
に
関
す
る
こ
と
。

(1
)河
川
道
路
橋
梁
台
帳
整
備
（
技
術
）
に
関
す
る
こ
と
。

(2
)一
般
土
木
事
業
の
計
画
、
設
計
及
び
施
工
に
関
す
る
こ
と
。

(3
)公
共
土
木
施
設
の
災
害
復
旧
（
復
興
事
業
に
関
す
る
も
の
を
除
く
。）
に
関
す
る
こ
と
。

(4
)そ
の
他
道
路
河
川
（
復
興
事
業
に
関
す
る
も
の
を
除
く
。）
に
関
す
る
こ
と
。

(5
)道
路
、
橋
梁
及
び
河
川
の
維
持
管
理
計
画
の
作
成
に
関
す
る
こ
と
。

(6
)道
路
、
橋
梁
、
河
川
及
び
下
水
道
施
設
の
移
管
及
び
管
理
に
関
す
る
こ
と

(7
)災
害
廃
棄
物
の
撤
去
及
び
処
理
に
関
す
る
こ
と
。

(8
)倒
壊
家
屋
の
解
体
撤
去
に
関
す
る
こ
と
。

(1
)下
水
道
事
業
の
普
及
（
復
興
事
業
に
関
す
る
も
の
を
除
く
。）
に
関
す
る
こ
と
。

(2
)下
水
道
事
業
の
計
画
及
び
施
工
（
復
興
事
業
に
関
す
る
も
の
を
除
く
。）
に
関
す
る
こ
と
。

(3
)下
水
道
施
設
の
維
持
管
理
計
画
の
作
成

(4
)公
共
下
水
道
施
設
の
設
置
及
び
施
設
の
拡
充
並
び
に
維
持
管
理（
復
興
事
業
に
関
す
る
も
の

を
除
く
。）
に
関
す
る
こ
と
。

(5
)公
共
下
水
道
施
設
の
行
為
の
許
可
及
び
占
用
に
関
す
る
こ
と
。

(6
)公
共
下
水
道
台
帳
の
調
整
及
び
保
管
に
関
す
る
こ
と
。

(7
)漁
業
集
落
排
水
の
計
画
及
び
施
工
（
復
興
事
業
に
関
す
る
も
の
を
除
く
。）
に
関
す
る
こ
と
。

(8
)そ
の
他
下
水
道
（
復
興
事
業
に
関
す
る
も
の
を
除
く
。）
に
関
す
る
こ
と
。

下
水
道
班

建
築
住
宅
班

用
地
班

三
陸
自
動
車
道
・
国
土
調
査
班

(1
)国
土
調
査
法
（
昭
和
26
年
法
律
第
18
0号
）
に
基
づ
く
地
籍
調
査
に

関
す
る
こ
と
。

(2
)国
土
利
用
計
画
に
関
す
る
こ
と
。

(3
)道
路
及
び
水
路
の
官
民
境
界
の
査
定
及
び
立
会
い
に
関
す
る
こ
と
。

(4
)国
、
県
事
業
の
用
地
交
渉
に
関
す
る
こ
と
。

(5
)法
定
外
公
共
物
管
理
に
関
す
る
こ
と
。

(6
)三
陸
沿
岸
道
路
に
関
連
す
る
道
路
計
画
に
関
す
る
こ
と
。

(7
)用
地
取
得
等
に
関
す
る
調
査
及
び
地
権
者
と
の
交
渉
に
関
す
る
こ
と
。

(8
)そ
の
他
三
陸
沿
岸
道
路
の
早
期
完
成
の
促
進
に
関
す
る
こ
と
。

(1
)町
営
住
宅
の
建
設
に
関
す
る
こ
と
。

(2
)建
築
確
認
申
請
の
副
申
に
関
す
る
こ
と
。

(3
)県
が
整
備
す
る
災
害
公
営
住
宅
の
調
整
に
関
す
る
こ
と
。

(4
)災
害
公
営
住
宅
家
賃
低
廉
化
事
業
及
び
東
日
本
大
震
災
特
別
家
賃
低
減

事
業
に
関
す
る
こ
と
。

(5
)公
営
住
宅
等
ス
ト
ッ
ク
総
合
改
善
事
業
に
関
す
る
こ
と
。

(6
)住
宅
地
区
改
良
事
業
及
び
小
規
模
住
宅
地
区
改
良
事
業
に
関
す
る
こ

と
。

(7
)住
宅
、
建
築
物
完
全
ス
ト
ッ
ク
形
成
事
業
に
関
す
る
こ
と
。

(8
)急
傾
斜
地
及
び
が
け
地
危
険
住
宅
移
転
事
業
（
復
興
事
業
に
関
す
る
も

の
を
除
く
。）
に
関
す
る
こ
と
。

(9
)そ
の
他
建
築
住
宅
に
関
す
る
こ
と
。

(1
)大
槌
町
土
地
開
発
公
社
に
関
す
る
こ
と
。

(2
)地
上
権
設
定
に
関
す
る
こ
と
。

(3
)土
木
事
業
関
係
用
地
の
取
得
及
び
物
件
移
転
補
償
等
に
関
す
る
こ
と
。

(4
)区
画
整
理
事
業
に
関
す
る
用
地
の
取
得
に
関
す
る
こ
と
。

(5
)防
災
集
団
移
転
事
業
の
用
地
に
関
す
る
こ
と
。

(6
)そ
の
他
、
復
興
事
業
の
用
地
取
得
に
関
す
る
こ
と
。

(7
)そ
の
他
用
地
に
関
す
る
こ
と
。

(8
)課
の
総
括
に
関
す
る
こ
と
。

用
地
課

都
市
整
備
課 都
市
計
画
班

区
画
整
理
班

(1
)土
地
区
画
整
理
事
業
（
吉
里
吉
里
地
区
）
に
関
す
る
こ
と
。

(2
)漁
業
集
落
防
災
機
能
強
化
事
業
（
浪
板
及
び
吉
里
吉
里
地
区
）
に
関
す
る

こ
と
。

(3
)防
災
集
団
移
転
促
進
事
業（
浪
板
及
び
吉
里
吉
里
地
区
）に
関
す
る
こ
と
。

(4
)課
の
総
括
に
関
す
る
こ
と
。

市
街
地
再
生
班

(1
)土
地
区
画
整
理
事
業
（
小
枕
・
伸
松
、
安
渡
及
び
赤
浜
地
区
）
に
関
す

る
こ
と
。

(2
)漁
業
集
落
防
災
機
能
強
化
事
業
（
小
枕
・
伸
松
、
安
渡
及
び
赤
浜
地
区
）

に
関
す
る
こ
と
。

(3
)防
災
集
団
移
転
促
進
事
業
（
小
枕
・
伸
松
、
安
渡
及
び
赤
浜
地
区
）
に

関
す
る
こ
と
。

(4
)津
波
復
興
拠
点
事
業
（
安
渡
地
区
）
に
関
す
る
こ
と
。

(1
)土
地
区
画
整
理
事
業
（
町
方
地
区
）
に
関
す
る
こ
と
。

(2
)防
災
集
団
移
転
促
進
事
業
（
町
方
地
区
）
に
関
す
る
こ
と
。

(3
)都
市
公
園
事
業
の
設
計
及
び
施
工
に
関
す
る
こ
と
。

(4
)津
波
復
興
拠
点
事
業
（
町
方
地
区
）
に
関
す
る
こ
と
。

(5
)東
日
本
大
震
災
復
興
交
付
金
事
業
の
う
ち
道
路
事
業
（
沢
山
地
区
）
に

関
す
る
こ
と
。

(6
)街
路
事
業
に
関
す
る
こ
と
。

(1
）
総
合
的
な
政
策
の
企
画
立
案
、
推
進
及
び
調
整
に
関
す
る
こ
と
。

(2
)町
勢
総
合
発
展
計
画
に
関
す
る
こ
と
。

(3
)過
疎
地
域
総
合
整
備
計
画
に
関
す
る
こ
と
。

(4
)辺
地
に
係
る
総
合
整
備
計
画
に
関
す
る
こ
と
。

(5
)町
長
の
施
策
方
針
に
関
す
る
こ
と
。

(6
)国
、
県
等
へ
の
陳
情
、
要
望
に
関
す
る
こ
と
。

(7
)広
域
市
町
村
圏
に
関
す
る
こ
と
。

(8
)市
町
村
合
併
に
関
す
る
こ
と
。

(9
)釡
石
地
区
広
域
市
町
村
圏
協
議
会
に
関
す
る
こ
と
。

(1
0)
三
陸
地
方
拠
点
都
市
地
域
推
進
協
議
会
に
関
す
る
こ
と
。

(1
1)
決
算
書
説
明
に
係
る
成
果
説
明
書
の
作
成
に
関
す
る
こ
と
。

(1
2)
地
域
経
営
推
進
費
に
関
す
る
こ
と
。

(1
3)
三
陸
ジ
オ
パ
ー
ク
推
進
協
議
会
に
関
す
る
こ
と
。

(1
4)
第
三
セ
ク
タ
ー
に
関
す
る
こ
と
。

(1
5)
公
共
交
通
対
策
に
関
す
る
こ
と
。

(1
6)
郷
土
館
建
設
基
金
に
関
す
る
こ
と
。

(1
7)
そ
の
他
企
画
調
整
全
般
に
関
す
る
こ
と
。

(1
8)
復
興
に
係
る
施
策
の
総
合
調
整
に
関
す
る
こ
と
。

(1
9)
復
興
計
画
に
関
す
る
こ
と
。

(2
0)
復
興
事
業
の
進
捗
管
理
に
関
す
る
こ
と
。

(2
1)
災
害
復
興
本
部
会
議
に
関
す
る
こ
と
。

(2
2)
統
計
調
査
に
関
す
る
こ
と
。

(2
3)
部
及
び
課
の
総
括
に
関
す
る
こ
と
。

事
業
推
進
班

(1
)復
興
整
備
に
係
る
予
算
の
調
整
及
び
策
定
に
関
す
る
こ
と
。

(2
)復
興
交
付
金
の
申
請
及
び
執
行
管
理
並
び
に
調
整
に
関
す
る
こ
と
。

(3
)都
市
計
画
審
議
会
の
開
催
及
び
運
営
に
関
す
る
こ
と
。

(4
)復
興
整
備
に
係
る
会
議
等
の
開
催
及
び
運
営
に
関
す
る
こ
と
。

(5
)復
興
整
備
に
係
る
国
、
県
等
と
の
連
絡
及
び
調
整
に
関
す
る
こ
と
。

(6
)そ
の
他
復
興
事
業
に
関
す
る
こ
と
。

(7
)部
及
び
課
の
総
括
に
関
す
る
こ
と
。

(8
)部
内
各
課
の
連
絡
調
整
に
関
す
る
こ
と
。

復
興
推
進
課

統
括
管
理
班

(1
)復
興
に
係
る
建
設
整
備
の
企
画
立
案
に
関
す
る
こ
と
。

(2
)復
興
に
係
る
建
設
整
備
の
基
本
計
画
の
策
定
に
関
す
る
こ
と
。

(3
)復
興
に
係
る
建
設
整
備
事
業
の
総
合
調
整
に
関
す
る
こ
と
。

(4
)技
術
に
関
す
る
基
準
及
び
要
綱
単
価
等
の
管
理
に
関
す
る
こ
と
。

(5
)積
算
シ
ス
テ
ム
の
管
理
に
関
す
る
こ
と
。

(6
)都
市
計
画
事
業
の
総
合
調
整
に
関
す
る
こ
と
。

(7
)都
市
計
画
の
決
定
及
び
変
更
等
に
関
す
る
こ
と
。

(8
)都
市
計
画
施
設
等
の
区
域
内
に
お
け
る
建
築
許
可
及
び
開
発
行
為
等
の

委
任
事
務
に
関
す
る
こ
と
。

(9
)市
街
地
再
開
発
事
業
に
関
す
る
こ
と
。
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任期付職員

体験談
1担当した業務の概要

①　役職＝	主査（建築施設担当）
組織の体制＝	総合政策部長兼課長→復興まち

づくり班長→小永井
担当業務＝	公共施設マネジメントの推進に関

すること、公共施設の適正配置に
関すること、中心市街地再生に関
すること、その他調整業務

②　役職＝	主任技師（土木担当）
組織の体制＝	復興局長→復興推進課長→統括

管理班長→林
担当業務＝	復興に係る建設整備事業の総合調

整に関すること、都市計画の決定
及び変更等に関すること

③④　役職＝	主任技師（土木担当）
　組織の体制＝	復興局長→環境整備課長→庶

務管理班長→笠原、工務班長
→中澤

担当業務＝	完成後の施設（土木、建築、他）
の維持管理業務、復興事業その他
に関する庶務（笠原）

　　　　　	一般土木事業の計画、設計及び施
工に関すること。公共土木施設の
維持、災害復旧に関すること（中
澤）

2苦労したこと・工夫したこと

①　公共施設マネジメントに関しては、町長以下、
町の幹部職員に企画書を作って説明し、町の将
来にとって必要であることを説明した。多くの
職員は必要性を感じていたが、全職員の啓蒙が
思うように行かなかった。また、全庁横断的な
プロジェクトチームの運営にあたっては、公募
形式のプロポーザルにより受託コンサルタント
を選定し、情報共有には ICT（情報通信技術）
ツールを使った。

②　嵩上げ盛土量は、町全体で約 100万m³ が不

①小永井 耕一　②林　正生　
③笠原 光興　　④中澤 孝幸

岩手県大槌町　総合政策部（①総合政策課）、
復興局（②復興推進課、③④環境整備課）

大槌町中心市街地再生計画（平成 25 年 3 月）
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任期付職員 体験談

足しており、各関係自治体との調整を図ること
（山田町との土購入調印式等）により約140万m³
を確保することが可能となった。

③④　組織の分掌を超えた業務も課されるが被災
後の混乱と考え、全て復興に繋がるものと淡々
と処理することに努めている。

3印象的なエピソード

①　公共施設マネジメント推進の企画に対して、
多くの幹部職員が賛同してくれたこと。

②　大ヶ口大橋の設計は、隣接する多くの利害関
係者の調整が必要だったが、利害関係者に関わ
る課の協力によってスムーズな調整を図ること
が可能となった。

③④　最初に担当した公園の維持工事が形として
残っていること。

4今後の事業に活かせること・活かし
たいこと

①　我々任期付職員は、勤務場所が被災地である
ことが条件で採用され派遣された。
　　公務員であれ民間であれ、過去の経験と実績
を重視して採用されたと認識しているが、公務
員であった当職は、過去の知見や人脈も含めて
復興の役に立てればと考えている。

②　町の事業は、ゼロからのスタートで、住民合
意形成による進展が必要であり、それを円滑に
進めるためには、行政が説明責任を果たすこと
が重要と感じた。

③④　国、県等からの多額の交付金を受けても、
規模の小さな自治体では計画的に執行できる体
制が組めていないと感じた。人的な支援を中心
とした引き続きの援助が必要であろう。
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任期付職員　業務概要

１　派遣当初の状況

野田村は、北緯 40°に位置し、小豆砂の砂浜が続く十府ケ浦海岸から太平洋を望み、昨年「あまちゃん」
で一躍有名になった久慈市に隣接する人口 4,600 人の村である。

我々、東京都一般任期付職員 3 名が着任した当時（H24.9.18）は、村中心市街地が津波によりすべて
押し流され、目に見えるものは、残された建物基礎と山積みのガレキだけであった。

当時、村は「安心・安全で活力あるむらづくり」を基本理念に掲げた「野田村東日本大震災津波復興計画」
に基づき、被災者の一日も早い生活再建に向け、「防災集団移転促進事業」「土地区画整理事業」「下水道事業」
等の各種復興事業の説明会が行われていた。

２　派遣先部署の業務概要

三ヶ森、髙木の配属先である復興むらづくり推進課は、課長以下プロパー職員 4 名、東京都など自治体
派遣職員 8 名、UR 職員 2 名、臨時職員 1 名の総勢 15 名であった。街並み再生班が市街地を再生する「土
地区画整理事業」と災害危険区域に津波防災緑地を整備する「都市公園事業」を担当し、生活基盤再建班が
災害危険区域に居住していた被災者の安全な場所での生活再建を進めるための「防災集団移転促進事業」「漁
業集落防災機能強化事業」及び「災害公営住宅整備事業」を担当していた。

平成 25 年度からは、東京都に倣い岩手県が採用した一般任期付職員 5 名が配属され、総勢 20 名（年
度当初）で復興事業を進めている。

東の配属先の地域整備課は、課長以下プロパー職員 7 名、東京都など自治体派遣職員 2 名、臨時職員 2
名の総勢 11 名である。道路班、上水道班、下水道班がそれぞれ被災したインフラを復旧する「道路・橋梁・
上水道・下水道事業」を担当している。

現在、村役場全体ではプロパー職員約 60 名に対し派遣職員等約 25 名という構成となっており、まさ
に専門的知識と技術を必要とする復興事業を推進するため、派遣職員は村にとってなくてはならない存在に
なっていると自負している。

３　成果・実績

平成 26 年 1 月現在の各事業の進捗状況は、下安家橋梁災害復旧工事及び米田・南浜防災集団移転高台
団地が完成、城内地区津波復興土地区画整理事業は一部使用収益を開始したところである。

これらの事業の完成は、一つの区切りではあるが、全ての被災者が仮設暮らしを終えるまで、我々は気を
緩めることなく復興を進めていかなくてはならない。

平成 26 年度は、震災から 3 年の月日を経て、いよいよ村民が待ち望んでいた「自宅再建」が目に見え
る形で進んで行く。家が建ち街並みができ始めることにより、被災者の方々の不安感や先の見えない閉塞感
を、安心感や希望に変える大きな力となることを期待している。

①三ヶ森 善智・髙木 利夫
②東　健二

野田村　①復興むらづくり推進課　②地域整備課
岩手県



職
員
派
遣

任
期
付
職
員
派
遣

監
理
団
体
等
職
員
派
遣

現
地
事
務
所

任
期
付
職
員
座
談
会

124

野田村の主な復興事業

復興事業進行予定表
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下安家橋梁災害復旧事業（東主任担当）

下安家処理場災害復旧事業（東主任担当）
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任期付職員　業務概要

城内地区津波復興土地区画整理事業（三ヶ森係長担当）

防災集団移転促進事業（髙木主任担当）

城内地区高台団地

米田地区高台団地
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任期付職員

体験談
1担当した業務の概要

◦三ヶ森 善智
❖組織の体制
　　	復興むらづくり推進課 19 名	
（	課長 1名、街並み再生班 11 名、	
生活再建班 6名、臨時職員 1名）

❖派遣先部署での役職
　　	主任主査（街並み再生班所属）
❖担当業務の概要
　　		津波復興土地区画整理事業（A=12.9ha）

◦髙木 利夫
❖組織の体制：同上
❖派遣先部署での役職
　　主査（生活再建班所属）
❖担当業務の概要
　　防災集団移転促進事業（3地区）
◦東　健二
❖組織の体制
　　	地域整備課 11 名	
（	課長 1名、土木班 3名、水道班 2名、	
下水道班 3名、臨時職員 2名）

❖派遣先部署での役職
　　主査（下水道班所属）
❖担当業務の概要
　　下水道事業、道路・橋梁事業

2苦労したこと・工夫したこと

岩手県出身の 1名を除き、まず、最初に苦労し
たのは「言葉の壁」である。
都庁での初任者研修時に話題にはなっていたも
のの、実際に業務を担当してみると、住民や施工
業者とのやり取りが不可欠となるため、最初の
ハードルは意外と高く、未だに完全にはクリアし
きれていないのが現実だ。
岩手県の復興計画期間が 8年であるのに対し、
野田村は 5年とかなり短い。東京都一般任期付職
員の派遣期間と整合するものの、裏を返せばそれ
だけ早期に被災者との信頼関係を築かなければな

らないということだ。後日談だが、着任当初は何
度も聞き返すのが心苦しくて「はい、はい。」と解っ
た振りをして、実は、前後の文脈や表情、語気か
ら「恐らく、こういうことを言っているのだろう。」
と推定していた。
最北端の派遣先のエピソードとしては、正月
早々強烈な寒波に襲われ、夕方 4時の気温が氷点
下 8℃、明け方は氷点下 10℃以下という状況下で、
案の定、今シーズンも水道を凍結させたという話
がチラホラと聞こえてきた。温水器の中の水も凍
るのだ。この外、仮設住宅の玄関サッシの結露が
凍結し、玄関が開かなくなったという話も。何し
ろ、冷凍庫の中よりも部屋の中が寒いのだから、
当然と言えば当然だが、だからこそ、盆正月に帰
省した際は、奥様方には温かく労わって欲しいも
のだ。
一方、夏は「ヤマセ」が吹き込み、真夏なのに
最高気温 22℃という日もある。涼しいというよ
り肌寒いのだ。執務室は涼しくて非常に仕事が捗
るのだが、プールの水温が上がらず子供たちは水
泳ができないのが可哀そうだ。連ドラで人気の「あ
まちゃん」はこの気候の中で冷たい海に潜るのだ
から、本当に大したものだと、地元に住んでみて
初めて分かることに妙に感心したりしている。
このような笑い話のようなエピソードはともか
く、仮設暮らしが長くなるにつれ、被災者の意向
が徐々に変わっていくため、被災者の意向を反映
しつつ、過不足のない事業計画の策定及び見直し
が適宜求められる。我々は、一日も早い自宅再建
を目指し、如何にして早期復興を実現できるか、
その時々の状況に応じた柔軟且つ的確な対応が求
められる。

3印象的なエピソード

野田村は、街の 1/3 が被災しているにも拘わら
ず、皆さんが非常に温かいという第一印象を持っ
たことを覚えている。
仮設住宅に入居したその日に、同じ仮設住宅の
お母さんが野菜を持って来てくれたり、事業説明
会の新任職員紹介で拍手が起こったり、近所のお

岩手県　野田村
①復興むらづくり推進課　②地域整備課

①三ヶ森 善智・髙木 利夫
②東　健二
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任期付職員 体験談

店に買い物に行くと「遠くがら来てけでありがと
ござんす～。」と言ってくださったり、運動会や
村文化祭のファッションショー、やっと復活した
お祭りや「なもみ」（なまはげの北三陸版）に自
然に受け入れてくださったり、ある時など感謝の
お手紙をいただいたり、こういった一つひとつの
ことに我々は力をいただき、やりがいを感じなが
ら業務に当たっている。
また、野田村名物だと勝手に思っているものに、

「役場職員大忘年会」がある。村長も、教育長も
プロパー職員も、派遣職員も、臨時職員も関係な
く、原則全員参加の忘年会があるのだ。村長と新
人職員が、また村長と派遣職員が盃を酌み交わし
ながら、復興やまちづくり談義ができるというこ
とは、本当に素晴らしいことだと思っている。

4被災地への派遣で得られたこと

我々公務員は、震災が無かったとしても、一度
計画を策定すればそれで終わりではなく、常に事

業の最適化を意識しながら業務を進めなければな
らないが、平時においては、ややもすればそのこ
とは忘れ去られがちである。
しかし、震災復興事業という大きな事業を進め
るためには、常に被災者の意向を確認し、計画を
見直し、事業の最適化、効率化を図っていかなけ
ればならない。また、一日も早い復興を達成する
べく、一つの事業の計画策定から完了まで携わる
ことができるということは、平時の公共事業の中
ではなかなか経験できるものではない。必要に迫
られてではあるが、復興と資質向上の双方に繋が
る貴重な経験ができるということは、公務員とし
てこの上ない幸せだと感じている。このことを
我々は胸に刻んで、復興計画に遅れることなく、
日々の業務に取り組んでいきたい。

小正月行事のみずき団子の前で（左から東、三ヶ森、髙木）
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任期付職員　業務概要

１　派遣当初の状況

気仙沼市の沿岸部は 3.11 津波による広範な被害を受け、1M 前後の地盤沈下が生じ、災害危険区域を中
心として内水の排除ができない状況が今なお続いている。大型漁船が内陸まで打ち揚げられ、震災遺構とし
て残すべきか否かの議論も巻き起こった。

防潮堤建設に対する地元の反対も根強く、未だ合意に至っていない地区もある。防潮堤建設の遅延は復興
事業全体の遅れに繋がっていくことが懸念されている。

２　派遣先部署の業務概要

当市の被災沿岸部の約 85ha において震災復興土地区画整理事業が計画されている。
鹿折地区約 42ha と南気仙沼地区約 32ha は昨年 3 月に事業認可を受け、仮換地指定を行うとともに、

地盤嵩上げの土砂搬入が最盛期を迎えている。両地区とも都市再生機構（UR）への事業委託によって進め
られている。

一方、内湾地区の土地区画整理事業（約 11ha）は、防潮堤建設に対する地元の合意がほぼ得られたこと
から、地権者からなる街づくり協議会と市が協力し、計画策定を加速化しており、本年 3 月の事業認可を
目指している。

３　成果・実績

鹿折地区と南気仙沼地区の土地区画整理事業は、順調に推移している。
気仙沼内湾地区土地区画整理事業は、地元地権者を中心にした「内湾まちづくり協議会」と市が協力して

計画策定にあたっている。地元地権者の復興への期待は大きく、地区毎に設けられた地区会が積極的に開か
れ、熱心な話し合いが行われており、事業認可に向けてまちづくり計画が進みつつある。
「気仙沼の顔」を目指した復興が早期に実現するよう派遣職員も一丸となって事業にまい進している。

勝谷 隆三
建設部　都市計画課　土地区画整理室

気仙沼市

基礎撤去 地盤改良
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任期付職員

体験談
1担当した業務の概要

昨年 11 月に建設部計画・調整課から同じ部の
都市計画課土地区画整理室へ異動となった。短い
派遣期間の中で、自らの現役時代に経験した業務
を少しでも復興に役立てたいと考え、異動を希望
したのである。
前職の計画・調整課では主として被災跡地の整

備計画を担当した。災害危険区域の宅地は市が防
災集団移転事業にあわせて買い取ることとなる
が、散在する買取地を集約し公有地として活用す
ることを目指した。しかし、都市計画区域外にお
ける土地集約手法は限られており、未だ有効な手
法が見いだせないでいる。沿岸諸都市も同じ悩み
を抱えていることから、近い将来解決手法が与え
られると確信している。
土地区画整理室では気仙沼の顔として復興が急

がれている内湾地区の事業を担当している。土地
区画整理室は兼務の課長を含め総勢 15 名である
が、短期派遣及び任期付派遣が 10 名と市職員を
上回る人員構成である。

2苦労したこと・工夫したこと

前職の被災跡地の市有地の集約に当たっては、
国の縦割り行政が立ちはだかった。都市計画区域
では土地区画整理事業により散在する土地の集約
は可能だが、都市計画区域外では耕地整理事業以
外の手法はない。気仙沼市の被災地はその多くが
都市計画区域外であり、国交省に相談したが、実
現しなかった。今後は農水省に耕地整理事業の規
制緩和に向けて折衝する必要があると考えてい
る。
内湾地区土地区画整理事業では、地権者のまち

づくり協議会と市が協同で計画を策定している。
時として市の主体性が問われることとなり、市の
長期計画や都市計画マスタープランとの整合性を
いかに確保していくかが重要となる。
また、継続性が問われる土地区画整理事業にお
いて、頻繁に入れ替わる派遣職員同士、派遣職員
と市職員との円滑な事務引き継ぎが課題となって
いる。

3印象的なエピソード

気仙沼市には 200 名近くの派遣職員が働く。出
身地は九州の離島から北海道まで広範な地域であ
る。
地元気仙沼に加え全国の方言が飛び交い、何度
も聞き返すなど慣れるのにも時間がかかる。一方
で全国に友人を持つこととなり、地域交流の貴重
な場ともなっている。

4被災地への派遣で得られたこと

当たり前のことであるが、被災地の状況や悩み
はやはり現地に来ないと分からない。一刻も早く
被災者を仮設住宅から転出させることが我々に与
えられた最大の使命である。
また、かつて大震災を受けた兵庫県内各市から
の派遣職員やボランティアが多いと感じる。災害
大国の我が国において、お互い地域を越えて助け
合うことの重要さを再確認させられる。
一方において、災害時に働き手となる土木技術
者の全国的な減少傾向が気になる。派遣元の自治
体は苦しいやりくりで職員を送り出している。災
害に対応できる技術者の養成方策を考えるのは喫
緊の課題である。

勝谷 隆三
気仙沼市　建設部　都市計画課　
土地区画整理室
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任期付職員　業務概要

１　派遣当初の状況

気仙沼市は、宮城県の最北部に位置し、全国有数の水揚げ量を誇る気仙沼漁港を抱える漁業を中心とした
人口約 7 万人の都市である。東日本大震災による大津波とその後の大規模な火災により、死者・行方不明
者 1,277 名、被災世帯が約 9,500 世帯という甚大な被害を受けた。震災から 2 年 9 か月が経過した平
成 25 年末時点でも、約 3,970 世帯（約 10,030 人）が仮設住宅に暮らしている。

気仙沼市では、被災者の住まいの再建を進めるために、約 2,200 戸の災害公営住宅を整備する予定であ
る。これは被災東北 3 県の市町村において 3 番目に多い規模である。

短期間にこれだけの戸数の整備を図るために、手戻りの少ない事業の推進や整備手法等の工夫などを行い、
被災された方に少しでも早く安定した住まいを供給することが求められている。

２　派遣先部署の業務概要

◦災害公営住宅整備課の概要
災害公営住宅整備課は、災害公営住宅の整備、及び整備後の入居に向けた受付や準備等を担う課である。

総勢 11 名の職員がおり、東京都任期付派遣職員 3 名のほか、気仙沼市採用職員が 5 名、他自治体派遣職
員が 3 名という構成である。出身、経歴、年齢等は多様であるが、災害公営住宅の早期の完成のために、
職員が一丸となって業務に取り組んでいる。

◦気仙沼市の災害公営住宅の整備概況
気仙沼市の災害公営住宅は、人口が集中する市街地部に共同住宅形式（マンションタイプ）の災害公営住

宅約 1,400 戸を、海岸線に沿って集落等が点在する郊外部に木造戸建・長屋形式の住宅を約 800 戸整備
する予定である。

◦復興まちづくりと連動した市街地部での整備
気仙沼市の市街地部では、15 地区で整備を進めている。
そのうち内湾地区は、古くから「屋号通り」や「昭和モダン」と呼ばれる港町繁華街の雰囲気を伝える街

並みが形成され、気仙沼の顔としてにぎわってきた地区であったが、東日本大震災による津波により、多く
の店舗や住宅が流出した。店舗や住宅が個別に再建を図ることが難しいため、商店街や地域住民等と連携し

家亀　潤、川田 和彦、海老原 雄紀

建設部　災害公営住宅整備課
気仙沼市

表　気仙沼市での整備戸数と整備手法

地区数 整備戸数 建物タイプ 整備手法

市街地部 13 地区 約 1,400 戸 共同住宅（マンションタイプ）

UR 都市機構の整備・買取型

民間公募事業者の整備・買取型

共同建替えビルの床買取型

郊 外 部 15 地区 約 800 戸 戸建・長屋住宅（木造）
造成工事は市直轄、 
建物は地元建設業ネットワークの買取型
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ながら商店街と災害公営住宅を併設した共同建替えによる災
害公営住宅の整備を進めることにより、内湾地区のにぎわい
の再生や居住人口の回復に取組んでいる。

その他の地区でも、土地区画整理事業による市街地の再整
備や施設跡地の有効活用など、復興まちづくりと連動した災
害公営住宅の整備を進めている。

◦従前のコミュニティ形成に配慮した郊外部での整備
気仙沼市の海岸線総延長は約 127km に及び、大小 38

の漁港及び後背の漁村集落が形成されている。
郊外部の各地区では、被災以前から、集落が一体となった

地域社会やコミュニティ等が形成されており、被災後の高台
移転等の検討に際しても、従前の生活環境やコミュニティ等
をいかに継承するかが課題となっていた。そのため、郊外部
の災害公営住宅は、防災集団移転事業による高台移転となる
べく一体的に整備することにより、被災した方々が移転先で
も一緒に生活ができるように配慮している。

また、整備する建物形態も、ほとんどの方が被災前に一戸
建て住宅に住んでいたことに考慮して、災害公営住宅も木造
タイプの戸建てまたは連棟型の長屋形式のみとし、いずれか
の住宅が選択できるようにしている。

◦整備後を考慮した市営住宅の管理計画の策定
整備後の災害公営住宅は、市営住宅として管理される。気

仙沼市は、他の被災地と同様に、被災以前から人口減少や高
齢化が進んでいる地域であり、災害公営住宅においても、遠
くない時期に空室が発生する見込みである。一方で、既存の
市営住宅は高度経済成長期に造られたものが多く老朽化が進
んでいることから、既存の市営住宅と災害公営住宅について、
統廃合等の再編を含め、中長期的に適切に管理するための管
理計画の策定を、関係課と連携しながら進めている。

さらに、木造タイプの住宅の建築は、地元の建築設計事務
所や工務店、木材・建材流通事業者等で組織する「気仙沼地
域住宅生産者ネットワーク」に一括発注することを予定して
いる。この取組により、地元産材の有効活用、地域の産業の
活性化、建築費の抑制などを目指している。

３　成果・実績

気仙沼市の災害公営住宅の入居は、平成 26 年 10 月を皮切りにスタートし、平成 28 年 3 月まで順次行っ
ていくことを予定している。現在は、各地区で工事着手に至っており、市街地部では今年度（平成 25 年度）
内に 4 地区で災害公営住宅の建築工事に着手し、郊外部では全ての地区で造成工事に着手している。

ただし、東北全体で復興事業が行われていること等により、資材や職人が不足しているなど、整備を取り
巻く環境は厳しくなってきている。少しでも早く被災された方に、安心して住んでいただける住宅を供給す
るために、整備のスピードを速める工夫を行っていきたいと考えている。

内湾地区の様子（震災後）

集合住宅（鹿折地区）イメージパース

戸建イメージパース



職
員
派
遣

任
期
付
職
員
派
遣

監
理
団
体
等
職
員
派
遣

現
地
事
務
所

任
期
付
職
員
座
談
会

133

任期付職員

体験談
1担当した業務の概要

東京都任期付派遣職員は、主に郊外部の災害公
営住宅の整備業務に 2名が、入居受付業務に 1名
が係員として従事している。

整備業務 
（2 名）

◦ 災害公営住宅の造成計画及び工事管
理【郊外部 15 地区】

◦ 共同建替えビル買取型災害公営住宅
の検討【内湾地区】

◦ 災害公営住宅のインフラ設備の導入
検討、調整

◦ 整備後の管理計画の検討　　等

入居受付業務 
（1 名）

◦災害公営住宅の申込み事務

◦市民等からの問合せ対応　　等

◦整備業務の概要
郊外部の災害公営住宅は、高台の丘陵地を造成
し、その上に木造の戸建・長屋の整備を行う取組
みである。東京都任期付派遣職員は、主に造成全
般に関わる業務に取組んでいる。
その内容は、復興交付金による予算取得から始
まり、調査・測量・設計業務の発注と業務管理、
地元協議会との協議、用地取得・補償対応、関係
法令に基づく許認可手続きなど多岐に渡る。そし
て、工事着手に目途が立つと、造成工事の積算及
び工事発注を行い、着工後も、円滑に工事を進め
るための各種調整や進行管理を行う。

また、市街地部では、内湾地区の共同建替えに
ついて、検討を担うコンサルタントや地域の地権
者と一体となって、事業計画や資金計画の検討な
どを行い、事業化に向けた合意形成を図ること等
を担当している。

◦入居受付業務の概要
気仙沼市では、災害公営住宅への入居を希望す
る方々の将来に対する不安を少しでも取り除くた
めに、災害公営住宅に関する情報提供や説明会を
行っている。東京都任期付派遣職員が着任後に携
わっていることとしては、災害公営住宅の展示会
（パネルや模型の展示）、災害公営住宅に関する地
区ごとの説明会、入居希望者に対する個別相談会
の実施などがある。また、災害公営住宅の整備完
了までには相当の期間があることから、「仮申込
み」という形で入居の仮受付を実施しており、受
付や選定のための作業等に携わっている。
入居受付業務は、被災された方々と直に接する
ものであるため、被災者の気持ちに寄り添った対
応を行うことが大切である。時には、被災された
方の期待や要望に対して、制度面の制約条件など
により、応えられないこともあるが、被災された
方の想いを丁寧に聞き、なぜそれができないかに
ついてわかりすく説明をするなど、少しでも理解
や納得をしていただくよう心掛けている。

2苦労したこと・工夫したこと

◦職員の不足
気仙沼市では復興事業に従事する職員が常時不
足しており、災害公営住宅整備課においても例外
ではない。そのため、本来の担当以外の業務を行
うことも少なくないが、職員同士が協力し合いな
がら進めている。

◦関係各課との調整・連携
災害公営住宅整備課は、関係課等との調整がと
もかく多いことが特徴である。例を挙げると、他
の復興事業との調整（防災集団移転推進課、都市
計画課、水産基盤整備課）、用地の契約（用地課）、

家亀　潤、川田 和彦、海老原 雄紀

気仙沼市　建設部　
災害公営住宅整備課

職員の集合写真（左から 1、2、5 番目）
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道路等のインフラを整備管理（土木課、ガス水道
部）、完成後の建物の管理（建築住宅課）、入居者
のコミュニティ形成・福祉対応（地域づくり推進
課、社会福祉協議会等）などがある。多種多様に
わたるため、調整のための打合せや会議を行うだ
けでも、多大な労力や時間を要している。
関係課との調整にあたっては、時には課同士の

利害や業務分担が対立して調整が困難なこともあ
るが、気仙沼のいち早い復興に向けて、協力しな
がら進めている。

3印象的なエピソード

事業予定地の用地取得では、震災で亡くなった
方の相続が行われていない土地が含まれ、抵当権
や質権等が設置されている土地がある。法律・条
例を学び、関係課と調整を図りながら十数回地権
者宅へ訪問しようやく用地契約締結を行えた。地
権者より「先祖代々の土地を自分の代で終わらす
のは心苦しい。だが、市民のため、まちづくりの
一環となるなら協力します」と地権者が涙目で話
されたときは、今までの苦労も報われ、また、復
興を一日も早く進めていこうと心に誓った。
また、郊外部で計画・設計を行ってきた地区で

造成工事が始まっている。これまで図面上であれ
これと検討してきた地区が、森林伐採や造成をす
ることで、少しずつ検討してきた姿に近づいてく
ることに、喜びを感じている。今後は建築工事に
着手し、建物が建つ姿を少しでも早く見たいと
思っている。

4被災地への派遣で得られたこと

◦復興事業の経験
東京都任期付派遣職員は、専門技術者として気
仙沼市に派遣されているが、復興事業を通じて、
我々も多くの業務経験を得ている。整備後の維持
管理を担う気仙沼市職員にこの経験を伝えるとと
もに、他の地域で大規模災害が起きた時にこの経
験を役に立てる必要があると考えている。

◦職員同士や復興に携わる方々との交流
気仙沼市には、全国から応援に来た行政職員、
大学等の学識者、NPOスタッフ等が集まり、お
互いに学び合ったりサポートし合ったりすること
で復興事業を進めている。気仙沼の震災復興に共
に取組んだ仲間たちと、今後も交流を続けていき
たい。

気仙沼市に派遣された職員同士の交流会の様子
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１　派遣当初の状況

①猪狩 和德
私は、東京都任期付職員として、岩手県大槌町に平成 24 年 9 月〜平成 25 年 8 月末まで派遣となった。

その後平成 25 年 9 月から宮城県南三陸町に派遣となり、現在に至っている。
どちらの町も、多くの役場職員が津波の犠牲になり、復興事業とともに通常管理業務においても、職員不

足による業務の停滞が生じているなか、全国からの応援職員とプロパー職員が協力して復興に向けて頑張っ
ている状況であった。

②須釜　弘
私は歌津地区の防災集団移転促進事業を担当する当係に配属された。
平成 24 年 9 月に派遣された当初、各地区全団地とも工事未着手であったが、11 地区については東日本

大震災復興特別区域法第 53 条第 4 項に基づく国土交通大臣の同意を得ていた。
係の仕事は、旧歌津町内 9 地区 11 団地別に地権者や移転希望者への説明会、土地利用計画の策定、用

地取得に向けた地権者交渉、関係機関協議等、造成工事着手に向けた準備を進めていた。

２　派遣先部署の業務概要

次ページ「造成工事等状況図」を参照

３　成果・実績

①猪狩 和德
体験談　「3　印象的なエピソード」を参照（P137）

②須釜　弘
歌津地区　寄木・韮の浜団地造成工事（平成 26 年 1 月 24 日撮影）
工期：平成 25 年 3 月 9 日から平成 26 年 9 月 30 日まで

①猪狩 和德　②須釜　弘
南三陸町　復興事業推進課　①移転促進第1係　②移転促進第2係

宮城県
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任期付職員

体験談
宮城県　南三陸町　復興事業推進課　
移転促進第1係

猪狩 和德
1担当した業務の概要

南三陸町においての私の担当は、高台住宅団地
の造成事業である「防災集団移転促進事業（通称
防集）」を所管している「復興事業推進課移転促
進第 1係」に、「技術主幹」という役職で所属し
ております。担当工事は現在 1工事ですが、3団
地を一括発注したことから、工事説明会の団地毎
の開催を終え、工事着手に向け受注者及び関係機
関との調整とともに、設計内容の精査を進めてい
る状況です。

2苦労したこと・工夫したこと

前任地である岩手県大槌町においては、復興事
業の内容が前任の方々の頑張りで、設計・施工内
容・手法がほぼ決定されていました。赴任早々、
学校敷地造成計画、周辺道路の道路平面計画・縦
断計画・地盤沈下した宅地盤の嵩上げなど、その
内容を確認したところ不備な点も見受けられまし
た。私の説明不足及びコミュニケーション不足に
より時間を要しましたが、委託契約にできるまで
まとめることができました。
現任地である宮城県南三陸町では復興事業の直
接担当部署への配属であり、用地立会や説明会等
を通じ、住民の方及び同僚とのコミュニケーショ
ンを図ることを心がけております。今後は、工事
監督業務が主なことから、過去の造成工事・水道・

区画整理等、前職で培った経験を生かし、更なる
関係者とのコミュニケーションを図りスムーズな
施工を心がけているところです。

3印象的なエピソード

昨年 9月に宮城県南三陸町に着任して以来、設
計協議、用地交渉や境界立会等に携わっているな
か、造成工事が竣工した防集団地第 1号である「藤
浜団地」の竣工式に、昨年 12 月 21 日に参加する
ことが出来ました。居住される参加者住民の皆様
の、安堵した顔が印象的でした。また、現場見学
会で、「私のところも早く…」、「これで、枕を高
くして…」等々、見学者の切実な声を聴きました。
改めて当事者意識を持った工事遂行の必要性と重
圧を感じ、一日も早い宅地の引き渡しを目指した
いと考えております。

4被災地への派遣で得られたこと

私自身が、被災地である福島県いわき市出身で
あり、東日本大震災発生直後には、いわき市小名
浜地区で震災復旧に携わっておりました。本来な
ら、在職していたいわき市の復興事業に携わる立
場だと思いましたが、長期間を要する復興事業に
いわき市役所の組織人として年齢的に携われる状
況でないのではないか、違う貢献の方法があるの
ではないかと考え、東京都任期付派遣職員として

竣工式 1 竣工式 2
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任期付職員 体験談

転職の機会を頂きました。
東京都任期付派遣職員として、2年目を迎え、

初めての単身赴任や、慣れない人間関係で戸惑い
がありましたが、任地の方々や、東京都、東京都
派遣の同僚、他自治体の派遣職員、民間からの派
遣職員、その他応援して下さる皆様等、多くの方
と知り合え、通常ではあり得ない貴重な体験・出
会いをさせていただいております。特に、東京都
派遣職員の同僚の方々の知見・見識には感服し、
自分が「井のなかのかわず」であることを思い知
らされました。
岩手県・宮城県と被災地復興事業を経験し、今

後は、派遣で得られた経験を、何らかの形で故郷
福島の復興に生かせれば…と思いを新たにしてお
ります。

藤浜団地造成地

藤浜団地平面図
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任期付職員

体験談
宮城県　南三陸町　復興事業推進課　
移転促進第2係

須釜　弘
1担当した業務の概要

役職：技術主査
組織の体制及び業務の概要
復興事業推進課（課長）→移転促進第２係（係
長）歌津地区防災集団移転促進事業に関する業
務全般 → 須釜弘・防災集団移転の計画策定、
設計及び工事監理に関する業務
主担当：館浜、泊浜、石浜・名足
副担当：寄木・韮の浜
・国交省、宮城県等との連絡調整
・現場発生土の処理計画に関する業務
・事業用地取得に係る地権者交渉等

2苦労したこと・工夫したこと

係の業務分担は、係長の指示のもとに、町技術
職員 1名、他自治体派遣技術職員 3名で団地の主・
副担当を分担して行っています。
担当団地に関しては、用地交渉、関係機関協議、
設計・計画、工事監理等の一通りを行い、各団地
同時並行で進めることになるため、各々で日々変
化する状況を把握し、スケジュール管理する必要
があります。
歌津地区の高台に計画した造成計画地は、上層
の礫質土の下にある硬い岩を破砕する必要があ
り、発生土の処分地確保のため土の需要の見込ま
れる県事業との調整を行い、受入地を確保しまし
た。

3印象的なエピソード

用地交渉や説明会で行政の立場として住民の
方々に事業説明することは初めての経験でした
が、被災地復興の仕事に就き、やりがいを実感す
るのは町民の方々と接しているときです。多くの
方が被災され仮設住宅などで不自由な暮らしをさ
れていますが、交渉に伺った際、「遠くから来て
大変だね」との温かい言葉に助けられることも多
いです。
また、復興事業を進める立場として、日々責任
を感じていますが、徐々に団地造成が進み、事業
の進捗が目に見えてきたことにやりがいを感じま
す。

4被災地への派遣で得られたこと

南三陸町役場職員や自治体派遣職員と一体に
なって復興事業を進める中で、物事の色々な考え
方や進め方を学びました。
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任期付職員　業務概要

１　派遣当初の状況

私は復興事業推進課で災害公営住宅整備事業を担当する係に配属された。
平成 24 年 9 月に派遣された当初は入谷地区、名足地区の事業地が決定されて、着工に向けての作業が

行われていた。両地区とも造成工事及び共同住宅建設は UR 都市機構に、戸建住宅建設は地元で作る南三
陸町木造災害公営住宅建設推進協議会に委託し買取事業として行っている。

係の仕事は入谷地区・名足地区では着工式準備、造成工事開始に向けた発生残土処分地の確保や復興交付
金第 5 次申請準備等を行っていた。

志津川 3 地区・伊里前地区・戸倉地区・枡沢地区では基本計画策定、整備手法の決定、造成工事に向け
た発注準備を行っていた。

２　派遣先部署の業務概要

佐藤 季治
南三陸町　復興事業推進課　公営住宅整備係

宮城県

災害公営住宅整備地区一覧
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３　成果・実績

入谷地区・名足地区共、基盤整備工事及び集合住宅建築工事を UR 都市機構に、木造戸建住宅は地元で
組織された南三陸町木造災害公営住宅建設推進協議会に買取事業として委託契約済

◎入谷地区
基盤整備工事平成 25 年 9 月終了
平成 25 年 8 月より集合住宅建築工事開始（42 戸）
平成 26 年 2 月より木造戸建住宅工事開始予定（9 戸）
　平成 26 年 8 月入居開始予定

◎名足地区　
基盤整備工事平成 25 年 9 月終了
平成 25 年 10 月より集合住宅建築工事開始（28 戸）
平成 26 年 2 月より木造戸建住宅工事開始予定（5 戸）
　平成 26 年 8 月入居開始予定

◎枡沢地区
町直接発注工事として業者決定済
平成 26 年 2 月造成及び集合住宅建築工事着工予定（20 戸）
　平成 26 年度末入居予定

◎伊里前地区
集合住宅は宮城県に委託契約済。現在計画図作成中
集合住宅（50 戸）、木造戸建住宅（10 戸）
　平成 27 年度中入居予定

◎戸倉地区
集合住宅は宮城県に委託契約済。現在計画図作成中
集合住宅（70 戸）、木造戸建住宅（10 戸）
　平成 27 年度中入居予定

◎志津川 3 地区は現在計画中
志津川東地区（集合住宅 255 戸、木造戸建住宅 26 戸）
　平成 28 年度〜平成 29 年度中入居予定
志津川中央地区（集合住宅 115 戸、木造戸建住宅 40 戸）
　平成 29 年度中入居予定
志津川西地区（集合住宅 90 戸、木造戸建住宅調整中）
　平成 28 年度中入居予定

入谷地区（平成 26 年 1 月 10 日）
集合住宅建築工事中

名足地区（平成 26 年 1 月 10 日）
集合住宅建築工事中
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任期付職員

体験談
1担当した業務の概要

所属：	復興事業推進課公営住宅整備係	
（災害公営住宅整備全般に関する事を所管）

役職：技術主査
主な事務分掌

・	災害公営住宅の計画策定、設計及び工事
監理に関すること。

　主担当：	入谷地区、名足地区
　副担当：伊里前地区
・ 	UR及び木造協議会との連絡調整に関す
ること。（担当地区に限る）

・現場発生土の処理計画に関すること。
・復興推進計画に関すること。

2苦労したこと・工夫したこと

係長の指示のもとに、庶務関係職員 3名、技術
関係職員 3名でそれぞれ事務分担して業務を行っ
ている。
○　上記の事務分掌にはないが、昨年 8月～9月
に仮申込み受付業務を係全員で行った。個別相
談会等で、実際に被災された方に対して、災害
公営住宅への入居資格がかなり難しい場合にそ
れを伝えなければならない時や、世帯分離の手
続きが必要である事を説明する時にはかなり言
葉使いに気を使った。

○　現場発生土の処分をする為の民地を探す際、
完全に地権者の理解が得られるまで説明して民
地を確保し、事業に支障が出ないようにした。

3印象的なエピソード

○　昨年 2月入谷地区で災害公営住宅全体の着工
式を行ったが、地元婦人会による「はっと汁」
の提供があり、準備等の中でおばあちゃん達と
楽しい交流の場が持てた。
○　仮申込み受付業務の中で大勢の方に電話をし
たが、被災者の多様な事情を知る毎に、きめ細
やかな対応が必要である事を痛感した。

4被災地への派遣で得られたこと

○　役場職員として勤務する事により、公務員の
果たす役割を徐々に理解できたと思う。
○　日々の業務の中で被災地の実態をよく知るこ
とが出来た。

佐藤 季治
宮城県　南三陸町　復興事業推進課　
公営住宅整備係
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任期付職員　業務概要

１　派遣当初の状況

平成 24 年度は復興事業推進課として防災集団移転（以下、「防集」という。）、津波拠点、災害公営住宅、
土地区画整理などの事業を 1 課体制（35 名）で推進していました。平成 25 年度より復興市街地整備課（志
津川都市計画区域内事業）、復興事業推進課（防集、災害公営住宅その他）、復興用地課（用地買収全般）復
興 3 課合計 65 名体制で復興事業を推進しています。

現在の担当業務は土地区画整理事業（計画・換地）、都市計画の変更（道路・公園・用途地域・下水道等）
その他関連業務です。

２　派遣先部署の業務概要

・復興市街地整備課 ・・・　志津川都市計画区域内事業
・復興事業推進課 ・・・・・　防集、災害公営住宅その他
・復興用地課 ・・・・・・・・・　用地買収全般

３　成果・実績

・志津川地区被災市街地復興土地区画整理事業の認可業務 ・・・・・　平成 25 年 10 月
・復興特区法第 15 条による南三陸町復興推進計画の策定
　及び産業復興推進地域の内閣総理大臣認定 ・・・・・・・・・・・・・・・・・　平成 25 年 10 月
・都市計画道路 3・4・3 十日町大森線の都市計画決定 ・・・・・・・　平成 26 年 2 月
・都市計画用途地域の変更 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　平成 26 年 4 月予定
・都市計画公共下水道の変更 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　平成 26 年 4 月予定
・県営ほ場整備事業　廻館工区の事業化条件の整備 ・・・・・・・・・・・　平成 26 年 1 月
・用途地域の変更等まちづくりマスタープラン策定業務企画 ・・・　平成 26 年 2 月

對馬 和彦
南三陸町　復興市街地整備課

宮城県
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任期付職員

体験談
1担当した業務の概要

役職：技術主査
組織の体制
平成 24 年度は復興事業推進課として防集、津
波拠点、災害公営住宅、区画整理などの事業を
1 課体制（35 名）で推進していました。平成
25 年度より復興市街地整備課（志津川都市計
画区域内事業）、復興事業推進課（防集、災害
公営住宅その他）、復興用地課（用地買収全般）
復興 3課合計 65 名体制で復興事業を推進して
います。

担当業務の内容
	私の担当業務は土地区画整理事業（計画・換地）、
都市計画の変更（道路・公園・用途地域・下水
道等）その他関連業務です。

2苦労したこと・工夫したこと

関係者の調整から設計や工事監理などの業務全
般をURに委託しており、町が直接関係者と調整
のうえコンサルタントに指示して動かすような機
動力が発揮できず、苦労している。
どこの市町村も同じような委託をして事業が進

んでいるのか、それとも当町担当者の仕事の進め
方なのかわからないが、事業が少しずつ遅延して
いくことが心苦しい。
工夫すべきことは、URに委託していることは

URに任せ、行政としてしっかりと進行管理をし
ていくことで、都市計画業務においては、行政が
前面に立って事業を推進している。

3印象的なエピソード

ワークショップを何度かやったが、被災者の皆
さんが真剣に将来を議論し、計画を提案すること
のお手伝いができたことはうれしい。地元の皆さ
んがこうしたいということを具体的に形にしてあ
げることは大切であるし、行政プランナーの仕事
である。

4被災地への派遣で得られたこと

私は土木職となっているが、建築計画系の都市
計画プランナーである。いくばくかの土木の知識
はあったが、造成、河川、道路、漁港等これまで
に経験のない業務に関与でき知識の幅が広がっ
た。

對馬 和彦
宮城県　南三陸町　
復興市街地整備課
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任期付職員　業務概要

１　派遣当初の状況

鏡石町は、福島県の中通りの中央南部に位置し、人口約 1.3 万人、面積 31.2km² の町で国道 4 号が南
北に縦断し、東北自動車道へは鏡石スマート IC が利用でき、福島空港へは車で 15 分程度、新幹線が停車
する郡山駅まで在来線で 20 分程度と交通利便性が非常に良い所である。また、日本最初の西洋式牧場とし
て知られる「岩瀬牧場」をモデルとした唱歌「牧場の朝」発祥の地としても有名な町である。

平成 24 年 9 月に東京都任期付職員（派遣職員）として鏡石町に赴任したのは残暑厳しい頃で、東日本
大震災発生後 1 年半ほど経過した復興 2 年目であった。

町の状況は所どころ被災箇所が見られるものの、応急復旧により日常生活に支障の無い程度まで復旧して
いると感じられた。

町長からの辞令交付後、配属された都市建設課は、大震災の現地調査、災害申請（これが一番厳しい）も
終わり、本格的な復旧に向けて工事発注設計、工事契約、工事実施が徐々に始まった段階であった。

都市建設課では事業グループに所属し、担当業務は道路・河川の復旧と農林業土木施設の復旧であった。

原田　誠、金子 範彦
鏡石町　都市建設課　事業グループ

福島県

鏡石町　位置図
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鏡石町の被災状況

道路・河川関係 大規模地滑り箇所 1 箇所他陥没・破損・沈下等　　79 箇所（通行止め 2 箇所）

農林業土木施設
田畑の地割れ、法面崩壊、農業施設（ため池、水路、用水機、農道）堤防法面損壊、
地盤沈下、側溝崩落、器具・送水管破損　　509 箇所

公園等施設 地割れ、沈下等、あずま屋・プール天井崩落

上・下水道関係
上水道は配水管破損 160 箇所他浄水場の部分損傷。下水道はマンホールの浮上、 
下水道管破損他各地区に於いて滞留が発生

行政施設 役場、集会場、消防施設の天井崩落、外壁破損、給排水設備損壊、ポンプ車破損

教育関係施設
校舎全体損壊による授業継続困難 1 校他 2 校も含め天井落下、壁亀裂、給食設備破損、
外構破損等

その他町有施設 図書館、公民館、保育所等の天井落下、外壁亀裂、外構他駐車場の亀裂

以上、被害金額 47.2 億円の他、用水の通水不能による耕作休止や、人的被害は少なかったものの、被災
世帯が 2,650 世帯（全体の 64.2%）にも及ぶ甚大な被害に見舞われた。

２　派遣先部署の業務概要

都市建設課は、課長以下 13 名が在籍し、2 つのグループで下記の業務を担当している。

　　　　　　　　　　　　　　　 ・都市計画に関する事項
　　　　　　　　

都市グループ
　 ・土地区画整理に関する事項

　　　　　　　　　　　　　　　 ・公園緑地に関する事項
　　　　　　　　　　　　　　　 ・開発行為に関する事項
都市建設課
　　　　　　　　　　　　　　　 ・道路及び河川に関する事項
　　　　　　　　

事業グループ
　 ・農林業土木に関する事項

　　　　　　　　　　　　　　　 ・公共施設の維持管理に関する事項
　　　　　　　　　　　　　　　 ・災害復旧に関する事項

金子（左）、原田（右）
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３　成果・実績

都市建設課が担当する道路・河川の復旧は国の災害査定 82 箇所のうち 76 箇所が完了し、平成 25 年
度中に 81 箇所（99%）が完了する予定である。

また、農林業土木施設の復旧は国の災害査定 104 箇所（内訳は地震災害 74 箇所、平成 23 年 9 月発
生の台風 15 号災害 30 箇所）のうち 74 箇所が完了し、平成 25 年度中に 101 箇所（97%）が完了す
る予定である。ただし、農林業土木施設の復旧については農繁期には工事ができず、道路・河川の復旧のよ
うに通年施工ができないという事情がある。

さらに、公園等の施設は今年度中に遊具や施設の交換、改修を終えることを目指しており、春からは小学
校の新築と合わせて町の子供達が以前のように伸び伸びと元気に遊び回る姿が見られそうである。

道路災　岡ノ内地区

農地災　旭町地区（ため池）
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任期付職員

体験談
福島県　鏡石町　都市建設課　
事業グループ

原田　誠
1担当した業務の概要

平成 24 年 9 月に 2 週間の研修終了後、福島県
の鏡石町に都の任期付職員として派遣され 1年と
5ヶ月が経過しました。
鏡石町長から辞令を受けて配属されたのは都市

建設課事業グループでした。
都市建設課は課長以下副課長 2名を含め 16 名

の職員が都市と事業の 2グループで、開発行為に
伴う都市計画の確認や建築確認の申請事務、道路、
河川に係わる許認可の窓口業務の他、道路、河川、
公園、町営住宅の維持管理、苦情・要望に対する
応急対応と町民の多様な要望への対応、道路、河
川の新設、改修と土地区画整理事業も担当する町
のインフラ整備の中心的な部署です。
東日本大震災の直後は、道路や河川、農林業土

木施設（農道、排水施設）応急復旧と災害復旧に
係わる現地調査から災害査定申請までを不眠、不
休で担った事や初めての災害査定経験など大変苦
労された事を経験談として伺い、改めて大震災の
発生直後を思い出しました。
事業グループに於ける私の担当業務は、復旧事

業に本格的に着手した道路の災害復旧工事監理と
宅地を含む法面の地滑り対策工事の監理でありま
す。

2苦労したこと・工夫したこと

鏡石町は、赴任前の私にはほとんど情報が無く、
福島県内の震災被害は津波と原発被害に見舞われ
た浜通りが大きく報道され、当町が甚大な災害に
あった状況は想像すら出来ませんでした。
都市建設課に配属となり、復旧工事を直接担当

すると町の被災箇所があまりにも多く、場所に
よっては道路と合わせて住居地区も大きく被災し
ている箇所を見て、改めて大地震による震災の怖
さを確認させられた思いです。

そんな中工事監督の業務を担当したところです
が、町の地理、地名がほとんど解らないまま、不
安を感じながら工事現場に赴くのに、町の路線図
と住宅案内図をもとに迷いながらたどり着いたこ
とが、今では懐かしく思われます。
また、雪道の運転をほとんどしたことが無いた
め、運転時には肩に力が入り緊張する季節が今年
もやってきました。
特に工夫したことはありませんが、工事現場へ
向かう時は行きと帰りのルートを変える様にした
り、休日に徒歩で町内を廻り、地区名や著名地を
覚えました。

3印象的なエピソード

工事現場等で多くの町民の方に声をかけられ、
「東京都から派遣され町の災害復旧の応援に来て
いる者です。」と名のると、大変感謝されること
が度々あり有り難くうれしく思いました。
今まで、地元（松戸市）に於いて行政と係わる
ことはほとんど無かったのですが、町職員として、
また、町民として多くのイベントやボランティア
活動に参加させて頂き地域住民と身近に接する機
会が多く、行政に期待すること、その役割が非常
に大きい事を改めて考えさせられる思いです。
また、沿岸地域の被災状況を目の当たりにし、
福島第一原発から 20km圏内への通行止め（バリ
ケード）、居住制限区域周辺の空き家屋の雑草や
除染作業による汚染土壌の保管状況、復旧が手つ
かずの地域を見て改めて想像を超える現実を感じ
たところです。
一方、支援を継続するためには体力と健康が重
要であると考え、早朝のジョギングをし、今では
楽しみながら、月に 100km 以上を目標として続
けています。
休日には、ロードレースやウオーキング大会へ
の参加や各地の祭り、温泉地を巡って県内の全自
治体を訪ねる事を楽しみにしています。
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任期付職員 体験談

農地と道路の復旧（平成 25 年 5 月　撮影）
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月・水・金曜日の午前10時から午後４時まで町保健センターで開いていますつどいの広場は

今月の
健康メニュー

ま ち の 話 題

フォトアルバムま ち の 話 フ題

▲クッキーの作り方に興味津々

＝鏡石保育所料理教室＝

いしいクッキーできるかなお

　９月12日（水）、町勤労青少年ホームで鏡石保育所料理教室が行われ、
保育所年長の32名の児童がパンダクッキーを作成しました。
　この料理教室は、子ども達に「楽しく料理、おいしく試食」をテーマに
料理をすることで食に親しみ、食に関心を持たせ、食べ物への感謝の気
持ちを育んでもらえるよう開催されたものです。
　子ども達は講師のヘルスメイト（食生活改善推進員）の皆さんからやさ
しく教えてもらいながら料理していました。
　また、子ども達はクッキーを作り終えた後、手巻き寿司の具をバイキ
ング形式で取って、自分で巻いて楽しみながら食べていました。

▲永島さんと楽しくサッカー

　９月４日（火）、鏡石二小の４年生から６年生の約100人を対象に、同
校校庭で「ＪＦＡキリンスマイルフィールド」のサッカー教室が開催され
ました。講師として、サッカー元日本代表の永島昭浩さんらが訪れ、子
ども達とサッカーを楽しんでいました。
　このプロジェクトは、被災地の子ども達にサッカーを通じてスポーツ
の楽しさ、心の豊かさを伝えると同時に、笑顔を届ける巡回型のサッカ
ー教室です。
　教室の終了後は、学校へサッカーボールがプレゼントされました。

＝ＪＦＡキリンスマイルフィールド＝

ッカー元日本代表永島さんがやってきたサ

　９月20日（木）午後１時30分から町勤労青少年ホームで戦没
者追悼式並びに慰霊祭が行われました。
　式には、町関係者や遺族会員など約70名が参加、参加者全
員で、国歌斉唱と１分間の黙とうを行ったあと、遠藤町長から
「あの悲しい歴史を二度と繰り返すことのないよう、わが国の
恒久平和への誓いを新たにいたします」と式辞が述べられまし
た。続いて渡辺町議会議長、君島町遺族会長が追悼のことばを
述べた後、献花を行い、戦没者の霊を慰めました。
　また、式終了後は、町遺族会による戦没者慰霊祭が行われま
した。

＝鏡石町戦没者追悼式並びに慰霊祭＝

没者の霊を慰める戦

▲戦没者への献花

　９月13日（木）に鏡石第一小学校児童６名、24日（月）に第
二小学校児童６名による交通安全広報車パレードが町内一円
で実施されました。
　はじめに、代表児童が「運転する皆さんが交通ルールを守
り、交通事故のない住みやすい鏡石町になるよう呼びかけて
いきます。」と交通事故防止宣言をし、その後、４台の広報車
に分かれてパレードが開始されました。
　児童らは、広報車のマイクを使い、秋は夕暮れが早まり事
故が増加することから、夜光反射材の着用や早めのライト点
灯等を呼びかけ、事故防止を促しました。
　パレード終了後、町交通安全協会・母の会から参加児童に
記念品が手渡されました。

＝交通安全広報車パレード＝

学生からの呼びかけ小

▲元気に交通安全を呼びかける児童

　９月８日（土）、鏡石中学校グラウンド南側の畑で、「野菜人づくり
講座」で育てられた野菜の収穫が行われました。
　「野菜人づくり講座」は、団塊世代の余暇利用など個性あるまちづく
り人材育成事業として町民10名が受講しており、岩瀬農業高校の郷
先生を講師に迎え、6月から全10回の講座が開催されました。
　当日は、茄子・ピーマン・モロヘイヤ・スイカなどを収穫し、それらを
利用して調理をし、自分たちで育てた野菜の味を堪能していました。

＝町公民館主催 野菜人づくり講座＝

収穫祭大

▲たくさんの野菜が収穫できました

　９月18日（火）、被災地支援に係る東京都一般任期付職員採用選考で選
ばれた原田誠さんと金子範彦さんが赴任しました。
　この派遣は、町で災害復旧業務における技術系職員が不足しているた
め、平成24年９月１日から平成25年８月31日までの１年間の任期で復興
支援のため東京都より人的支援をしていただいたものです。
　２人は土木に精通しており、今後は町の道路、農業関係施設の災害復旧
に係る業務にあたっていただいております。

＝東京都より任期付職員派遣＝

強い東京都からの支援心

▲左から原田誠主任主査、金子範彦主査

11月9日（金）から15日（木）は秋の全国火災予防運動期間です。秋の全国火災予防

　
　
「
か
ぼ
ち
ゃ
の
チ
ー
ズ
ケ
ー
キ

　
　ハ
ロ
ウ
ィ
ン
風
」

町への赴任後、「広報かがみいし」（平成 24 年 10 月号）に取り上げていただいた。
※平成 26 年 8 月 31 日まで任期が更新されている。　　　　　　　　　　　   　
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任期付職員

体験談 金子 範彦
福島県　鏡石町　都市建設課　
事業グループ

1担当した業務の概要

配属された都市建設課事業グループでは、農地
及び農業用施設の災害復旧工事を担当することに
なった。農地及び農業用施設については地震だけ
でなく、平成23年9月に発生した台風15号によっ
ても甚大な被害を受けている。農地及び農業用施
設の工事件数は補助事業だけで 100 件を超えてお
り、そのうち、30%弱が台風により被害を受けた
ものである。
担当する業務の内容は、測量、設計、積算、発

注及び施工管理である。鏡石町は農業が主な産業
であることから、農地及び農業用施設の早期の復
旧を望む声が町民の間には多く、町役場として迅
速な対応が迫られた。

2苦労したこと・工夫したこと

これまで、農業土木工事を経験したことがない
中で、当初、農業土木独特の工事用語や工法に対
する理解、地権者との対応等、いろいろ戸惑いが
あったが、町職員の指導や助言を受けて担当業務
を円滑に遂行できたと考えている。この要因とし
て町役場職員、施工業者、地権者等と常にコミュ
ニケーションを図りながら業務を遂行した結果で
あり、あらためて、その重要性を痛感した。ま
た、町内の地理や地名に不案内であったため、当
初、現場に行く際には町内地図を頼りに出かけた
が、なかなか目的地に辿り着けずに周辺をぐるぐ
る回ってやっと着いたことがたびたびあった。

3印象的なエピソード

農地および農業用施設の復旧工事を担当して、
その復旧プロセスが目に見える形で進んでいくこ
とを確認できたこと、さらに、地権者との会話の
中で、「遠方から派遣され、慣れない生活環境の
中で鏡石町の復旧・復興のために働いてくれてあ
りがとう」という言葉をいただいた時に、あらた
めて、派遣職員として鏡石町の復旧・復興に対す
るやりがいを実感することができた。
鏡石町は東北自動車道（鏡石 PAにはスマート
IC が併設されている）や国道 4号が南北に貫き、
また、東北新幹線を利用する際も最寄りに郡山駅
や新白河駅があるなど、交通アクセスの利便性が
高い。休日には、これらを利用して県内の観光名
所や温泉に出かけた。また、一般国道沿いにある
道の駅に出かけてスタンプ収集をしており、これ
までに県内にある 24 箇所（現在、休業中の「な
らは」を除く）すべてと宮城県と山形県の各 2箇
所を巡り終えた。特に、福島県は浜通り、中通り、
会津と大きく 3つのエリアに分かれており、車で
走行していると、あらためて、その広さを実感さ
せられた。
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任期付職員　業務概要

１　派遣当初の状況

配属先は「生活福祉課生活安全係」である。業務の網羅している範囲は除染、消防・防災、交通安全、防犯、
環境（廃棄物、温暖化等）と広汎な内容を、課長補佐兼係長と担当 1 名でこなしていた。除染は原発事故
による放射性物質の拡散が発生するまで、市町村の本来の業務ではなかったが、日常の業務に加わり、係内
は多忙を極めていた状況であった。幸い、古殿町は国有林を借地した仮置場が計画され、赴任時には造成工
事が鋭意施工中であった。監督業務を引き継ぎ、契約変更も担当した。

除染という、知見が少ない分野であるため、環境省や県の説明会には積極的に参加し、疑問点を解消する
ように努めた。また、除染作業は委託が基本であるが、町内 7 軒の宅地について、先行して直営作業によ
り実施した。この経験は除染作業委託の監督業務にも活かすことができた。

２　派遣先部署の業務概要

生活福祉課長　　　　　課長補佐兼生活安全係長　　　　　主査（除染担当）　私
　　　　　　　　　　　（消防・防災担当）　　　　　　　　主事 1 名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（交通安全・ゴミ・防災担当）

　　　　　　　　　　　介護保険係長　　　　　　　　　　主事 1 名

　　　　　　　　　　　社会福祉係長　　　　　　　　　　主事 2 名

天野 政司
古殿町　生活福祉課　生活安全係

福島県

古殿町の除染廃棄物仮置き場にて（筆者）
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任期付職員　業務概要

３　成果・実績

（1）宅地除染作業を完了
・平成 24 年 10 月〜12 月
　町内を網羅したメッシュ調査を直営作業により実施
・平成 25 年 2 月〜3 月 
　町内 89 軒を抽出し詳細測定を業者に委託し実施
・平成 25 年 2 月
　これと並行し、7 軒の宅地を直営作業により実施
・平成 25 年 5 月
　町内に除染作業の経験がある業者がいないため、県の協力のもと、講習会を実施
・平成 25 年 8 月〜10 月
　 宅地除染作業委託（除染作業Ⅰ 7 軒、除染作業Ⅱ 15 軒）の積算・発注事務、監督を実施し、作業中

止宅地 5 軒を除く 17 軒を完了

（2）仮置場の整備を実施
・着任（平成 24 年 9 月）〜12 月
　仮置場造成工事の契約変更事務、監督を実施
・平成 25 年 2 月〜6 月
　 パイプハウス設置工事の設計、発注事務、監督を実施。この工事にて町内の一時保管場所にあった幼稚

園・保育所・小中学校・グラウンドの除染物質を運搬した。
・平成 25 年 2 月〜4 月
　仮置場観測井戸設置委託を発注、監督　

　上記以外に、月 1 回、除染関係ガイドラインが求めるモニタリング・点検を実施している。
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任期付職員

体験談
1担当した業務の概要

生活福祉課は町民福祉全般（福祉・介護・保育
等）と町民の生活に密接に関わる分野を所管して
おり、配属先の生活安全係でも、防犯・交通安全・
消防・防災・ゴミ等廃棄物および温暖化等環境関
係、そして除染と幅広い業務を担っている。私は、
除染についての主担当のほか、他の業務について
も副担当として業務を行い、広い範囲の行政事務
に携わった。

2苦労したこと・工夫したこと

単に業者対応をするだけではなく、特に宅地除
染では、宅地の世帯主の方から「同意書」をいた
だく必要があり、工事期間や騒音、除染の効果や
限界等について、自信を持って説明できるように
努めた。
住民の方については、除染に係る丁寧な説明を
通じて一定の理解を得られる一方で、町議会や監
査などへの対応も必要となったことから、課長等
が円滑に説明できるようにわかりやすい資料の作
成に努めた。また仮置場が存続する限り保存が必
要なデータもあり、資料の整理も進めた。
私は除染そのものの知見が少なかったことか
ら、効果やコストの観点から除染の動向を幅広く
ウォッチするように心がけ、疑問点があれば、環
境省や県の見解を聞き出すなどし、知識の向上に
努めた。

3印象的なエピソード

直営の除染作業や町内の美化活動、幼稚園・保
育所一体化施設の裏山の伐採木の整理を、東京電
力復興支援室とともに行い、前職の都立公園指定
管理者での経験を活かす機会にも恵まれた。
一方、町の行事にも積極的に顔を出し、それぞ
れの種目の初心者であったが相撲大会、水泳大会
にも参加し、町の一員としても有意義な派遣期間
を過ごすことができていると思う。
また、副担当の業務ではあるが、「石川郡子供
自転車大会」の古殿町チームの指導を、プライベー
トの時間を使ってお手伝いもしている。隣の石川
町は全国大会準優勝のチームであり、古殿町チー
ムは石川郡大会、県南大会と難関が続くと思われ
るが応援したいと考えている。

4被災地への派遣で得られたこと

町民からみた職員、業者からみた監督員、職員
からみた都派遣の職員、そして町民からみた町民
（私）として、自分の行動を客観的に見て行動を
律することができたと思っている。しかし、この
点、まだまだ改善点もあると自覚しつつ、残りの
任期を全うしたいと考えている。

天野 政司
福島県古殿町　生活福祉課　
生活安全係
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任期付職員　業務概要

１　派遣当初の状況

派遣当初の楢葉町は、平成 24 年 8 月 10 日にそれまでの警戒区域が再編され、避難指示解除準備区域
となりましたので、町議会において帰還に向けた本格的な議論が始まりかけた時でした。

辞令交付式は、全管理職職員並びにマスコミ取材班を前に議会開始前の町議会会場で行われ、緊張してい
た己を昨日のように覚えています。

派遣先部署である教育委員会教育総務課の当初の状況は、小・中学校とも民間ビルに間借りしていました
ので、なんとかして「教室とグラウンドと体育館」のある場所での授業再開を目指して「いわき明星大学」
の敷地の一角に仮設校舎を整備している途中で、基礎のコンクリートを打設する直前でした。着任初日、土
台とアンカーボルトの取り合いについて、建設会社と協議を始めたのを覚えています。「やっかい ?」な技
術職員の派遣の始まりでした。

２　派遣先部署の業務概要

派遣部署の業務は、大きく分けてソフト事業とハード事業の二つに分けられます。
一つは、学校行事の運営支援、就学援助、駅伝・野球等のスポーツ大会出場支援、成人式や児童生徒の夏

休み課外活動への支援などのソフト事業があります。同時に、これらの活動等を町発行の月刊誌「広報なら
は」に（殆ど毎月発行）記事（写真込）を掲載する作業が伴います。趣味のカメラが生きる時です。最新の
記事（例）は次のとおり。

もう一つは、東日本大震災により被害を受けた教育施設（学校施設と社会教育施設）の災害復旧業務のハー
ド事業です。正に建築技術職員の領分ですが、土木技術職員のいない組織では土木工事も担当せざるをえな
い難しさがあります。変わったところでは、将来のサッカー選手を夢見る中高生を支援するための「JFA

鈴木 康雄
楢葉町　教育委員会　教育総務課

福島県

『ならはスポーツクラブ』からのお知らせ『ならはスポーツクラブ』からのお知らせ『ならはスポーツクラブ』からのお知らせ

■申込・お問い合わせ：
　ならはスポーツクラブ事務局
　☎ 0246－23－7900（月～金　９時～５時）
　E-mail：sports-n@town.naraha.lg.jp

■年末年始お休みのお知らせ
　スポーツクラブ事務局は、12月28日㈯より平成25年
１月５日㈰までお休みとさせていただきます。

【楢葉町関係連絡先一覧】
楢葉町災害対策本部

＜いわき出張所(いわき明星大学 学生会館内)＞ 
〒970-8044 福島県いわき市中央台飯野３丁目3-1
☎ 0246－46－2551
　 0120－562－171（フリーダイヤル）
FAX 0246－46－2553
E-mail naraha＠town.naraha.lg.jp
＜会津美里出張所＞※日直なし
〒969-6164 福島県大沼郡会津美里町字本郷道上１
☎ 0242－56－2155　FAX 0242－56－2188
E-mail misato-n＠town.naraha.lg.jp
＜楢葉町役場現地＞9:00～16:00
☎ 0240－25－2111　FAX 0240－25－1100
◎各出張所の閉庁日は、土曜日・日曜日・祝日
【日直により対応/8:30～17:15】　

　１月の軽登山教室は「スノーハイキング」です。
かんじきやスノーシューをはいて、氷が青く輝く
「ブルーフォール」を見に行きませんか。指導者が
ついていますので、初めての方も大丈夫！ 
　冬ならではのスポーツを、ぜひ、この機会に体験
してみましょう。
●期　　日：平成26年１月18日㈯
●場　　所：裏磐梯・小野川不動滝周辺
●定　　員：30名（定員となりしだい締め切ります。）
●参 加 費：5,000円

＜食事（新年会を兼ねる）・入浴代を含む＞
●申　　込：12月９日㈪９：00から

【軽登山教室】【軽登山教室】【軽登山教室】

　平成26年の歩き初めは、皇居東御苑のウォーキン
グと築地見学から ♪♪
●期　　日：平成26年１月23日㈭午前５時出発
●場　　所：皇居東御苑、築地中央卸売市場（東京都）
●定　　員：50名（定員となりしだい締め切ります。）
●参 加 費：6,000円
●申込期限：12月16日㈪９：00～12月24日㈫まで

【ウォーキング教室】【ウォーキング教室】【ウォーキング教室】

　素晴らしい好天に恵まれた11月16日、いわき市
内の２ヶ所でスポーツフェスティバルを開催しま
した。植田町の鮫川河川敷で開催した「シニア
ウォーキング＆パークゴルフ大会」には41名、三
和町の「差塩三十三観音」を歩いたウォーキング
＆キッズウォーキングには28名（子ども３名を含
む）が参加し、晩秋の一日、思い思いにスポーツ
を楽しみました。
パークゴルフ大会の結果は次の通りです。
　　◇優　勝　鈴木　民男さん
　　◇第二位　山内　芳之さん
　　◇第三位　猪狩　　清さん

【スポーツフェスティバル】を開催しました！【スポーツフェスティバル】を開催しました！【スポーツフェスティバル】を開催しました！

「差塩三十三観音」めぐり

下郷町「観音沼森林公園」をウォーキング

秋晴れの空の下「パークゴルフ大会」

〈主な項目〉
・ふくしま駅伝 ………………………………………………………………………Ｐ１～Ｐ２
・ボビー・チャールトンご夫妻訪問、
　Jビレッジ復興へ向けた要望、いわき明星調印式 ………………………………Ｐ３～Ｐ４
・町政懇談会、洋上風力開始式 ……………………………………………………Ｐ５～Ｐ６
・林野火災防災訓練、いわきをきれいにする市民総ぐるみ運動 ………………Ｐ７～Ｐ８
・らんちゅう全国品評会入賞、助けあい塾開催 …………………………………Ｐ９～Ｐ10
・楢葉町からの各種業務等のお知らせ ……………………………………………Ｐ11～Ｐ26
・楢葉町公共施設等モニタリング …………………………………………………Ｐ27～Ｐ30

笑顔の“ならはまちチーム”第25回ふくしま駅伝

広報ならは 号外
12月号
（第31号）
2013.12.5
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ふくしま駅伝～町民に勇気と希望を～

　第25回市町村対抗福島県縦断駅伝競走大会は11月17日に
白河市総合運動公園陸上競技場スタート～福島県庁ゴール
（95.1㎞）で開催されました。
　楢葉町駅伝チームは、「町民のみなさまに元気と感動を
伝える」を合言葉に選手一人一人が最後まで諦めない走り
を誓い大会に望みました。
　今年は、例年にない絶好の秋晴れに恵まれ、「希望ふく
しま」を含む全市町村が参加。結果は、昨年の町の部19位
から順位をおとしましたが、選手一人ひとりがベストを尽
くし、その姿は町民に勇気と希望を与えてくれた大会でした。
　楢葉町チームは、それぞれに避難している先で練習を重ね、いわき市に避難してる選手においては
週３回、いわき市陸上競技場などで練習を行い、タスキと同時に絆を繋ぐために心を一つにまとまり

ました。特に中学生、高校生は塾や部活動で忙しい中参加頂きました。
最後までがんばり、走り抜いた選手の皆さん、また、監督、コーチの
みなさん感動をありがとうございました。
　ゴールテープを切った瞬間から来年の大会への準備が始まっておりま
す。町としてもできる限りの体制強化を図り、本大会までのサポートを
充実させていただきます。
　選手のみなさん大変お疲れ様でした。来年も一緒にがんばりましょう。

花の１区スタート

６区 佐藤純選手

総合開会式

４区 村田和政選手

３区 梶原真哉選手

９区 渡辺美樹選手

12区 猪狩勝也選手

15区 橋本美貴選手

○松本孝夫監督のコメント
　今大会も選手一丸となって走りゴールすることができました。選手を応援してくださいま
した町民の皆さんありがとうございました。
　結果としては目標を達成出来ず悔しい思いが残る大会でしたが、この悔しさを忘れず反省
をしっかり行い一つ一つクリアして来年の大会につなぎたいと思います。
　選手、関係者の皆さんありがとうございました。

○青木剛司選手（キャプテン）のコメント
　皆さんからの応援により、選手全員が今持っている力を最大限に出し切ったと思います。
明日からまた、目標達成に向け練習を行って行きたいと思います。選手、関係者の皆さんあ
りがとうございました。

区　間
第１区
第２区
第３区
第４区
第５区
第６区
第７区
第８区
第９区
第10区
第11区
第12区
第13区
第14区
第15区
第16区

名　前・所　属
塩井　琳空（いわき秀英２年）
小塚　貴暁（磐城高校３年）
梶原　真哉（東環エンジニアリング）
村田　和政（会社員）
須釜　彩斗（平工業２年）
佐藤　　純（メイプルハイムいわき）
小野　竜史（楢葉中２年）
三瓶　　諒（楢葉中２年）
渡辺　美樹（平三中３年）
岩原　　宏（東日本計算センター）
松本　莉奈（磐城高校１年）
猪狩　勝也（会社員）
青木　剛司（社会福祉協議会）
渡辺　康平（磐城桜ヶ丘３年）
橋本　美貴（楢葉中２年）
大和田洋陽（双葉地方広域圏）

タイム 総合順位
16`43（4.0km)
28`14（8.2km)
22`02（5.8km)
26`39（7.3km)
25`10（6.7km)
30`39（8.3km)
18`15（5.2km)
16`14（4.1km)
13`11（3.0km)
32`05（9.3km)
16`28（3.9km)
26`25（7.0km)
16`57（4.8km)
21`51（5.7km)
15`59（3.4km)
28`31（8.4km)

51
48
50
50
49
46
45
46
46
45
45
45
44
45
46
46

第25回市町村福島県縦断駅伝競走大会

総合第46位　町の部25位

11区 松本莉奈選手

1 2
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アカデミー女子寄宿舎」の災害復旧業務があり、楢葉町復興のシンボルの一つです。
なお、楢葉町内の災害復旧等を行う教育施設は次のとおり。

№ 施設名 工事内容 構造・規模

1 楢葉小中学校
（仮設校舎）

新築 鉄骨 2 階建て 校舎 1,708m²・体育館  651m²

2 楢葉中学校 旧校舎解体
災害復旧
新築

鉄骨 2 階建て
鉄筋コンクリート 2 階建て

校舎 5,154m²・体育館  995m²
校舎 4,825m²・体育館 1,544m²

3 楢葉中学校武道館 災害復旧 RC 造 2 階建て 延べ床面積 1,053m²
2 階剣道場天井復旧（439m²）
同　床塗装補修（385m²）　 等

4 楢葉南小学校 災害復旧 鉄筋コンクリート 2 階建て 校舎 4,736m²・体育館 1,253m²

5 楢葉北小学校 災害復旧 鉄筋コンクリート 2 階建て
鉄骨 2 階建て

校舎 2,884m²
体育館 744m²

6 あおぞらこども園 災害復旧 鉄骨 1 階建て 園舎 3,121m²

7 総合グラウンド 災害復旧 陸上競技場、野球場、
補助競技場、テニスコート

屋外運動場 156,191m²

8 JFA アカデミー
女子寄宿舎

災害復旧 鉄筋コンクリート 3 階建て 寄宿舎 2,211m²

9 コミュニティセンター 災害復旧 鉄筋コンクリート 3 階建て 文化施設 3,812m²

10 町民体育館 災害復旧 鉄骨 2 階建て 屋内運動場 1,208m²

11 公民館・分館 災害復旧 鉄筋コンクリート 3 階建て
鉄筋コンクリート 1 階建て

公民館 936m²
分館　 583m²

12 教職員住宅 災害復旧 鉄筋コンクリート 2 階建て 住宅　 720m²

３　成果・実績

№ 施設名 災害状況調査 災害復旧設計 工事（工事監督）

1 楢葉小中学校（仮設校舎） ─ 平成 24 年 6 月完了 平成 24 年 12 月完了

2 楢葉中学校（解体）
（災害復旧）
（新築）

平成 24 年 10 月完了
平成 24 年 12 月完了
─（設計済み）

─（設計済み）
平成 25 年 3 月完了
─（設計済み）

平成 26 年 3 月完了※

平成 26 年 3 月完了※

平成 27 年 3 月完了※

3 楢葉中学校武道館 平成 24 年 9 月完了 平成 25 年 10 月完了 平成 26 年 3 月完了

4 楢葉南小学校（災害復旧） 平成 24 年 12 月完了 平成 25 年 6 月完了 平成 26 年 3 月完了※

5 楢葉北小学校（災害復旧） 平成 25 年 6 月完了 ─（未定） ─（未定）

6 あおぞらこども園
（災害復旧）

平成 24 年 12 月完了 平成 25 年 6 月完了 平成 25 年 12 月完了

7 総合グラウンド
（災害復旧）

平成 25 年 8 月完了 平成 26 年 3 月完了※ 平成 27 年 3 月完了※

8 JFA アカデミー
女子寄宿舎（災害復旧）

平成 25 年 12 月完了 平成 26 年 3 月完了※ 平成 27 年 3 月完了※

9 コミュニティセンター
（災害復旧）

平成 24 年 12 月完了 平成 26 年 3 月完了※ 平成 27 年 3 月完了※

10 町民体育館（災害復旧） 実施設計に含む。 平成 26 年 3 月完了※ 平成 27 年 3 月完了※

11 公民館・分館（災害復旧） 実施設計に含む。 平成 26 年 3 月完了※ 平成 27 年 3 月完了※

12 教職員住宅（災害復旧） 実施設計に含む。 平成 26 年 3 月完了※ 平成 27 年 3 月完了※

※印は、予定。
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楢葉中学校災害復旧計画図（抜粋）

総合グラウンド地震災害状況図（野球場）

総合グラウンド地質調査（検尺）

楢葉南小校災害復旧設計図（抜粋）

総合グラウンド地質想定図（陸上競技場）

楢葉南小学校災害復旧（現場監督）
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任期付職員

体験談
1担当した業務の概要

役　　職　　　技　幹
組織体制　　　	教育長（1人）	

教育総務課長（1人）	
課長補佐（1人）	
係長（2人）	
課員（7人）　　計 12 人	
（事務職 9人、建築職 3人）

主な事務分掌　	教育施設 11 施設のうち、5 施設
の災害復旧に係る事務。

　　　　　　　	具体的には、各施設とも、災害状
況調査、災害復旧設計及び工事監
督。

　　教育施設：	仮設校舎（1校）	
中学校（1校）	
小学校（2校）	
幼稚園兼保育園（1園）	
社会教育施設（5施設）	
JFAアカデミー女子寄宿舎（1施設）

　　担当施設：	仮設校舎（1校）	
中学校（1校）	
小学校（1校）	
社会教育施設（1施設）	
JFAアカデミー女子寄宿舎（1施設）

事務分掌上はありませんが、各種教育委員会主
催行事の運営支援と「広報ならは」への記事掲載
があります。

2苦労したこと・工夫したこと

■苦労したこと（支障になったこと）
◎苦労したことは、時間の使い方でした。
楢葉町復興に名乗り出られた現役の公務員や定
年退職したとはいえ志を高く持った方たちは皆、
今までの経験を生かした「もっと良い楢葉」を創
ることを「使命」とし、家族を置いてはせ参じた
人たちばかりです。一方、受け入れ側の楢葉町職
員の多くは、不眠不休で町民の命を守った気骨の

ある人たちばかりで、その優しさで全町民と固い
絆が結ばれていることが良く分かります。
そんな両者の合体は必ずうまく行くと思ってい
ましたが、派遣職員の皆様の有り余る「マンパ
ワー」は確実に組織体制整備の力になったものの、
少し持て余し気味で、「もったいない」と感じる
ことが多かったです。一大事業は少数精鋭 !! が望
ましいのかもしれません。
◎	支障になったことは、収束の見えない原発事故
災害でした。
遅れている除染、固まらない中間貯蔵施設の行
方、解決されない福島原子力発電所汚染水問題並
びに進まない東京電力との賠償交渉等、先行きの
見えないことが多いため、町民全てに明確な展望
が持てない状況にあります。
どんな立派な計画でも、将来の展望が見えない
状況では公共事業の予算措置もままならず、もん
もんと時間だけが過ぎていました。

■工夫したこと
ことわざに「郷に入れば郷に従え」があります。
今、これに徹しています。
待望の楢葉南小学校災害復旧工事の請負契約が
決まり、工事関係書類の提出が始まった頃、その
事務処理に際しても色々と工夫しようと提案した
ところ、「今までこれで良いとされている。ここ
は福島であり、楢葉である。」と現場代理人から
言われました。職場でも「後に残る職員のために
も楢葉流でお願いします。」と言われました。「下
手の考え休むに似たり」だったのです。
また、何事にも「タイミング」があります。そ
れを肝に銘じて取り組んでいます。
楢葉中学校新築工事の構造計画の見直しの必要
性を訴えた時のことです。建物の平面形状を踏ま
えると、しかるべき場所にエキスパンションジョ
イントが必要ではないかと考え、大学教授、ベテ
ラン構造設計者、都庁の構造専門課長等々の専門
家からも意見を聴いた上で提案したのですが、「現
行計画は法律上の手続きは全て経ているし、間
違っていません。よって、この計画のまま進めさ
せて頂きます。」との回答を頂きました。個人的
には残念なところもありましたが、タイミングを

鈴木 康雄
福島県　楢葉町　
教育委員会　教育総務課



職
員
派
遣

任
期
付
職
員
派
遣

監
理
団
体
等
職
員
派
遣

現
地
事
務
所

任
期
付
職
員
座
談
会

158

任期付職員 体験談

逃すと、事業化することはできないものです。タ
イミングは、何より大切です。

3印象的なエピソード

■うれしかったこと
楢葉町職員として働く以上、自分が関わった仕

事が一人でも多くの町民の目に触れることはうれ
しいことです。そして、それが平成 25 年 12 月号
の「広報ならは」で実現したのです。
昨年の 11 月 17 日、「第 25 回ふくしま駅伝大会」

が開催され、53 の市町村チームが白河市総合運
動場から福島県庁までの約 90km を各チーム 16
人の選手が激走しました。私の役目は、その各選
手を車で先回りして必死に走っている姿をカメラ
に収めることです。一昨年もやっていたので今回
は 2度目ですが、緊張感はより高かったです。最
後に元気な選手たちの集合写真も撮れ、「広報な
らは 12 月号」の表紙と 1～2ページにも採用され、
これが最もうれしかったことです。

■やりがいを感じられたこと
平成 25 年 2 月に私が発見したことから始まっ

た「総合グラウンド災害復旧」は、土木の分野で
あり、建築職の私にとっては非常に難題です。秋
田県由利本荘市で起きた道路法面崩壊事故では 5
人の命が奪われたばかりで、その原因も究明中と
のことです。状況が似ている本件に対しては相当

気を引き締めていかなければならないと自覚して
います。
正直なところ、総合グラウンド災害復旧は「や
りがい」の範疇は優に超えています。でも、教育
委員会に土木技術者がいない以上、「やる」しか
ありません。今、土木の専門書と悪戦苦闘してい
るところですが、工事が終わった時に「やりがい
を感じられたこと」と言えるよう、町役場の土木
技術者やコンサルタントの方々からの助言を頂き
ながら、最大の注意を払って取り組んでいきたい
と思います。

4被災地への派遣で得られたこと

楢葉町教育委員会に勤務して1年6ヶ月が過ぎ、
貴重な「教訓」を得ました。
いずれも大変重いものです。
第一に、	「今までの経験で得た技術力だけではダ

メ」ということ。
　　　　	求められているのは、被災地の実情に対

応できる技術力なのです。
第二に、	「地方自治の根幹が問われている」とい

うこと。
　　　　	唯一の〇〇、最初の〇〇、最高の〇〇等

は、今の被災地ではあまり意味を持ちま
せん。取り戻したいのは、普通のくらし
なのです。
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任期付職員　業務概要

１　派遣当初の状況

平成 24 年 9 月から平成 25 年 2 月まで、岩手県大槌町産業振興部農林水産課に勤務。町は地震及び津
波で壊滅的な被害を受ける。町長を始め大勢の町役場幹部職員が津波に呑まれ命を落とした悲劇は当時繰り
返し報道された。土地区画整理事業等の遅れで、担当するはずの農林水産施設の建設工事も目途が立たず、
平成 25 年 2 月福島県楢葉町役場教育委員会教育総務課に転勤する。

楢葉町は事故のあった福島第一原発の 20 キロ圏内に立地し、現在は夜間宿泊禁止の避難指示解除準備区
域に指定されている。原発災害の他、地震、津波も町を襲い、教育総務課が所管する学校教育施設、文化施
設、スポーツ施設も被災した。環境省が実施する除染作業はほぼ順調に進み、町は諸般の事情を勘案し町民
帰町の時期を窺っているところである。教育総務課は、帰町のタイミングに照準を合わせ被災施設の復旧工
事を鋭意進めている。

２　派遣先部署の業務概要

学校その他教育機関を管理し、学校の組織編制、教育課程、教科書その他の教材の取扱及び教職員の身分
取扱に関する事務を行い、並びに社会教育、生涯教育、学術及び文化に関する事務を管理執行する。

楢葉町教育委員会が管理する施設として、中学校 1 校、小学校 2 校、幼稚園 1 校、社会教育施設として
総合グラウンド、体育館、コミュニティセンターなどがある。

主な職務権限は以下の通り。
（1）学校その他の教育機関の設置、管理及び廃止
（2）教育委員会及び学校その他教育機関の職員の任免
（3）児童生徒の就学及び入学、転学等に関すること
（4）学校の組織編制、教育課程、学習指導、生徒指導及び職業指導の実施
（5）教科書その他の教材の取扱い
（6）学校給食に関すること
（7）青少年教育、女性教育及び公民館事業その他社会教育の実施
（8）スポーツ振興、文化財保護

３　成果・実績

楢葉町同部署に派遣の鈴木康雄氏「業務概要」の「3 成果
実績」（P155）を参照

小川 豊明
楢葉町　教育委員会　教育総務課

福島県

楢葉中学校解体工事現場で



職
員
派
遣

任
期
付
職
員
派
遣

監
理
団
体
等
職
員
派
遣

現
地
事
務
所

任
期
付
職
員
座
談
会

160

任期付職員

体験談
1担当した業務の概要

所　　属：教育総務課
役　　職：技幹
主な分掌：	楢葉町教育総務課に所属し、教育委員

会が所管する建築物の解体、復旧、改
修工事を行う。現在は、楢葉町中学校
解体工事、楢葉町中学校武道館災害復
旧工事を担当する。

2苦労したこと・工夫したこと

『菜根譚―派遣によく効く』
東京都任期付派遣職員に共通していることは、

いずれの方々も経験豊富なベテランで、多くの分
野で一家言を持つプロフェッショナル、というこ
とです。しかし派遣先での役割はあくまで“支援
あるいは任期付”で、仮に問題検討のプロセスに
参画しても意思決定では蚊帳の外ということも多
いと思います。派遣先の経験不足により、技術面
において上司（プロパー）と部下（派遣）が能力
的に逆転するような場合は、派遣職員は自己主張
を抑えながら仕事をすることになります。しかし
復興を主導するのはあくまでも支援を要請する側
で支援する方は従、という立場の違いは変えよう
がなく、派遣職員には自制心が求められます。
このような時支えになるのは、私の場合、「菜

さい

根
こん

譚
たん

」です。菜根譚とは、漢方薬の名前ではなく、
約 400 年前中国明代に書かれた（通俗的）処世訓、
中庸の徳を教える書です。

例えば、前集第 17 項で“譲る心掛け”を説い
ています。
処世譲一歩為高。退歩即進歩的張本。
待人寛一分是福。利人実利己的根基。

（世に処するに一歩譲るを高しとなす。歩を退くは即ち歩を進むるの張本なり。人を待つに一分を寛くにするはこれ福なり。人を利
するは実に己を利するの根基なり　　　　　　　　　　　　　 ）

【訳文】
この世の中を生きていくには、人に一歩譲る心
がけを忘れてはならない。一歩退くことは一歩

進むための前提となるのだ。対人関係において
は、なるべく寛大を旨としたほうが良い結果に
つながる。人のために、はかってやることが結
局は自分の利益となってはね返ってくる。

もうひとつ、前集第 89 項は“見返りを求める
気持ち”を戒めます。
舎己毋処其疑。処其疑、即所舎之志多愧矣。
施人毋責其報。責其報、併所施之心倶非矣。

（己を舎てては、其の疑いに処るなかれ。其の疑いに処れば、即ち舎つる所の志、多く愧ず。人に施しては、其の報いを責むるな
かれ。その報いを責むれば、併せて施す所の心も倶に非なり　 ）

【訳文】
人のために犠牲になろうと決意したら、一切の
打算を捨てなければならない。仮にも打算が
生じたら、最初の決意に対しても恥ずかしいこ
とではないか。人に恩を施すときには、見返り
を期待してはならない。仮にも見返りを期待す
るようなことがあれば、最初の動機まで不純に
なってしまう。

復興支援もこうでありたい。
（訳文は、守屋洋著「菜根譚」から引用した）

3印象的なエピソード

『一枚の年賀ハガキ』
岩手県大槌町役場着任から 3か月、久しぶりに
帰省し年末年始を実家でゆっくりしておりまし
た。傍にいた家内が、友人から届いた年賀状の家
族の写真とその写真の下に「宮古市津軽石仮設前

小川 豊明
福島県　楢葉町　
教育委員会　教育総務課
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にて」とあるのを見つけ、
「ねえー、ちょっと見てごらん」
と、はがきを差し出す。
宮古市津軽石仮設住宅とは大槌町東京都派遣職
員の住まいで、写真には家族 4人が玄関をバック
に写っている。よく見ればそのひとりは自分と同
じ東京都派遣職員、仮設から役場まで片道 1時間
の道のりを毎日一緒に往復するKさんではない
か。3日前、年末の挨拶を済ませたばかりだ。
「お前とKさんの奥さんとはどういう関係？」
「高校の同級生」
家内は長野市にある女子高を卒業し、同級生
だったKさんの奥さんとは 50 年来年賀状のやり
取りを続けているそうである。写真は、一家が
仮設を訪ね Kさんを激励した時の一枚。つい 3
か月前も女同士は同窓会で顔を合わせたらしい。

まったく関係のない人生がそんなところで繋がっ
ていたとは。ウソのような本当の話である。
大槌町に戻り早速Kさんに話すと、Kさんは
先刻承知であった。家内からの年賀状に「主人が
大槌町で働いている云々」とあるのを読み、すぐ
に分ったそうだ。
この不思議な縁によりKさんとの関係がぐっ
と縮まったのは言うまでもない。その後、私は福
島、Kさんは現在も大槌町で頑張っておられるが、
半年に一度は酒を酌み交わすことにしている。

4被災地への派遣で得られたこと

地元の行事に参加し、役場職員を始め町の方々
と交わり親しくさせて頂いたことです。
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監理団体等職員　業務概要

１　派遣当初の状況

私は平成 25 年 4 月 1 日に東京都都市づくり公社から気仙沼市に派遣され、土地区画整理事業の技術者
として、鹿折地区・南気仙沼地区の被災市街地復興土地区画整理事業に携わっています。

派遣当初は、平成 25 年 3 月 28 日に事業認可を受けたばかりであり、これから猛スピードで事業がスター
トするという勢いを感じる時期でした。

派遣先部署は、前年度から在籍した職員及び 4 月以降に着任した職員のほとんどが派遣職員であり、4
月から総入れ替えという状況でした。

私は平成 25 年 3 月下旬には現地に入り、8 人の前任者と引継ぎを行いました。
4 月に入り職員全員が、どこに何があるかもわからず、業務をこなしていく日々が続きました。認可後の

権利者対応、事業認可説明会、関係機関との調整など本当に忙しい日々でした。

２　派遣先部署の業務概要

◎土地区画整理室の目的
 東日本大震災で津波や火災等により、交通網やライフラインの寸断等壊滅的な被害を受けた地区において、

市民の生命及び財産を守り、安全で利便性の高い住宅地を再建するため、地盤の嵩上げ、道路、公園、ラ
イフラインの整備を行う土地区画整理事業を実施する。
※気仙沼市では、鹿折地区・南気仙沼地区において昭和 40 年頃に区画整理事業を行っているが、現在の

市職員には区画整理経験者は、ほとんど残っていない。
◎事業の目的
 本地区は、復興整備計画に基づき、低地部での居住を制限して産業系土地利用に特化させ、住宅地は盛土

嵩上げをした安全な市街地とする基本方針が示されている。
　こうした方針を実現するため、地区の大部分を盛土嵩上げして商業系および住宅系エリアとし、被災者の

早期生活再建を実現するための住宅地を供給し、早期復興を図ることを目的としている。
◎事業規模
 鹿折地区 42.0ha　南気仙沼地区 32.5ha　魚町・南町地区 11.3ha
◎地区の概要
 鹿折地区、南気仙沼地区は、市民の生命及び財産を守れる安全で利便性の高い住宅地の再建及び産業の再

生を図るため、盛土嵩上げゾーンと低地ゾーンを設ける。盛土嵩上げゾーンでは T.P＋3.0m〜5.5m の
盛土嵩上げによる安全な住居系市街地の整備を行う。低地ゾーンでは T.P＋1.8m の高さを基本とした盛
土を行い商業・工業市街地の整備を行う。

　魚町・南町地区においては、居住・事業継続を希望する方々の専用住宅・併用住宅・小売店などからなる
安全で良好な市街地づくりを進めるとし、防潮堤の整備や地盤の嵩上げにより安全な住環境の整備を図る
ものとしている。
※魚町・南町地区においては、平成 25 年 4 月 8 日事業区域に都市計画決定を行い、平成 25 年度内の

事業認可を目指している。

高橋 光徳
建設部　都市計画課　土地区画整理室

気仙沼市
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３　成果・実績

当初事業スケジュール

5.2ha
9.5ha

21.0ha

6.1ha

現時点事業スケジュール

※当初の計画では、災害公営住宅用地を平成 26 年秋頃までに用意することを目標としており、現時点では
予定通りに用地確保が進んでいる。

　こうした成果は、市固有職員と派遣職員が一体となり柔軟な対応によりスピーディーに業務を進めた結果
と考えられる。

※今後の課題は、仮換地案を平成 26 年春頃までに決定させることであり、現在、鋭意住民への説明を重ね
ている。
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平成 25 年 4 月時点鹿折地区状況写真

平成 25 年 12 月時点鹿折地区状況写真

※様々な工夫を重ね、当初予定の平成 29 年度事業完了のスケジュールに遅れが出ないよう事業を進めてい
る。
事業を進めるうえでの工夫に関しては体験談に記載。
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気仙沼都市計画事業被災市街地復興土地区画整理事業位置図及び完成予想図
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監理団体等職員

体験談
1担当した業務の概要

◎派遣先部署での役職：	都市計画課土地区画整理
室技術主幹

鹿折地区・南気仙沼地区の地区リーダーとして
事業計画業務を中心に業務全般に携わってい
る。

◎組織の体制：
【建設部】
・計画調整課
　市固有職員 8人＋派遣職員 3人＝11 人
・土木課
　市固有職員 26 人＋派遣職員 24 人＝50 人
・都市計画課
　	市固有職員 11 人＋派遣職員 5人＝16 人
　（土地区画整理室除く）
・土地区画整理室
　市固有職員 4人＋派遣職員 10 人＝14 人
　（うち鹿折地区・南気仙沼地区担当 8人）
・建築住宅課
　市固有職員 14 人＋派遣職員 3人＝17 人
・災害公営住宅整備課
　市固有職員 5人＋派遣職員 6人＝11 人
・用地課
　市固有職員 12 人＋派遣職員 8人＝20 人
・防災集団移転推進課
　市固有職員 6人＋派遣職員 15 人＝21 人
・下水道課
　市固有職員 15 人＋派遣職員 13 人＝28 人
・三・大・唐・本整備促進課
　市固有職員 4人＋派遣職員 0人＝4人
合計
市固有職員 105 人＋派遣職員 87 人＝192 人
（派遣職員率45％）

【土地区画整理室】
鹿折地区・南気仙沼地区
・統括リーダー 1人
・事業計画業務（地区リーダー）1人
・換地用地買収業務 2人

・補償業務（11 月より 1名増）2人
・工事業務 2人（1名市固有職員）
合計 8名

魚町南町地区
・統括リーダー 1人
・地区リーダー 1人（市固有職員）
・業務担当 3人（11 月より 1名増）
・係長 1人（市固有職員）

◎担当業務の内容：	鹿折地区・南気仙沼地区被災
市街地復興土地区画整理事業

①事業計画業務
・都市計画変更（平成 25 年 8 月 14 日告示済）
　区域の変更、都市計画道路の変更
・事業計画変更（平成 25 年度末認可変更予定）
　	両地区総事業費約 3割増、土地利用計画及び
公共施設計画の見直し（関係機関協議、個別
説明会要望反映）

②換地・用地買収業務
・	用地買収業務（減歩率を下げるため市各事業
部署で買収　市土地区画整理室主体）
・仮換地案チェック（平成 25 年 7 月、12 月）
③補償業務
・補償基準作成（用地対策連絡会に準じた基準）
・工程管理
④工事業務
・	上水・下水等の復旧スケジュールの遅れによ
り災害復旧事業では遅れてしまう施工箇所の
調整（間に合わない箇所を区画整理事業で対
応）

※限られた職員で対応しているため、担当する業
務の範囲は広い

2苦労したこと・工夫したこと

①換地業務
通常、仮換地案が決定し仮換地指定手続きのう
え工事を行っていくのが一般的だが、仮換地案決
定前に区画整理事業の早期完了を目指して工事を

高橋 光徳（公益財団法人東京都
都市づくり公社　 ）

気仙沼市　建設部　都市計画課　
土地区画整理室
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展開しているため、補償契約に伴う暫定的な仮換
地指定（指定箇所は素案時従前従後市予定地）を
行っている。
※この手法が上手く機能しているため、順調に事
業が進んでいる。

②補償業務
通常、区画整理事業は曳家工法を基本とする
が、権利者の早期生活再建に向けて短期間での事
業完了が求められ全面的な工事展開が必要となる
ため、各補償物件の移転時期に必要な換地先が用
意できず、ほとんどの物件が直接移転ではなく中
断移転での再築工法対応となっている。
気仙沼市近辺の賃貸物件がいっぱいであるた
め、権利者の仮住まい先として施行者が仮設住宅
を設置し事業を進めている。この仮設住宅の設置
費用は復興交付金で対応している。
※この手法により事業は順調に進んでおり、こう
した手法は被災地のような仮住まいをする賃貸
物件がなく、仮設住宅が用意できる場所では活
用が可能である。

③工事業務
権利者から施工同意をとり仮換地指定前から基
礎撤去等工事に着手している。
通常、建物解体費は補償費に含まれていて権利
者が解体するのが一般的だが、事業の円滑な遂行
を図るため同意を得て工事で対応している。約 9
割の建物権利者は比較的協力的である。

3印象的なエピソード

限られた人数と時間の中で膨大な業務を行って
いるが、市固有職員と派遣職員一人一人が一つに

まとまり事務職・技術職の垣根を越えてパワーが
発揮されているため、チームワークで膨大な業務
を行っているのが実情である。各業務の忙しい時
期には配置転換を行い協力するなど、チームワー
クの重要性を再認識している。
私自身も今までに経験のない用地買収業務（市
各事業部署で買収）に携わるにあたって市各事業
の制度を勉強し、買収権利者の用地を多種多様な
各事業に振り分けて事業の円滑な推進に努めたこ
とや、工事未経験（事務職のため）の私がインフ
ラ関連部署職員と調整を図り事業に遅れを招かな
いよう進めたこと等が特に印象に残っている。

4今後の事業に活かせること・
活かしたいこと

私は被災地の復興をお手伝いすることにより 3
つのことを得ました。

1つ目は　	事業を進めるために幅広い業務をこな
せるようになったこと。

2つ目は　	柔軟な対応でスピード感をもって業務
をこなすことができるようになったこ
と。

3つ目は　	物事を考えその場その場で判断するこ
とができるようになったこと。

今後、本来の業務に復帰してからも、事業間調
整等さまざまな業務の中で以上の 3点を活かして
いきたいと思います。

早く古里を復興し日常生活を取り戻したいとい
う市職員・地域住民の思いが苦しい業務にも対応
できる糧となっています。目標を共有し一丸と
なって取組むことの重要性を再認識しました。



職
員
派
遣

任
期
付
職
員
派
遣

監
理
団
体
等
職
員
派
遣

現
地
事
務
所

任
期
付
職
員
座
談
会

168

監理団体等職員　業務概要

１　派遣当初の状況

総務省から平成 25 年 3 月 1 日付で発出された「東日本大震災に係る民間企業等からの人的支援に関す
る通知」により、民間企業や自治体の第三セクターに在籍した状態で被災自治体が受け入れる制度が整備さ
れたことを契機とし、平成 25 年 9 月 1 日から平成 26 年 3 月 31 日までの 7 ヵ月間、休職派遣という
形態で石巻市建設部建築課へ任期付市職員として勤務した。石巻市役所は、震災 1 年前に閉店した石巻駅
前のデパートを改装移転して市役所にしたため、市役所 1 階が商業スペースで各階にエスカレーターを設
置、荷物用を含め複数のエレベータが完備。各階に駐車スペースがあるなど、他には類を見ない近代的な市
役所であった。住居は、津波による浸水の傷跡が残る石巻港に近い地域ではあったが、民間賃貸住宅を用意
していただいた。また、住居地域での市の災害避難訓練にも参加することができた。

職員として配属されてからは、市が目標としている「最大の被災都市から世界の復興モデル都市石巻を目
指して」を念頭に被災状況や復興状況についての案内を受けた。私自身、石巻市の被害を報道では知ってい
たものの、石巻市単独で 19 年前に発生した阪神淡路大震災で被災した土地の広さに匹敵する被災をしてい
ること。地震よりもむしろ津波の被害が多く、被災地のいたる所に津波の到達高さを記したサインが設置さ
れており、その高さには驚愕するばかりだった。

多くの犠牲者が出た被災施設や 6 千戸以上の仮設住宅を案内していただいた際には、言葉も出ず、震災
から 2 年半が経過していてもなお、津波の凄まじさや震災復興が急務であることを実感した。また、震災
による仙石線や石巻線の鉄道交通のインフラ不通区間（バスによる代行輸送中）が解消されていないことや

災害復旧工事にかかわる工事車両通行によ
り、朝夕は主要道路の渋滞が数多く発生し
ていた。

12 月からは 10cm を超える積雪が毎
週のようにあり、1 月以降の朝晩は氷点下
の毎日で、今までに体験したことのなかっ
た石巻の寒さと水道管破裂防止のための水
抜き処置の大切さを実感した。

配属された建築課は、自治法派遣に基づ
く全国市町からの支援職員が課の半数在籍
しており、私自身初めて市役所へ配属され
たが、市職員はじめ支援職員の方々に温か
く迎えていただいた。

上野 幹根
建設部　建築課　設備グループ

石巻市

宮城県石巻市
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２　派遣先部署の業務概要

建築課の業務は、被災した学校、学校給食センター、保育園、公園、市役所、支所、消防署、病院、観光
施設、漁港施設、給排水施設、市営住宅等の災害復旧工事に関する設計、施工発注、施工管理及び災害査定
に関わることや当該施設修繕や設備更新に関する設計・施工管理を主な業務としている。

なお、石巻市有施設は、北上、牡鹿、鮎川浜、渡波、桃生、雄勝、河南、河北地区と広大な地域にまたが
り、市役所から車で片道 1 時間半以上かかる個所も多数あった。特に牡鹿半島内の夕方から夜にかけては、
野生の鹿との接触事故とならぬよう車の運転には注意する必要があった。

３　成果・実績

出身元であるゆりかもめにおいて、鉄道施設工事や鉄道保守の経験しかない私にとって、今回関わった 6
案件中、直営設計から発注、工事着手、施工管理、工事完了までの一連に携われたのは、「市民球場スコアボー
ド改修工事」であり、ゆりかもめでの駅案内表示器やデジタルサイネージ設計を担当した経験から、迅速に
設計対応することができた。

当該施設は、災害時に自衛隊や米軍の支援拠点として使用され、その後、アメリカの大リーグによる人工
芝グランド施工支援を完了し、スコアボードのみが手書き手差しの人海戦術方式であったものをフルカラー
LED 方式へ変更する改修工事であった。

また、消防署や学校給食センターの設計においては、所管課からの依頼を受け、震災後の経験に基づく複
数のライフライン（電気、都市ガス、LPG、太陽光発電等）の共存による設備設計を実施した。

漁船上架施設災害復旧工事では、漁船を引き上げるウインチや給排設備などの機械設備にあった電力容量
の設定や精査、電力会社への電力使用開始届申請や電気料金契約種別変更協議を実施した。

市職員と支援職員の指導協力により、設計方法や宮城県仕様書および県条例の解釈、稟議方法を理解する
ことができ、すべての工事の設計と監理を遂行することができた。

私自身、電気職として配属されたが、建築土木全般に関われたことや宮城県仕様書、石巻市の手法による
設計積算を実施することができたこと。微力ながら被災地の復興支援に関われたこと。私の被災地を支援し
たい希望を叶えてくれた株式会社ゆりかもめ、私を受け入れてくださった石巻市、陰ながら支援していただ
いた東京都被災地支援宮城県事務所の職員の方々に深く感謝を申し上げたい。

石巻市役所外観
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1担当した業務の概要

・派遣先部署での役職
石巻市建設部建築課設備グループ　技術主幹

・組織の体制
建築課 30 名中 15 名は、東京都中央区をはじ

めとする神戸市、京都市、大阪市、浜松市、桐
生市、平塚市などの自治法派遣に基づく全国市
町からの支援職員だった。
組織体制としては、建築職を中心とする営繕

グループと電気機械職を中心とする設備グルー
プに分かれ、営繕グループが建築設計したもの
に設備グループが設備設計をし、発注後の施工
管理体制も同様の手法で各案件に対応してい
る。

・担当業務の概要
被災した漁船上架施設、学校給食センター、消
防署出張所等の災害復旧工事、市民球場の設備
更新工事および中学校耐震補強工事
①現場調査・地質調査
②設計（直営・委託）
③設計中に災害査定、太陽光等の補助金精査
④稟議・発注・入札
⑤工事監督

2苦労したこと・工夫したこと

◎　災害復旧工事では、一日でも早い復旧と復興
を進めるため、被災地での新たな都市計画、区
画整理事業計画決定から仮換地指定、基盤整備
工事（ライフライン、インフラ工事）、換地計
画認可・処分計画の経過の中で、基盤整備工事
（ライフライン、インフラ工事）と同時並行的
に施設設計を進めていくことの調整の難しさを
実感した。

◎　設計から一貫して担当した市民球場スコア
ボード改修工事では、管理運営する担当課との
協議協力のもとに基本設計を実施し、実施設計
にあってはメンテナンス費用を最小限にするた
め、実装する装置のファンレス機器促進や無停

電電源装置を有しない構造、FA機器導入。ま
た、主要機器において実現可能な最大限の機能
を生かすため、試合開始前にプロ野球、社会人
野球、高校野球、少年野球の様々なシチュエー
ションにあった演出選択をできるシステムの構
築、シートノック時間や試合時間表記、ファー
ルボールや災害発生時の注意喚起、動画映像・
静止画表示や他球場の試合結果表示、主催者側
が必要に応じてスピードガンを接続表示できる
設計を実践した。
◎　消防署設計にあっては、私自身が鉄道業にお
いて夜間当直勤務をした経験をもとに担当課か
らの設計条件や他の消防署での設計事例などを
伺い、鉄筋平屋建てにおける仮眠室や執務室の
配置に応じた照明器具設定やコンセントの配
置、電気温水器の容量設定、消防デジタル無線
用非常電源配備、アンテナ配管指示、専用線が
接続可能な電話交換機設定を設計委託において
指示した。
◎　学校給食センター災害復旧工事については、
複数のライフライン（都市ガス、LPG、電気）
による設備設計に応じた電気設備容量設計や学
校給食衛生管理基準における従来の調理場イ
メージであるウェットシステムからドライシス
テムへシフトすること。アレルギー対応専用調
理室および食育施設の設置や災害時の炊き出し
への対応を踏まえ、炊飯機能を整備すること。
衛生上、自然換気が好ましい観点から、派生す
る換気および消防法上の制約について設計会社
と協議をした。
◎　すべての業務遂行にあたって苦労した点とし
ては、設計当初に関係各課と何度か打ち合わせ
を行ったにも関わらず、設計完了後に建設工事
を依頼する所管課の現場の声と工事を発注する
建築課との意思疎通がうまくいっていないこと
が多々あり、設計仕様の変更などが生じたこと
である。
◎　石巻市設計積算システムが今まで使用してい
たものと異なり、工事種別の諸経費確認に手間
取ったことなど、すべてにおいて支援職員や市
職員の方に指導や協力をしていただいた。
◎　石巻市をはじめ、支援職員の出身元ルールや

石巻市　建設部　建築課　
設備グループ

上野 幹根（株式会社
ゆりかもめ）
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各職員の経験などからくる作業方法、手順、方
針の方向性に戸惑うことが多かった。

3印象的なエピソード

全国各地から年齢も経験も技術も異なる支援職
員が石巻市へ集まって復興業務に携われたことは
非常にやりがいがあった。
支援職員のだれもが石巻市の復旧復興を願い、
市職員とともに様々な分野において業務を遂行し
てきた。この手法を石巻市では、「石巻方式」（全
国各地の市町村のいいとこどりができるシステ
ム）と呼び、完全構築できれば、日本初の方式で、
どんな強敵においても対抗できるのではないのか
と、市職員のすべてが感じていた。
また、赴任中、「東北楽天ゴールデンイーグルス」
が日本一となり、石巻市を含めた宮城県が一帯と
なって東日本大震災を乗り越えて優勝できた思い
が強く感じられたことはとてもよかった。

4今後の事業に活かせること・
活かしたいこと

◎　石巻市は、工事積算や発注において市独自の
仕様書はなく、国土交通省と宮城県仕様書を中
心に設計、積算、工事管理を行ってきた。ゆり

かもめを離れ初めて、東京都標準仕様書、ゆり
かもめ独自の各仕様書、安全管理規定により詳
細な取り決めがあることのありがたみを深く感
じた。
◎　今後の災害時などの非常事態時に備え、ゆり
かもめにおける BCP の構築、課題の洗い出し
や業務リスト作成などを策定し、研修や訓練な
どの機会を通して継続的な見直しや改善などを
おこなうことの必要があると感じた。なお、2
次災害防止なども BCP を構築する上での検討
すべき課題であると考える。
◎　平成 25 年 9 月に 7年後の東京オリンピック・
パラリンピック開催が決まった。東京出身の私
としてはうれしさ半分、被災地では東北全体の
復旧復興が遅れるのではないかと危惧する声が
多数あった。

震災から 3年が経っても多くの被災者の方が今
もなお、仮設住宅で不自由な生活をされている。
被災地の方とともに笑顔で東京オリンピック・パ
ラリンピックを迎えることができるよう、一日も
早い復旧復興をめざし、継続的な支援が石巻市に
は必要であると考える。

河北消防署北上出張所仮設庁舎（平成 25 年 10 月）
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監理団体等職員　業務概要

１　派遣当初の状況

派遣先組織は福島市内の市街地に所在しているため、市内では復興は進んでいるようにも感じられたが、
近隣には閉館したままの公共施設も存在し、また継続して行われている除染作業をみるたびに、改めて被災
地であることを実感させられた。また派遣前、打合わせの際に案内していただいた浜通りでは、震災被害の
ままの状態の建物や仮設住宅で生活されている被災者の皆さんを目の当たりにし、少しでも復興の役に立ち
たいと、気持ちが引き締まる思いがした。

私は平成 25 年 6 月から派遣されたが、上司の的確な指導や、他県から派遣された復興支援の意欲に満
ちた職員からの、現状に即した有効なアドバイスを受けることができ、業務に生かすことができた。

２　派遣先部署の業務概要

福島県文化振興財団は、芸術文化事業、文化センター・白河館関係事業、埋蔵文化財事業、助成・顕彰事
業などを行っている組織である。埋蔵文化財事業を行う遺跡調査部は 48 名の職員と契約職員 14 名他から
成り、福島県教育委員会から業務を受託し、県内遺跡の分布調査（試掘調査）及び記録保存のための本調査、
県内市町村埋蔵文化財調査への技術協力を実施している。特に本年度からは、会津縦貫北道路及び一般国道
115 号相馬福島道路発掘事業が復興支援事業として位置付けられ、他の都県からの派遣職員の応援により
集中的に発掘調査を実施し、道路の早期の供用を目指している。

３　成果・実績

私は遺跡調査部の復興調査班に配属された。福島県では作業員を直接雇用するなど、発掘調査を業者に委
託している東京都とは調査体制が異なっていた。こうした違いを乗り越え、福島県の職員や他県から派遣さ
れた職員と連携・協力することにより、円滑に発掘作業を進めることができた。

具体的な発掘作業としては、主に復興支援道路の路線上に所在する遺跡の本調査で、状況に応じて分布調
査にも携わり、復興支援道路の早期供用へ向け、微力ではあるが貢献することができた。

飯塚 武司
財団法人福島県文化振興財団　遺跡調査部

福島県



職
員
派
遣

任
期
付
職
員
派
遣

監
理
団
体
等
職
員
派
遣

現
地
事
務
所

任
期
付
職
員
座
談
会

173

監理団体等職員

体験談
1担当した業務の概要

派遣先では、遺跡調査部管理課の文化財主査と
いう立場で仕事をしています。管理課は、管理課
長―管理主幹のもと、管理調整班（管理調整・分
布調査・市町村技術協力・県文化財課復興班出向）・
整備保存班・復興調査班に分かれています。私が
配属された復興調査班は、主に一般国道 115 号相
馬福島道路の霊山道路部分（伊達市・相馬市所在）
の遺跡の本調査及び分布調査を担当し、復興業務
として調査の技術支援を行いました。

2苦労したこと・工夫したこと

一日の流れは、遺跡調査部から公用車で現場ま
で行き、発掘作業を行い、その日の作業終了とと
もに戻り、業務終了後に市内の宿舎に帰るという
毎日です。
調査地は山間地や丘陵地に所在するため、発掘
調査のためのプレハブの用地の確保が難しい場合
や予算の関係、短期間で次々と調査地点が移動す
ること等もあり、プレハブが設置できないことが
多く、電気・ガス・水道などのインフラも確保さ
れていない状態がほとんどでした。そのため調査
に協力していただいている地元の作業員の皆さん
には、夏の猛暑の時は休憩時間に涼をとっても
らったり、雷雨の際の退避、また冬の寒さから暖
を取ってもらうことができず、環境が厳しい中で
作業してもらったことを申し訳なく思っていると
ともに、感謝しています。
遺跡が放射線量の高い地域に立地している場合
もあり、常に線量計を携帯し、その日の線量と月
の線量の総量を報告し、職場で線量管理がなされ
ています。線量の高い地域での試掘作業では、重
機による表土層除去の際に高い線量の土が舞う状
況があり、線量計の数値も高い値を示すことも多
く、線量の問題を実感しました。

3印象的なエピソード

本年度の業務では、他県で実施されているよう
な復興住宅建設予定地の遺跡調査をしているので
はないことから、復興支援に携わっているという
実感をなかなか持てない面もあるのも事実です。
しかし大雪の日に現場に向かう時に、国道 115 号
線下りが大渋滞になる状況を目にし、一刻も早く
相馬福島道路建設事業を完成させなければならな
いという思いを強くしました。微力ではあります
がこの事業に携わり、復興支援事業に貢献するこ
とができたと実感しました。

4今後の事業に活かせること・
活かしたいこと

福島県だけでなく他の自治体や財団との連携・
交流を深めることができました。
今後も福島県で培った人脈を活かし、福島県に
関する情報収集、他団体との情報交換を進めると
ともに、福島県への支援も継続して行っていきた
いと考えています。

飯塚 武司（公益財団法人東京都
スポーツ文化事業団）

財団法人福島県文化振興財団　
遺跡調査部
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1  赴任当初の状況

◉岩手県事務所
岩手県庁から徒歩約 5 分、中津川沿岸に近い「中の橋」傍にある東京都被災地支援岩手県事務所は、東

日本大震災津波の直撃を受けた沿岸部野田村まで 150km 余り、釜石市まで 130km、大船渡市まで
120km ほどの距離があり、震災の爪痕を含めて被災地との印象が感じられない。

だが、野田村役場玄関先には津波の漂流物で傷ついた跡がはっきりと残り、釜石市片岸地区では防潮堤の
破壊や大規模な地盤沈下が、大船渡駅周辺市街地では広大な空き地が未だに残されたままであり、震災津波
の破壊力の大きさと復興に向けた事業の難しさを強く肌で感じ取ることができた。

＜陸前高田市、大槌町、大船渡市＞

東京都被災地支援岩手県事務所　山﨑 史亘
東京都被災地支援宮城県事務所　山本 健一
東京都被災地支援福島県事務所　川﨑 邦昭

第4部 現地事務所
被災地支援事務所　業務概要

＜左上＞  陸前高田市「奇跡の一本松」周辺地域で、防潮堤復旧
工事と一体で高田松原の再生も進められている。

＜右上＞  被災した大槌町役場で、庁舎の一部は震災遺構として
保存することが決まっている。

＜左下＞  大船渡駅前の浜街道周辺地域で、土地区画整理事業に
より平均約 2 メートルかさ上げして新たなまちづくり
が計画されている。
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◉宮城県事務所
赴任してすぐ、津波により大きな被害を受けた気仙沼市や南三陸町、女川町、石巻市などを視察した。ガ

レキはほとんどが片付けられている一方、盛り土や防潮堤などの復興事業が本格化している地域は少なく、
震災時から何も進んでいないという印象を受けた。また、大部分が更地の中、震災遺構候補と呼ばれる船舶
や建物だけが異様に目立っており、それらを間近で見ることによって、あらためて津波の脅威を実感した。

＜気仙沼市第 18 共徳丸、名取市閖上地区＞

一方、仙台市内の都心部はほとんど被害がなかったことから、地方都市としての賑わいを取り戻していた。
そのため、仙台市中心部に職場を構える現地事務所は、通常の執務室としての形態であり、4 月 1 日の赴
任直後から通常通りの職務にあたることが出来た。

◉福島県事務所
私は、東北地方太平洋沖地震が発生してから2年強が経過した平成25年4月に福島県事務所に赴任した。

震災後間もない平成 23 年 3 月 25 日に開設され、混乱の中で年中無休の活動を続けてきた福島県事務所
の状況は、福島県の情報収集と本庁との連絡調整、派遣職員のサポートといったコア業務に活動が集約され、
落ち着きつつあるように感じられた。

また、福島への赴任前、福島県民の 10 万人が県内に、5 万 5 千人が県外に避難を続けていると聞いて
いたが、原発事故による避難指示区域の見直しも進んできており、復旧・復興は、少しずつかもしれないが

現在も震災当時のままの請戸漁港

＜「福島・東北の元気を発信！」、浪江町の漁港＞

「福島・東北の元気を発信！」
25 年 6 月 1・2 日に、東北の六大祭りが集結し開催された「東北
六魂祭 2013 福島」は、約 25 万人の観衆を集め、復興への機運
を大きく盛り上げた。

（写真は、福島わらじまつりの大わらじ）
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ある程度は進んできているものと考えていた。
しかし、赴任後まもなく、各地に多数設置されている応急仮設住宅や旧警戒区域内の破壊されたままの沿

岸部、さらには、外観上は普通の町であるにもかかわらず人が住んでいない場所等の視察を通じて、福島の
置かれた厳しい現実を認識させられた。

2  被災地支援事務所の業務概要

⑴　組織の目的
　・ 　東日本大震災で甚大な被害を受けた岩手県、宮城県、福島県から物的・人的支援をはじめとする支

援ニーズ等を把握し、的確な被災地支援に結びつける。

⑵　規模
　①　岩手県事務所：所長（宮城県事務所と兼務）、課長、主査
　②　宮城県事務所：所長（岩手県事務所と兼務）、課長、主査
　③　福島県事務所：所長、課長、主査

⑶　業務内容
　①　被災地の課題・情報等の収集、現況報告等
　　・　県庁各部署からの情報収集
　　・　復興事業の進捗等を被災現場にて状況確認
　　・　視察に訪れた都議・都職員に対して現場説明　など
　②　県や県内市町村の支援ニーズの把握、効果的な支援に向けた調整
　　・　自治法派遣に関わる派遣先、業務内容、居住地確保等に係る被災自治体との調整
　　・　H25 年度後半及び H26 年度以降の派遣に関する調整を実施
　　・　被災地の農林水産物等風評被害対策に関する調整や、販路回復対策の調整　など
　③　各局が行う支援事業のサポート
　　・　事業実施に向けた県庁及び関係機関との調整
　　・　都庁各局が実施する被災地支援事業等の県庁記者クラブへのプレス投げ込み　など
　④　派遣職員のバックアップ
　　・　定期的に生活や業務状況をヒアリング（派遣業務ヒアリング）
　　・　必要に応じた日常生活に関するサポート
　　・　病気、けが、事故等のトラブルに関する対応　など

支援事務所の業務イメージ
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3  成果・実績

⑴　県主催の各種会議への出席
　◉　岩手県事務所
　　・　復興本部員会議（原則毎月 1 回開催）
　　・　被災市町村人財確保連絡会議（25/4/16、25/8/8、25/10/23）

　◉　宮城県事務所
　　・　市町村震災関係職員確保連絡会議（25/10/23）　
　　・　震災関係職員確保連絡会議（25/9/23）

　◉　福島県事務所
　　・　新生ふくしま復興推進本部会議（25/4/8〜25/12/25　計 14 回）
　　・　災害対策本部員会議（原則、「新生ふくしま復興推進本部会議」と併せて開催）
　　・　除染・廃棄物対策推進会議（25/4/24）
　　・　福島県原子力損害対策協議会（25/4/25）
　　・　被災市町村職員確保対策連絡会議（25/4/26、26/2/6）
　　・　避難者受入関係都県連絡会議（25/7/8、26/1/27）

⑵　人的支援に関する調整
　◉　3 県共通
　　・　自治法派遣職員の業務ヒアリング（概ね四半期に 1 回）
　　・　メンタルヘルス講習（岩手県 25/12/4、宮城県 25/11/26、福島県 25/11/29）

　◉　岩手県事務所
　　・　岩手県任期付職員採用試験の実施及び周知に関する調整

　◉　宮城県事務所
　　・　宮城県任期付職員採用試験の実施及び周知に関する調整

　　　　　
＜県庁人事課から採用試験の周知に関する依頼を受ける（NHK の取材あり）＞

　　　　

　　・　自主勉強会の開催（25/9/4、25/10/30、25/11/26、26/1/24）
　　・　沿岸部派遣職員技術力向上研修（25/10/3）
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　◉　福島県事務所
　　・　任期付職員採用試験の実施及び周知に関する調整（福島県、富岡町、国見町）
　　・　福島県獣医師職員採用の支援
　　・　福島県復興支援専門員、福島県復興支援員採用の支援
　　・　担当業務報告・意見交換会（25/11/29、26/3/7）

⑶　各局の被災地支援事業及び県主催のイベント、PR 活動等に関する連絡調整
　◉　3 県共通
　　・　未

あ し た

来への道 1000km 縦断リレー事業実施の連絡調整

　　　　　
＜宮城県庁前にゴールした乃木坂 46 大和里奈さんを迎える村井宮城県知事＞

　　　　

　　・　ヘブンアーティストの県内イベント開催に関する連絡調整
　　・　危機管理産業展（25/10/4、東京ビックサイト主催）への出席

　◉　岩手県事務所
　　・　「盛岡さんさ踊り」岩手県派遣チーム参加への後方支援（応援自治体支援感謝 PR）

　　　　　
＜さんさ踊り＞

　　　　　

　　・　都関連団体の復興支援事業に関する連絡調整

　◉　宮城県事務所
　　・　「被災県とのスポーツ交流事業」（25/9/14-16、スポーツ振興局）に関する県への周知
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　◉　福島県事務所
　　・　被災産地支援研修会（消費者、水産物部）【中央卸売市場】

　　　　　
＜被災産地支援研修会　風景（①農産物・②水産物）＞

　　　　　

　　・　消費者理解促進交流会の都庁記者クラブ説明【福島県県産品振興戦略課】

⑷　その他
　①　現役職員の派遣状況（H26.2.1 時点）※東京都監理団体等からの派遣を含む

派遣県 岩手県 宮城県（県内 3 市含む） 福島県

職種 事務 技術 事務 技術 事務 技術

派遣人数（人） 8 6 7 12 9 6

　※福島県の技術には、財団法人派遣の調査研究職 1 名を含む。

　②　任期付職員の派遣状況（H26.2.1 時点）（H24.9.1 採用、1 年ごとに更新し最長 5 年まで更新）

派遣県 岩手県内市町村 宮城県内市町 福島県内市町

職種 土木 建築 土木 建築 土木 建築

派遣人数（人） 10 1 14 4 5 8

　③　物的（車両）の提供（H25 年度分）※提供予定を含む

提供県 岩手県 宮城県 福島県

提供車両（台） — 11 7
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現地事務所

体験談
1担当した業務の概要

＜組織の体制＞

＜主な担当業務＞
◎岩手県庁、被災市町村及び都庁（総務局復興支
援対策部・各局）との連絡調整（人的支援等）

◎復興事業等に係る情報収集及び都庁（総務局復
興支援対策部）への定期業務報告

◎派遣職員バックアップ（業務ヒアリング、生活
サポート）など

2苦労したこと・工夫したこと

◉　慣れない土地柄もあるが、県庁や盛岡市役所
がある中心市街地にも関わらず現地事務所周
辺商店街の閉店時間が午後 6時と比較的早く、
うっかりすると夕食の食材購入を逸するなど、
日常生活リズムの安定化が特に要求される。

◉　岩手県への派遣職員は、現地事務所近くの県
庁勤務者と、100 数十㌔を隔てた沿岸広域振興
局勤務者との 2区分がある。派遣職員向けの定
例業務ヒアリングや面談などで移動する場合、
冬期は電車・バスなどの公共交通機関に頼らざ
るを得ないが、本数が少なく、直通運転する快
速電車は片道 2時間 10 分で 1日 3本しかなく、
かつ、始発から終電までのスパンが短い。
◉　自治法派遣職員を円滑に後方支援するために
は、日頃から連携を深めておくことが極めて重
要であり、できる限り現地に出向いて直接会っ
て話すよう心がけた。
　　また、派遣職員の時間外におけるボランティ
アへの自主的な参加や県庁主催のイベント活動
などに関して、積極的な取材を行い、都庁への
報告を行うなど話題の共有化に努めた。
◉　復興支援にはまず、地元を知ることが大切と
考え、郷土の歴史や古くからの習慣、岩手県の
人々が持つ特質などを理解することを常に心が

け、被災地に寄り添
いながら様々な支援
の可能性を探るべく
情報収集を行い、週
末には文化や季節の
風物などの理解を深
めた。

山﨑 史亘
東京都　
被災地支援岩手県事務所

派遣職員向け達増知事激励会

派遣市町村への訪問中ノ橋から旧岩手銀行及び 106 ビル
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3印象的なエピソード

◉　長く建設局業務に携わってきた者として、都
市計画と実際の生活には大きな壁が存在すると
思っていたが、被災地の現状を目の当たりにす
ると、数百年の長きに亘って築き上げた「まち」
を一瞬にして失い、その復興を加速させる魔法
の力など存在するだろうかとの疑問が浮かんで
くる。
　　盛岡の人はよそ者にとても優しく、歴史は深
く身近であり、豊かで十分な自然環境にも恵ま
れている。しかし、高度な居住環境が整備され
た内陸盛岡と被災した沿岸地域を同時に見つめ
るとき、県域が広大なこともあり、盛岡では沿
岸部を肌で感じることはできないが、沿岸被災
地の復興は道半ばである。
　　それゆえに支援は必要であり、時折現地事務
所にも県庁復興局幹部が訪れて謝辞を頂き、ま
た、多忙な折の訪問等においても親切丁寧な対
応をされて大変恐縮してしまう。
◉　県庁のメンバーと懇親を深める機会があった
折、少し酔いが回る頃、同席した県庁のある部
の課長がこう話した。「自分は被災当時に大船
渡市へ派遣されていたが、直後は何が何だか解
らず途方に暮れながら震災被害と向き合ってい
た。その直後、東京都職員が現地に派遣され、
支援活動を開始したが、彼らは県庁職員でさえ
迷いながら仕事をしていたのに、県側の指示を
待つこと無く整然と取組み始めた。日頃の訓練
の賜かと思いきや、志願者であったことに強い
驚きと共に感謝の念がこみ上げてきたのを今で
も鮮明に覚えている。」
　　この時始めて、そして確かに、公募制人事に
応募して良かったと心から感じた。

4今後の都政に活かせること・
活かしたいこと

◉　都市は当然のことながら人が築き上げてきた
成果であり、歴史そのものであるが、人口が集
中した巨大都市東京を大災害が襲ったとき、こ
の東日本大震災後と同じ状況が再現されるのだ
ろうかと危惧を抱く。
　　つまり「日本各地からの支援の力が、巨大都
市東京を支えきれるのか」という恐れである。
巨大な人口に比べて人々の希薄な結びつきや壊
れやすい多くのビル、ゼロメートル地帯の存在
など、被災地とは全く異なった背景を抱えてい
る。
　　先人の教えや今回の教訓を活かすことや、防
災意識の更なる醸成と日頃の訓練など、処方箋
は数多くあると思うが、いざ発災を迎えた時に
何が最も必要になるか常に心に留めながら、普
段の都市生活を送ることに努めるべきであろ
う。そして、想定を超える被害にも敢然と立ち
向かうことのできる精神を養っておくことも、
今大切なように思えてならない。

職員派遣元局の岩手県庁訪問 田老地区の防潮堤整備工事

釜石市の防災センター
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体験談
1担当した業務の概要

私は平成 25 年の 4 月から被災地支援宮城県事
務所に赴任となり、被災地調整主査として、業務
にあたっている。事務所は所長、課長、主査（私）、
現地採用の臨時職員の 4名体制である。活動内容
は、①被災地の支援ニーズ、復興状況などに関す
る情報収集、②各種支援に関する都や被災自治体
などとの連絡調整、③都からの派遣職員のバック
アップなどである。

2苦労したこと・工夫したこと

現地事務所の主査として工夫を凝らしたこと
は、派遣職員のバックアップの充実である。
東京都では、被災地の復興を支援するために

様々な施策を展開しているが、その大きな柱のひ

とつは人的支援（被災地への職員派遣）である。
下記表で記載のとおり、都庁現役職員や東京都
監理団体等の職員、任期付職員として 37 名の職
員を被災自治体に派遣しており、どの職員も区画
整理や災害公営住宅建設、用地買収などに関する
豊富なノウハウを活かし、即戦力として被災自治
体で活躍している。
しかしながら、都庁に限らず全国自治体の派遣
職員に共通する事として、職場環境や生活環境が
大きく変化することにより体調やメンタル面で不
調を来たす職員が少なくないことから、派遣職員
のバックアップの充実に注力を図った。具体的に
は、職務に関する知識取得の支援とオフタイムを
含めた日常面の支援を行った。
取り組んだ項目としては、
・	自主勉強会の開催（参加職員同士で自分の担当
業務について説明、意見交換。）
・	技術力向上研修（技術系職員を対象とし、他自
治体の現場を視察。）

東京都　
被災地支援宮城県事務所

山本 健一

派遣先
都庁現役職員 任期付職員 都監理団体等職員

合計
宮城県 仙台市 気仙沼市 南三陸町 気仙沼市 石巻市

派遣人数 11 5 14 4 2 1 37

表　東京都からの派遣状況（H26.2.1 時点）

＜技術力向上研修の様子＞
土木・建築の職員を対象に実施。日ごろ接する機会の無い、他
の自治体の現場の取り組み状況を視察し、担当職員と意見交換
を行った。参加者からは、「仕事を一層頑張る良い励みになった」
などの感想を頂いた。

＜夜間自主勉強会の様子＞
勤務時間中に集まることは難しいため、勤務時間終了後の夜に
集まった。毎回、一人ずつ自分の職務について説明し、他の参
加者と意見交換を行った。
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・	コミュニケーションの充実（日常的に派遣職員
とコミュニケーションを取り、困っている事の
相談に乗る。また、懇親会や旅行会など、派遣
職員同士の懇親を深めるイベントを実施）
などが挙げられる。

3印象的なエピソード

印象的なエピソードは、石巻市の販路開拓を支
援出来た事である。
現地事務所の役割のひとつに被災地の状況把握
があることから、宮城県事務所のメンバーは時間
があれば極力現場に出かけるようにしている。（参
考であるが、25 年 4 月から 25 年 12 月末の間に
おける公用車の移動距離は約 1万キロに達した。）
25 年秋ごろ、石巻市の復興商店街において、「石
巻市販路開拓支援センター」の方と知り合う機会
に恵まれた。被災地の企業は、震災により取引先
などの販路が失われたため、売上高が回復しない
という経営課題を抱えており、特に、食品・水産
加工業では約 86%の企業が「売上高が震災前より
減少」と回答している。（H25.10.14 河北新報より）
こうしたことから、同センターは石巻市から委

託を受け、商談会場のセッティングや都内デパー
トへの物産販売会の紹介など商取引のマッチング
などを行っており、個々の企業の販路回復を回復
させ、ひいては被災地全体の雇用促進や経済活性
化に取り組んでいる。一方、担当者からは、「東
京のデパートに商談を持ちかけても、『復興』と
いうキーワードは流行っていないので、美味しい
ものだけ紹介してほしいと言われた」、「震災に関
するニュースは首都圏でほとんど取り上げられ

＜派遣職員との懇親会＞
派遣職員と仙台市内で飲み会を行ったり、旅行に出かけた。写
真は盛岡に旅行した際のわんこそば体験。

＜石巻のおもてなし　都庁向けチラシ＞
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ず、首都圏の人たちは被災地の事を忘れかけてい
る」と言った切実な意見を耳にした。
このため、都庁としても何かお手伝いできるこ

とがないかと考え、復興支援対策部等と調整を行
い、総務局の職員約 1000 人に対し、石巻市の水

産食品販売のチラシを配布することにつなげた。
同社担当者からは「東京の人たちに石巻市が誇る
水産加工物を紹介出来て嬉しい」と言った意見や、
購入した都庁職員からは「物販を通して被災地貢
献できて良かった」「石巻市の食品がこんなに美
味しいとは」などの意見を頂いた。

4今後の都政に活かせること・
活かしたいこと

現地での 1年間を通じ、様々な職種の人と交流
し、様々な現場を視察してきた。
例えば、用地取得や住民合意などの復興まちづ
くりの課題、防災集団移転や土地区画整理の災害
復興の手法、ガレキ処理や災害公営住宅の建設な
ど、都庁で職務を行う中では経験できない貴重な
ノウハウを得ることが出来た。いつか必ずやって
くる首都直下地震の防災対策などの施策に反映さ
せるとともに、東京オリンピック・パラリンピッ
クを通じた復興支援の充実にもつなげていきた
い。

＜被災企業のひとつ「ヤマサコウショウ」＞
写真は、津波により被災したすり身加工工場。設備が全て被災
したが、平成 24 年に再建。しかしながら、販路が回復せず、
石巻市販路開拓支援センターとともに売り上げの回復に取り
組む。
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1担当した業務の概要

（役職・体制）
私は、平成 25 年 4 月 1 日から東京都被災地支
援福島県事務所に赴任となり、事務所長、被災地
調整担当課長のもと、被災地調整主査として業務
にあたっている。もう一人、心強い助っ人として、
現地採用の臨時職員さんがおり、総勢 4名体制で
ある。

（業務内容）
担当する業務は、大きく分けると次の 2点であ
る。
◎被災地支援対策の調整
都が行う被災地支援対策が福島県のニーズに
即したものとなるよう、福島県の各部署等と緊
密なネットワークを構築することにより、被災
地の復興状況を的確に捉え、本庁との連絡調整
を行うこと。
◎被災地派遣職員のサポート
福島県内に派遣された都現役職員や任期付職
員が、派遣先で円滑に職務を遂行できるよう、
適切にサポートすること。

2苦労したこと・工夫したこと

まず、福島に赴任して 3日後に聞いた「福島は、
地震、津波、原子力災害に加え、風評被害という
四重苦に直面している。そして、震災の風化とい
う波も押し寄せつつある。」という県知事の言葉
が印象に残り、県庁内で共有されるその感覚を常
に意識しながら、業務を遂行するように心がけた。
次に、都が行う被災地支援対策がさらに福島県
のニーズに即したものとなるよう、都の職員であ
りながら福島県民に思いを馳せつつ、現地の生の
情報を的確に捉え、本庁との連絡調整を行った。
そのためには、胸襟を開き、県庁内の関係部署
の方々はもとより、機会を捉えて県民の方々との
コミュニケーションを密にしていく必要があると
考えた。

具体的には、効率的な連絡ツールとしてメール
や電話があるが、極力相手のところに赴きフェイ
ストゥフェイスを実践することを心がけ、直接相
手の表情を確認しながらのコミュニケーションに
努めた。また、休日等には、業務とは直接関係の
ないイベント等にも参加し、住民の方と接する機
会を増やす努力を続けた。
相手と真摯に向き合っていくうちに、奥ゆかし
い福島県人からでも、「都でこのような支援をお
願いできないか」といった話も持ち込まれてくる
ようになっていった。残念ながら都としてすべて
を意向どおりにお引き受けできないという事案も
いくつかあったが、どこまでならできるか、都、
県の関係部局と調整しながら着地点を見つけるよ
うに心がけた。

3印象的なエピソード

福島で仕事をして印象に残ったことはたくさん
あるが、ここでは次の 3つを紹介したい。

（合同着任式　25.4.4）
派遣職員が赴任して 3日目に行われた「合同着
任式」で県の人事担当幹部（都でいうと人事部長）
が話した内容が忘れられない。
いわく、「前年度の派遣職員の方から、県庁職
員は思いつきでの発言が多く、情報共有もなされ
ていない。仕事にスピード感もなく、派遣職員に
対して気を遣いすぎている、等々の辛口のご意見、
思いをいただいた。この思いに対して、県庁内で

川﨑 邦昭
東京都　
被災地支援福島県事務所

福島県派遣職員合同着任式（H25.4.4）
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納得いくまで議論したのか。自分としては疑問が
ある。今後、見直すべきところは見直していかな
ければならない。今年度来られた職員の皆さんに
も建設的意見を述べ続けてもらいたいし、皆さん
の声に真摯に耳を傾け、ともに働いていきたい。
本県での経験が今後の仕事、人生の糧となるよう
願っています。」
概ね以上のような話であった。組織が異なれ

ば、職場環境や仕事の進め方に違いがあるのは当
然で、前年度派遣職員の発言が的を射ていたのか
疑問ではあるが、少なくとも私は、人事の実質的
な責任者がこのような気持ちで受け入れているこ
とがわかり、福島県に派遣する都の 14 名を安心
して預けられると感じた。

（成城大学 JA新ふくしま産地研修会　25.7.13）
JA 新ふくしまが風評払拭の取組みの一環とし

て行っている、学生の産地研修会のグループディ
スカッションに参加しないかとお声がかかった。
私が参加したディスカッションのテーマは「地

域行政の役割と JAとの連携のあり方」であり、
都の被災地支援について紹介させていただいたあ
とは、聞き役に回っていた。
そこで何人かの学生から次のような話があっ

た。
“福島はこわい、農産物は危険という思いもいく
らかはあったが、それは実体のない危機感で、
現地の取り組みを見て安全安心ということがわ
かった。もっとその情報を全国に発信すべきで
ある。”
この研修会への参加を通じて、風評払拭に向け

た取組みは首都圏でも精力的になされているが、
それを知らない人たちもまだまだ多いことを再認
識した。伝え方にさらなる工夫や情報発信・リス
クコミュニケーションの充実も重要だが、それ以
上に、実際に現地に来て、自分の目で見、食べれ

ば「実体のない危機感」は消えていくことを実感
した。

（都知事の福島県視察　25.10.23）
2013 年福島県産米の放射性物質の全量全袋検
査状況を視察するため、都知事が来県した。
知事の視察にあたっては、県庁だけでなく様々
な関係者と調整しつつ準備作業を進めたが、その
過程で出会った郡山市にある果樹園経営者が印象
深い。
その方は、郡山市の名産である梨を中心に栽培
していたが、原発事故の影響により大きなダメー
ジを受けた。事故後、行政の対応がなかなか決ま
らない中、強いリーダーシップで近隣の果樹農家
にも働きかけ、一帯の樹木の除染作業を一気に進
めた体験談を車座になって話してくれた。
「福島の農業はゼロからのスタートだ。」
「これまで長年かけて築き上げてきた『郡山の
梨』を無に帰すことはできない、ゼロからのスター
トかもしれないが前を向いて進んでいくのだ」と
いう氏の思いが伝わってきた。このような方々が
福島の農業を支えていることを知った。
知事の視察には多数の報道陣が取材に訪れ、福
島県の復興に向けた取組の一端を全国に発信する
ことができた。視察の準備では、県の関係者の方々
には無理なお願いもして心苦しかったが、視察後
にお礼に伺った際、「ニュース映像を見ました。
こちらこそありがとうございました。」と言われ

ふくしまのおいしい桃

果樹の除染作業風景（高圧洗浄）

果樹の除染作業風景（粗皮削り）
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現地事務所 体験談

たときは報われた気がした。

4今後の都政に活かせること・
活かしたいこと

カウンターパートである福島県庁の方々と話を
していて考えさせられたことがある。
実家が居住制限区域にある職員は、「なんとし
てもあの区域に帰りたい、それが県全体の復興に
もつながると信じて頑張っていく。」そう話した。
また、「この震災で、公務員として、そして福
島県職員としての心構え、何をすべきかが自分の
頭の中でより明確になった気がする。復興への道

のりは険しくとも、きっとその頂では新たなふく
しまの未来を一望することができる、そう信じて
登り続けていきたい。」そう話した職員もいた。
我々は何をモチベーションに働いていくことが
できるか。各人がかかわる施策を通して、どこに
も負けない都市をつくっていくという気概を持ち
続けることが、都職員として求められていること
なのだろうと改めて気づかされた。

最後に、短い期間かもしれないが、逆境にあり
ながら志の高い福島県職員とともに働くことがで
きた東京都派遣職員の成長が、都にとっての大き
な財産になったと確信している。
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平成26年2月14日　東京都被災地支援宮城県事務所にて開催

岩手県大船渡市農林水産部水産課 飯 野 　 達 夫 （土木職・漁港等の復旧事業）

岩手県野田村復興むらづくり推進課 髙 木 　 利 夫 （土木職・防災集団移転促進事業）

宮城県気仙沼市建設部災害公営住宅整備課 川 田 　 和 彦 （土木職・災害公営住宅整備事業）

宮城県南三陸町復興事業推進課 猪 狩 　 和 德 （土木職・防災集団移転促進事業）

福島県いわき市土木部営繕課 稲 見 亜 矢 子 （建築職・災害公営住宅整備事業）

コーディネーター 東京都被災地支援宮城県事務所 山 本 　 健 一 （土木職）

出席者

任期付職員座談会

山本 3月11日で、東日本大震災から丸3年が経
過します。被災地では、防災集団移転や土地区画
整理、災害公営住宅の整備などの復興工事が進ん
でいるものの、応急仮設住宅等への入居者が被災
県全体でいまだ約10万人もおり、復興を一層加
速化させることが求められています。
例えば、復興庁の資料によると、災害公営住宅

の完成割合は約2%、防災集団移転の完了割合は
約5%、漁港の復旧割合は37%などとなっていま
す。
東京都では、平成23年3月の被災直後から岩

手県、宮城県、福島県の3県に被災地支援の現地
事務所を立ち上げたほか、人的支援としては、警
察・消防などをあわせて延べ3万人を超える職員
を派遣し、被災地をバックアップしてきました。
被災地に対して、多くの人員を投入したことに

より、大きな成果を挙げてきましたが、復興支援
に最も高い効果が出るのは、即戦力となるスキル
やノウハウを持った職員を派遣することではない
かと思います。
東京都は平成24年4月に、任期付職員制度を

活用した被災地への職員派遣を全国に先駆けて導
入することを発表しました。多数の応募者の中か
ら厳しい選考を突破された47名が平成24年9月
1日付で採用・派遣され、被災3県の10市町村
で活躍されています。
東京都復興支援対策部では、本年度の派遣職員

の成果を取りまとめる活動報告書を作成してお
り、その中のコーナーのひとつとして、任期付職
員の方から生のお話を伺う場を設けました。

今日は、任期付職員を代表し、5名の方にお集
まりいただきました。
それではお仕事の内容とともに自己紹介を兼ね
ながらお話を伺いたいと思います。
飯野 大船渡市農林水産部水産課の飯野です。水産
課については、課長のほか、プロパーの職員が課
長補佐以下4名（事務職2名）、山口県宇部市から
派遣されている職員が1名、鹿児島県鹿屋市から
派遣されている職員が1名おります。それと、我々
東京都から派遣されている職員が4名です。担当
する漁港の復旧に関しましては、私たちが派遣さ
れた当時、早急に水産活動が行えるように、物

もの

揚
あげ

場
ば

工事等が発注されており、それを受け継いで工
事管理、清算業務を担当してきました。それが完
成し、平成25年3月に防波堤などの外郭工事や
残った漁港施設の復旧計画と発注業務を行ってい
ます。他の職員が担当しているものもほぼ同じ規
模・内容ですが、工事費にして1漁港約7〜 12
億円になります。大船渡市自体がこのような大き
な災害復旧を複数箇所同時に発注した例がなく、
年度またぎの繰越しや、スライド単価設定などの
問題もあり、なかなか決裁がまわらないような時
期もありました。
今後の一番大きな課題としては、防潮堤工事を
平成27年度までに終わらせなければならないの
ですが、今も設計中の施設もあります。部分的に
できたところを申請解除してもらって工事を発注
しております。直近では、施工区間140mのと
ころを入札して仮契約を終わらせたところで、議
会の議決を待ち正式契約するところです。私の担
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当としては、設計と協議、工事発注、現場対応を
行っています。地元説明会への対応や用地交渉な
ども行っています。
髙木 野田村の城内地区（6万m²）と米田・南浜地
区（2万m²）の防災集団移転促進事業を担当して
います。発注形態としては、土地買収の段取りを
村で実施後、岩手県土地開発公社に業務委託し、
造成してもらい、完成後に村が買い取るといった
方式をとっています。これだけ聞くと楽そうな仕
事だと聞こえてしまうかもしれないですが、実際
には公社に随所で指示を出したり、図面の修正を
するなど、一緒になって事業を推進しています。
南浜地区については平成26年1月17日に公社か
ら村が買い取り、終了となりました。城内団地で
は、60万m³の土を削って近隣の他事業に盛り立
てして団地の造成を行っています。現在の工事進
捗率は40%位となっています。
課の体制としては、プロパー職員4名と派遣職
員15名の計19名です。区画整理、防災集団移
転、漁業集落防災機能強化事業、都市公園（第三
堤防）、道路事業、用地取得等を実施しています。
川田 私が従事しているのは気仙沼市の災害公営住
宅です。市全体で28地区、約2,200戸の整備に
携わっています。主に、戸建てと集合住宅、買い

取り方式に大きく分けられ、今は戸建て住宅に力
を注いでいます。
階
はし

上
かみ

地区4地区を例にとると、家を再建しよう
と思っていたもののローンが組めなくなった方
や、別の地区の災害公営住宅に申し込んでいたけ
れど抽選に漏れてしまったなど、この地区の災害
公営住宅への入居を新たに希望する方が出てきた
ため、整備戸数が決まらず造成工事の着手が遅れ
ていました。今は2地区分だけ造成に着手してお
り、ようやく市民の方に目に見える形で動いてい
る、というのが気仙沼市の状況です。
山本 川田さんは土木職ですよね。災害公営住宅と
いうと「建築屋さんの仕事」というイメージがあ
るのですが。
川田 当初計画から設計積算、発注、用地交渉・用
地契約、現場管理まで全てをやっています。法律
の勉強からやっている状況です（笑）
山本 それでは建築部隊が建物を建てるための「下
慣らし」までやっているという認識でよろしいで
しょうか。
川田 職種なんてあるようでないようなもので、何
でもやっています。唯一やっていないのは、家賃
計算、家賃設定ですね。
課の人数が、課長を入れてプロパー職員5名、

岩手県大船渡市　飯野 達夫

物揚場工事　着手前

泊漁港外郭施設復旧工事

物揚場工事　完了後

飯野　業務関連写真
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髙木　業務関連写真

派遣職員6名です。プロパー職員がようやく増え
てきた状況です。
猪狩 南三陸町では、防災集団移転促進事業が28
団地（943戸）あり、全ての団地が発注済となっ
ています。藤浜団地はテレビでも取り上げられま
したが竣工しまして、その他、平磯団地、荒砥団
地が竣工しています。兵庫県川西市からの派遣職
員が1名、山形県庄内町からの派遣職員が1名、
宮城県から派遣されている任期付職員が1名、そ
れから私の計4名で、戸倉地区の8団地を担当し
ています。
今まで紙資料での説明を行っていましたが、分

かりやすい説明を行おうと考え、最近開催した説
明会では、パワーポイントを用いて説明を実施し
ました。なお、私は昨年の9月から南三陸町に派
遣となりました。着任当初、設計内容はほぼ決まっ
ていましたが、一部の内容を見直すべきではない
かと進言し、現在見直しを行っています。
来年度、4人のうち残留するのは私と宮城県か

らの任期付職員だけになると思いますが、引き続
き知恵を絞って、何とか工期に間に合わせたいと
考えています。
稲見 いわき市で災害公営住宅の建築を担当してい
ます。担当現場は薄磯団地で、土木と建築が一体

となって仕事をしています。プレキャスト工法で
施工しており、2階の壁まで立ち上がっています。
市では、計6団地でプレキャスト工法にて施工し
ており、早いことは早いのですが、職人の取り合
いみたいな状況になっていて効率が良くありませ
ん。私は定期的に現場に赴いてチェックを行って
います。
これとは別に、最近発注したのが小名浜団地で
すが、こちらもプレキャスト工法で実施します。
5階建てと戸建てで計189戸の団地となります。
福島では県も災害公営住宅を建設しており、道を
はさんで向かいに県の災害公営住宅も建築中で、
県と市が競争しているみたいな状況になっていま
す。その他に、体育館の補強工事なども担当して
いました。
職場の体制としては、プロパー職員16名、前
橋市からの派遣職員が1名、東京都から6名の計
23名となっています。営繕課は受託課であり、
発注を行う課が別にあります。いろいろな課から、
いろいろなお仕事が舞い込んできます。

山本 東京都では、即戦力としてノウハウ、スキル
を被災地で活かしてもらうことを目的として、任
期付職員を募集しました。皆様のお話を聞いてい

岩手県野田村　髙木 利夫

城内高台団地予定地（造成前） 城内高台団地予定地（造成中）

南浜高台団地造成地
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川田　業務関連写真

る中でも、それぞれに第一線でプロフェッショナ
ルとして業務を遂行されていることが分かりまし
たが、これまでどういった仕事をされていたのか
について教えてください。また、どういったきっ
かけで都の任期付職員に応募したのか、併せて教
えてください。
飯野 私はコンサルタント出身です。60歳定年後
も、仕事を継続する予定でしたが、東日本大震災
の被害状況をテレビで見て、できることなら技術
者として何らかの貢献ができればと思いました。
都の任期付職員募集を見て、即、会社を退職しま
した。行政機関の中に入っていくと、標準仕様が
あるため残念ながら自分の専門分野を活かしきれ
ず、また、私としては不得手な事務的な手続きが
多く躊躇しているところもあります。しかしなが
ら、漁港復旧と海岸復旧は必ずやり遂げたいと
思っています。
髙木 建設会社で、現場の責任者をずっとやってい
ました。東日本大震災を機に、これは日本の一大
事だと思い、急遽会社を辞めまして、福島原発
に白い服（防護服）を着て放射線管理という形で
入ったのですが、道がちょっと違うなと。時間制
限もあり1度に2時間以上中に入れず、放射線管
理では大した役にも立てない、そんなモヤモヤし

た気分でいる時に、東京都の任期付職員募集が
あったので受験しました。
川田 私は、今まで設備がメインでやってきまし
た。サブコンで国の公益財団に関係する仕事を経
験後、UR（都市再生機構）へ入りました。その後、
東京都住宅供給公社（JKK）で、建物維持管理を
メインに従事しました。今回、未曾有の大震災が
あり、これからまちづくりを含めた復旧・復興が
始まる中で、ただ建てればいいという考えではな
く、まちづくりをしながら将来の維持管理を含め
た「インフラ整備」をする立場からお手伝いでき
ればと思い、都の任期付職員を志望しました。
猪狩 私は福島県いわき市役所に38年間勤務して
いました。職種は土木で、上下水道、道路、区画
整理及びそれらの維持管理をやってきました。い
わき市で、水道の浄水場と下水道の処理場を両方
経験しているのは、おそらく私だけであると内心
ひそかに自負しております。
東日本大震災時には、小名浜支所の経済土木課
長として復旧業務を遂行していました。震災直後
は、インフラ整備、特に道路の確保をどのように
したらいいだろうと考えました。本庁と連絡が取
れない中、業者に道路整備を指示して、避難して
いる人のところまで行けるようにしました。道路

宮城県気仙沼市　川田 和彦

階上地区航空写真 災害公営住宅モデル模型

階上地区災害公営住宅建設予定地



職
員
派
遣

任
期
付
職
員
派
遣

監
理
団
体
等
職
員
派
遣

現
地
事
務
所

任
期
付
職
員
座
談
会

192

猪狩　業務関連写真

整備をやりながら、がれきの片づけにも着手しま
したが、放射性物質の問題もあり、本庁とがれき
の処理方法について意見が対立したこともありま
した。1週間に一度、業者との工程会議を実施し、
激励しながら作業を実施してもらいました。その
甲斐があってか、5月末にはがれきの大半が仮置
き場に片付きました。
平成24年度末が私の定年だったのですが、復

興事業に直接携わりたかったものの、残念なこと
に担当できなかったことから平成24年6月に市
を退職しました。その後、都の任期付職員採用試
験を受験し合格、拾ってもらいました（笑）都の
任期付職員として、私は当初、岩手県大槌町へ派
遣され、1年間、復興事業に従事しました。その後、
昨年9月から宮城県南三陸町へ派遣されておりま
す。
稲見 私は学校を出てから、2つほど設計会社にお
りました。所長を入れて3〜 4名くらいの小さい
会社です。その会社で、民間と役所、両方の建築
物を担当しました。
私は滋賀県に住んでおり、東日本大震災の発生

後、日帰りなどで被災地に駆けつけることができ
ませんでした。半年経った9月に有給休暇を取得
し、宮城県南三陸町へボランティアに行きまし

た。テレビとはあまりにも違う現実に圧倒されま
した。私は、民間出身なので、被災地支援を考え
たときにも、民間で働くことを考えていましたが、
土木職の求人は多かったのですが建築職はほとん
どありませんでした。
その後、仕事が忙しくなって、ちょっと仕事が
空いたときに、締切りまであと1週間というとこ
ろで、東京都が任期付職員を募集していること
を知りました。論文とか嫌いなので、どうしよ
うかと思ったのですが（笑）受かるとは思ってい
なかったので、仕事を辞めることなく継続して
いたのですが、「面接に来てください」という通知
があって、面接で「採用が決まったら現在の仕事
を辞めてもらえますか」と言われたので「決まっ
たという通知をもらえたら辞めます」と答えまし
た。その後、私も猪狩さんと同様に拾ってもらい
ました（笑）
私はボランティアで行っていたこともあり、南
三陸町を希望していたのですが、縁もゆかりもな
い、いわき市に派遣されることとなりました。い
わき市は、東北に来ている感じはなく、意外と寒
くないです。暑くもないとは言えず、夏は意外と
暑いのですが（笑）

宮城県南三陸町　猪狩 和德

藤浜団地竣工式① 藤浜団地竣工式②

藤浜団地造成地



職
員
派
遣

任
期
付
職
員
派
遣

監
理
団
体
等
職
員
派
遣

現
地
事
務
所

任
期
付
職
員
座
談
会

任期付職員座談会

193

稲見　業務関連写真

山本 被災されている方は辛い環境の中で、新しい
住宅や新しい土地を待っているわけですよね。髙
木さん、先ほどの説明の中で、米田・南浜の防災
集団移転の団地が完成したとおっしゃっていまし
たが。
髙木 完成していますね。
山本 岩手県、東北の中でも一番早いのではないで
しょうか。
髙木 かなり、早い方だと思います。実際には、昨
年11月に工事は完成しています。地域性もあり、
この時期には建物の基礎工事はやらないで、3月
位に基礎工事に着工、5月位に建物の建築を始め
るようです。なお、土地の売買契約は住民と交わ
しています。
山本 稲見さんの現場の図面を見ると、リビングが
玄関側にあったりベランダ側にあったりと、居室
の配置に特徴がありますね。
稲見 いわき市では、災害公営住宅は2LDKと
3LDKしか作らないという方針を策定していまし
た。それをどういう形の間取りにするかという中
で、LDKを南に持っていくパターンと北に持っ
ていくパターンを作って欲しいという要望が住宅
課からありました。
私はマンションを設計している友達から、

LDKを外廊下側（北側）に持っていくと臭いが外
に出るので嫌がられることが多いよという話を聞
いていましたが、意外といわき市では廊下側に
LDKを作って欲しいという要望が多く、「それは
何でですか」と尋ねたところ、ごはんを食べると
ころとは別の、日当たりのいい部屋でみんなくつ
ろぎたいという要望が多いとのことでした。です
ので、LDKが外廊下側（北側）にあるパターンも
必要とのことでした。
山本 1戸でも早く、被災された方に住居を提供で
きることを願っています。先ほど髙木さんに聞き
忘れてしまったのですが、東北の中でも早期に防
災集団移転先の団地造成工事を完成させたことに
ついて、早く進んだ秘訣やチームとしての取り組
みがあれば教えてください。
髙木 私が派遣されたときには、既に工事場所が決
まっていました。そして、土地の一筆買いができ、
関係する人が数名だけで済んだので、土地の取得
が速やかにできました。それから資材不足のため、
通常であれば2週間で入るものが、1ヶ月くらい
かかるような状況だったので、とにかく先に先に
資材をおさえるよう、業者に指示していました。
山本 ゼネコンでの現場回しでご苦労をされた髙木
さんならではのノウハウがあるんでしょうね。

福島県いわき市　稲見 亜矢子

薄磯団地建築工事② 薄磯団地建築工事③

薄磯団地建築工事①
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山本　業務関連写真

髙木 要するに「譲れない最終期限」はここだよ。
それを伸ばすわけにはいかないよ。という至上命
令が裏であったので、私も陰に日向に指示してい
ました（笑）
山本 髙木さんの現場でも、工期延伸はあったので
しょうか。
髙木 どうにもならなくて、1ヶ月工期延伸をしまし
た。その訳は、人がいなかったからです。機材は
足りていて資材も入ってきていたけれど、マンパ
ワーだけはどうにもならなかったですね。業者に、
「何とか人を引っ張ってきてくださいよ」とお願い
をしていましたが、1ヶ月が経ってしまいましたね。
防災集団移転は、地権者さんへの数回に渡る意向
調査の結果により、計画戸数が変わったり、道路
の高さや幅員が変わったりしてしまって。その割
にはうまくいった方だと思います。待っていると
止まってしまうので、変更が発生する都度、情報
を共有し可能な範囲で準備をしてもらいました。

山本 一日も早い復興の実現のため、皆さんの職場
においてスピードアップにつながるような取り組
みをされていれば教えてください。
飯野 岩手県内の海洋土木関係の業者は少ないと思
います。そのような状況下で、会社自体の技術能

力はしっかりしているものの、人が足りなく工事
が遅れる状況になっていました。そのため、1億
円規模で出していた工事をいくつかにまとめ、県
外の大手業者も入札参加ができるようになりまし
た。このような工夫が功を奏し、大船渡市は漁港
の災害復旧に関しては岩手県でもトップクラスの
進捗率になっています。おそらく海岸の復旧事業
も、先頭をきれるのではないかと思っています。
川田 最終的に工期短縮も含めて、手戻りがないと
か二度手間三度手間にならない方式になるのでは
ないかと思っているのが、プロポーザル方式と言
われる発注方式です。災害公営住宅だけを一つの
事業と見なすのではなく、防災集団移転促進事業
と一緒に一団地として造成工事を行うイメージ
で、気仙沼市を3つの地区に分けて、複数の団地
を一つにまとめ、供用開始年度が決まっている中
で業者に技術提案をさせながら事業を進めていく
という形です。現在進行形なので、どれくらい工
期短縮ができているのか検証はできていないので
すが、スピードアップにつながるのではないかと
思っています。今のところ、遅れがない形で進め
ていけていると思います。
猪狩 戸倉地区を例に取ると、7か所の団地を3つ
に分けて発注していますが、監理を請け負ってい

東京都被災地支援宮城県事務所　山本 健一

視察対応①（名取市閖上地区） 視察対応②（石巻市水産加工工場）

気仙沼市東日本大震災追悼式出席
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る宮城県技術センターの主催で、2週間に1回、
関係者による工程会議を実施しています。地元業
者と大手ゼネコンが一堂に会する場であり、地元
業者には勉強になっているようです。
また、私が取り組んでいるのが、残土仮置き場
の現場管理です。各団地から出る土を効率的に
持って来てもらうため腐心しております。南三陸
町はなぜか宅地盤が切土だけの計画なので、最終
的には土を外に出さないといけないのです。
山本 それは猪狩さんが残土の調整をやっているの
ですね。
猪狩 受け持っている現場から、仮置き場に一番近
いのが私なので担当するしかないと考えてやって
います。業者さん同士で、協議会をつくってもら
うよう提案しています。そうしないとこれから管
理ができなくなりますよと。
山本 協議会とはどういうイメージですか。請負業
者が集まって話し合うイメージですか。
髙木 うちはやってもらっていますよ。1社を頭に
して、全社に集まってもらっています。
飯野 そういう方式は設計などのコンサルタント業
界でもあります。幹事会社を作って、基本的には
そこで集約して、情報を上げてもらうシステムで
す。

猪狩 工程管理を協議してやらないと。例えば土を
持ってくる際、一度に集中して持ってきてしまっ
ては対応できなくなってしまいます。そのような
調整を行ってもらうために、協議会の設置を粘り
強く働きかけています。
山本 稲見さんはどうでしょうか。例えば、東京都
のチームが入って、組織の雰囲気が変わったなん
てことはあるのでしょうか。
稲見 どうなんですかね…営繕課自体、若い職員が
多いですね。若い職員が大勢いるのですが、育て
る環境づくりがもう少しあればいいと思います。
私は、若い職員と一緒に現場に行って、図面や現
場の見方のポイントを教えたりしています。逆に、
私は役所の経験が乏しいので、彼らから役所の仕
事の仕方を教えてもらっています。
山本 今の役所は「現場」がどんどん減ってきて、
業者へ業務を委託することが多い中、役所の技術
力の低下が危惧されていますが、現場のたたき上
げの人が入ってきて、そういったことを教えてく
れることはいい刺激になりますよね。
稲見 今まで改修工事がメインだったので、そのや
り方にとらわれてしまっているように感じます。
もう少し、根本的に方法を考えないといけないか
なと思っています。
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山本 現場ではこれが困っている、何とかならない
かな、といったことはありますか。
飯野 岩手県人の気質ですかね。人の気質がよくて
優しい。気の荒い人が私の周りにはあまりいない
です。コミュニケーションのとり方が逆に難しく
なっていて、優しすぎて本音を言う人がいないで
すね。岩手県に来たときから感じていまして、任
期が終わるまではおそらくこの状態は続くんだろ
うなと。逆に、自分の方が変えていく形にしない
といけないかなと思っています。それから、プロ
パー職員の将来における重要性を考えて、あくま
でも私自身が業務を先行することは控えて作業を
進めています。今後、漁港や防潮堤の災害復旧に
ついて、内部での事務作業が多くなってきてなか
なか現場に出られなくなるだろうと思います。現
場監理については、コンサルタントの活用との意
見もあります。
それから災害査定についてですが、非常にやり

づらい制度になっていると思います。最初に査定
を受けた結果が、いつまでも引っ張られてしまい
ます。また、国費を投入するならば、プラスアル
ファの効果も考え、改善を図ってもいいと思いま
す。
髙木 この前、山本さんが教えてくれた、○○町が

残土処理費を認められたといったような情報が本
当に欲しいんですよね。「復興庁がOK出したよ、
予算が認められたよ」とか、タイムラグなくバン
バン欲しいんですよね。復興庁が予算を削ろう削
ろうとしている中、「こういった方法があるんだ
よ」といった新しい情報をメールでいただければ
と思います。
川田 先ほど業務内容でもお話をさせていただいた
のですが、基本設計から用地買収、契約してから
工事監理などを一手に担うということで、職種関
係なしの状況が課全員に求められています。その
中でどうしても、請け負っている地区数や新たに
出てくる地区を踏まえて、人が足りない状況を感
じています。一人ひとりの業務が多く、残業して
いると日付が変わるということも多々あります。
ただ、単純に人を増やしてくださいという話では
なく、業務に精通している職員の確保が重要にな
ると思います。一人でも多く、防災集団移転事業
や災害公営住宅整備事業に精通している方が来て
くれると嬉しいし、切なる願いです。
稲見 いわき市は、土木課と営繕課が別々にあり、
土木と建築が一体化して仕事を進めるべきなので
すが、例えば、土木の工事が遅れているにもかか
わらず、建築は工期に間に合わせないといけない
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現実があります。建築は建築で一定の工期が必要
です。土木と建築のプロジェクトチームを作るな
ど、もう少しうまく現場が回る工夫が必要だと思
います。
川田 土木の工事が全て終わらなくても、建築が入
れる現場もあると思います。
山本 気仙沼市では、土木と建築でカバーしあう取
り組みを行っているのですか。
川田 プロジェクトチームというほどのものではな
いのですが、地区ごとに担当者が定期的に集ま
り、コンサルタントや必要に応じて関係部署も入
れて、お互いに情報交換をして全体の工程調整を
行っています。このことによって、多少は工程が
詰まっていると思います。

山本 まもなく震災から3年が経ちます。引き続き
ご活躍いただくにあたっての「思い」を教えてく
ださい。
飯野 いまやっている漁港の災害復旧は、今年の
12月までには終わります。海岸の災害復旧に関
しては、今回発注し、27年度に完了を目指して
います。まずはそこまで、責任をもって精一杯頑
張ります。
髙木 被災地に赴任するにあたり、送別会をかなり
の回数やっていただき、「大変なところへ行くん
だね」と送り出してもらいました。ですが、つい
最近地元に帰ったときに、（震災を）忘れられてい
るような印象を強く持ち、周囲の方たちの「震災
の風化」を強く感じました。日本の一大事なのに。
1年半で風化してしまっていいのかなと。忘れ去
られないように、復興事業を一生懸命やっていき
たいと思いました。
山本 震災の風化は東京でも深刻になっています。
首都圏のニュースであまり取り上げられなくなっ
ているので、復興は進んでいるのかなと思ってい

る方も多いです。皆さんご承知のとおり、まだま
だ復興は道半ばですので、東京都としても皆さん
を含めて「被災地で復興、頑張っていますよ」と
いう情報発信を行い、都民の風化防止に努めてい
きたいと思います。
川田 任期付職員として派遣され現場で頑張ってい
る中で、派遣された職員たちの自己満足で建てた
「負の遺産」といわれないよう、今後の維持管理
や空き家の解消も含め、しっかりとした「まちづ
くり」をしていきたいと思います。
猪狩 復興事業に携わりたいという熱い思いで被災
地にやってきました。岩手県、宮城県の被災地で
復興事業を経験し、いずれは派遣で得られた経験
を、何らかの形で福島県双葉郡の復興に活かした
いと考えております。
稲見 赴任したときには何も手付かずだった災害公
営住宅が形になってきたので、それを完成させる
のは当たり前ですが、福島県というだけで「風評
被害」が多く、私が行っているから福島に来るよ
と言ってくれる友達もいるので、「おいしいもの
があるよ」などの福島のよさを発信しています。
山本 そういった取り組みが風評被害や震災風化の
防止につながりますよね。
稲見 仕事だけではなく、そのような取り組みを続
けていきたいです。

山本 今日はいろいろな貴重なお話を聞けて参考に
なりました。私も技術職として、引き続き頑張っ
ていこうと決意を新たにしたところです。まだま
だ寒い日が続き、特に仮設住宅にお住まいの方は
大変だと思いますが、お体に注意され頑張ってい
ただければと思います。今日は本当にどうもあり
がとうございました。
一同 ありがとうございました。
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